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はじめに

本報告書は、日本学術振興会科学研究費補助金・基盤研究（C）を得て行った「社会教育・

啓発分野における人権教育のプログラム化に関する研究」（研究期間2006（平成18）～2008

（平成20）年度）の研究成果をまとめたものである。

［研究組織】

研究代表者：生田周二（奈良教育大学教育学部教授）

研究協力者：立石麻衣子（NPO法人　北摂こども文化協会）

【交付決定額（配分額）］

直 接 経 費 間 接 経 費 合 計

平 成 1 4 年 度 1，4 0 0 千 円 0 千 円 1 ，4 0 0 千 円

平 成 1 5 年 度 1，1 0 0 千 円 3 3 0 千 円 1 ，4 3 0 千 円

平 成 1 6 年 度 9 0 0 千 円 2 7 0 千 円 1 ，1 7 0 千 円

総 計 3 ，4 0 0 千 円 6 0 0 千 円 4，0 0 0 千 円

【研究発表］

（1）出版物

生田周「（2007）『人権と教育一人権教育の国際的動向と日本的性格－』部落問題研究所

119頁

（2）学会誌等

＜人権教育の新しい動向の検討＞

生田周二（2006）「欧州とドイツにおける人権教育の動向」『部落問題研究』178号、2－56

頁

生田周二（2006）「ドイツとヨーロッパの人権学習（第1回）ニュルンベルク市の人権をめ

ぐる取り組み」『人権21』No．185、57－65頁

生田周二（2007）「ドイツとヨーロッパの人権学習（第2回）ニュルンベルク市の職業学校

での取り組み」『人権21』No．186、52－59貢

生田周二（2007）「ドイツとヨーロッパの人権学習（第3回）ドイツにおける人権学習をめ

ぐる議論の変遷」『人権21』No．187、57－67頁

生田周二（2007）「ドイツとヨーロッパの人権学習（第4回）ヨーロッパにおける人権学習

の動向」『人権21』No．189、62－71頁

生田周二（2007）「ドイツとヨーロッパの人権学習（第5回）人権都市への二つの取り組み」

『人権21』No．190、54－63頁

立石麻衣子（2008）「ヨーロッパ評議会における人権教育の特徴一子どものための人権教育

マニュアル『コンパシト』を中心に－」部落問題研究所『部落問題研究』第186号、
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96－108頁

＜シティズンシップ教育の検討＞

生田周二（2008）「ヨーロッパ評議会を中心とする『民主的シティズンシップ・人権教育』

の動向一教育者養成への視点を中心に－」『部落問題研究』186号、71－95頁

立石麻衣子・生田周二（2008）「イギリスとスイスにおけるシティズンシップ・人権教育に

関する調査報告一教員養成ならびにユースサービスの動向－」『奈良教育大学教育実践

総合センター研究紀要』第18号

生田周「（2009）「シチズンシップ教育の動向と課題」『人権と部落問題』第785号、6－16

頁

＜ドイツ、イギリスにおけるユースワーク分野における青少年の人権状況と対応＞

生田周二（2006）「ドイツにおける青年職業活動支援の動向と課題一旧東独・ドレスデン市

における相談業務を中心にして－」『日本社会教育学会紀要』第42号、1－11頁

生田周二（2007）「東部ドイツの青年職業活動支援－ドレスデン市における青年作業所の聞

き取りをもとにして－」『人権と社会』第2号、59－82頁

生田周二（2008）「ドイツの青少年援助法の変遷と概要」『人権と社会』第3号、45－58頁

立石麻衣子（2007）「イギリスのユースサービスにおけるニート問題への対応－コネクショ

ンズサービスの導入を中心に－」岡山部落問題研究所『人権と社会』第2号、83・100

頁

（3）口頭発表

生田周二「東部ドイツにおける青年自立援助」（ラウンドテーブル「ドイツ社会教育概念と

青年自立援助一目本との比較の視点から－」）日本社会教育学会2006年度六月集会（筑

波大学）2006年6月4日

生田周二「ドイツにおける人権教育と人権都市の取組の動向一人権教育をめぐる動向と課題

（4）－」日本社会教育学会第53回研究大会（福島大学）2006年9月9日

大串隆吉・生田周二「児童・青年援助と社会教育の展望－ドイツとデンマークの事例から－」

日本社会教育学会第54回研究大会（東京農工大学）2007年9月9日

生田周二「欧州評議会を中心とする「民主的シティズンシップ・人権教育」の動向一人権教

育をめぐる動向と課題（5）－」日本社会教育学会第55回研究大会（和歌山大学）2008

年9月20日

【研究成果］

本研究の目的は、社会教育分野における人権教育の理論化のために、仮説的に提示する

枠組み「教育への人権的アプローチ」（略称：教育人権アプローチ）を用いて、人権教育の

プログラムを構築することにある。

研究では、次の4つの観点からその検討を行った。第一に人権教育の国際的動向、第二

にシティズンシップ教育に関する議論の展開過程、第三にドイツ、イギリスにおけるユー
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スワーク分野における青少年支援とその状況、第四に成人職業教育の一環としての教育者

養成の実践的取り組み、以上の4つである。前二者が人権教育ならびにシティズンシップ

教育の動向に関する研究であるのに対して、後者の二つは青少年分野ならびに教育者・指

導者教育の動向と実践分析となっている。まとめは、第8章に詳しい。

なお、本報告書の構成は、以下の初出論文をもとに加筆修正したものである。

第1章　欧州とドイツにおける人権教育の動向

生田周二（2006）『部落問題研究』178号、2－56頁

第2章　「ヨーロッパ評議会における人権教育の特徴一子どものための人権教育マニュア

ル『コンパシト』を中心に一

立石麻衣子（2008）部落問題研究所『部落問題研究』第186号、96－108頁

第3章　ヨーロッパ評議会を中心とする「民主的シティズンシップ・人権教育」の動向一

教育者養成への視点を中心に一

生田周「（2008）『部落問題研究』186号、71－95頁

第4章　イギリスとスイスにおけるシティズンシップ・人権教育に関する調査報告一教員

養成ならびにユースサービスの動向一

立石麻衣子・生田周二（2008）『奈良教育大学教育実践総合センター研究紀要』第18号

報告1お茶の水女子大学附属小学校第71回教育実際指導研究会「小学校における『公共

性』を育むシティズンシップ教育一友だちと自分の違いを排除せずに、理解し考える

力を発揮する－」（2009年2月19、20　日）に参加して

立石麻衣子（書き下ろし）

第5章　ドイツにおける青年職業活動支援の動向と課題一旧東独・ドレスデン市における

相談業務を中心にして－

生田周二（2006）『日本社会教育学会紀要』第42号、1－11頁

第6章　イギリスのユースサービスにおけるニート問題への対応－コネクションズサービ

スの導入を中心に一

立石麻衣子（2007）岡山部落問題研究所『人権と社会』第2号、83・100頁

第7草　「NPOによる教育力」を生かした「子どもの権利」学習に関する実践と考察

立石麻衣子（2008）岡山部落問題研究所『人権と社会』第3号、25－43頁

報告2　奈良教育大学における教育者養成の取り組み

生田周二（書き下ろし）

第8章　教育者養成における課題……まとめにかえて

生田周二（書き下ろし）
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<第1部　人権教育の新しい動向の検討>

第1章　欧州とドイツにおける人権教育の動向

奈良教育大学　生田周二

1990　年代の後半から、ヨーロッパでは社会的排除をめぐる議論が盛んになり、 「二次的社会」

(Sekundargesellschaft)、 「3　分の　2　社会」 (Zwei-Drittel-Gesellschaft)あるいは「パラレル社会」

(parallelgesellschaft)という言説を通じて、多文化社会や社会的統合の負の部分の問題が顕在化してき

ている。

こうした中で、ドイツ連邦政府の行動計画として「社会的焦点となっている地域における若者の発

達と機会」 (Entwicklung und Chancenjunger Menschen in sozialen Brennpunkten:家庭・高齢者・女性・

青少年省:2000年)や「社会都市」プログラム(1999年から)が実施されてきている(Hohm,2003)。

以上の、社会的排除-の対応や、近年の緊縮財政のもとでのコミュニティ・ガバナンスのあり方と

関連しながら人権政策が展開されてきている。この点について、教育政策面から欧州とドイツの動向

を検討するのが本論の課題である。

本論では下記の論点について検討する。

1.欧州における人権教育の必要性の自覚の根拠

2.その担い手となった団体・個人の発想・理論

3.取り組みの方向性。

第1節ではヨーロッパにおける人権教育の動向、第2節では国際NGOアムネスティ・インターナ

ショナルの抑止的人権活動としての人権教育、第3節ではドイツ連邦共和国における人権教育をめぐ

る経緯、第4節ではドイツにおける人権教育に関する議論、第5節では人権を志向した都市について

それぞれ検討する。

総論的に欧州の特徴を先取りして述べるとするならば、次の点を指摘することができる。

1.人権の位置づけは、欧州人権裁判所の設置などに見られるように戦後すぐから見られる

2.近年の傾向は、グローバル化、市場化に対抗する価値観としての人権という位置づけが特徴的

3.欧州では社会的公正-の志向性が強い

4.人権教育は、その中で権利-の自覚と責任意識の明確化、社会への参加の重要性-の意識喚起が

期待されている。

1　ヨーロッパにおける人権教育の動向

I.1ヨーロッパ評議会における人権施策

ヨーロッパ評議会(CouncilofEurope)は、 1949年、人権、民主主義、法の支配という価値観を共

有する西欧10ヶ国が、その実現のために加盟国間の協調を拡大することを目的としてフランスのスト

ラスブールに設置した国際機関である。2003年4月にセルビア・モンテネグロが加盟したことにより、

加盟国は45ヶ国となっている。

93年10月、ウィーンで開催された第一回加盟国首脳会議では、欧州評議会が「卓越した欧州政治

機構」であることをアピールした。今後の優先分野として、欧州評議会拡大により全欧州を「民主的

安全保障」地域とすること、欧州人権条約に基づく機構の改革、少数民族の保護の3つを掲げている。

人権に関わる特徴的な条約、組織として下記を挙げることができる。
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・欧州人権条約(Convention for the Protection of Human Rights and Fundamental Freedoms; 1950年採

択、 53年発効、全締約国批准)

・欧州社会憲章(EuropeanSocialChart;1961年採択、 65年発効、批准国27カ国: 2006年3月)

・欧州人権裁判所(EuropeanCourtofHumanRights、 1959年設置、 1998年改組)

1959年にストラスブールに設置された欧州人権裁判所は、1998年11月1日欧州人権条約第11議定

書(94年5月作成)の発効に伴い1、欧州評議会加盟各国より選出された裁判官各1名が常駐するこ

ととなった。国家間の紛争を処理する国際連合の国際司法裁判所とは異なり、欧州人権裁判所は国家

対国家だけでなく、国籍に関係なく個人や団体からの提訴も受け付ける。この点は欧州連合(EU)の

欧州司法裁判所と同じである。使命は、 1950年にローマで調印され、 1953年に発効した欧州人権条約

の実効を保障するため、加盟国の人権侵害事件に対する判決を下すことである。加盟国は判決を履行

する義務がある。

教育面では、 1985年、ヨーロッパ評議会閣僚委員会が「学校における人権の教授と学習に関する勧

告」を出している。これについては、次項で詳述する。

95年からは、 "alldifferent-allequal"　みんな違って、みんないい)を合い言葉にした反人種主義・

不寛容キャンペーンが実施されている2。

96年、欧州評議会文部大臣常設会議の2つの文書が出され、人権、民主主義、寛容に対する教育の

重要な役割の認知を高めるとともに、研究、資料開発、公表を進めるプログラムや組織を支援するこ

とが加盟各国に求められることになっている。

「学校における人権の教授・学習」に関する大臣会議の勧告("Recommendation R(85) 7 0f the

Committee of Ministers on "Teaching and learning about human rights in schools")

・民主主義、人権、寛容の教育を求める決議("ResolutionforEducationfordemocracy, humanrightsand

tolerance")

97年10月の第二回首脳会議(ストラスブール)では、 (イ)人権と民主主義の強化、 (ロ)社会融

合(特に弱者保護)、 (ハ)市民の安全の確保(犯罪対策、児童・女性の保護等)、 (ニ)教育・文化面

での相互理解の促進を4つの柱とする最終宣言及び行動計画を採択した。

2000年には、欧州人権条約50周年を記念して、青少年・スポーツ局の人権教育ユースプログラム

が実施に移され、その一環として2002年にユースワークにおける実践の手引き『コンパス-若者との

人権教育に関するマニエアルー』が発行されている(CouncilofEurope, 2003),

1.1.1ヨーロッパ評議会閣僚委員会「学校における人権の教授と学習に関する勧告」 (1985年)

この勧告は、 「1　カリキュラムのなかの人権」から「6　国際人権デー」までの6章からなってい

o,、

第1章の冒頭で記されているのは人権の教授と学習の位置づけである。

「人権についての理解と生きた経験は、若者にとって、民主的で、多元的な社会における生活-の

準備にとって重要な要素である。それは、文化間、国際間の理解を包括する、社会的・政治的教育

の一部をなしている。」

次の「2　能力」は非常に興味深い。 「人権を理解し、擁護するために必要な能力」を、知的能力と

社会的スキルとに分けている。

知的能力:○口頭表現・記述表現に結びついた能力、 ○情報の分析、 ○先入観・偏見・ステレオタ

イプ・差別を識別できる能力

1背景としては、事件数の増加及び事件の複雑化に伴い、申立てから判決まで5年以上を要する事態に陥っていたこと、多数
の旧社会主義諸国の新規加盟により事件数の一層の急増が見込まれたこと等がある。
http ://alldifferent- allegual.info/
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社会的能力(スキル) :○差異を識別し受容する能力、 ○他人と、建設的で、非抑圧的な関係を打ち

立てる能力、 ○対立を非暴力的な方法で解決する能力、 ○責任をとる能力、 ○決定に参加する

能力、 ○地域・地方圏・ヨーロッパ・世界のレベルでの人権擁護のしくみの活用の仕方を理解

する能力

「3　人権学習において獲得すべき知識」の項では、次の4項目を例示している:

i　権利・義務・責務・責任といった基本的カテゴリー、

ii　性差別・人種差別を含む、不正義・不平等・差別の多様な形態、

iii　歴史の中で、人権のための絶えざる闘いで知られる人物・運動・大事件、

iv　人権に関する主要な国際的宣言や協定。

iiとiiiに関わって、 「人権侵害や人権無視の多数の実例は、生徒の内部に無力感や失望を生じさせ

る危険性を持つから、 (人権の)進歩や成功についても示すことが適切である。」と指摘されている。

この点は重要で、人権問題を取り扱う際にややもすれば否定面だけを強調する傾向があること-の警

鐘である。

さらに、知性面だけではなく、感性面からの学習機会の提供の必要性を述べている。

「学校における人権学習は、正義・平等・自由・平和・(人間の)尊厳・権利・民主主義の観念を

生徒が理解し、受容することを目的とする。この観念の理解は、知的であると同時に、生きた経験

と感情に基礎づけられるべきである。それゆえ学校は生徒が感性の面から人権を知り、演劇・美術・

音楽・創作活動・視聴覚機器などを使って生徒が感情を表現できるような機会を提供することが大

切である。」

「4　学校の雰囲気」では、その醸成の重要性を指摘していることは特筆できる。

「民主主義は、参加が奨励されるような、また意見・見解などを率直に表明し議論できるような、

また表現の自由が生徒にも教師にも保障されるような、また公正と正義が支配しているような民主

的な状況において、最もよく学ばれるものである。したがって、 (民主主義の学習に)ふさわしい

雰囲気が、人権の効果的な学習にとって不可欠である。」

この点に関わって、第1章の最後でも、 「教師は、生徒に自分の信念を強制したり、生徒をイデオロ

ギー的闘争に引き入れたりすることを避けるよう気をつけるべきである。」と注意を喚起している。

「5　教師養成」では、未来の教師が行うべきこととして、

◎ 「国内的・国際的出来事に関心・興味を持つこと」、

◎ 「外国で、あるいは(国内とは)異なった環境において、学んだり活動したりする機会を持つこと」、

㊨ 「学校や社会におけるあらゆる形態の差別を排除し、それと戦うことを学ぶこと、また学校や社会

に存在する偏見に立ち向かい、克服するよう励まされること」

の3点を挙げている。つまり、関心・興味、学習・経験、目的志向的行動である。

この勧告は、学校における人権教育・学習のあり方について今日にも通じる観点を包括的に述べて

いる。

1.1.2　公民教育(civiceducation)の枠組みでの民主主義促進としての人権教育

ここでは、 Council of Europe/ Starkey, Hugh/ Tibbits, Felisia (1996): Human Rights Education in Schools.

Strasbourg.を紹介する。

TibbisとStarkeyの人権教育の考え方は、 「原則的に、民主的な価値の促進のための、そして平和の

防衛と促進のための道具」 (CouncilofEurope1996:92)であり、 「『人権』 (自らの権利と他者の権利)に

ついての理解、ならびに『コミュニティ』(家族、学校、地域)における参加に向かう。」(CouncilofEurope

1996:95)とされている。
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学校における人権教育の内容・要素として指摘されているのは次の3点である(Council of Europe

1996:16)。

人権、義務、責務、責任の主なカテゴリー

不正義、不平等、差別の様々な形態、性差別主義や人種主義を含む

人権の歴史的、今日的闘争における人物、運動、鍵となる取り組み(成功、不成功にかかわら

ず)

人権に関する主な国際宣言・条約、世界人権宣言、人権と基本的自由の保護のための欧州条約

など。

人権を理解し支えるスキルとしては、 85年の勧告とも共通するが、

i.知的スキル:書いたり、口頭での表現と結びついたスキル、聞いたり討論したり、人の意見を守

ることができることを含む;判断を含むスキル、様々なソースからの情報を収集し検討する;バ

イアス、偏見、ステレオタイプ、差別の確認(identification)

ii.社会的スキル:差異を認識し受け入れること;肯定的な、抑圧的でない人間関係の確立;非暴力

的な方法での対立の解決;責任をとること;決定-の参加。 (CouncilofEurope 1996: 15-6)

さらに、次の「3つのトライアングル」 (CouncilofEurope1996:14-5)が提起されている。

知識(wissen)　経験(erfahren)　信念(glauben)

認知的(kognitiv)　行動的(aktiv)　情動的(affektiv)

過去(Vergangenheit)　現在(Gegenwart)　未来(Zukunft

知的スキルに関わって、学校においては、 「正義、平等、自由、平和、尊厳、権利、そして民主主

義の概念の理解とそれ-の共感-と導かれるべきである。そうした理解は、認知的なものと、経験と

感情に根差すものがある。学校は、こうして、生徒が人権の中に効果的に包含されることを経験する

こと、ドラマ、芸術、音楽、創作的書き物、 AV　メディアを通して感情を表現することができる機会

を提供することになるO」 (CouncilofEurope1996:13)方法的には、プロジェクト活動や、民主的方法

の中核とされる討論に重点が置かれ、尊重、コミュニケーション、協力、多様性の4つの原則が指摘

されている。

社会的スキルについては、参加が重視され、 「民主主義は、参加が歓迎され、見解がオープンに表

明することができ、生徒と教師にとって表現の自由が存在すること、そして公正さと正義のあるとこ

ろ、すなわち民主主義的なセッティングの中で最もよく学ばれうる。適切な雰囲気は、人権について

の効果的な学習にとって本質的なものである。」 (CouncilofEurope 1996:22)

1.1.3 『コンパスー若者との人権教育に関するマニュアル』

本書では、人権教育とは、 「人間の尊厳の平等を促進することに焦点をおいた教育的なプログラムと

活動」と説明し、 「行動-の触媒であり、協同の源泉となる潜在力」として位置づけている。 (Compass,

2003:10)

本書の作成過程であるが、検討グループのメンバーとして17名が2001年4月にハンガリーのブダ

ペストにある欧州青少年センターで会合を開き、以後、執筆-の支援を行っている。主な編集・執筆
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者は、下記の通りである。

・エリー・キーン(EllieKeen:英国;人権教育連盟(HREA)、アムネスティ・インターナショナル) :

1, 3, 4章

・マリー・ローレ・レミナ- (Marie-Laure Lemineur　スペイン、フランス;国連平和大学(コス

タリカ)での経験を持っコンサルタント):5章

・ハトリシア・ブランダー(Patricia Brander　デンマーク;「みんな違って、みんないい」教育カ

タログの経験を持つコンサルタント) :2章

・ルイ・ゴメス(RuiGomes:ブダペスト・欧州青少年センターのプログラム・トレーニング責任

者) :最終編集

章立ては、以下の通りである:

第1章　人権教育とコンパス:実践者-のガイド

1.1人権教育の理解

1.2人権教育と他の教育領域

1.3全ヨーロッパでコンパスを使う

1.4コンパスの使い方

第2章　人権教育の実践的な活動と方法

2.1活動の概要

2.2　グローバリゼーションの用語

2.3二つの都市の話

2.51人権カレンダー

第3章　行動してみよう

第4章　人権に関する必要情報

4.1人権の理解

4.2　人権の発展

4.3　人権の法的保護

4.4行動主義とNGOの役割

4.5　質問と回答

第5章　世界的なテーマに関する必要情報

5.1子ども　　　　5.15　スポーツ

付録:国際的な法的人権措置と評価形態

6.1主な国際人権措置の批准状況と世界人権宣言

6.2　国際人権規約自由権規約

400頁に及ぶ本書の特徴は、適用(Adaptation)がキーワードになっているように、実践者が使いやす

いように配慮されていることである。特に第2章は、 51節に分かれ、様々なレベルの49のプログラ

ムが紹介されている。第5章では国際的なテーマが、次の15に精選され情報提供が行われている:

1.子ども、 2.シティズンシップ、 3.民主主義、 4.差別と外国人排斥、 5,教育、 6.環境、 7.ジェン

ダー平等、8.グローバリゼーション、9.健康、 10.人間の安全、 ll.メディア、 12.平和と暴力、 13.

貧困、 14.社会的権利、 15.スポーツ

本書は、地域の実践家が利用しやすいように、様々な言語に翻訳されることが期待されている。現

9



在のところ、英語、ロシア語、フランス語の他、ドイツ語、アラビア語、ボスニア語、クロアチア語、

オランダ語、ハンガリー語、イタリア語、スロベニア語に翻訳されている。

ドイツでは、ドイツ人権研究所が中心になって、このコンパスの具体化にあたっている。現在まで

で、副教材的な資料として、第8学年以降を対象として「人権とは何か?」 「差別からの保護」 「女性

の権利は人権である」が作成されている。それはそれぞれ次の3つの部分から構成されている。

1)テーマに即した情報の提示:授業の準備や資料として活用

2)人権教育に関連する本やインターネットアドレスなどの情報提示

3)練習問題の提示

(http://www.institut-fuer-menschenrechte.de/webcom/show_page.php?wc_c-472&wc id-1 6)

1.2　これ以外の動向

なお、これ以外に、国連のユネスコは、 1997年にヨーロッパにおける人権教育に関する地域会議を

開催している。さらに、 2004年からは、第5章で検討する「人種主義反対欧州都市連合」の呼びかけ

主体となっている。

ヨーロッパ評議会は、 1997-2000年に「警察と人権プログラム」を策定し、人権問題における警察

の職業訓練・研修のためのトレーニング・ハンドブックを作っている。 11章からなり、警察の実践に

関連する人権テーマ(差別、虐待、拷問など)を取り扱っている。中心にあるのは、欧州評議会の人

権規定(関連条約・文書)、人権委員会と人権裁判所の知識と課題である。なお、 「女性と子どもへの

暴力・性的暴力」のテーマがないという問題点が指摘されている。 (CouncilofEurope1998:27)

主な国の状況は、マグデブルク大学フリッチェ教授の概観(Fritzsche, 2000b)によれば以下の通り

である。

◎　チェコ共和国:移民や少数者問題とますます直面し、それゆえ重点を異文化間教育に置いている。

◎クロアチア:社会主義政権下の過去と戦争経験が積み重なることにより、人権教育に二重の課題が

期待されている。解放のために、そして民主主義化のために橋を造ること。国内ユネスコ委員会の

指導の下でプロジェクトを展開し、人権教育を初等領域に導入している。次のテーマを持っ授業単

元を提供している。 「私が大切にしているものを守ることは、他者が守るものを大切にすることを意

味する」、 「違いを尊重することは、強い自己尊重に基づく」、 「論争は、交渉しえるときに役立つ」。

◎　オーストリア:人権は学習計画の周辺にあって、政治学習の授業の一部として教えられている。科

目ではないため、人権をテーマとするものは限定されている。前進面としては、人権教育の10年と

の関連で「人権教育案内所(ServicestellefurMRE)が1997年に連邦政府の発議で、ウィーンのルー

ドピッヒ・ボルツマン人権研究所(Ludwig Boltzmann Institut fiir Menschenrechte)に設置されているo

主な課題は、人権教育について教師への助言と支援、専門知識の問題から授業論・方法論的問題に

ついての助言・相談である。ほぼ400人のコンタクト教師(人権教育の分野に関与し、経験を交流

することを望む教師)に対するネットワークの中心点の機能をはたしている。また、季刊誌『人権

教授』 (TeachingHumanRights)の編集、情報冊子の発行なども行っている。

◎　スイス:連邦主義により、 26　の異なる学校制度が併存し、全スイスの概観は極めて困難である。

異文化間教育や反人種主義教育とともに、人権教育も強化されつつある。学校教育法や学習計画の

改善により、人権のテーマ化に高い価値を置くようになっている。しかしながら、具体的に教室で

展開されていることは、全く不十分で、表面的なテーマにもなっていないとされる　NGO(アムネス

ティ・インターナショナル,丘coleinstrumentdepaix)が人権教育に強い影響があり、ネットワークが
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作られつつあり、 3つの提供(人権教育のための継続教育ゼミナール、教師と大学教師の連携、ウ

ェッブサイトを通じて関心のある人たちに対する情報提供(www.humanrights.chj)がなされている。

以上の通り、欧州で目立つ点としては、事実上の移民社会-意識化であり、ハイデルベルク大学の

レンバルト教授によれば、 「人権教育の重要な目標は、人種主義とよそ者敵視との闘いである。欧州の

労働運動の伝統において、人権の経済的側面が主張され、貧困-の保護が人権として提示されている。」

(Lenhart, 2003: 43)

2　国際NGO　アムネスティ・インターナショナル:抑止的人権活動としての人権教育

2.1人権教育の観点

アムネスティ・インターナショナル(略称ai)は、 1961年イギリスで創設され、 55カ国に事務所を

もち、現在会員数約100万人、約1億6300万ポンドの予算(1998年6月統計)で運営されている「国際

非政府組織の巨人」であるoドイツでは、 80年代始めから、 8つの部会の1つに人権教育の部会を持

っている。ドイツにおける最近の刊行物は、ベーター・ミヒヤエル・フリードリッヒス『私は訴える一

授業における人権(教師のためのハンドブック)』 2002　年(Friedrichs, 2002)

(http://www.amnesty.at/gruppe/mre/index.htm)であるO

人権教育の基礎は、1995/96年以来、「アムネスティ・インターナショナルの人権教育戦略」 (Amnesty

International's Human Rights Education Strategy)にまとめられている。

重点1)教育政策への参加:関連する国際的宣言と関連させて、人権教育のための国内方針・規定

に向けた影響行使

重点2)一定の目標・職業グループに対するガイドラインとトレーニングプログラムの検討

重点　3)学校における人権教育のための多様な活動:人権をテーマとした情報・プロジェクトの日

の実施、教師の研修、教材の作成

重点3)に関わって、小学校段階の教師向けのマニュアル『ファースト・ステップ』(FirstStep) (1996:

5)は、人権教育を「人権のための教育」 「人権についての教育」として定義している:

・ 「国際法や人権侵害について人々に教えることは、人権についての教授である。」

・ 「権利を尊重し守る方法を人々に教えることは、人権のための教授である。」

なおこれより少し前に、イギリスaiのマ-ゴット・ブラウンは、著書『私たちの世界、私たちの権

利』 (小学校における権利と責任についての教授。世界人権宣言の学習ハンドブック) (Brown,

Margot(ed.),1995)の中で、人権教育は「人権のための、についての、通しての学習」であると指摘し

ている(図1参照)。

そして、人権教育の課題と目標は、能力(skills)、知識(knowledge)、態度(attitudes)でそれぞれ以下の

通りである(Lohrenscheit, 2004: 63)。

・能力:コミュニケーション能力--・積極的傾聴・分析、批判的反省、問題解決的思考、協力、交

渉

・知識:自らの権利の知識と保護、他者の権利の区別、国際条約・擁護システム・人権擁護に関わ
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る人と組織についての知識

・態度:社会-の積極的な参加と道徳的な基礎の形成

人権教育の全体的な取り組みにおいて展望があるとされるのは小学校段階で、成績・試験の圧力が

それほど強くないということが根拠となっている。これに対して、中等教育段階では、専門の授業(政

治、歴史)と付加的プログラム・プロジェクトによる展開を重視している。

図1アムネスティ・インターナショナルの人権教育の課題と目標

知識

ついての
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about

l

人権教育

Human
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による

Values

through

/　　＼
能力

ための
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for

『人権教育は、明日の市民

のエンパワメントである。

学校はそのエンパワメン

トに貢献する上で重要な

役割を有している。

人権を通しての学習によ

り、子どもたちが学校にお

けるコミュニティの価値

を経験することができ、そ

の学校において学習環境

は個々人への尊敬をサボ

Brown, Margot(ed.), 1995′　P.9

抑止的人権活動としてのアムネスティ.インターナショナルの人権教育のプログラム的基礎:

.世界人権宣言の内容と人権侵害の考えられる原因についての啓蒙(智識)

.各個々人の人権の保持に対する責任の強化(意識)

-人権のために積極的に関わろうとする、教授者と学習者の動機づけ(行動)

.アムネスティ.インターナショナルの目標と課題についての情報

.社会的責任に向けての教育としての人権教育

...Ai.の大車輪榊革

.人権の理念と価値.基本的態度に対する感受性Sensibilisierung(意識)

.人権の促進、擁護のための国際的な手段ついての情報(智識)

.人権に対する尊重と、それがすべての人に実現する目標に貢献する価値.基本的態度の伝達(意識)

▼すべての人の人権の擁護を積極的に支持する人々の獲得(行動)

12



A I の太 痩革青の基本即 Ij .

. 宗 教的 、エスニック的、文化的、そ して他の相違の尊重の元で、人権の普遍性 と不 可分性 の理念の促進 と拡大

- 様 々な社会的環境 を背景に持つ人々 とのや りとり、対象グループの独 自の経験 .体験世界 と関連す る対応する資料の創

也

. ア ムネステ ィ - イ ンターナショナルの、政治的 システム、イデオロギー、信仰に対する独立性 と非党派性の保持

. 他 の非政党的組織や人 との共同 . 役割分担

(参照: http://www.amnesty.de/de/2910/index.htm, 20.ll.2001)

2.2　人権教育・訓練の実践のためのガイドライン

第2の重点と関わっているのは、 1998年に出された『政府職員の人権研修の実践のための12のポ

イントガイド』 "12-PoinトGuide for Good Practice in the Training and Teaching for Human Rights of

GovernmentOfficials"AIIndexACT30/1/1998　である。詳細は下記の通りであるo

I.人権教育トレーニングの準備・・・-特有の人権状況の分析・価値づけ(国内、市民社会、当該施設な

ど) ;要求の調査とプライオリティの確認

2.人権教育トレーニングを通しての民主化=-・・人権教育は、より大きな透明性と責任.信頼(アカウ

ンタビリティ)を促進すべきである。

3.トレーニングプログラムの実施

4.ネットワーク化と協力

5.政府の組織とNGOとのパートナーシップ

6.目標グループの確認の原則　-a)個人に対するトレーニングはしない;対象グループは常に全体ユ

ニットや機関であるべき; b)トレーナーのトレーニング(ToT, Multipulikatorenausbildung)

7.トレーナの役割と位置--・基本となる専門的知識と証明された教育的能力を駆使できる。対象グル

ープと連絡を取るべき(例えば、警察職員への取り組みの場合、トレーナーは警察活動からの経験

を取り入れるべき)

8.方法I--・・教授・学習方法は、地域的・文化的・宗教的な現実と人権の原則とを一致させるべきで

ある。

9.方法II-・-・実践的志向性と参加的教育・学習方法の優先

10.学習資料における実践的志向性・・--目標グループの教育状況や背景を考慮すべき。

ll.フォローアップ措置---例、ニュースレター、定期的な会合、経験交流による

12.評価---プログラムの実施のための不十分点と可能性の確認(目標グループ自身による、外部の

助言者による) (Lohrenscheit, 2004: 64-65)

以上のように、 aiにおける人権教育の重点は、教育者のネットワーク化と人権トレーニングプログ

ラムの検討であり、とりわけ近年、民主主義の転換期にある東欧諸国を対象としている。

3　ドイツ連邦共和国における人権教育の動向

人権教育をめぐる動向で特徴的な点は、第-に人権教育研究者からは国際的な発展から10年の遅

れ、とりわけ施策の具体化とサポートの欠如が指摘されている点、第二に英語では人権教育はhuman

rights education　と　一語であるのに対　して、ドイ　ツ語では　Menschenrechtserziehung　と

Menschenrechtsbildung　の二種類があり、当初は前者が支配的であったのが近年では
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Menschenrechtsbildungが主に使われている点である。ドイツでの議論の場合ここでは、前者の

Menschenrechtserziehungを「人権教育」と訳し、 Menschenrechtsbildungを「人権学習」と訳す30

3.1人権教育をめぐる経緯

ドイツの人権教育をめぐる動向を時期区分すれば、前史として1980年までの人権教育が意識化さ

れない時期があり、第1期1980年代から1990年代初めの萌芽期、第2期1990年代半ばから2000

年にかけての自主的取り組み期、第3期2000年以降の制度的編成期と続く。以下それぞれの時期につ

いて時系列的に概要を明らかにする。

(1)第1期---萌芽期

◎1980年12月4日---真部木臣会議4勧告「学校における人権学習の促進のための勧告」

人権学習の3つの役割を提示: (1)知識と洞察力の伝達、 (2)人権が、政治的関係にとって価値基準と

なるべきである、(3)生徒の中に、人権擁護のために何かしようという気持ちが喚起されるべきである。

ドイツ人権研究所のローレンシャイト(Lohrenscheit)によれば、基本的にaiによって発議され共に作

られたものであるとされる。

㊨ 1983年・--ゴーグー・ミヒヤエル・フリードリッヒス『学校における人権教育』 (Friedrichs,1983)

発刊

コールハーグの道徳性の段階を用いたモラル・ジレンマ授業の紹介である。なお、著者は、ドイツ

aiの人権教育部会のスポークスマンでもある。

◎ 1993年国連総会---パリ原則で、人権の促進と擁護にすべての国家・社会が高い優先を置くこと

を求め、独立した国内人権機関の設立を呼びかける。

(2)第2期一一自主的取り組み期

㊨ 1994年・--___「フォーラム人権」結成:ウィーン世界会議をきっかけに、人権擁護の改善と包括化

に関わる44のNGOのネットワーク

目標:

・連邦政府とドイツ連邦議会の人権政策に、国内レベルと国際レベルで批判的に関わること

・人権擁護の改善のための共通の計画を世界レベルで実施すること

・ドイツの世論の中に人権の問題についての意識を形成し、その際にドイツにおける起こりう

る人権侵害にもふれ、その解決に向けて働き掛けること

・加盟団体のもとでの、人権に関連するテーマについての情報を交流すること

・活動が国際的になる場合、ローカル、リージョナル、ナショナルなNGOを支援し、 NGOの

国際的なネットワーク化を促進すること。

◎1994年目--ポツダム大学での人権センターの設立

◎1995年一一ザールラント大学での欧州研究所設立

◎1997年2月14　日一一ノルトライン・ヴェストファ=レン州「授業における人権の取り扱_p

(Behandlung血汀Menschenrechte im Unterricht)」に関する学校・継続:教育省(Ministerium付r Schule und

WeiterbildunE)による法令(Runderlass vom 14.02.1997, II B 5.36-24/0 - 382/96)

◎1997年一一欧州評議会の大臣会議:人権の促進のための独立した国内機関を提唱

3　ミールは、次のように述べている。 「人権学習の概念は、学校における教育訓練(Ausbildung)に関わる人権教育と対照的

に、基礎.継続学習及び成人学習の全領域をカバーしている。」 (Mihr/ Rosemann, 2004: 7)
4ドイツには中央省庁として文部省がなく、文化高権(Kulturhoheit)という名で各州の教育の自立性が認められている。そ

のため、連邦レベルの問題について検討・調整する、各州の文部大臣が集まる常設文部大臣会議(st細dige
Kulturministerkonferenz :略称KMK)が設置されている。
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欧州人権条約の基礎の上に、各国で包括的な人権擁護システムの構築がめざされる。

◎ 2000年10月---反拷問条約の監視の責にある国連の委員会が連邦政府に勧告二警察、入国管理官、

医療関係者が、人権一般、とりわけ反拷問条約についての義務的訓練を受けるように。

(3)第3期・--制度的編成期

◎ 2000年12月7日　　連邦議会においてドイツ人権研究所_の設立を全会一致で表明(BT-Drucksache

14ノ4801)

◎2000年12月14日目--常設文部大臣会議の再勧告「学校における人権学習の促進のための勧告」

トリーア大学の研究員ロタール・ミュラー(LotharMuller)がドイツaiの人権学習セクションから

「二つの靴箱の話」 (dile一一Geschichte一一vondenzwei Schuhkartons)として報告している。つまり、常設

文部大臣会議の1980年の提起から10年で出された文献資料が靴の箱1箱分であった。その後10年し

てからも同じように靴一箱分であった(Mttller1998:12)。つまり、ほとんど何もなされていなかったと

いうことである。

同様のことを、ベーター・ミヒヤエル・フリードリッヒスも述べている。 『私たちは教師のために

作成された資料を送付し、人権学習の位置が高くされるという確証を得ながら、すべては一つの靴箱

に納まっていた。 』 (Friedrichs, O.J./O.; www,.amnesty.de/)

◎ 2000年12月15日目-=A種主義と不寛容に対する欧州委員会:ドイツに関する第二次報告書で反

人種主義と抑止的活動の実現をドイツに呼びかける

◎　2001年---マグデブルク大学でユネスコ講座の設立

◎　2001年3月8日---ドイツ人権研究所(DeutschesInstitutfurMenschenrechte)設立

日的: 「国内外の人権の状況を情報提供し、人権侵害の抑止並びに人権の促進と保護のために貢献す

る。」 (規約第2条1項)

任務(規約第2条2項):

(a)情報提供とドキュメンテーション--・・専門図書館にまとめられているもの

一多国間の条約と協定(とりわけ国連、欧州評議会、 OsZE)

一判決(欧州人権裁判所、欧州裁判所、国際刑事裁判所、条約法人も)

一国連と欧州評議会の機関の決定

一欧州議会、欧州評議会の総会、ドイツ連邦議会の議会決定とその他のテキスト

ー国内外の人権関係、発展、問題についての提示

(b)研究-=-人権活動の質の向上に貢献

(C)相談・-・-政治や社会の代表者を対象に、人権問題での相談にのり、行動戦略を提示

(d)国内における人権関連の教育活動日--第一の課題:他の機関の助成的支援

一人権教育にとっての国内調整的立場の確立

一警察、刑事当局、精神医療施設の様な部署における、神経を使う領域における人権教育のために

教授プログラムと資料を作成する

一学校のカリキュラムのために提唱を行う

一人権関連の事態やテーマに関する、市民の対立処理の専門職員の養成・資格付与における協力

一人権関連の催し物、セミナー、シンポジウム

(e)国際共同作業

(i)ドイツにおける対話と共同活動の促進

㊨ 2001年・-・・・ノルトライン・ヴェストファーレン州:常設文部大臣会議の勧告を受け、人権教育を

教科を越える課題として州のカリキュラムに導入することを言明
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ノルトライン・ヴェストファーレン州学校・科学・研究省編『政治学習の枠組み提起』

◎2001年3月21日・-一国達人種差別撤廃委員会:第15回国別レポートの最終所見

「司法省内の公的当局による、難民申請者を含む外国人、並びに外国生まれのドイツ市民の不適切

な取り扱い(を抑止し)、現行の教育努力が難民申請者を含む外国人と外国生まれのドイツ市民に

関わる問題に携わる担当者に対して増加させられることを主張する。」

◎ 2001年8月31日---国連・経済・社会・文化的権利委員会:法的訓練に人権教育を含んでいない

点でドイツを批判

第4回国別レポート-の最終所見: 「委員会は、裁判官が人権に関する、とりわけ規約に保障さ

れた権利に関する適切な訓練を提供されていないことに関心をもっている。人権訓練の同様な欠陥

は、規約の実現に責任のある検察官や他の関連する者の間に認められる。」

次回のカントリーレポートで必要な情報を要求: 「委員会は、ドイツの教育システムにおける人

権教育の程度に関する次回カントリーレポートにおいて、最新の情報を提供するように締約国に求

める。」

◎2002年5月8日・--.連邦政府による反人種主義レポート

人権教育は、多様なコミュニティにおける民主主義と寛容、同様に人種主義と差別からの自由のた

めの基礎を広めることができるD

◎ 2002年6月6日---外国関係と他の政治領域における人権に関する連邦政府の第6回レポート

人権の重要性-の基礎は、公的及び私的教育と訓練において達成されなければならない。とりわけ

若者は、民主主義と基礎的権利についての知的・情動的理解の両方を与えられなければならない。 「人

権教育はドイツ人権研究所の本来の課題になるだろう」

◎ 2003年　-2006年目--欧州人権教育調査プロジェクト:目的・実現・結果(TeachingHumanRightsin

Europe: Purposes, Realization and Consequences. VW-Tandem Research-Project 2003-2006)

比較調査対象国:アルメニア、エストニア、フィンランド、ドイツ、スロバキア、スペイン

スタッフ:クラウディア・マーラー(Claudia Mahler,国際法、ポツダム大学人権センター) ;アニ

ヤ・ミール(AnjaMihr,政治学、ベルリン・フンボルト大学);レ一夕・トイビネン(Reetta

Toivanen,社会人類学、ベルリン・フンボルト大学)

◎ 2005年.・‥・・ 「フォーラム人権」人権学習部会編『学校における人権学習q)基準』 (Arbeitsgruppe

Menschenrechtsbildung im FORUM MENSCHENRECHTE (Hg.) 2005) - 4.6で詳述

なお、人権学習部会のメンバーは、 PeterAmsler (バー-イ教全国聖職者評議会NationalerGeistiger

RatderBahAinDeutschland)、 Dr. ClaudiaLohrenscheit (ドイツ人権研究所) 、 Dr. LutzMoller (ドイツ

ユネスコ委員会Deutsche UNESCO-Kommission) 、 Sandra Reitz (ai)、 August Rossner (拷問反対キリ

スト者行動AktionChristengegendieFolter)、 DieterZabel (ミッシオ・ミュンヘンMissioMiinchen)

である5。

◎ 2006年2月13日・・・-国連人権委員会:特別報告者Vernor Mu丘ozにドイツの教育システムの調査

を行わせる。背景にあるのは、 PISA (Programme forInternational StudentAssessment、 O E C D生徒

の学習到達度調査)の結果によって、移民児童の教育と助成における機会の平等の遅れの顕著さが

5　ヮ-キンググループの目標は、目下の教育議論を人権の視点から拡大することで、次の2つの側面からそれを目指している。

第-に、 「焦点を国内に置くだけではなく、国際的な人権擁護制度から発している要請と義務を共に包含すること」で、国連、
欧州評議会などを視野に入れている。第二に、 「国家的あるいは個人的な行為における人権の規範的で法的な側面としての二

重的性格に即して、人権学習にとって明確なのは、学校は学習機関(Bildungsintitution)以上のものであるということである。
とりわけ全目学校-の流れが示すのは、学習(陶冶,Bildung)と並んで教育(訓育,Erziehung)も学校の視野に入ってきてい
ること、それとともにおそらくこれまで考えられてきたよりも深く生徒並びに教員の価値のあり方(Wertehaushalt)に介入し
なければならないことであるO　そうした人権の上に作られた陶冶と訓育により、自由な社会の譲り渡しえない原則を受容す

ることができ、そうした社会は絶えず第三者の攻撃から身を守り、さらに保障することになる。」 (Lohrenscheit,2004:4-5)
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明確になった点である。

◎ 2006年10月26-28日・・-・・シンポジウム 「欧州における人権の教授」 ( Symposium'Teaching Human

RightsinEurope) (ベルリン・フンボルト大学において) ‥欧州人権教育調査プロジェクトの報告

討論

3.2　まとめ

以上の動向を整理すると、第一に1980年と2000年の文部大臣会議勧告は学校現場などにほとんど

影響を及ぼすことはなかったと言える。

第二にアムネスティ・インターナショナルや関連するNGOなどが様々なプロジェクトを展開し人

権教育・学習の国際比較やそのあり方について提言を行っている。詳細は次章に詳しい。

第三に、 1993年国連総会でのパリ原則と、それを受けた形で1997年欧州評議会の大臣会議におけ

る、人権の促進のための独立したナショナルな機関の提唱が、 2001年3月のドイツ人権研究の設立に

つながっている。

第四に、 2000年前後から国連の人権委員会などからの国別レポートの中で、公務員の人権研修のあ

り方の問題点の指摘、教育システムの機会の不平等の問題点の指摘などがあり、人権が行政システム

の重要な判断基準のひとつとなってきていることを示唆する動向となっている。

4　ドイツにおける人権教育に関する議論

本節では、マグデブルク大学教授カール・ベーター・フリッチェ(2000) 、フンボルト大学研究員ア

ニヤ・ミール(2002) 、ハイデルベルク大学教授フオルカ-・レンバルト(2003)、トリーア大学研究員

ロタール・ミュラー(2002) 、ドイツ人権研究所研究員クラウディア・ローレンシャイト(2004)、 「フォ

ーラム人権」人権学習部会編『学校における人権学習の基準』 (2005)の議論を紹介する。

4.1フリッチェの政治学的教育論

フリッチェ(Fritzsche2000b)によれば、人権教育について統一した定義はないものの、国際的な議請

から、次の4つの定義を提示している。

第一に、アメリカの人権専門家ノーマ・タロウで、人権教育は、学習者のもとでの次の意識的な努

力を指す。「自分の権利(と責仕)への意識を発展させ、それを他者の権利に対して開かれたものにし、

すべての者の権利を保障するため、責任ある行動-と動機づけられる」。

第二に、オーストリアのウィーン人権サービス部門(WienerServicestellefurMRE)のバーバラ・ヴ

ェ-バーによるもので、国際レベルから個々人間の相互作用に至る人権的行為の中に現れる人権意識

の伝達が重要であるという。

第三に、アムネスティ・インターナショナルによるものである。効果的な人権教育は、人権侵害と

の直面を通して、客観的な認識を主体的な関与にまで、いかに拡大できるかということで計られる。

「主体的」とは、人権が、単に自国の政治的な行動基準や普遍的な道徳としてだけではなく、極めて

緊密に、他の国々におけるその実現と結びついていることの自覚を意味する。

第四は、フリッチェ自身の考えである。人権教育のメッセージとして、以下の点を指摘している。

1)人権の解放的な力を把握しなさい

2)君の権利を知り守りなさい

3)人権の平等的な原則を認識しなさい

4)君の力に応じて、他者の権利を守り、君の可能性に応じて、人権侵害の犠牲者を助けなさい。
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5)日常において、みずから、他者の人権を認め傷つけないようにふるまいなさい。

政治学者のフリッチェのテーゼは、 「人権教育は、個人化とグローバル化の条件の下で、不安定で

希望のない状態にならないために、方向づけの知識と将来への視角を与えることができる。」とするも

のである。

また特に、人権意識についても指摘しており、 1)自由意識、 2)将来意識、 3)平等・責任意識、 4)

寛容意識を取り出し、これらは極右主義に対する予防措置として有効であると考えている。

4.2　ミールの人権学習論

人権学習の3つの柱を提示している。

1.人権の発展の歴史と人権侵害の伝達

人権の発展について・・. -1787年アメリカ独立宣言、 1791年フランス革命宣言、 1948年世界人権宣

ri

人権侵害の歴史-‥-人種主義、差別、ジェノサイド

これらの理由や帰結、その歴史との関わりが中心となる。

2.人権基準・規範・_条約の伝達

世界人権宣言の内容が、現在の国際的な人権統治の基礎、普遍的に承認された人権基準であり、そ

れが様々な国際条約として発展してきているO　その中で、最も重要な6つの条約としては、人種差別

撤廃条約、国際人権規約、女子差別撤廃条約、拷問禁止条約、子どもの権利条約がある。また、地域

的な人権統治の例としては、欧ffl人権条約がある。

人権学習は、これらの「様々な条約、個人通報制度の普及に貢献する」ものであり、 「こうした知

識に基づいて、人権侵害の犠牲者は、その行為者を特定し告発する心構えができる。人権侵害を受け

た側は、償い-の主張を明確にすることができ、行為者の責任を問うことができるようになる。」(Mihr,

2002:124)

3.人権侵害の明示化と活発な行動の可箪性o?伝達

人権侵害のどのような形態が、差別、人種主義、報道・表現の自由の禁止、拷問などの枠内にある

のか、なぜ死刑が人間の尊厳の侵害なのかなどについて採り上げるO行動の可能性については、請願、

署名、キャンペーン、警告の監視、抵抗の手紙、個人通報の利用などが指摘される。

以上3つの柱がすべてテーマ化されるときのみ、人権の伝達の成功といえると述べている。

さらに、人権学習の対象者と内容について、次の6つの対象グループをあげている。

1)保安業務(Sicherheitsdienste)　-軍隊、国際平和軍、機密業務、刑執行官、警察

2)政府・議会構成員・・-・・政権政党・野党メンバー、人権委員会委員、省庁職員など

3)司法

4)ジャーナリスト

5)医療関係者

6)教育関係者

すべてのグループにおける人権学習の目標として指摘しているのは、 「集団的な認知を変えること、

すなわち人権に対する意識を発展させ、人権侵害に対する感受性を高めること」である。そして、 「意

識変革(BewuBtseinsentwicklung)は、情報提供者と対象グループとの間、および相互間での絶えざる

議論の中でのみ可能である。」 (Mihr,2002: 125)と述べている。

4.3　レンバルト:人権教授学

4.3.1人権侵害と人権攻撃
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人権は道徳と法という二重の顔を持つという言説(--バーマス)について、次のように指摘して

い蝣V)

「人権の普遍的有効性に対する確実な基礎は、国際法の中に基礎づけられている。そこから来るの

は、狭い意味では、人権は国家を超えた組織、国家的主体、親国家的集団組織によってのみ侵害され、

個人や(非政治的)グループによってではない。個人は、たしかに国家行為の関与なしに、他者の権

利に介入し、人権攻撃(Menschenrechtsiibergriff)といった罪を犯しうるが、個人はそれによって直接

に国際法規範に違反しているのではなく、 (機能化した法治国家において)人権の国内的な置き換えと

しての、明文化された刑法法規に違反している。人権侵害(Menschenrechtsverletzung)は、それに対

して、個々の国家の立法者が一般的に承認されたあるいは強制的な人権規範を国内法において明示し

ないときのことである。

段階づけは教育学的に重要で、生徒によってなされる権利違反が人権攻撃あるいは人権侵害とされ

た場合、生徒が不安を持つからである。つまり、同級生の盗難は所有の人権-の攻撃、校庭での暴行

は身体的不可侵という人権-の攻撃として解釈される。自明のことだが、そうした行為形態は、教育

的にそして極端な場合には法的手段でもって対応されるべきである。逆に生徒が学ぶべきことは、一

定の、法的に罪を問われない行動、例えば他の性や外国人の同級生-の言葉での差別が、おそらく人

権文書に定められた原則に違反しているということである。 (生徒)個人にとってますます重要となる

のは、人権が持つ、道徳に親和的な側面である。人権は、 『国際法』において、そして部分的に国内法

において措定された規範であり、それは行動を導いてくれる、自らの道徳の価値となるべきである。」

(Lenhart, 2002: 70-1)

以上から、第一に指摘できることは、人権の普遍的有効性に対する基礎が国際法の中にあり、人権

は国家を超えた組織、国家的主体、親国家的集団組織によってのみ侵害されるが、個人や(非政治的)

グループによってではないと明確に述べている点であるQ

第二にそこから、人権侵害(権力機構などの行為)と人権攻撃(人と人との関係)を区分している

ことである。

第三に、人権の道徳に親和的な面を指摘し、そこから「学校における学習目標」として、次の点を

指摘している。

1.自らの人権を知り、請求できる

2.他者の人権を知り、その保護を支持できる

3.人権を自らの道徳の価値として承認し、行動を導くものとする

この点に関わって、次のようにも述べているo

「コールハーグ(1995)によって、ピアジェにならって発展させられた、モラル判断の理論の教育学

的方向づけの様々な変容は、このカテゴリー(発達志向的)に属する。学校における人権教育は、今

も価値教育である。」 (Lenhart,2002: 47)

4.3.2　人権学習資料の分析枠組み

教育科学の中における、人権教育学(p且dagogikderMenschenrechte)は、国際・比較教育科学の一部

として提示されている。そして、その領域と分野については下記の範囲をあげている(Lenhart, 2002:

29-30)。

・領域--・・学校教育、成人・継続教育、職業教育、社会教育福祉学(sozialpadagogik)、障害者教育

・分野一一政治学習(politischeBildung)、法学、一般教育科学、価値教育、異文化間教育、平和教
ゴミ
目

また、レンハルトは人権教育学習資料の分析枠組みとして下記の8点を提示している(Lenhart,2002:
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45-6)o

1.学校段階・---就学前、 ・小学校段階、 ・中等教育段階I、 ・中等教育段階II

2.対象(Aktorenbezug)　- ・教師、 ・生徒、 ・両方

3・学習目標---形成(Formulierung)、 ・レベル(Ebenen)、 ・領域(Bereiche)

4.学習内容--・ ・テーマ重点、 ・選択判断基準

5・方法　　　グループワーク、・シミュレーション、・学習プロジェクト、・ディスカッション、・事例

検討など

6.方法の理由付け-・-・発達特有性、・文化特有性、 ・状況特有性、・関係特有性、 ・社会状況にとって

特有、 ・差異化しない

7.価値教育的な発想・- - ・価値の発見、 ・啓発(Belehrend)、 ・発達志向的

8.学習成功の管理L・-・-形成的(formativ)、 ・総括的(summativ)

こうした分析枠組みについての検討は次回を期したい。

4.4　ミュラーの人権教育論

4.4.1人権教育(Menschenrechtserziehung:略称MRE)とは何か?

次のような議論を一つの例としてあげている(Miiller,2002:8)。

・シュミット氏:私の考えは、世界人権宣言50周年をきっかけに、人権プロジェクト週間のよう

なものを提起すべきだと思います。

・マイア-さん:もういいわ。昨年、プロジェクト週間で第三世界における食料事情をテーマに活

動したので、今年はむしろ自分のクラスでそれを深めて「探求活動(Jugend forscht)」を一緒にや

りたいです。

・ベータースさん:そのとおり、ところで昨年新たに組織された生徒代表制度を通して、子どもの

権利がうまく出されていると思うの。私も「探求活動」の考えだわ。

・シュミット氏:ちょっと待ってD私がこの学校にいる5年間、まだ一度も実際に人権について活

動してこなかったんだ。私がこの点について質問したら、きっとみんな反論できないと思うよ。

・マイヤーさん:そうじゃないわO　よい人間であるために、一度にすべての人権を知る必要はない

わ。私たちの食糧事情のプロジェクト週間は、人権の把握のためにそれなりに貢献してきたと思

"l Si-

・ベータースさん:それ以外にも、学校の雰囲気はそれ以来実際良くなったわ。テーマは今は不可

欠ではないと思うの。

三人の意見の違いから、下記のように分類している。

◎

1948年の世界人権宣言、その歴史的な根源、後に生まれた条約、勧告などとの関係で人権の教

育的な取り扱いを重視する。例えば、世界人権宣言の第1条尊厳、第5条拷問、第26条教育、人

権の諸世代、子どもの権利、人権の歴史、アムネスティ・インターナショナルなど。

◎ァイ

人間の尊厳とそこから引き出される人間の関係・交流・問題点について教育的に取り扱うこと

を重視する。その際、世界人権宣言、条約、協定などを明示することはない。例えば、文化、貧

困、国、極右主義、歴史、労働、家族、政治、平等取り扱い、経済、解放など。

◎　ベータースさん:人権的教育(menschenrechtlicheErziehunE) -の関心

人権の精神での、つまり人間の尊厳の尊重のもとでの人間的な教育的関わりを重視する。例え

ば、モラル、人間性、愛のある接し方、連帯、寛容、建設的な対立処理、公正、共感など。
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さらに、人権教育の目的については、次の3つのレベルに分けている0

・認知的レベル:できる限り包括的に、関連する内容-の知識を伝達

情動的レベル:人権侵害に関係した人への共感 (Empathie)、人権に関わる問題-の関心を呼び

起こす取り組みなど

行動レベル:積極的に人権の保持のために関わることを可能にする能力や技能の獲得

4.4.2　人権教育に関わる調査から

1) 「ユネスコ・プロジェクト学校と人権教育」

1999-2000年にかけて全ドイツ規模で実施された、学校における人権教育の前提、目標、方法、効

果の調査は、すべてのタイプの計43校、 2680人の生徒、 144人の教員を対象としているQ　内36校は

ユネスコ・プロジェクト学校であり、ユネスコの目標・内容を明示し重点を異文化間教育、環境教育、

人権教育に置いている。

人権に関する知識について、ユネスコ・プロジェクト学校の生徒も、比較対象の学校の生徒も、世

界人権宣言30項目のうち3以下の要素しか指摘できない状況下にあり、教員の回答も5.6項目で満足

すべき状況でないと述べている6。

人権の知識をどこで得ているのかについては、教員の場合、多くはメディアと、余暇に参加した一

般の催しであり、最も少ないのが教職課程の最初の段階、試補期間(Referendariat)、研修日、教員研

修であった。ここから、次のように述べるに至っている(Muller,2002:15)

・人権の知識等の形成は教員の個人的関心がベースとなっている。

・人権教育は、関心のある教員によって主に担われ、ユネスコ・プロジェクト学校も例外ではない。

また、生徒については、調査を踏まえて、 3タイプを指摘している。

・感情強調・社会的(gefiihlsbetont-sozial) -・.協同能力(kooperationsfahig)があり、感情的に非

常に感じやすい(gefiihlsm誠igsehrsensibel)、他人を好んで助ける、人権侵害への悪い感情、学校

との結びつき、人権のために積極的関与という特性を持つ。情動性、 (他者に対する)共感

(Empathie)を合わせ持っている。

・理性的・批判的(rationaトkritisch)　-他の文化や民族-の関心、人権についての多くの知識、

政治的に関心、総合的に寛容的、多くのことについて批判的に考えるという特性を持つ。知識や

批判能力が目立っが、行動面では十分でない。

・自己関係的・衝動的(selbstbezogen-impulsiv)一一対立時によく考えずに行動、学校でしばしば

注意力散漫、普段はうまく自己を主張するが、自己中心的といった特性を持っ。

2)人権教育の内容=--教員の調査

次の2つの調査が行われている。

表1:人権教育の内容-教員の調査-(対象144名)次の内容のどれが、特に重要と思いますか?(Miiller,2002:

17)

全く思わない　　　　　　余り思わない　　　　　　少し思う　　重要と思う　分からない　中央値

歴史的発展　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　33　　　　　　　　　　　43　　　　　26　　　　13　　　　　2,79

人権侵害の実際例　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　41　　　　87　　　　　　　　　　　3,68

拷問、死刑　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　20　　　　　　　　　　　50　　　　　50　　　　　　　　　　　3,25

難民問題　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　15　　　　　　　　　　　　56　　　　　51　　　　　　　　　　　3,26

6　第4ゼメスター在籍の42人の教職候補者と53人の大学生を対象とする。彼の調査によれば、平均5.4項目で、主に市民的
自由権、基礎的な第1条を中心とするものがほとんどであった。
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人権侵害の実際例、他者の権利の尊重、他者に対する寛容、あらゆる人間の平等が「重要なもの」

として指摘されており、これに対して、法的側面と発展、国連のシステムなどは少なくなっている。

現実性や生徒の生活環境との関連性を重視した結果であるとミュラーは分析している。

表2 :人権教育の方法-教員の調査-(対象144名) (Miiller, 2002: 18)
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あまり効果がないものには、講義式授業(Frontalunterricht)、教科書での活動があげられている。効

果的と判断されているのは、情動的で行動関連の目的のもとで行われるプロジェクト授業である。こ

れについては、生徒が活動し、協同するきっかけがあり、参加-の最初の刺激となる方法であるとミ

ュラーは評価している。性差については、女性の方が、情動ないし関与の点で、高い価値を置く調査
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結果となっていると指摘し、「女性はより情動的である」というステレオタイプを強める結果であると

述べている。

統計からの結語として最後に述べているのは、 「『より女性的』になれ!学校で人権の情動的な取り

扱いを強めろ!生徒の情動性を求める、そして人権侵害の犠牲者への共感や他者-の情動的・社会的

調整ができるような内容や方法を用いろ!それ以上に特有の情動に集中しろ.1例えば、人権侵害につ

いての憤慨。そうすれば生徒はより活動的になる! 」 (Mtiller,2002: 18-9)

しかしながら、ミュラーは他方では、その結語に対して認知的な裏付けのない情動化の危険性につ

いて教員側での職業倫理に基づく自己制限の必要性を指摘している。

「教員は関与-の学校の動機づけがどこで正当なのか、学校の委任の限界をどこで越えるのかを決

めなければならない。教員は、情動性を道具化することなく生徒の情動性に訴えかけなければなら

ない。教員は(中略)感情を振り返る道を示さなければならない。」 (Miiller,2002:19)

さらに教員養成に関わって、大学の教職課程で訓練の機会が作られるべきであると述べている。具

体的には、トリーア大学の場合、 4ゼメスター目(2回生の後期)で一つの人権教育のゼミナールを提

供している。具体的な考えが実践的に試され、評価されうることが重要であるため、学生の一部が10

学年(日本では高校1年)の生徒をロールプレイで実施する授業シミュレーションが行われている0

-人の学生が教員として授業展開し、それをビデオ録画、アンケート、反省会により分析・評価して

いくというものである。

4.5　ローレンシャイト:人権学習の中心的カテゴリーとその理論的含意

近接領域として、彼女があげているのは、政治学習・公民教育(CivicEducation) (G.Meintjes/Council

of Europe),平和教育(B.Reardon),異文化間教育(Council of Europe),ソーシャルワーク(IASSW/IFSW)

などである。これら相互に関連し、共通する中心的概念は、以下の点である(Lohrenscheit,2004: 114)0

・尊厳、意識

・価値、態度(Einstellungen)、判断力(根拠となる価値判断)

・責任(人権と義務)

・エンパワメント(カー無カー解放)

・基本的ニーズ(Grundbeddrfnisse)

・民主主義-の参加・関与、対立の生産的処理

・連i'IV

4.5.1人権学習のコンセプト

人権学習のコンセプトは、次の3点である。

( 1 )基本ニーズ(Basic Needs/ Grundbediirfnisorientierung)

・エンパワメント-の、解放教育学に方法づけられた発想

・人権専門職としてのソーシャルワークの発想(IFSW/IASSW)

これらは、南北問題の文脈とも関連しており、包含と排除という新自由主義的なメカニズムや構造

が問題意識にある。

「人権教育にとっての意味は、一方では社会的、経済的、文化的権利と関係していることであり、

他方では独占と抑圧の歴史的次元をもテーマにしなければならないということである。」(Lohrenscheit,

2004: 115)

(2)民主主義-の参加 (Partizipation/ Teilhabe an Demokratie)

「平和教育として規定される人権教育は、 --対立の回避と抑止のための道具として理解されうる
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(欧州評議会の学校の人権教育コンセプトにおけるように)、そしてまた『破壊的教育学subversiven

Padagogik』 (G.Meintjes)の意味において、対立とジレンマを学習可能性として利用するという点で理解

されうる。例えば、ここではジョン・デューイの業績を指摘できる。彼は、対立に一学習過程の始まり

として-中心的な機能を与えている。」 (Lohrenscheit, 2004: 116)

(3)尊厳、価値、心的態度、認識能力(Wurde, Werte, Einstellungen und Urteilskraft)

とりわけ尊厳は、弁証法的というより、アンビバレンツな概念(Mergner1997:47f)とされ、それは

個々人の一度性と不可分に結びつくとともに、「自らの尊厳の意識は、『自我中心主義、民族中心主義、

普遍主義』の間の緊張関係の中で形成される。」 (Lohrenscheit,2004: 117)

以上のように、矛盾・対立の中で人権の可能性を追究しようとしている。

4.5.2人権学習の基礎

ユネスコ21世紀教育国際委員会報告書『学習一秘められた宝』 (1996年)の「学習の4つの柱」を

参考に、 「人権学習の4つの柱」を提示している(Lohrenscheit,2004: 279)。

1.知るための学習(learningtoknow)

智識の伝達:人権の最も重要な国際条約、宣言、規約、及び重要な人権文書(例、 NGOや社会

運動などの文脈で)の理解

2.共に生きるための学習(learningtolivetogether)

エンパワメント:人権、義務、そして個人、共同体、社会及び「世界社会」の責任についての、

中心的・相互依存的カテゴリー、価値、原則についての智識と応用

3.存在のための学習(learningtobe)

敏感さ(Sensibilisierung) :様々な形態の人権侵害(不平等、差別、 <<バイアス>>、抑圧など)と

その原因及びその克服の可能性の理解;人権を価値付けや判断のための基準・基礎として用い

ることを学ぶ

4.成すための学習(learningtodo)

行動能力(Handlungskompetenz) :人権の実現のための闘いにおける歴史的・現在の社会的運動、

キーとなる出来事、人物についての知識:人権の意味で行動し、その実現のために自ら関わる

ことを学ぶ。

以上の点を踏まえて、国際的な人権教育の「人権のための、についての、による学習」を基礎とし

ている。

「人権についての教育」は、人権の歴史、発生、関連性について、条約として確認された協定の内

容とその実現(手段と実施者)について、国際的な議論における論争とその歴史的・現実的背景につ

いての学習である。

「人権のための教育」は、エンパワメント、フレイレの「自由の実践としての教育」などがキーワ

ードとなり、主体の力をつけ、社会における現実に包括的に参加し、人権の基礎の上にその現実に変

更や改善を加えることができるようにすることである。

しかしながら、 「人権のための教育」は、 「適応と抵抗の緊張関係」の中にあるとされる。つまり、

適応とは、既存の社会に入り込んだり機能を果たすということだけではなく、現状への批判的な評価・

反省をも意味する。抵抗・行動は、人権学習の過程の結果として、人権侵害的な行為-の抵抗だけで

はなく、他者との連帯、連帯的な行動の意識的な創出をも含むものである。

「人権による教育」は、人権の精神での教育を意味し、全体的な学習、智識、感情に向け、認識・

情動・行動の相互依存をはかる目標を持っ。 -　図2参照
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4.5.3人権教育のキー的能力

また、人権教育の『キー的能力』として次の4つを指摘している(Lohrenscheit,2004:282)。

◎コミュニケーション的能力(kommunikativeKompetenzen)　-筆記・口頭での表現-の能力及び傾

聴し、討論し、論拠を示す能力

◎認識能力(Urteilsfahigkeit)　-人権に含まれる価値と原理の基礎の上に、また資料収集・分析、反

省、対話の基礎の上に、さらに公正な価値付けの手続きの習得を通して得られる能力

◎社会的能力(soziale Kompetenzan)　-平等と差異、多元性と多様性の承認と受容に向けての能力

であり、人間同士の積極的で偏見のない関係が可能となる

◎行動能力(Handlungskompetenzen)　-暴力のない対立解決-の能力であり、学習者に、地方、地

域の人権擁護メカニズム-の参加、理解、活用-の自らの責任と道筋を明らかにするもの

ローレンシャイトのこうした分析枠組みは、次の『学校における人権学習の基準』にも反映してい

るO

4.6　「フォーラム人権」人権学習部会編『学校における人権学習の基準』

1)学校-の挑戦としての人権学習

国際学力比較PISA後の公の教育議論は、州比較、生徒の社会・経済的環境、教員の役割、学校制

度全体の組織の検討へと向かっている。その中で、学校制度の近代化を達成するべきキーワードとして

持ち上げられてきているのが、効果(Effektivitat)、効率(Effizienz)、評価(Evaluation)の3つであ

る。学習目標を能力必要条件に定式化する適切な道具として「国の教育標準」　Nationale

Bildungsstandards)が重視されてきている。そうした企業経済的価値付けの考え・動向に対する批判と

して、上位の指導原則である民主主義、人権、連帯の重要性が指摘されてきている(Arbeitsgruppe,2005:

4)。その流れの中に、人権学習があるという認識である。

2)人権学習-の権利としての教育-の権利

教育-の権利は、世界人権宣言26条を始めとして、社会権規約13条、子どもの権利条約29条、

女子差別撤廃条約10条で規定されている。 1997年の国連人権小委員会では、教育への権利は人権教

育-の権利として理解すべきであるという点が指摘されている(vgl. VN-Unterkommission fur die

Verhinderung von Diskriminierung und fur den Schutz von Minderheiten- Res. 1997/7 vom 22. August 1997.) 。

人権と、民主的立憲国家ドイツとの結び付きは学校の授業で「十分にテーマ化」されているが、人

権の指摘の量的少なさは、人権はドイツにおいて十分に保障されているという社会における確信を反

映している(Arbeitsgruppe,2005: 13) (vgl.Lenhart,2003: 80)。例えば、生徒への意識調査では、約70%

が国内法の尊重は人権の遵守にあるという考えであり、多くの者が、現行の法律は人権の性格を内包

しており法に信頼を置くことができると判断している。 vgl. Oesterreich, 2002; Mihr/Rosemann, 2004:

30)

これらを踏まえたうえで、ドイツの学校で人権学習が適切に確立されていない理由として、次の　2

点が指摘されている(Arbeitsgruppe, 2005: 14) :

・国連や欧州評議会の国際的な提起の受容の不十分さ、及びそれに起因する、法律上の措置の不十分

さ

・方法と教授法における発想が、人権学習に有益なものと認識されず、指導的なガイドラインとして

見られていない。

3)ドイツ教育政策-の提言

ワーキンググループが、連邦・州に提起しているのは次の諸点である(Arbeitsgruppe,2005: 16)。
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・人権学習を、現行の国内・国外のプログラムとの関連を意識して、明示的に作り出すこと;例えば

人権学習の世界行動計画、政治学習の欧州年に関して

・人権学習の世界行動計画において、人権学習の現在の状態について学問的分析を行い、人権学習の

実施に向けて適切な優先順位を定めること(ミニマム・アクション)

ここで提起する学校における人権学習の基準を、ナショナルな教育標準の策定の際に、政治的教育

に対してだけではなく、他の科目に対しても、人権メインストリームの意味で受けとめること

ここで提起する学校における人権学習の基準を、例えば連邦・州教育計画・研究助成委員会の「民

主主義を学び生きる」プログラム　Demokratie lernen & leben der Bund-Lander-Kommission fur

BildungsplanungundForschungsforderung (BLK))のようなモデル構想の際に取り入れるようにするこ

と

・適切な教科書や他の授業資料の発展を、包括的な人権学習の意味で、促進すること

・大学において、教師教育のための、人権志向的カリキュラムを導入すること

・学校の枠内で、人権学習を考慮し、学校を民主主義促進的な機関-と構築するためにそれを役立て

ること。

4)学校における人権学習のための基準

認識能力(Urteilsfahigkeit) 、行動能力(Handlungsfahigkeit) 、方法的能力(methodische Fahigkeiten)

を基準としてあげている。これらは、人権学習の3つの課題領域(人権についての、通しての、ため

の学習)に関わっている(Draft plan of action for the first phase (2005-2007) of the proposed world

programme for human rights education; VN-DOk∴ 〟59!525 vom 25. Oktober 2005, S. 7.) 。

◎人権に関連する認識能力の意味(Arbeitsgruppe, 2005: 17)

下記の通り、事実判断(sachurteile)と価値判断(Werturteile)が含まれる。

・事実認識(Sachu爪eile)人権についての学習、例えば人権の発生と発展についての知識の伝達並

びにそこに含まれる進歩と抵抗---様々な条約文と文書、人権侵害の形態、範囲、理由について、

並びに人権の実現のために関わっている、重要な国内・国際的な自発的団体、グループ、個人に

ついて

・価値認識(Werturteile) :人権を通しての学習、例えば、人権が具体的な一例えば学校における-社

会的・政治的現実にどのように、何を通して実行されうるのかという、個々人の意識発展一一反

差別的なJL、性・態度の促進、人権の受容と人権の実現のための連帯の促進

◎人権に関連する行動能力の意味

人権のための学習、例えば、日常的・専門的な行為の中に見られる人権の実現のための技能の促進。

◎人権に関連する方法的能力の意味(Arbeitsgruppe, 2005: 18)

批判的な自己理解を発展させ、自立的に人権的な問題に自ら関わり、これを様々な方法により処理

し、価値づけること、および自立的な学習過程を組織し自分のものにすること。

さらに、 「評価の4領域」として、内容(教授計画、学習・教授目標、基準など)、組織(法律、体

制、授業時間割など)、過墨. (授業進行、教師・生徒関係など)、追星(達成された能力、行動変容な

ど)をあげている(Arbeitsgruppe, 2005: 19)。

以上、 3つの能力区分と「評価の4領域」を用いて、下記のように基準を提起している。

5)小学校における人権学習の基準(第4学年まで)

この年齢の認知的・道徳的素質に基づいて、人権に関する複雑な知識を伝える必要はなく、むしろ

社会的・倫理的発達を促進し、価値の内的構造の発達を支援することが大切とし、自らの欲求、感情、

考え、心性を認識し、理解し、言語化することが優先されている(Arbeitsgruppe,2005:20)。

この段階での人権学習は、人間の譲り渡しえない尊厳についての理解の伝達、個人の積極的な独自
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性を促進することとされ、個人としての承認、自尊、自己信頼、世界に対する責任とオープンさが重

視されている。その際に前提となるのは、学校が差別のない学習・経験の場として形成されているこ

とであり、学習場面では発見的学習を全面に出している。

◎人権関連的認識能力(Arbeitsgruppe, 2005: 21)

生徒が自己理解と自らの価値評価を発展させ、他者に対する尊敬を発展させることで、アイデンテ

ィティを形成することから、

・生徒が各個々人の尊厳を意識する

・人間は同じ尊厳の中で、共通性を持つと同時に違っていることを認識する

・自分たちの願望、欲求、子どもの権利条約で定められ　ている権利との関連を知る

・自らの願望、要求と権利と他者のものとを認知でき、それらの間を差異化できる

・何が偏見か、なぜ人は偏見になりがちなのか、そしてどのようにしてこれらに行動親和的に出会

うことができるのかを認識する

・自分の行動が帰結を持ち、自分と他者に対する責任があることを意識する

・なぜ共生のために規則と権利が必要なのかを認識する

・自分の生活の周りにある社会的問題を認識し、子どもの権利と関連させることができる。

◎人権関連的行動能力(Arbeitsgruppe, 2005: 21)

・自らと自己の願望、要求、権利を状況に適切に表明できる

・他者のことを傾聴し、その違いにおいて彼らを受容し、同価値のものとして尊重することができ

る

・事実と意見とを区別でき、自分の考えを論拠をもって表明できる

・協働の必要性を認識し、他者と協力できる

・平和的・建設的対立・問題解決方法を知り用いる

・子どもの権利条約に定められた権利を直接的な学校の環境において注目し、これらを実践的に用

いることができるQ　例えばクラス委員会、生徒代表会、学習環境の形成、コミュニケーション規

則の作成の際に。

◎人権関連的方法的能力(Arbeitsgruppe, 2005: 21-22)

・社会的現象を目標をもって観察し、その観察について報告し、的確な説明方法を見出すことがで

きる

・本や電子メディアなどから情報を収集し、解釈し、関連づけてプレゼンテーションできる

・多様な手段と方法を課題設定の処理に使う

・自分の地位を定式化し、グループ内に建設的に位置づけ、一緒に解決のために働く

6)中等段階Iにおける人権学習の基準(第9/10学年まで)

思春期の中で多様な発達課題、例えば肉体的・性的発達、自己の価値基準と生活展望に直面する時

期であることから、同年代とのつきあい(ピアグループ)、青年文化の生活スタイルが重要な意味を有

する。この段階では、人権とは、価値を獲得する上で適切な枠組みとなり、自由で、公正で、連帯的

で平和的な共生のための基準となることが期待されている(Arbeitsgruppe, 2005: 23)。

◎人権関連的認識能力

・世界人権宣言とその論争に関する基礎知識および人権の登場という、完結的でない過程について

の基礎知識を持つ

・人権のカテゴリー(市民的・政治的、経済的、社会的、文化的および開発関連の人権)を区別で

き、その不譲渡性、相互依存性、そしてその普遍的な有効要請(Geltungsanspruch)を理解する

・例示的に、貧困、飢餓、教育、開発という世界的な社会的問題領域を知っており、人権と関連づ
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けることができる

・例示的に、内外の人権侵害の範囲と形態および社会的、経済的、政治的理由を知っている

・人権の保護にための可能性を示すことができる

・人権の擁護のために自らを捧げる個人、国際的・国内的機関と組織を知っている。

◎人権関連的行動能力

・自らの要求を人権の背景のもとで振り返り適切に表明する能力を持っている

・場合によって、自らの人権と他者の人権の擁護ためにどのようにして、どこで関与できるのか知

っている

・自己の要求を人権の基礎の上で振り返り、人権状況を場合によっては改善するために具体的な措

置をとることができる

・人権の実現-の疑問を、自らとより広い環境における諸関係の判断の基準として用いることがで

きる。

◎人権関連的方法的能力

・自己と他者評価の方法を知っている

・対立解消プログラムや他の方法のような、暴力のない、パートナーシップ的な対立解決戦略を自

らのものとする

・自立的に、情報収集、情報選択・価値づけを実施し、プレゼンテーションできる。

7)中等段階IIにおける人権学習の基準(第12/13学年まで)

◎人権関連的認識能力

・特有の人権、および国連レベルでの人権擁護の手段とメカニズムについて、および欧州人権擁護

システムについて反省的な基礎理解を有する

・特有のグループの権利を知り、特別な保護メカニズムの存在に関する知識を持っている

・人権関連の問題を知っている。並びに人権の擁護と実現のために国内と国際的に働いている、ド

イツにおける政府と議会の部署の機関と役割を知っている

◎人権関連的行動能力

・一方では国家的な行為に対する人権の意義、他方では人の意識と態度に対するその意義を把握で

きる

・民主主義促進的な心性と行動様式と民主主義敵対的な心性と行動様式を区別する能力がある。と

りわけアパシー、無知、抑制の作用について、そしてそれに対して抵抗が可能であることを分か

っている。

◎人権関連的方法的能力(Arbeitsgruppe, 2005: 25)

・コミュニケーションと相互作用の、行動親和的で建設的な実践を用いることができる

・どこで内外の人権状況について専門的情報を得られるか、という実践的な知識を獲得している。

さらに人権擁護に関わっている市民社会的な組織を知っている。

S)職業教育学校における人権学習の基準

1991年3月15日の常設文部大臣会議の決定「職業学校に関する枠組み合意」により、「職業学校は、

職業能力を伝達する目的をもって、専門能力を人間的で社会的な、一般的能力と結合させてきた」こ

とを受けて下記の能力が重要とされている。

◎人権関連的認識能力

・とりわけ経済的、社会的、文化的権利の領域における人権についての、反省的な基礎理解を有す

る

・企業の社会的責任に関する深い理解を有し、これと関連する議論をできる
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・国際労働機関のような被雇用者の権利の国内的、国際的な活動体を知っており、その協定、機能、

目標、とりわけ核となる労働規範の分野における、人権と関連する基本知識を有している

・職業活動の追求において、人権との関連を認識でき、とりわけ自分の職業分野における人権関連

の問題と危険について知識を持っている。

◎人権関連的行動能力

・人権を自分の職業的行動に関わらせることができる

・自己と他者の職業的行為を人権を危険にさらすという点で分析し提示できる

・人権侵害的な労働状況に遭遇する可能性に関する知識を持っている。

◎人権関連的方法的能力(Arbeitsgruppe, 2005: 27)

・コミュニケーションと相互作用の、行動親和的で建設的な実践を用いることができる

・仕組みに習熟し、自己と他者の行為について人権を危険にさらすという点で分析し提示できる。

公正貿易の規則や企業の自己義務化のための倫理綱領など

・どこで内外の人権状況について専門的情報を得られるか、という実践的な知識を獲得している。

さらに人権擁護に関わっている市民社会的な組織を知っている。

4.7　まとめ

3.1で時期区分したように、第3期の2000年に入って具体的展開が進んでいる。その方向性は、第

一に人権学習・教育に対する、政治学(フリッチェ、ミール)と教育学(レンバルト)の研究領域か

らの問題提起が行われている。人権の法的側面と道徳的側面について、人権侵害と人権攻撃の区別の

重要性、人権学習の分析枠組みなどである。

第二に、人権教育・学習の内容・方法分析の展開である(ミュラー、ローレンシャイト)。人権教育

を明示的、暗示的、人権的と三区分し、認知的、情動的、行動的レベルの力をどう付けるかが課題と

なる点や、学習者の基本的ニーズ、民主主義-の参加、価値・認識能力を踏まえつつ、キー的能力と

してコミュニケーション能力、認識能力、社会的能力、行動能力を提起している点である。

第三に、フォーラム人権のワーキンググループで、具体的な指針づくりが行われ、発達段階に即し

た課題が提示されている点が特徴的である。

5　人権を志向した都市

前項4.6 『学校における人権学習の基準』の冒頭で述べた点、つまり対抗原理としての人権につい

てポッフム新教専門大学教授ユストが次のように述べている(Just,2005:268)。

「人権が、今日、普遍的、かつ倫理的・法的基準となってきた。」

「人権は、目下、ほとんどすべての生活領域の経済化につながっている市場価値の体系とは異なっ

た、我が地球にとっての価値体系を表している。」

本章では、人権が主張されるこうした側面を踏まえつつ、二種類の人権都市ネットワークとニュル

ンベルクでの取り組みの一端を検討し、備考としてPDHREの「人権都市」プログラムを紹介する。

5.1　ヨーロッパ会議「人権のための都市」

ヨーロッパ会議「人権のための都市」は、欧州自治体ネットワークの性格を持つ。その始まりは、

1998年スペインのバルセロナにおいて41都市が参加し開催された第1回会議である。その会議の目

的は、世界人権宣言50周年を記念し、地方および国際レベルで人権文化の促進をめざすことであった。

2000年、フランスのサンドニ(Saint-Denis)において開かれた第2回会議では、 「都市における人

29



権の擁護のための欧州憲章(European Charter for the Safeguarding of Human Rights in the City;

Europaische Charta fur den Schutz der Menschenrechte in der Stadt)」が採択された。これは、下記の特徴

を持つ28の条文からなり、署名した自治体行政の規範的なガイドラインとなるo新規の規範はないが、

国際的に有効な人権が網羅され、その具体化が求められている(Just,2005:269)。

・都市の市民(BurgerinnenundBurger)の人権をよりよく保障し、より明確に規定

・市民が、その権利を請求し、侵害を認識するのを助ける

・市民に近い民主主義の新たな可能性を開き、公共の生活における社会的統合を艮期にわたって可能

にする

・最も弱く、侵害を受けている住民グループの保護を促進する

・すべての住民に対して都市における人権擁護を改善するDそれは国籍、肌の色、性別、性的志向性、

言語、宗教、政治的立場、エスニック的・社会的出自には無関係である。

・相互の連帯-の義務という点で市民をひとつにする。そのために市当局は貢献をしなければならな

い。

◎憲章の条項

・. ,.,　て!'.'i j1,.--

第1条　都市-の権利;第2条　同権と反差別の原理;第3条　文化的・言語的・宗教的自由

-の権利;第4条　弱者と弱い立場の者・集団の保護;第5条　連帯-の義務;第6条　自治

体の国際協力;第7条　補完原則

第二部　都市における市民的および政治的権利

第8条　政治的参加の権利;第9条　団体・集会・示威行動の自由の権利;第10条　私的生

活・家族生活の保護;第11条　情報-の権利

第三部　都市における経済的・社会的・文化的権利

第12条　社会的保護のための公的サービス-の普遍的権利;第13条　教育-の権利;第14

条　労働-の権利;第15条　文化-の権利;第16条　住居への権利;第17条　健康-の権

利;第18条　環境-の権利;第19条　均衡のとれた発展-の権利;第20条　都市における

移動の自由と静けさ-の権利;第21条　余暇-の権利;第22条　消費者の権利

第四部　民主的な地方行政に関する権利

第23条　公的サービスの効率性;第24条　透明性の原理

第五部　都市における人権施策のための体制整備

第25条　地方自治の権利保障;第26条　都市における警察;第27条　予防的措置;第28

条　税および予算措置

興味深い点の第一は、社会権にアクセントが置かれている点である。例えば、 「署名した都市は、

社会政策を人権擁護のための決定的な部分として見なし、この権利をその能力の枠内で保障すること

を義務づけられる。」 (12条)や、続く条文で、教育、労働、文化、住居、健康、健康的な環境、都市

における自由な移動と静寂、余暇への権利、消費者の権利(13-22条)が記載され、しばしば隅にや

られる社会権にとって、自治体レベルが決定的に重要であることの認識と承認であるとユストは評価

している。

第二に、第三世代の人権的な意味合いが込められている点である。都市空間が単に個々人の権利保

障にとって重要であるだけではなく、住民すべての生活の保障とそのための連帯・責任の自覚の必要

性が前文で「連帯の原則」として述べられている。
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第三に、憲章の実現のために、 「署名都市は、委員会を作ることが義務づけられ、その委員会は2

年毎にこの憲章で承認された権利の実現を評価し、成果を公表することを付託される。」と述べている

点である。憲章の具体化が構想されている。

2004年12月9, 10日に、ニュルンベルクにおいて第4回会議が開催された。会議には100を越え

る都市から400人以上の代表者が参集し、その際の中心問題は人権の具体化の方法であったO　その検

討のため、 5つのワーキンググループが設置された(Just,2005:270)。

(l)地方政治のガイドラインとしての人権:憲章の実施-の歩み一.-コーディネート:バルセロナ

基調提案二マーストリヒト大学(オランダ)

都市における人権擁護のための欧州憲章の法的価値と特徴:カタルーニヤ人権研究所(バルセロ

ナ)

憲章実施の実践例:バルセロナ市、 SantaColomadeGramanet市(スペイン)、サンドニ(フラン

ス)、ベネチア(イタリア)、ニュルンベルク、バルセロナ地域の人権のための市・自治体ネ

ットワーク

トルコの諸都市による憲章受け入れ条件についての言明:Akdeniz大学(トルコ)

(2)陶冶と訓育:都市における人権文化の基礎---コーディネート:ニュルンベルク

基調提案:ワルシャワ大学(ポーランド)

自治体レベルでの人権教育のための実践例:欧州における市立ユネスコ学校での人権教育の事例

(フリッチェ教授・マグデブルク大学)、ブラッドフォード市(英国)・ベネチア(イタリア)・

ザグレブ(クロアチア)の具体的取り組み

(3)統合、異文化間理解、人権:民主主義的・連帯的都市共同体の基礎---コーディネート:ベネチア

基調提案:アルバート・シュミット連邦外国人難民認定局局長(Dr. Albert Schmid: Prasident des

Bundesamtes fur die Anerkennung ausl丘ndischer Fliichtlinge, Niirnberg)

自治体の移民政策の実例:アムステルダム(オランダ)、リヨン(フランス)、ベネチア(イタリ

ア)、ニュルンベルクの例

(4)健康と健康な環境-の権利:自治体はその実現にどのように貢献できるのか?=-・コーディネー

ト:サンドニ

基調提案:パリ第8大学

自治体の健康・環境政策の実践例:リュージュ(Liege、ベルギー)、 NorthLanarkshireCouncil (ス

コットランド)、ストックホルム(スウェーデン)

(5)人種主義と差別に対する闘いにおける都市の役割---コーディネート:ユネスコ・パリ

基調提案:ユネスコ副事務局長

実践例の紹介:リヨン市(フランス)

10ポイント行動計画案の紹介

欧州評議会加盟国への要求は、地方自治体レベルにおける、すべての外国人の平等な参加のために

法的な措置をとることである。それは、様々な文化的背景を持つ人々の完全な統合の前提と考えられ

ており、新たな提案として次節で検討する「人種主義反対欧州都市連合」が呼びかけられた。

以上のように、社会権に重点を置きつつ、憲章を通じて、個々の市民の個人権を定式化するという

よりもむしろ地方政治の理想像と目標観を設定した点に意義を見出している。しかしながら、他方で

は政治的参加-の権利(8条)、労働への権利(14条)などは、国家レベルでの立法に部分的に依存せ

ざるをえない面、都市の経済力と財政的可能性に依存せざるをえない面を持っている点についても考
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慮がされている。

この憲章に署名しているのは、 2006年8月現在、 21国家353都市であるo　イタリア137,スペイン

154で大半を占め、続いてフランス24、ドイツ9,英国7である。ドイツの場合、下記以外に、ミル

テンベルク(Miltenbergバイエルン州)、ケムニッツ(Chemnitzザクセン州)、エアラングン(Erlangen

バイエルン州)などが憲章をそれぞれの都市の関係委員会にかける予定にしている。

バイエルン州　　ニュルンベルク、ミュン-ン、シュツットガルト、 -ルスブルック(Hersbruck)

チューリンゲン州　-ノルトハウゼン(Nordhausen)、ワイマール

ザクセン州---ツヴィッカウ(Zwickau)

ノルトライン・ヴェストファーレン州・ -ミュルハイム(ルール) (Mulheim/Ruhr)

-ツセン州--フランクフルト

5.2　人種主義反対欧州都市連合(European Coalition of Cities Against Racism ; Europaische

St云dtekoalition gegen Rassismus)

2004年7月に、指導的な都市の役割を果たしているニュルンベルクと緊密な連携のもとで、ユネス

コが専門家会議を組織した。参加は、バルセロナ(スペイン) ,クラクフ(ポーランド) ,パリ(フ

ランス) ,サンドニ(フランス) ,ストックホルム(スウェーデン) ,ニュルンベルク(ドイツ)の6

都市といくつかのNGO、そしてユネスコである。

2004年12月の国際会議で都市連合の方向性が承認された後、 2005年9月23, 24日には、ユネス

コと共催で、 「共生一人種主義に反対する欧州都市連合-2005年国際人権会議」がニュルンベルクにお

いて開催されている。そこでは、次の3つのワーキング・グループと青年フォーラムが持たれた。

1,　欧州都市連合と人種主義に反対する10ポイントの行動計画---基調提案(ユネスコ)、事例

報告(ロンドン、ストックホルム、ニュルンベルク)

2.　人種主義に反対する10ポイントの行動計画:反ユダヤ主義との闘いの基礎---基調提案(国

連、ベルリン工科大学反ユダヤ主義研究センター)、事例報告(アマデュー・アントニオ財

団・ベルリン)

3.　教育による人権と異文化間理解の促進=--基調提案(国連人権高等弁務官事務所)、事例報

告(マケドニア赤十字、ニュルンベルク・カリタス・ピルクハイマ-・-ウスの青少年アカ

デミー)

青少年フォーラム「人種主義と反ユダヤ主義から自由な欧州のために:青年に何が出来るのか?」。

この都市連合に署名している都市は、 2006年8月現在で51都市(12カ国)である。

英国9,フランス8,スウェーデン7,ベルギー6,イタリア5,ドイツ4,スペイン4,スイス3,

アイルランド1,ラトビア1,オーストリア1,ボスニア1,キプロス1。

ドイツの署名都市は4都市である。

ニュルンベルク:　　　　　　　　　人口約50万人、　外国人比率19.0%、失業率13.4%

エアランゲン:　　　　　　　　　　約10万人、　　　　外国人比率14.9%、失業率7.7%

ベルリン:　　　　　　　　　　　　　約340万人　　　　　外国人比率12.3%、失業率17.7%

パッペンハイム(Pappenheim、バイエルン州) :約4,300人。

人種差別の定義は、国連の人種差別撤廃条約に基づいており、人種主義と差別に対する闘いのいく

つかの側面として下記の点が指摘されている。
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・抑止と積極的行動-‥・・意識を高めること、そして相互の寛容、文化的多様性の尊重、異文化間の

対話、平和的な共生、人権と民主的な市民性の中での教育が行われること

・モニタリングと警戒(vigilance) =--差別的状況と政治的インパクトをアセスメントするために

データを収集し、関連する指標を発展させること

・エンパワメント--・・自己を肯定し、組織し、守るという努力において犠牲者をサポートすること

・調停(mediation)蝣--仲裁(arbitoration)、説明、アウェアネスを高める、和解(reconciliation)

・制裁(punishment) -‥-行政的・裁判的メカニズムを強化し、人種的行動を妥協なく起訴すること。

そして、具体的に、 10点の行動プラン(Ten-Point Plan of Action: Commitments for fighting racism in

cities)が提起されている。

1人種主義-の警戒を怠らない(Greater vigilance against racism)・　一都市レベルで人種主義に反対

する監視・警戒・連帯のネットワークを作ること

2人種主義と差別をアセスメントし、都市施策をモニターすること一一人種主義と差別に関するデ

ータの収集を行いさらに発展させること、達成しうる目標を立てること、都市政策のインパクト

を査定するために共通の指標を作ること

3　人種主義と差別の犠牲者のよりよいサポート一一犠牲者をサポートし、人種主義と差別に対する

自己防衛の能力を強めることに貢献すること

4都市住民の多くの参加と情報提供=-・都市住民に対して、権利と義務について、保護と法的オプ

ションについて、人種主義的行為とふるまいに対するペナルティについて、参加的アプローチを

使ったり、とりわけサービスユーザーとサービス提供者とのコンサルテーションを通して、より

よい情報提供を行うこと

5　平等な機会の実現の積極的な支援者としての都市---雇用の平等な機会の実現と労働市場にお

ける多様性のための支援を、市当局の既存の決定権を通して、促進すること

6平等な機会の提供者そしてサービス提供者としての都市-一都市は、それ自身、平等な機会の提

供者そして適切なサービス提供者であり、そしてこの目的を達成するために監視、訓練、発展に

関わることになる

7住居への公平な接近(Fair access to housing)一一都市内での住居差別に対する政策を強めるため

積極的なステップをとること

8教育を通しての人種主義と差別-の挑戦・-・・教育-のアクセスにおける、教育の享受における、

あらゆる形態の差別に対する措置を強めること、相互の寛容と理解における教育と異文化間的対

話の提供を促進すること

9文化的多様性の促進---都市住民の多様な範囲の文化的表現・遺産のために、市当局の文化的プ

ログラム、収集された記憶と公共のスペースにおいて、公平な展示と促進を図り、都市生活にお

ける異文化間性を促進すること

10差別的憎しみよる犯罪と紛争処理(Hatecrimesandconflictmanagement) =---イトクライムと紛

争処理を取り扱うメカニズムをサポートしあるいは確立すること。

◎　組織構造

1.指導的委員会(Lenkungsausschuss)・　-・バルセロナ、ロンドン、リヨン、ニェルンベルク、パリ、

ストックホルム、イタリア平和・人権都市ネットワーク(NetworkofItalianCitiesforPeaceandHuman

Rights)、都市と自治体連合(United Cities and Local Governments: UCLG)7、ユネスコの各代表者

定期的に会合を開催

httD://www.cities-localaovernments.ora/uclE/index.as
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加盟都市が2年毎に委員会に提出する報告に基づいて行動計画の実施を評価する

連合の枠組み条件、目標設定、活動をさらに発展させる

加盟都市間の共同、人種主義に反対する他の地域連合・ネットワークとの協力及び経験交流を

コーディネートし助成すること

連合の会議、とりわけ行動計画の実施の評価のための会合を実施すること

連合の促進やその目標設定に資するあらゆる措置と決定を行うこと

2.事務局(Gesch己ftsstelle) =-・・ニュルンベルク市の人権事務所が連合の事務局として機能し、次の課

題を持つ

・加盟都市と関心を持っ地方自治体の相談相手となる

・加盟都市間のコミュニケーションと情報交流を促進する

・連合と指導委員会の日常的な業務を行う

・指導委員会の会議を準備し、その決定を実行する

・連合の会合を組織する

3.学問的支援部署(wissenschaftliche Sekretariat)　　リのユネスコ

・連合の加盟都市を、行動計画の実施の際に相談を通して援助する

・地方自治体の措置と活動を評価し、場合によって改善を提案する

・指導的委員会を、行動計画の実施のための措置に関する加盟都市の報告の評価の際に援助する

・欧州における人種主義と差別に関する必要なデータ調査を行い、加盟都市に送付する

5.3　2つの欧州レベルの都市ネットワークの取り組みについて

上記2種類の都市ネットワークの取り組みについて、マンハイム市の統合問題委員会-の提案文書

(Stadt Mannheim, 2006)からその特徴を検討したい。

「人権政策は統合政策である」という節で、両ネットワークの目標は「都市における人権文化の創

造ないしは強化」とまとめている。

欧州都市連合「行動計画」については、グローバル化のもとで都市が様々な出自・文化・宗教の人々

が共生する場という意味あいがますます高まる中での提案だと踏まえている。都市-の人口の集中は、

2000年には全欧州人口の48%が都市人口であるが、 2030年からは80%になると予想されている。行

動計画は、そうした状況に対して、具体例を示しながら実践志向的な行動指針となっている。また組

織的にも、行動計画の各都市の実践状況について点検する指導的委員会があり、日常的にはニュルン

ベルクの事務局が機能し、専門的にはユネスコの学問的支援部署が位置付いている。

他方、欧州憲章の方は、地方と国際的なレベルで人権文化を擁護していくことを課題としている。

そのため、人権規範の理解の普及と、日常生活や都市の現状にそれを関連づけていくことが求められ

ている。つまり、宣言された人権を守り促進する自治体レベルでの取り組みについての指針で、行動

計画よりも包括的である。しかし、それを具体化するうえでの仕組みが確立されていないことが欠点

となっている。

以上の整理の上で、どちらかあるいは両方に署名すること-の可否であるが、可とする場合の根拠

として次の点を挙げている。

1.人権の尊重は、人間の平和な共生の不可欠な前提である。人種主義のあらゆる形態は共生を危

機に陥れるため、忍耐すべきものではない。 10点行動計画の具体化により、市行政は、極右

主義と人種主義に対する明確な警鐘とすることができる。

34



2.マンハイム市は、反ファシズムの伝統に誇りを持っている。寛容と自由は、市の自明のものと

なっており、来年(2007年)の創建記念日の重点テーマであるO　この記念となる取り組みの

一環に、人権擁護欧州憲章の署名が位置づけられうる。単に象徴的にではなく、それによっ

て寛容と自由の都市としての継続性が過去から現在を経て未莱-と公式に確保されていく。

3.将来的に多様となっていく都市社会において、とりわけ社会的な対立要因の増加が考えられる

点で、早期に住民の中に人権の基礎の上に共生の条件についてのコモンセンスをもたらし、

促進することは大切である。市行政は、これに責任を持つとともに、そのモデルとなる。

4.人権活動は、統合を促進する。人権の自治体文化は、すべての人々に自らの都市との一体感を

もつことを可能にする。

5.EUの助成プログラム、とりわけ統合の行動領域においては、国際的なパートナー構造を伴っ

たプロジェクト申請を求めていく。欧州都市ネットワークの会員であることによって、共同

のEUプロジェクトに対する協力パートナーが得られる。

6.統合は自治体レベルで可能であるO　自治体は、統合に関連する問題・必要状況をよく知ってい

る。国家レベルでも欧州レベルでも、広範な都市連合は、自治体の利益の貫徹のための機会

を改善することができ、国家的あるいは欧州レベルでの統合プログラムの展開における協力

関係の自治体の位置を強くする。

これに対して、署名を否とする見解は以下の通りである。

1.人権擁護欧州憲章の場合、実践的な具体化事例に欠けている。署名には、現実的で具体化可

能な行動提案が前提とならねばならない。

2.欧州憲章の署名は、住民の中に期待感を引き起こし、現在の法律や具体化-の資源の不足の

ために失望-と向かう。

3.署名の財政的影響は、事前に計算されないといけない。

4.行政レベルでの方針の具体化には、時間的、人員的な追加経費が必要であり、 (現在のところ)

実施可能ではない。

以上を踏まえて、最終的な提案は、次の通りである。

「統合政策の観点からは、提示されている指針の具体化は望ましいであろう。しかしながら、それに

はまさに具体化可能性について、現状のそして必要とする資源のより詳細な精査が必要である。

外国人住民の代理人が、ニュルンベルク人権事務所の招待を受けて、二つの専門会議に参加した。

そこでは、様々な署名都市がこれまでの取り組みや具体化の経験を報告していた。ここで非常に明ら

かになったのは、できる限り多くの行政単位の意欲的な参加がいかに大切か、しかしまた市民社会の

メンバーの参加も、人権の都市文化を促進し、こうした称号を事実上受けるに値するようになる上で

いかに大切かということである。」 (StadtMannheim.2006: ll-12)

5.4　ニュルンベルクの場合

5.4.1概要

ニュルンベルクは、ドイツ南部のバイエルン州にあり、人口49万9千人(2006年5月)、面積186.38

km2の比較的大きな都市である。

外国人の数は、 2004年12月31日時点で94.411人(160カ国)、比率は19,02%である。内訳は、ト

ルコ21.157、ギリシア10.676、イタリア7.203、セルビア・モンテネグロ6.634、ウクライナ5.283、

ポーランド3.884、イラク3.639、クロアチア3.449、ロシア3.449の順となっている。

なお、外国人評議会(Auslanderbeirat)は、 1973年に設置されている(ヴィ-スパーデンに次いで二番

冒)。 6年毎に選挙が行われ、 30名の代表が選ばれている(2003年の選挙では16カ国)。市議会の統
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合問題委員会には、 9名の代表をその中から派遣している。

ナチス時代には国民社会主義ドイツ労働者党(ナチ党)の大会が開かれる地であり、戦後ニュルン

ベルク裁判の場となった歴史的な背景のもと、長年の取り組みが行われてきた。例えば、ナチスの党

大会が開かれた会場の跡地には、現在、博物館として「帝国党大会跡地ドキュメンテーションセンタ

ー」 (Dokumentationszentrum Reichsparteitagsgelande, 2001年11月4日開館)が建てられており、過去

の歴史と現在の課題を学ぶ場となっている。プログラムとして「学習フォーラム(Studiumforum)」白が

あり、議論と資料に基づくグループ学習の場となっている。

全体的には、図3 「ニュルンベルク市の人権活動」の通り、国際レベル、欧州レベル、国内レベル、

地域レベルの取り組みがそれぞれある。国際レベルには、例えば下記の取り組みがある。

・ニュルンベルク人権賞の授与(Verleihung des Niirnberger Menschenrechtspreises)

・財団「ニュルンベルク-平和と人権の都市」

ニュルンベルク人権フィルムフェスティバル(Niirnberger Film festival Menschenrechte)

これ以外には、 「人権通り」の設置、をあげることができる。 「人権通り」は、 1993年開催の「人権

のための都市」でのイスラエルの芸術家DaniKaravanの作品(8mの高さの30の白い柱からなる二重

の並び、それには短く、世界人権宣言の30条が記されている)を活用した通りである。

地域に密着した活動として、ラウンドテーブル「わが町の人権」 (Runden Tisch Menschenrechte in

unsererstadt)がある。アムネスティなど地域の人権団体、教会、市行政の代表者からなり、協議の場

であるとともに、問題状況の際に調停役を担うことである。この中で最も重要なテーマは、特に侵害

を受けているグループとされる庇護権申請者と難民に関するものである。

こうした活動の基点になっているのが、 1997年に設置された「人権事務所(Menschenrechtsburo)」

である。人権事務所には、次の4つの活動重点がある。

国際ニュルンベルク人権賞(1995年から隔年で授与)の評価と特徴を高めること、

自治体の人権活動の促進、

人種主義と差別の闘いのための取り組み-の協働、

人権教育プロジェクト(Projekte zur Menschenrechtserziehung)の展開。

職員は、所長(-ンス・-ツセルマン氏)、プロジェクト調整2人、プロジェクト組織・管理1人、

広報1人(広報局所属)、顧問4人(市長局職員、市長局・企画顕彰局職員、市文化課職員、国際関係

局職員)である。

なお、ニュルンベルクは、上記の様々な人権活動に対して、 2000年にユネスコ賞を受賞した世界で

最初の都市でもある。

5.4.2人権教育プロジェクト

学校における人権教育の取り組みは、下記のような流れで展開している。

2004年3月:メランヒトン・ギムナジウム(Melanchthon-Gymnasium)の5人の青年がパリの青少年

会議に参加し、人種主義に反対する提案を行う

2004年7月:専門家会議で、いくつかの項目が、 10ポイント行動計画に取り入れられる

2005年9月5日:ジグムント・シュッケルト・ギムナジウム(Sigmund-Schuckert-Gymnasiums)の生

徒たちと協力して、メランヒトン・ギムナジウムの生徒たちは、国際人権会議2005 「共

に暮らす-反人種主義欧州都市連合」のワーキンググループとしてユースフォーラム

(Jugendforum)を組織企画

2006年3月1日:ユースフォーラムの件で、 3人の青年が表彰を受ける---ユネスコとニュルンベル

httt> ://www. museen.nuernberE. de/dokuzentrum/studienforum.html
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ク市人権事務所

2006年3月　21日、ラウンドテーブル"学校は人種主義に対して何ができるのかWas konnen Schulen

gegenRassismustun?"- -・6つの学校から28人の生徒が参加

下記の人々が学校の状況を議論:

Dr. DieterWolz(学校諜), Dr. Chong-SookKang(ミュン-ン・州調整係「人種主義のない学校一勇

気のある学校」 Landeskoordination "Schule ohne Rassismus - Schule mit Courage", Miinchen), Hans

Gradl (ゲシヴィスター・ショル実科学校GeschwisteトScholトRealschule),ElifAlkan(インゼル・シ

ュット基幹学校Hauptschule Insel Schutt), Marcel Gunthner (ゲシヴィスター・ショル実科学校),

StefanieKalb(メランヒトン・ギムナジウム)

関与している学校:インゼル・シュット基幹学校(http://www.vs-inselschuett.de/seite2.htm ),ゲシ

ヴィスター・ショル実科学校(http://www.Esr-nuernberg.^le/ ),ゲシヴィスター・ショル・ギ

ムナジウム,ハンス・ザック　ス・ギムナジウ　ム(Hans-Sachs-Gymnasium:

httn.7/www.hans-sachs-gymnasium.de/ ),ジグムント・シュッケルト・ギムナジウム

(http://www.sigmund-schuckert-gymnasium.de/ ),メ　ラ　ン　ヒト　ン・ギムナジウ　ム

( http://www.melanchthon一Eymnasiu )

5.5　備考:人権教育のための人民運動PDHREの「人権都市」プログラム

人権教育のための人民運動PDHRE (People-s Movement for Human Rights Education)は、 、国連と緊密

に連携しながら活動しているニューヨークの非政府組織である。前ディレクターのシュラミート・ケ

-ニッヒ(Shulamith Koenig)の指導のもとで、 12都市が人権都市を宣言した。主な都市は、ロザリ

オ(Rosario　アルゼンチン)、ナグプール(Nagpur　インド)、テイエス(Thies　セネガル)、グラー

ツ(Graz　オーストリア一一最初の欧州の都市)である。

人権都市になる過程は、下記の5段階である。

1)市町村議会と、関連する機関の決定

2)設置準備委員会(Lenkungsausschuss)の創設:地方議会も含めた、地域の関連する部門、機関、団

体の代表からなる

3)委員会による人権学習の広範なプログラムの策定・--対象:委員とその組織、生徒、公的行政、

警察、経済界、ソーシャルワーク、市民社会など

目標:人権の包括的な実現のビジョンを首脳部において根付かせる

都市の人権状況の検討二間題額域と「よい実践」の例について

4)共同のビジョンと行動計画の検討・発展

5)責任ある部署による具体的な展開一一ここでは人権学習の重要性が前面に出る。 「下から」の発

想を重視するため市民の広範な関与が追求される。

欧州で最初に人権都市を宣言したオーストリアのグラーツの場合、 2000年の国連総会前に、オース

トリア外相ベニート・フェネ-ロ・ヴァルトナー(Benito Ferrer0-Waldner)が最初の欧州人権都市に

なる意図があることを公表し、翌2001年2月8日、市議会において全会一致で決議し、人権志向的、

国際的な発展に関心を持つ都市として動きだした。地元にある「人権と民主主義の欧州訓練・研究セ

ンター(Europaisches Training- und Forschungszentrum fiir Menschenrechte und Demokratie)(ETC)」と協力

しながら、下記の作業を行った。

1)委員会が人権状況の分析:2002年5月終了-・-3つの作業グループ(・政治的・市民的権利、 ・経

済的・社会的権利、 ・文化的権利)

最終報告書では、 6つの対象グループに整理した(Just,2005: 272)。
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女性　　労働rTi場へのアクセスの困難、子どもを世話する施設の不足、女性の暴力犠牲者のため

の不十分な入所可能性

子ども・青年---職業訓練の場の提供の少なさ、余暇形成可能性の少なさ、不十分な麻薬抑止

障害を持つ人々・- ‥障害者の要求に対する多くの公的施設の改修の不十分さ、一般的な労働市場

-の編入の欠落、社会的排除、差別的な呼称

・墜旦・-.・・都市における彼らに関連する決定-の参加の欠如、外国人評議会の不十分な権限、行政

の異文化間的能力の欠落、異議申し立て可能性の欠落

・基盤畳-・-設備面の不十分な住居、世話提供の不足、介護ハイムにおける質の確保の不十分さ

・一般的な社会的弱者-一家のない者-の収容施設の不十分さ、心理的に病を持つ家のない者に対

する世話可能性の皆無、社会-の再チャレンジのための適切な提供の少なさ

2)行動計画の策定一短期・中期・長期の措置

『案内・人権』 ("WegweiserMenschenrechte")　-・人権問題の相談機会についてのパンフレット

出合いの場(Begegnungsplattformen)

人権フォーラム(Menschenrechtsforum)の設置.・--市における人権の転換の検討のため

反差別係(Antidiskriminierungsstelle)の設置

6つのグループの欠損の克服の支援

3)具体的展開

2003年の市議会選挙の影響で延期されたが、新市長ジーグフリート・ナ-グル(SiegfriedNagD(OVP)

の就任後すぐに人権の促進の重要性を主張し、NGOと市当局の作業グループにより準備された市の統

合部署(Integrationsstelle)の設置が行われ、 2005年早期に活動開始している。

5.6　評価

欧州人権のための都市会議の特徴は、 (1)憲章の策定、 (2) 2年毎の会議による実施状況の検証・

テーマ化、 (3)経験の交流の3点を指摘できる。特に、国民ではなく、すべての人間を対象としてい

るため、移民と難民の権利の位置づけが意義深いとされる。

10点の行動計画を有する都市連合は、施策の具体化が目指され、 PDHR上　の人権都市と似た存在で

あるo　後者に加盟しているオーストリアのグラーツも都市連合のメンバーである。

PDHR上の人権都市の場合、ユストは次の点を指摘している(Just,2005:272)。

・人権に対する倫理的・法的基準としての意識が、共生の組織には非常に具体的に地方レベルで広ま

り研ぎ澄まされた

・不利益を受けている人々が、従来の慈悲(Barmherzigkeit)、保護(Fiirsorge)、同情(Mitleid)の対

象としてではなく、権利の担い手として視野に入ることとなった。

・人権の実現は共同の関心事となるようにするため、市のすべての重要なグループと施設をこの過程

に組み込むこととしている。

しかしながら、 -ストは、これらの人権都市の発想はなお吟味が必要と述べている。つまり、地方

自治体レベルでの人権の実施が事実上どのように行われるのかに成否がかかっている点、市民の意識

形成(eine entsprechende Bewusstseinsbildung der Burger)を必要とする点であるO　後者については、グラ

ーツでも、 2001年から「人権都市」に住んでいるということが多くの市民に浸透していない点を指摘

し、次のように述べている。

「集中的な広幸酎舌動と人権教育が、こうした取り組みの成功の基本前提である。歴史的には、人権は

その発生と実現を、篤実な支配者や『市長』の意志にではなく、不正を受けた犠牲者の抵抗によって

いたO　このことは、都市における人権の実現を問題とする場合、異なることはないであろう。」 (Just,
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2005: 273)

まとめ

本論の最初で提示した論点を最後に整理する。

1.欧州における人権教育の必要性の自覚の根拠

人権教育・学習の基準づくりや人権のための都市づくり-の志向性の背景には、グローバル化、市

場化-の対抗として人権が位置づけられてきている。健康で文化的な環境のもとで暮らす権利や、社

会的統合、異文化間の理解などが意識化されている。

2.その担い手となった団体・個人の発想・理論

アムネスティ・インターナショナルをはじめとするNGOの影響が大きいといえる。大学などの研

究機関での研究基盤は、ハイデルベルク大学、マグデブルク大学、ポツダム大学、フンボルト大学と

非常に限定されているが、今後ドイツ人権研究所のなどとの連携の中でどのような展開がみられるの

か注視する必要がある。

3.取り組みの方向性

国際比較を通じての人権教育・学習のあり方の検討、学習理論の枠組みづくりなどが目指されてい

る。また、人権都市については、ユネスコと共同し、都市政策の基盤として人権を位置づけ、憲章や

行動計画に基づいて都市の施策を検証する方向へ向かっている。

最後に、例えばイエナ大学博士課程のローズマンは、ドイツにおいて人権教育・学習を発展させる

のに必要な課題と目標として下記の点を指摘する(Rosemann,2003:9) :

・人権についての学習:人権、様々な宣言や条約の出現と発展について、そして人権を実現するため

に闘ってきた重要な自発的団体、グループ、個人についての知識

・人権を通しての学習:人権がどのようにしてまたどんな手段を使ってそれぞれの社会的、政治的現

実に読み替えられうるのかについて、個々人の意識を発展させる

・人権のための学習:日常においてまた専門的なふるまいにおいて表現されるような、人権の実現の

ために寛容、受容、連帯の態度を喚起すること

上記の3分類はよく紹介されているものの、人権教育は、研究的にも実践的にも十分でない、おも

にNGOや国際組織の活動が中心となっている。

さらに、第5節で検討した人権の都市づくり、まちづくりは、ドイツの社会政策である社会都市政

策、 EUのアーバン政策との関連でどのように位置づけられるのか、また市民のエンパワメント、参

加、責任意識などとの関連で、どのような市民社会の形成に人権教育は貢献するのか、さらに近年注

目を集めているシチズンシップ教育との関連はどうなのか検討すべき課題は多い。
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図2　「人権教育の三和音」一人権についての、のための、による学習(認識一行動一情動)

ォDreiklang der Menschenrechtsbildungサ

Lernen iiber,凡t und durch die Menschenrechte (Kognition - Aktion - Emotion)

人権

政治的、社会的、経済的、文化的権利

すべての人権の相互依存性と不可分性

女性、男性、子どもの権利

ついての

学習

L ernen 人権についての学習

過去、現在、未来における人権の登場、

意義、擁護についての智識

人権の実現のために働いた人々と手だて

についての智識

人権のための学習

・くく人権エンパワメント>>

・人間的発達の有効な要素としての教育

・連帯的行動と関与

Lohrenscheit, Claudia (2004): Das Recht auf Menschenrechtsbildung. S.28 1



図3 :ニュルンベルク市の人権活動

Stadt Niirnberg/ Menschenrechtsbiiro: 2005 Intemationaler Nurnberger Menschenrechtspreis. 2005. S.30.
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第2章　ヨーロッパ評議会における人権教育の特徴

一子どものための人権教育マニュアル『コンパシト』を中心に-

北摂こども文化協会　立石麻衣子

はじめに

子どもの権利条約が1989年に国連で採択されて以来、 20年が経過しようとしている。世界に

目を向けると、 21世紀は人権教育の時代といわれ、人権に対する意識を行動へと発展させるた

めの人権教育を展開させる目的で、人権教育を主題とするプロジェクトが始まっている。

ヨーロッパにおける人権教育は、子どもの権利に関する理論と実践が、民主主義、シチズンシ

ップ、環境、グローバル化といった地域社会の枠を越えた新たな観点と共に、人権教育という大

きな枠組みの中で、展開し始めている点に特徴がある。また、ヨーロッパの数十カ国が共同事業

として、実践を展開しようと試みている点にも特徴がある。

そこで、本稿では、 2002年、 2007年と続けて人権教育マニュアルを発刊したヨーロッパ評議

会に注目し、近年にみられる横断的複合的な人権教育の特徴を明らかにする。

1ヨーロッパ評議会の掲げる人権教育の柱

1.1コミュニティ-の参加

ヨ一口ツノ竃平議会とは、 「1949年、人権、民主主義、法の支配という価値観を共有する西欧諸

国が、その実現のために加盟国間の協調を拡大することを目的として」 1設置した国際機関であ

り、現在、加盟国は47カ国となっている。

1990年代後半より、 「ヨーロッパ人権条約に基づく機構の改革」 2が進められ、教育の分野に

おいては、加盟国に対し「人権、民主主義、寛容に対する教育の重要な役割の認知」ならびに「研

究、資料開発、公表を進めるプログラムや組織を支援すること」が求められた3。生田によると、

ヨ-ロツノ竃平議会の掲げる人権教育は、 「個人にとっての意味合いだけではなく、『コミュニティ』

への参加の側面が登場している点が特徴的である(下線筆者)。」 4

この特徴を示す施策として、 1998年に制定された青少年施策が挙げられる。施策の目的およ

び目標として定められた内容は次のとおりであるO 「青少年が地域社会の生活に妄り十分に参加

できる支援をすること」、 「現在のパートナーシップパターンを- ・青少年活動に適応させ、青

1生田周「『人権と教育一人権教育の国際的動向と日本的性格-』部落問題研究所2007、 51頁。

2同。

3同、 52頁。

4同、 53頁。
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少年による能動的参加という概念をいっそう発展させること」、 「青少年が　　m域社会の生活

且三重迦することができるようにするための市民性教育プロジェクトを発展させること」、 「部門の

枠を超えた統合的かつ一貫性のある青少年教育を、地域レベルから全ヨーロッパレベルまでにわ

たって施行すること」 (いずれも下線筆者)0 5

1.2　民主的シチズンシップ教育

ヨーロッパ評議会は、 1997年に、民主的なシチズンシップ教育プログラムを開始した。 「市民

性教育は、青少年が発達して能動的で責任ある市民-の成長を促すもの」 6であり、中山による

と、ヨーロッパ評議会における「シティズンシップは単なる権利と義務の諸体系として捉えられ

ておらず、コミュニティに参加し影響を与えるような諸活動を内包している。」 7民主的シチズン

シップ教育は、 「能動的で責任ある市民-の成長」という点においても、 「コミュニティに参加し

影響を与える」という点においても、人権教育と同じ文脈の中で、展開している。

また、後述する人権教育マニュアルによれば、 「人権教育は、民主的なシチズンシップ教育に

おいても重要な要素を成し、コミュニティに影響を与えるために必要な知識やスキルや態度を育

成する」Bとの叙述がみられ、人権教育と民主的シチズンシップ教育が、相互的に作用しているこ

とが分かる。

1.3　人権教育青少年プログラム

加えて、ヨーロッパ評議会は、 2000年以降、人権教育をユースワークの主流に位置づけるこ

とを目的とする人権教育青少年プログラムを進めている9。プログラムを立ち上げた当初より　3

年間は、ヨーロッパ評議会が掲げる人権教育を展開するために、民主的シチズンシップおよび参

画などを学習内容に取り入れた人権教育ツールの開発が進められた。

その結果、 2002年には、若者を対象とする『コンパス:若者と共に行う人権教育マニュアル』

10が出版された。次いで、 2007年には、前作の『コンパス』を受けて、子どもを対象とする『コ

ンパシト:子どものための人権教育マニュアル』 11が出版されるに至った。コンパスは、今では

5　ヨーロッパ評議会[企画】 『人権教育のためのコンパス脚十盤】学校教育・生涯学習で使える

総合マニュアル』 (福田弘訳)明石書店2006、 23頁。

6同、 27頁。

7中山あおい「欧州評議会のシティズンシップ教育」嶺井明子『世界のシティズンシップ教育』

東信堂2007、 211頁。

8 Flowers Nancy (ed.) (2007), COMPASITO:Manualon human頑ts education for children,
Counc止of Europe, p.33.

9 Ibid., Flowers、 p. 7、 pp.32-33。

10福田によって『コンパス』は、脚注5のとおりに訳されているが、原本は、 "COMPAS-a

Manualon human幼ts education withyoungpeople　であるo

ll Flowers Nancy (ed.) (2007), COMPASITO- Manual on血man頑ts education for
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20言語以上に訳され世界各国で出版されるほど注目されている。また、 2作目となるコンパシ

トも多くの関係者によって活用されると予測されるが、発行されたばかりで、日本語訳をはじめ

訳語版は出ていない。詳細は後述する。

その後、 2004年から3年間は、若者のエンパワーメントに焦点を当てたプログラムが集中的

に取り組まれた。 2006年からは、異文化間の対話に焦点を当てたプログラムが展開されている。

特に、 2008年までは、 「子どもと共に子どものためのヨーロッパを構築する」 12というプログラ

ムが展開されている。いずれのプログラムも、独自開発されたこれらの人権教育マニュアルが効

果的に活用されている。

2　『コンパシト』にみられる人権教育の特徴

2.1人権教育マニュアル作成の理由

民主的な社会の中で、共に生きる能力というのは、自然に身につくものではない。その価値観、

知識、スキルは、生活をとおして、学習され、養育されるべきものである。民主主義あるいは人

権という重要な概念は、子どもにも理解されるべき概念である。

しかし、他者に対する尊厳、寛容、尊重といった価値観や、他者との協同、批判的思考、論議

といったスキルは、従来の伝統的な方法で教えることはできない。これらの価値観やスキルは、

民主的な環境の中で生活し行動することによって得られる経験と実践をとおして、学習すべき内

容であり、可能な限り早い年齢から取り組むべきである。以上の理由から、子どものための人権

教育マニュアルが作られることになった。 13

2.2　ヨーロッパ評議会が目指す人権教育

かつての人権教育は、教育者である大人が未成熟の青少年に、伝達すべき究極的な真理を教え

込むものと考えられていた。しかし、今日のヨーロッパ評議会は、従来の人権教育の考え方を是

としない。 「教育者である私たちは、自分たちが受動的な学習者に伝達すべき究極的な真理を持

っていると思い込む民に陥っては」 14ならないというo　なぜなら、 「人権教育を最悪の『イデオ

ロギー』教育に変えてしまう」 15からである。

ヨーロッパ評議会が目指す人権教育は、問題解決能力の増進であるo 「批判的思考ならびに対

立を処理し、行動を起こす能力を発達させること中核」 16に据えている。青少年自身が、ヨ-ロ

children, Council of Europe.

12 Flowers (ed.), op. tit, p.33.

13 Ibid., p.7.

14前掲、ヨーロッパ評議会、 20頁。

15同。

16同、 22頁。
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ッパにおける新しい「人権文化を構築する」ことを教育の目標に掲げ、その達成のために必要と

なる具体的な能力として、批判的思考力や他者との対話などのスキルの向上が目指されている17。

2.3　『コンパシト』の構成

コンパスの章立ては、生田に詳しい18。コンパシトの章立ては、以下のとおりである。

序章

子どもを対象とする人権教育、民主的なシチズンシップと人権教育など

第1章　人権について

1.1人権とは

1.2　子どもの権利とは

第2章　人権教育とは

2.1人権教育の概要

2.2　国際的な文脈の中での人権教育

第3章　コンパシトの使用方法

3.1コンパシトの目的

3.2　体験学習の重視

3.3　ファシリテ一夕-の心構え

3.4　子どもの発達段階

3.5　実践事例の概要および活用方法

3.6　よりよい実践にするために

第4章　42の実践事例

第5章　人権教育に関連する13のテーマ

第6章　付録(人権関連の国際文書および情報入手先リストなど)

コンパシトは、人権教育の指導法と概論の二部構成になっている。指導書としての価値は、全

体の半分を占める157貢にわたり、 42の実践事例が一つひとつ丁寧に紹介されている点にある。

しかし、その一方で、人権の理念や歴史、人権教育に関する国際的な課題や近年の動向など、人

権ないし人権教育の解説にも、重きが置かれている。

また、第6章では、付録として、国際的な関係機関のホームページも記載され、随時、新しい

情報が入手できるようになっている。

2.4　フアシリテ一夕-の力量形成

コンパシトが人権教育の理念などの解説を重視し、新情報が使い手次第で入手できるようにな

17 Flowers (ed.), op. citリp.38.

18前掲、生田、 54-55頁。
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っている理由は、コンパシトがフアシリテ一夕-19の力量形成にも焦点を当てているからである。

コンパスもコンパシトも、ヨーロッパ評議会が提唱する人権教育を推進するためのマニュア

ルとして作成されたO　初めに作成されたコンパスは、フアシリテ一夕-が使用するだけでなく、

学習対象である若者自身も同様に、コンパスを利用して自ら人権学習を進めることを視野に入れ

て、作成された20。

一方で、子どものための人権学習を対象とするコンパシトの場合は、単に指導書として活用す

るだけでなく、ファシリテ一夕-が自身の人権教育の力を養う目的で、コンパシトを活用するこ

とが期待されている。たとえば、人権に関連する知識を解説した直後には、 「考えてみよう」と

いうミニコーナーが設けられている。ドリルとして課題を提供し、フアシリテ一夕-が、調べ学

習をしたり、人権教育に対する考えを深めたりすることを、促している。ドリルの例には、 「あ

なたの国では、子どもの権利に関する国内の現状を定期的に報告する機会がありますか?」 21、

「成熟度の異なる子どもに対し、どの種類の参加がふさわしいと決めるのは、誰ですか?　どう

やってそのような決定がなされるのですか?」 22などがある。

2.5　学習者主体の人権教育

ヨーロッパ評議会の目指す人権教育は、学習者主体の人権教育を目指している。学習者が能動

的に学習に参加できるように支援することは当然ながら、とりわけ、学習者一人ひとりに適した

働きかけが求められる。そこで、第3章3.3 「ファシリテ一夕-の心構え」では、人は誰しも偏

見を持つものであり、フアシリテ一夕-自身も学習者に対し偏った見方を無意識のうちにしてい

るということを自覚すべきであると忠告する。偏見をなくせとは書かれていない。自分の内にあ

る偏見を自覚することによって、学習者に対する誤った対応を修正することができると説き、 「自

覚すること」に重きを置いている23。

さらに、 「人によって異なる思考のタイプと学習形態の分類」を示し、思考面と行動面の双方

から、ファシリテ一夕-が自身の特徴を把握するように促している24。思考様式は、視覚的、聴

覚的、運動感覚的の3つの傾向に分類される(表1を参照されたい)。人によって好みの分かれ

る学習形態は、活動的、内省的、理論的、現実主義的の4分類である(表2を参照されたい)。

厳密に言うと、人を単純に上記いずれかのタイプに分類できるわけではない。時に複数の傾向

を併せ持ったり、状況によって変動したりする。しかし、重要なことは、フアシリテ一夕-が自

19　ヨーロッパ評議会における人権教育では、人権教育に取り組む立場の人を「ファシリテ一夕

-」と称する。人権教育を教えるという考え方ではなく、子どもたちに対し人権学習の環境づ

くりを行うという考えに基づく。

20上掲、 Flowers (ed.), p.9.

21 Ibid., p.23.

22 Ibid., Flowers、 p.264c

23 Ibid., Flowers、 p.40.

24 Ibid., Flowers、 p.41.
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身の傾向を把握し、さらには、学習者の状態を理解することであり、その際に一つの指標として

参考にせよということである(表3を参照されたい)。

表1 「人によって異なる思考様式」

翠考のタイプ 特徴 よく使 う一言 I

視覚的思考 自分の世界を絵で表現する傾向がある0 I see.

聴覚的思考 耳に したことをよく覚えている0 Th at sound s such as good idea.

運動感覚的思考
身体的な感覚 と感情の両面か ら感 じたことを

よく覚えている。
I lov e it. Let s go for it.

表2 「人によって好みの分かれる学習形態」

学習顧慮 :呼野 得手 . 苦手

活動主義的 新 しい経験や問題から学ぶ。
ゲーム、チームワーク、

課題、ロールプ レイ

受身、個人学習、読書、

一人で行 う調査、

細かい注意を要する卓

内省的 活動を振 り返ることで学ぶ。 調査、分析、反省

目立つこと、手抜き、

不十分なデータ、

実態のない仕事

理論的
概念、理念、例題、制度 をよ

明確 な 目的が設定 され

ていた り、関心事や概念
感情論に左右 される状況

く理解する0 な どを取 り扱 うような

構造化 された学習方法

現実主義的

取 り上げる問題が、現実の問題 と明確な関連があり、学
理論や一般原理 と、事実が

かけ離れていること
習 した後、実際に取るべき行動が存在するとき学習意欲

を高める0
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表3 「思考様式と学習形態に関するドリル-考えてみよう-」

課題 :好きだづた先生、 トレーナー、フアシリデータ…を思い出してみようQ

① その人は、あなたが学習するのを支援するとき、どのような働きかけをしていましたか ?

② その人のコミュニケーションの取 り方とあなたの考え方や学習形態に何か共通点はありま

すか ?

③ 多くの人が、人に何かを教えたり、グループで活動するときに、自分の思考様式と学習形態

を反映させると言われています0 あなたの場合はどうですか?

あなたが最も影響を与えることができる学習者は、どんなタイプですか?

あなたから学ぼうとした際に、最も困難が生じる学習者は、どんなタイプですか ?

より多くの学習者に、あなたのコミュニケーションの取り方を適用させるためには、どのよ

うなことをすればよいですか?

2.6　ヨーロッパ評議会における人権教育の枠組み

ヨーロッパ評議会の提唱する人権教育は、 「個人と社会の両方を変化させるための教育」を目

指しており、歴史の生み出した知識や経験を基礎に、青少年自身が「新しい考えや経験を協同し

て探索し、発見していくことができるように指導する。」 25

それゆえに、従来からある人権の概念や認識に加え、新しい人権教育の観点として、シチズン

シップ、民主主義、グローバル化、環境、メディアなどが組み込まれている(図1を参照された

い)0

図1 「ヨーロッパ評議会が提唱する人権教育の構想」

く従来か らあ る概念や認識 > < 新 しい観点 >

平等 保護 . . . 防護服

+

市民権

IIIl' 振 る舞いの仕 方 . . . 規則 民主主義

ll ' 訴 えることができる . . . 裁判官 グローバル化

大人 も子 どもも 感情 日 .抽象的 環境

剥奪不可能 侵害 されない . ‥ 自然 メデ ィア

': .U 破壊できない ‥ .精神 な ど

尊厳 を持 って生 きること 時 間 . . . 普遍的で平等

なお、コンパスとコンパシトが領域とする人権教育に関するテーマは、下図のとおりである。

ちなみに、若者向けのコンパスにしか組み込まれていない単語は、 「グローバル化」、 「差別と外

国人に対する偏見」、 「社会権」、 「スポーツ」、 「人権全般」であり、小学生向けのコンパシートに

25前掲、ヨーロッパ評議会、 40頁。
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しか存在しない単語は、 「レジャー」、 「インターネット」、 「参画」、 「社会的排除」である。

民主的シチズンシップと人権教育が相互関係にあることは、前章で述べた。それ以外にも、図

2に示された全ての領域が、人権に関わる領域として位置づけられている。

図2 「人権教育に関するテーマ」

コンパシト(対象、子ども)

i :.

上1.1"∫

教育とレジャー

ivk

家族や養育

男女平等(Gender)

健康と福祉

メディアとインターネット

参画

平和と人間の安全保障

貧困と社会的排除

暴力

差別

コンパス(対象、若者)

:|:V '

ド.I : i'-..

教育

:'; iL-、・

子ども

男女平等(Gender)

健康

メディア

グローバル化

平和と暴力

人間の安全保護

貧困

差別と外国人に対する偏見

社会権

スポーツ

人権全般
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3　活動事例の紹介

コンパシトで取り上げられた活動事例は合計42種類ある。いずれの事例も、子どもの権利と

いう共通するテ-マを持ちながら、人権教育に関するその他のテーマにも関わった内容を取り扱

っており、複合的な人権概念を学習できるようになっている。

事例分析が本稿の目的ではないので、ここでは、ヨーロッパ評議会が、人権教育との関連性を

特に強調している「民主主義」と「シチズンシップ」に注目し、一つの事例を紹介する。

3.1　事例「私たちのグループの約束事」の概要

取り上げる事例の概要26は、以下のとおりである(表4を参照されたい)。

表4 「実践事例一私たちのグループの約束事-」

タイ トル 私たちのグループの約束事

】私の権利に対する責任を負うのは誰か? I

フ一一一マ シチズンシップ、民主主義、参画

レベル※ 3

対象年齢 10- 13 歳

所要時間 第 1段階 (60- 90 分)、第 2 段階 (30- 45 分)

対象人数 10- 30 人

活動の種類 討論、意見の一致、規則作り

概要 子どもたちは、自分たちの権利と責任を明記した 「グループの約束事」を作成 し、

一定期間その規則に従って生活した後、再び、その 「約束事」に改訂を加える。

目標 権利と責任の関係性を理解する0

日常生活における権利と責任を関連づける0

権利を作り、作った権利を守る0 それらの行為に関心を寄せ、関与する。

グループのための責任と約束事を作り、それに同意する

準備 不要

教材 . 筆記用具 (各自)

フリップチャー トとマーカー

. 子どもの権利条約の簡単な条文 (必要に応じて)

※レベルは活動の複雑さを3段階で示している。レベルを決定する基準は、活動の対象となる子

どもたちの知識や能力の程度、学習の目標の高さ、テーマが扱う題材の複雑さ、活動における

時間酉己分の複雑さ、潜在的なリスクの程度、集団力学の効用によって決められる。高度なレベ

26 Flowers (ed.), pp.56-59.
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ルの実践は、学習目標に到達することが難しいが、実践事例に挙げる事例の多くは、複雑さの

レベルを適当に変えることが可能である。

3.2　活動内容

(1)　第一段階

第一に、子どもたちに、ルールと責任について現段階で理解していること、すでに制限を受け

ていると思うことなど、これまでの経験から思い当たる事柄を発表させる。子どもたちの発表を

受けて、 「私は、 ○○する権利が、ある/ない。なぜなら、 ～～だから。」という文章にして表現

できるようにさせる。 (例、 「私は、怒っていたとしても人を叩く権利はない。なぜなら、 ・ ・ ・

だから。」)これらの文章は板書しておく。その次に、板書した文章を肯定文に、能動態から受動

態に変換させる。 「私は、 ●●される権利がある/ない。なぜなら、 ～～だから。」 (例、 「私は、

人に叩かれない権利がある。 」)

第二に、子どもたちが、自分が○○するという肯定かつ能動的な権利を作り出す過程を理解し

たら、子どもたちを4-5人で1つのグループに分け、グループ毎に、グループで通用する基本

的な約束事を3つほど作らせる。使う文体は、 「私たちはみんな○○する権利がある。」たくさん

のルールを作ることが目的ではなく、全員が受け入れられるルールを作ることがねらいである。

次に、グループ毎に作成したルールを全体で確認する。その際、グループ独自の特別な権利が

なかったか、逆に似たような権利がなかったか、 「されない権利」から「する権利」 -と書き換

えた権利はなかったかなどが、確認のポイントとなる。発表された権利をフリップチャートに、

書き出していく。全体確認を終えたら、発表された約束事の中から、全ての人に共通して、誰し

もが持つべき権利と思われた内容を選び出させる。その際、フリップチャートには「責任」とい

う項目を追記し、権利と責任を対比して確認できるように、表記していく(表5を参照されたい)。

表5 「フリップチャートの記入例」

i j '!・ 蝣;蝣

権 利 責 任

. 誰 も が公 正 に扱 われ る権 利 が あ る0 . 私 は み ん な を公 正 に扱 う責 任 が あ る0

全体での活動が続くが、フリップチャートを見ながら、全体で権利と責任を厳選していく。似

たような内容同士をまとめ直したり、削除できるルールは削除する。この作業が終われば、全体

で整理した約束事を参考にして、再度、グループ毎に、自分たちの約束事も再検討させる。

このようにして完成させたグループの約束事は、一定期間、子どもたちの目に付く場所に掲示
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し、守るようにさせる。

(2)　第二段階

第二段階を行うのは、第一段階を終えて2-3週間後がよい。前回作った約束事について、子

どもたちに再考させる。確認すべき点は、自分たちで作った約束事に従い生活した結果、どのよ

うな発見があったかという点である。更なる改善点を考えさせることによって、実際、実行に移

す際に生じる不都合な点や、責任を果たそうとした時に障壁となり得る点などを考えさせる。加

えて、約束した責任を果たしているかどうか、権利を守っているかどうか、判断を下すのは誰か。

約束を破った人に対して、どう対処するのかを決めるのは誰か。などについても考えさせる。

(3)活動ごとの振り返り

コンパシトで取り扱われる実践事例は、活動ごとに振り返りを行うことで、学習者に対し、取

り組んだ活動における人権教育としての意味づけを積極的に行っている。

第一段階においては、特に、グループ学習の観点から、グループで活動した経験を子どもたち

一人ひとりに振り返らせ、共同で作業したり、他者とコミュニケーションを取ることについて、

各自の体験を振り返えらせる。また、権利と責任の観点からは、日常生活に置き換えて、自分に

与えられた権利と責任について考えさせる機会も設定してある。その手法として、フアシリテ一

夕-の投げかけ事例が紹介してある。 「誰があなたにその責任を与えましたか」、 「大人にも約束

事や責任がありますか。あるなら、その責任はどこからきましたか」などである。

そして、本事例の総括にあたる第二段階の振り返りでは、本活動のルール作りと、民主主義社

会における法律が制定される過程とが、同じ意味を持つという意味づけを行う。フアシリテ一夕

-の質問事例は、 「あなたのグループに約束事があって助かりましたか」と、 「グループが作った

独白のルールと何が違いましたか」である。

3_3　事例「私たちのグループの約束事」の総括

紹介した事例をとおして言えることを、簡単にまとめる。第一に、体験主義的な学習方法を尊

重している。 「規約(約束事)」そのものを子どもたち自身が作成し、実際、作成した約束事に則

って生活を送り、不都合がないかどうか、問題が生じるとしたらどのような点であったか後日、

振り返る学習過程が描かれていた。

第二に、民主主義社会における原理的な事柄についても深く掘り下げて考えさせようとしてい

る。具体的には、こういった規約は誰が作成し、誰が執行状況を管理しているのかという問いか

けである。問題に直面しない限り無関心になりがちな、現実社会の問題点まで視野に入れていた。

一方で、条件や枠組みのない中でのグループの約束事作りが、どれほど子どもたちにとって真
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実味を持たせることができるか疑問が残るOまた、第二段階の振り返りとして、民主主義社会に

おける法律制定の過程と、本活動を関連付けて考えることが目指されているが、そのために有効

な投げかけの例文が2つしかない。以上の点から、事例をみる限り、フアシリテ一夕-の力墨に

依拠するところが大きい。

まとめ

以上、ヨーロッパ評議会の1990年代以降の動向ならびに人権教育マニュアルとして開発され

た『コンパシト』の内容を整理した。まとめとして、ヨーロッパ評議会における人権教育の特徴

を総括する。

ヨーロッパ評議会は、 1990年代後半より、青少年の能動的なコミュニティ-の参加を人権教

育の指針に掲げ、施策の展開を行ってきた。人権教育の再定義が行われ、従来のように既存の社

会的価値観を継承させることが人権教育の第一義ではなくなった。国際化情報化する時代の変化

に応じて、従来の価値観が社会に通用しなくなったことに起因する。

すでに、ヨーロッパ評議会における人権教育では、新しい時代にあった価値観の再構築が始ま

っている。民主的シチズンシップ、参画、グローバル化、メディアなども人権教育が取り扱うべ

き領域に含まれるようになり、横断的複合的に人権教育が展開している。

価値観の再構築も含め、青少年自身に、社会変容の力を習得させることが、人権教育の主たる

目的となった。そのために、批判的思考力、問題処理能力、協働する力などの育成が重点的に行

われている。

ヨーロッパ評議会においては、 2000年以降、人権教育をユースワークの主流に位置づけるこ

とを目的に、長期展望を持って、人権教育青少年プログラムを展開している。単発の事業を断続

的に展開するのではなく、長期展望に則した中期的事業を計画し、実践を積み重ねている点は、

注目に値する。

この人権教育青少年プログラムの一環として作成された人権教育マニュアルが、本稿で取り上

げた『コンパシト』である。人権教育を進める際のツールとして、新たに開発された。具体的な

実践事例集としての指導案的機能と、フアシリテ一夕-の力量形成を支援するドリル的機能を併

'l.-l　蝣、

ヨーロッパ評議会の提唱する人権教育に学ぶべき点は、第一に、人権教育を意欲や態度の育成

ではなく、コミュニティに関与する力量形成に重きを置いている点である。価値観を押し付ける

人権教育を改め、青少年自身に判断を任せた。そのための下準備として、判断基準となる人権関

連の情報を見直し、民主主義やシチズンシップや参画などといったテーマにまで広げて、学習内

容を提供しようと試みている。

第二点は、人権教育をユースワークの主流に位置づけて、学校だけでなく、地域社会でも、日

常的に展開しようとしている点である。また、地域レベルから国家レベルまで網羅した施策を展

開すると共に、国家レベルからヨーロッパレベルまで、国境横断的に取り組むことによって、ヨ
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-ロッパ各国に共通した人権教育概念を構築しようとしている点であるo

人権教育を推進するツールとしてのコンパシトについては、各実践において有効に活用されて

いるとの叙述があったが、今回は、実践の調査に入ることができなかった。今後の課題としたい。
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<第2部　シティズンシップ教育の検討>

第3章　ヨーロッパ評議会を中心とする「民主的シティズンシップ教育」の動向

-教育者養成-の視点を中心に-

生田周二(奈良教育大学)

はじめに

ヨーロッパ評議会(CouncilofEurope)が推進する民主的シティズンシップ教育(Education for

Democratic Citizenship、略称EDC)は、 「民主主義と人権の文化の促進」を基本的ねらいとしてお

り、個人がコミュニティ形成に関わるのを可能にする文化を構築し、社会的結合、相互理解、連

帯の強化をめざす取り組みである。対象は、年齢、社会的地位に関係なくすべての個人であり、

学校や生涯学習の過程を通して学ぶことが奨励される。目標となるキーワードは、参加、パート

ナーシップ、社会的結合、アクセス、平等、アカウンタビリティ、連帯である。そして、 EDC

を推進する教育者養成・研修2にとりわけ力が注がれている。

ヨーロッパ評議会は、 27カ国が加盟しているEUの欧州委員会(Europeancommission) ∃やユネ

スコなどの国際機関と連携しながら、 EDCの推進に努めている。

本論では、 EDCの背景と歴史、キー・コンペテンシー、教育者養成・研修、問題点と課題に

ついて整理する。

1.シティズンシップ教育の概要

シティズンシップ教育は、公民教育(civiceducation)との関連性が強いが、公民教育が国民国

家的な価値観に支配される傾向が強いのに対して、より普遍的な価値観である人権、民主主義な

どとの親和性が高い。

つまり、 EDCは、シティズンシップの伝統的モデル-の挑戦とされ、従来の「法に従い、選

挙の際に投票する以上のものではない」受動的、最小限のモデルからの脱却を意図していた。そ

の背景には、これまでの「国民国家がもはや権威の唯一の焦点ではないので、より包括的な概念

1 1949年、人権、民主主義、法の支配という価値観を共有する西欧十ヶ国が、その実現のために加盟国間の協調を拡

大することを目的としてフランスのストラスブールに設置した国際機関である。近年、 2003年4月セルビア・モンテ
ネグロ、2004年10月モナコ、2007年5月モンテネグロが加盟したことにより、加盟国は47ヶ国となっている。なお、

人権に関わる特徴的な条約・憲章、組織は次の通りである:ヨーロッパ人権条約(一九五〇年採択、五三年発効、全締

約国批准)、ヨーロッパ人権裁判所(一九五九年ストラスブールに設置、一九九八年改組)、ヨーロッパ社会憲章(一九
六一年採択、六五年発効、批准国二七カ国:二〇〇六年三月)、ヨーロッパ自治憲章(一九八五年採択、八八年発効)。

1993年10月、ウィーンで開催された第一回加盟国首脳会議では、今後の優先分野として、全ヨーロッパの「民主的

安全保障」地域化、ヨーロッパ人権条約に基づく機構の改革、少数民族の保護の三つを掲げている。

2原語は、 `'teachertraining"であるが、教師.教員(teacher)の意味は、 2002年の勧告により、学校の教師だけではなく、
ノンフォーマル、インフォーマルセクターで活動する者も含めており、本論では「教育者」の意味合いで用いている。

3 EUでは、 「アクティブ・シティズンシップ」の概念が、高等教育の目標を定めたボローニヤ・プロセス、欧州生涯学

習戦略、欧州青少年政策の重要な目標として認識されてきた。

1991年の欧州委員会ペーパー「欧州青少年のための新たな刺激(ANewImpetus forEuropeanYouth)」 :青少年の自治と
アクティブ・シティズンシップに基づく欧州統治の新たな形態を提起している。

・白書「欧州の統治(EuropeanGovernance)」 :オープンさ、参加、アカウンタビリティ、有効性(effectiviness)、一貫性

(coherence)をよい民主的統治のキー原則とする。
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観を発展させる必要があった。」という点(Aglossary,2003)、そして以下の近年の新しい動向が指

摘される(Gollob et al, 2007:7)。

・エスニック的対立、ナショナリズム-の傾斜

・グローバル化の脅威と地域の不安定化

・新たな情報・コミュニケーション技術の発展

・環境問題

・人口移動

・かつて抑圧されていた集団的アイデンティティの新たな形態の発生

・個人の自律(personal autonomy)と新たな形態の平等-の要求の高まり

・人々の間の社会的結合と連帯のうすれ

・伝統的な政治的制度、統治の形態、政治的リーダー-の不信

・相互結合や相互依存の高まり一一政治的、経済的、文化的、ならびに地域的、国際的関係に

おいて

こうした中で、市民(シティズン)は、 「ある社会においてともに存在する人」(apersonco-existing

inasociety)と位置づけられた。これは、 「国民国家」の枠を超えて、個人が暮らす地方、国内、域

内、国際的な文脈を含む「コミュニティ」で共に暮らす新しいモデルの探求の途上にある。

日本の藤原(2005)は、イギリスのシティズンシップ教育(市民性教育)を分析し、市民概念

の変遷を図1のように整理している。市民社会が「多民族化、多文化化し、アイデンティティや

価値が多様化し」、 「他方では、グローバリゼーションの浸透によって超国家的な共同体が形成さ

れ、地域、国家、 EU、地球社会といった多元的・重層的なコミュニティが形成されている」状況

のもと、これまでの自由主義と共和主義の2つに対する「第3の方法」がシティズンシップ教育

の課題となるとしている。そこでは、 「多元的で重層的な市民概念の構築、リベラルな個人に基礎

をおいた新たな公共性の構築が求められ」、 「イギリスの市民性教育が、単なる市民的教養におわ

らずに、参加と責任の態度やスキルを育成しようとしているのも、社会参加や社会形成をめざす

ことと無関係ではない」とまとめている。

ギリシャ・ローマ時代

個人-共同体-市民

18-19 世紀 個人重視

自由主義 liberalism

20 世紀 国家 .共同体重視

共和主義 com m unitariarusm

ケンイズ主義 .社会主義 .共産主義

21 世紀 : 「第 3 の方法」

公共性の再構築 .新たな公共性

アイデンティティの多様化.多元化 .セル フ.エスティーム

コミュニティへの参加 .社会形成、ボランティア N PO 活動
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図1市民論の系譜(藤原2005:3)

イギリスのオスラーとスターキーによれば、シティズンシップ教育の構成要素は、表1 (Osier/

Starkey2005:86)の通りである。そして、 「このモデルが提起しているのは、シティズンシップの

ための学習が最もうまく達成されるのは、学習が、知識の獲得、アイデンティティの振り返り、

コミュニティにおける生活、参加のためのスキルの発展に基づいている場合である」と述べてい

る(Osier/ Starkey2005: 87)。

表1シティズンシップ教育の構成要素

構造的 . 政治的(structural′p olotical) 文化的 . 私的(culm ral/p ersonal)

最小 権利 アイデ ンティティ

理解 . 経験 : 所属感 ‥

. 人権 二者択一 (緊張) either/or (ten sion)

. 民主主義

. 多様性

. 包含 (inclusion )

. 市民社会、例えばN G 0

関連 :人権教育(h um an rights edu catio n)

. 両者 (混合) b oth′and (hybridity)

関連 ‥感情 と選択(feelings an d ch oices)

最大 包含 能力(C om petence)

. 安全 ‥肉体的、社会的、心理的、財政 . 政治的 リテラシー

的 . コスモポ リタンな世界の見方

. 積極的な参加 . 変化に影響を与えるスキル、例えば、言語

. 民主的シティズンシップへの関与

関連 ‥より包括的な民主主義の構築(b uilding

a m ore in clu siv e dem ocracy)

(language) 、 支 援 (advocacy) 、 結 集

(m obilization)

関 連 : 民 主 的 参加 の た めの ス キル (skills for

d em ocra tic pa rticip ation )

(Oslar/ Starkey (1 996): Rights, Identities and Inclusion: European action programmes as political education, Oxford

Review of Education. 25 (1 and 2): 199- 216.; Oslar/ Starkey (1999): Teacher Education andHuman Rights. London:

DavidFulton.)

また、ヨーロッパ評議会では、 2005年のシティズンシップ教育年に図2のような整理が行われ

ている。この整理では、シティズンシップ教育あるいはEDCは、歴史、政治教育、社会科など

の特定の教科に関わるだけではなく、クロス・カリキュラム活動ならびに全学校アプローチの形

態を取るとともに、ノンフォーマル、インフォーマルの分野も含み、民主的学校実践や地域連携

とも関係する。そのため、特定の教科の教員だけではなく全教員に関わる課題となる。
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この点は、表1のシティズンシップ教育の構成要素をより学校現場に近い形で整理したものと

いえるo

インフォーマル

なカリキュラム

ノンフォーマノレ

なカリキュラム

フォーマルなカ

リキュラム

図2　学校におけるシティズンシップ教育(Council of Europe,2005: 38)

2.民主的シティズンシップ教育の歴史

EDCの歴史は、前史、 1997年からの2000年までの第1期、 2004年までの第2期、 2005年の

ヨーロッパ年、 2006年から2009年までの第3期の五つの時期に区分して考えられる。

2. 1　前史

1989年のベルリンの壁崩壊後、シェンゲン実施協定の制定(1990年) 4、欧州連合(EU)の創設

を定めた1993年発効のマースリヒト条約によりヨーロッパ市民権という概念が登場するように

なる(宮島2004),それに伴って、 EU域内の移動・就労の自由・地方参政権などが規定され、

定住外国人のように国籍がなくても公民権や社会権が保証されるデニズン(denizen)という呼称

もEU域内に登場する。

また、 1994年頃には、 ①東欧諸国における民主化や民主主義教育の要請、 ②若年層を中心とし

4　ヨーロッパ各国において、共通の出入国管理政策及び国境システムを可能にする取り決めで、 1985年にシェンゲン
協定が5カ国により調印され、 2007年12月時点で加盟国総数は28ヶ国を数える。

5　スウェーデンの政治学者T.ハンマーの用語であり、 「永住者的地位、居住、移動、就労の自由などを獲得し、しば

しば選挙権のみを欠いているような外国籍の市民」を意味する。 (宮島2004: 67)
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た民主主義(政治)離れと極右勢力の台頭-の深刻な懸念といった問題(生田1994,1995)があ

り、異文化間教育やシティズンシップ教育-の関心が高まっている。

1995年からは、ヨーロッパ評議会において、人種主義と不寛容に反対するキャンペーン「みん

な違って、みんないい(alldifferent,allequal)」 (2007年まで)が始まっている。さらに1996年に

は、文部大臣常設会議が「学校における人権の教授・学習に関する勧告」及び「民主主義、人権、

寛容を教育を求める決議」を行い、 『学校における人権教育』を刊行している(生田、 2007 : 52-

53)t

1997年には、 10月の第二回首脳サミットにおいて、 (イ)人権と民主主義の強化、 (ロ)社会融

合(特に弱者保護)、 (ハ)市民の安全の確保(犯罪対策、児童・女性の保護等)、 (ニ)教育・文

化面での相互理解の促進を4つの柱とする最終宣言及び行動計画を採択した(Parliamentary

Assembly's Recommendation 1346)。その中で、 EDCが、民主的シティズンシップの発展と民主

的文化の促進に必要不可欠のものとされた。

2. 2　第1期(1997年から2000年)

1997年、 EDCに関する包括的プロジェクトとして三層の課題が提起される。すなわち、 (1)

キー概念の明確化、 (2)教授・学習方法の発展、 (3)いわゆる「シティズンシップのサイト」の

活用による革新的学習実践の確立とモニタリングである。この時期は、このように概念整理とグ

ッド・プラクティスの収集が主な目的であった。

1999年には、 「市民の権利と責任に基づく民主的シティズンシップ教育に関する宣言とプログ

ラム」 (Declaration and Programme on education for democratic citizenship based on the rights and

responsibilities of citizens)が出され、 EDCは「教育、訓練、文化・青年政策と実践の本質的構成

要素」とされた。

2000年には、欧州文部大臣会議において、 「民主的シティズンシップ教育のための共通ガイド

ライン草案とクラクフ決定(Krakow Resolution and the draft common guidelines for education for

democratic citizenship)」がなされ、一定の整理が提起されている。

なお、この時期、イギリスでは、 1998年に「学校におけるシティズンシップのための教育と民

主主義の指導」が方針化され、 2002年から11歳から16歳対象としてシティズンシップ教育が教

科としてカリキュラムに導入されることになる。

2. 3　第2期(2001年から2004年)

2002年、加盟国に向けて、 E D Cに関する閣僚委員会の勧告(RecommendationRec(2002) 12 0n

EDCoftheCommitteeofMinisters)が出される。その中心は、 「政策と実践に橋を架けること」を

主な目的とした次の3項目である(1)政策発展、 (2)ネットワークの構築、 (3)第1期の成果

の交流と普及。対象は、主に学校とされ、各国の政策担当者や教育関係者を対象にEDCを解説し

た「EDCツール」の作成が目指された。

その際、次の三つのアプローチが示された。

・あらゆるフォーマル、ノンフォーマル、インフォーマルな教育活動を取り入れ、個々人が、

その生活を通して、他者の権利に敬意を払いながらアクティブで責任ある市民として行動で

きるように働きかける。
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・社会的結合、相互理解、異文化間・異なる宗教間の対話、そして連帯への貢献を試みる。男

女間の平等を促進し、人民内・間の平和的な関係の確立を助長する。

・全体的な教育システム、ならびにカリキュラム、教授方法を組織し監督することにより、刷

新のための一要素となる。

2004年12月12, 14日には、ブルガリアのソフィアにおいて、ヨーロッパ年に向けての会議「教

育:ヨーロッパにおける民主的シティズンシップの促進」が開催された。そこで指摘されたのは、

次の点である。

「知識基盤社会の建設と市民間の民主的文化の促進という課題が求めるのは、ヨーロッパ評議

会が教育の分野でさらなる努力をすることである。その教育が目指すのは、ヨーロッパを横断

するすべての若者の教育-のアクセスの保障であり、その質の向上であり、とりわけ、包括的

な人権教育の促進である。

我々は、教育による欧州シティズンシップ年によって提示されたヨーロッパ的標準と価値に

ついての公共の意識を高める機会を十分に活用する所存である。一一ヨーロッパ評議会は、教

育者のあらゆる研修機会を、民主的シティズンシップ、人権、歴史、異文化間教育の分野にお

いて向上させる。 」 (Ad Hoc Committee of Experts for the European Year of Citizenship through

Education, 2004)

なお、この時期、 2002年に人権教育マニュアル『コンパス』が刊行されている(生田、 2007 :

54-56)。また、 EUは、同じく2002年に「欧州における教育・訓練システムの目的のフォローア

ップに関する詳細な活動プログラム」を出し、アクティブ・シティズンシップを推奨し、 「世界に

おける最も競争的で、ダイナミックな知識基盤経済:より多くの、そしてよりよい仕事とより大

きな社会的結合を伴った、持続可能な経済成長ができる。」としている(Education Ministers of the

EU, Bratislava (Slovakia), June 2002) 。

2. 4　シティズンシップ教育ヨーロッパ年(2005年) (The 2005 EWopean Year of Citizenship

through Education (EYCE))

ヨーロッパ年の一般的な目的は、第二期からの継続課題となっている、 「民主的シティズンシッ

プ教育・人権教育のための持続可能なプログラムの創設・発展に向けて、あらゆるレベルにおけ

る政策立案者と実践家をエンパワーすることによって、政策と実践に橋を架けること」である。

(Ad Hoc Committee of Experts for the European Year of Citizenship through Education, 2004)

様々な催し物や出版を通して、次章で検討するEDCの基本概念や実践の整理・紹介が行われ

た時期であるといえる。例えば、 6月15日から17日にかけて、 「EDCと人権教育のための教師

教育に関する会議」 (Conference on Teacher Training for Education for Democratic Citizenship (EDC)

andHumanRightsEducation(HRE))が開催され、第3期につながる内容となっている。

なお、この年は、国連・持続発展教育(ESD)の10年(2005-2014年)と国連・人権教育

のための世界プログラム行動計画(2005-2009)が出発する時期とも重なっている(UNESCO,2005;

OHCHR/ UNESCO, 2006) 。

2. 5　第3期(2006年から2009年)

2005年5月にワルシャワで開催された第3回ヨーロッパ評議会首脳サミットにおいて、民主的
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シティズンシップ教育・人権教育に関する活動を継続し重点化することが確認された。第3期に

向けての目標と目的は、次の通りである。

(1)　政策の開発---民主的シティズンシップ教育・人権教育の政策的発展と実施を継続・強

化する。 「その際、特に焦点となるのは、社会的結合(socialcohesion)、社会的包含(social

inclusion)、そして人権-の尊敬である。そしてこの文脈で、とりわけ注意を払うべきなの

は、教育施設、特に学校の民主的ガバナンスである。」

(2)　教員研修-・-加盟国内ならびに加盟国間の教員研修の機会を増やすこと、 「とりわけ地

域社会とNGOとの連携において行われることになる。」

(3)　グッド・プラクティス--・民主的シティズンシップ教育・人権教育におけるノウハウと

成功した実践の収集、参照、普及であり、 「根拠となるエビデンスを作り上げる基盤を築

くためである。」

(4)　持続可能性---持続可能なフレームワークとメカニズムを発展、促進すること

このため、以下の点が強調されている。

(1)　シティズンシップ教育と人権教育とのリンクの強化、

(2)　対象グループとして児童、生徒、学生、教師などの学校教育関係だけではなく、家族、

NGO、企業、地方当局、ユースワーカーなどを含むこと、

(3)　多領域性によって、ヨーロッパ評議会の多くのセクションを包含すること、

(4)　機関を超えた協力体制を組むため、国連の世界人権教育プログラム行動計画、持続発展

教育の10年などの枠組とも連携すること。

なお、第3期のタイトルとして採用されたのは、 「みんなが民主主義を学び生きる」(Learningand

living democracy for all)であるO

3.民主的シティズンシップ教育の基礎概念

3. 1　基本キーワード

まず、 EDCにとって前提となるキーワードは、人権と責任、そして批判的分析(CriticalAnalysis)

である。

(1)人権は、 「人類の最大限の潜在能力の発揮、他者との関係と関わっており、また個人に対す

る国民国家の責任を条文化することと関わっている。」と原則が明記されている。伝統的なカテゴ

リーとしての、市民的、政治的、社会的、経済的、文化的(civil, political, social, economic and cultural)

権利に関わっている。また、近年、第一世代(市民的・政治的)、第二世代(社会的・経済的)、

第三世代(文化的・発展的)という区分も用いられている(生田2007:7-10)。

EDCがめざすのは、 「区分された権利の価値とは別に、人権の統合的な理解の促進」であり、

すべてのカテゴリーに平等な力点を置くとされている。しかし、他方では、 「伝統的に人権は国家

と個人との関係でイメージされているが、 EDCでは人権という言葉は『グループ』や『人民』の

権利に重点を置く言葉となる」。いわゆる第三世代の人権の相対的重視の説明もなされる。この背

景には、EDCが、地域的、国家的、広域的コミュニティの発展と関連していることが指摘できる。

(2)責任は、応答する能力(the ability to respond)を意味し、それは二つの側面を持つ。一つは他

者-の応答(responsive)であり、第二に自己に対する責任(responsible)である。
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責任は、 「社会の個人化と分裂-の返答」という点で、共生に向けての新たな道徳的基礎を作る

ものとされる。 「しかしながら、とりわけ教育的用語では、服従(conformity)の考えに減じられて

はいけない。」という警句もあり、その点で、論争、偏見との闘い、不平等への挑戦、社会の発展

のための行動など、あらゆるレベルでの民主的な過程への関与が重視されている。また、身に付

けるべき能力、スキル面では、他者を認識する能力、同等の権利を持つ他者に応答する意思とそ

れに必要なスキルが問われることになる。

(3)批判的分析は、 「学習者が批判的思考のスキルを発展させ使うのを励まし支援する過程」と

位置づけられ、 EDCの基礎的な側面とされている。メディア分析、ディベート、プロジェクト活

動などの方法により、批判的思考のスキルである「調査、解釈、提示、振り返り」 (investigation,

interpretation, presentation, reflection)を習得し、自己の意見の形成と表明、必要な場合にはそれを修

正できること-とつなげる。

3. 2　EDCの目標設定

ブルーム(B.Bloom)をはじめとして、教育目標を三分類することはよく行われている(Anderson

et al., 2001)。 EDCにおいても、理解(認知的cognitive)、態度(情動的affective)、行動(実践的

pragmatic)に分けて目標設定している(参照、生田2007 : 49-67)。

(1)認知的成果

次の三つのレベルの知識と関連しているとされる。

・事項的知識(knowledge about) :集団生活のルール、これらのルールがどのように発展したの

か、その起源と目的、社会内での力のレベル、公共施設がどのように機能するか、人権につ

いてなど

・概念的知識(knowledge of) :世界が絶えず変化しているという理解、現代の論争点、文化的

権利や責任とは何かなど

・方法的知識( `know-how'orproceduralknowledge) :何がディベートを構成しているのか、民主

的な過程に含まれる中核的なアプローチは何かなど

(2)情動的成果

価値と態度の発展は、下記の引用とも関わり、EDCにとって鍵となる学習成果であるとされる。

具体的には、自分自身と他者の認識と尊敬、聴く能力、平和的な対立解決に関与する能力、これ

らを通して民主主義と人権の理念を支える価値について考えることである。

「極端に言うと、民主的シティズンシップにおける知識とスキルは民主主義者を助けるだけでは

なく、民主主義を破壊する武器に転化しうる。求められるのは、積極的に社会に参加しようとす

る意欲であり、この意欲を現実にする意志である。これが示すのは、 EDC学習がどのように常

に規範的で、価値に基盤を置いた次元を含んでいなければならないかということである。民主的

な態度と価値の本質とは、民主的シティズンシップは理解され使われるだけではなく、大事にさ

れ高く評価されるべき点である。もし必要なら、懐疑主義や独裁政治に対して守られるべきであ

る。しかしながら、学校において励起されるこの種の価値や態度には完全な正当性がある一方、

知識とスキルとは異なり、公式に評定されるべきではない。」 (Gollob et al, 2007: 25) (傍線筆者)

(3)行動的成果

個々人がコミュニティに積極的に参加し、貢献するのをエンパワーする能力を指す。具体的に
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は、相互に生活し働くことができる、協働できる、共同の取り組みに関与できる、非暴力的なや

り方で対立を解消できる、公共の論争に参加できる、などである。

3. 3　EDCの特徴

以上のような基本的キーワード、教育目標を有するEDCは、 「学習者が、アクティブで、情報

が提供され、責任ある市民(active, informed andresponsible citizens)になるように励まし、サポート

すること」を主な目的としている(Gollobetal,2007:23)。

市民に期待されていることは、 「市民としての権利と責任を理解している」、 「社会的・政治的世

界について情報が与えられている」、 「他者の福利について関心がある」、 「意見と主張について明

確に表現する」、 「世界に影響を与えることができる」、 「地域社会においてアクティブである」、 「市

民としてどのように行動するのかについて責任がある」という諸点である。

EDCには、ナショナルな枠組ではなく、リージョナルなヨーロッパ・アプローチ的性格があ

る。チューリッヒ教育大学教授で、教育者養成の専門家であるゴロツプなど(Gollobetal,2007:10)

は次のようにまとめている。

「結論的に、それは、価値志向的な知識、行動に基づくスキル、変化を中心にした能力を進める

複合的な道具として見られており、それは多元的な民主主義における生産的な生活に向けて市民

をエンパワーするものである。とりわけ、 EDCは、勧告によって定義されているように、自己

意識、批判的思考、選択の自由、共有する価値-のコミットメント、差異-の敬意、他者との建

設的関係、平和的な対立解決、同様にグローバルな視点を促進するものである。これらすべては、

民主的市民、全体としての民主的社会のパーソナルな発展にとって重要である。」 (傍線筆者)

4.　民主的シティズンシップ教育における教育者養成

本章は、ゴロツプ他編『民主的シティズンシップ・人権教育の教師教育のためのツール』(Gollob

et al, 2007)に基づいて概要を解説する。

4. 1　EDCにおける教育者養成の必要性

すでに1987年、第18回文部大臣会議(-ルシンキ)において「教師と教師教育-の新たな挑

戦に関する決議」 (the Resolution on new challenges for teachers and their education)が出されている。

そこで指摘されているのは、教育者養成・研修(pre-andin-servicetraining)における、新たな形

態の教室運営、チームワーク、地域や保護者との共同、欧州の価値の理解、近代化し多元化した

社会における若者-の価値の伝達に必要な、パーソナルな、社会的なスキルの獲得である。これ

は、異文化間教育、人権教育や民主的シティズンシップ教育、健康・安全教育と高い親和性を有

している点が特徴である。

ところで、 EDCに関連する教師教育フレームワークを有している国は非常に限られており、

イギリスの「シティズンシップ教育協会」 (TheAssociation for Citizenship Teaching)、ロシア連邦の

「連邦公民教育センター」 (The Federal Centre forCivic Education)、チェコの「"新地平"教育者養成

pre-servicetraining :国によって組織され、大学などを通して提供、期間は3-4年間
in-servicetraining :随時のセミナー、ワークショップ、さらに大学での研修機会など
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プログラム」 (The 'NewHorizons'teachertrainingprogramme)、ハンガリーの「教育者養成のための

公民・シティズンシップ研究」 (Civics and citizenship studies for teacher training)である。

こうした状況のもとで、ヨーロッパ評議会が中心となり、 EDCの理念を担える教育者の養成・

研修が位置づけられている。

4. 2　EDCにおける教育者養成の枠組とキー・コンペテンシー

EDCトレーニングの教授上の枠組は、図3のように、三つの領域に分けて考えられる。第一

に、 EDCの3つの要素である「知識・理解」、 「スキル・適性(aptitudes)」、 「態度・価値」である。

第二に、アクティブ・シティズンシップの4つの次元としての、政治、法、社会、経済のそれぞ

れの側面である。第三に、養成研修のコアとして指摘されている、モデリング(modelling)、加

工(processing)、活用(application)、指導・指示(instruction)の4つである。

これらの三領域を踏まえて、 「教育者はEDCを支援するためにどんな能力を必要とするか?」

を考えた場合、 「抽象的概念を理解することができる」、 「高度の自己知識」、 「倫理的判断をするこ

とができる」、 「社会における関係する行動に責任が取れる」などが指摘され、次の5点のキー・

コンビテンシーに整理される(Gollob etal, 2007: 26)。

一卜

(2)

(5)

主題の知識・・・-・若者の中に育むべき、 EDCのねらいと目的、一連の知識と理解、スキ

ルと素質、価値と傾向性

カリキュラム内容---民主主義の制度的枠組、憲法、人権、市民的権利の理解を含む、

社会的、文化的、政治的、経済的理解

.汁i・蝣;　∴

マネージメントと人々と関わるスキル---地域社会とのリンク、関係をどうつくるか、

生徒の学校生活への参加をどう励ますか、潜在的に対立的で、感情的な問題をどう取り扱う

か

反省と改善

シティズンシップの

4次元:

;l.'-、III

法的

社会的

1∴・M.-

廼到
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図3　EDCトレーニングの教授上の枠組(Gollobetal,2007: 39)

EDCの3つの要素である「知識・理解」、 「スキル・適性」、 「態度・価値」に分けて考えると、

(1) (2)は「知識・理解」と主に関係しており、 (4) (5)は入り組んでいるが「スキル・適性」

と「態度・価値」の双方に関わっている。また、 (3)は(1) (2)と(4) (5)を総合し、必要な

働きかけのあり方を検討する視点である。

4. 2. 1　主題の知識とカリキュラム内容

学習の3要素のひとつである「知識・理解」とシティズンシップの4次元が関わっている。

「知識・理解」については、以下の通り、 4つの次元の理解、方法の学習、意見の形成に分か

・; "*(

・制度的フレームワークの理解

政治・-・-我々の民主システムはどのように動いているのか?

法---どのような政体や制度が、法を通したり決定を行うことに関わっているのか?

経済　-公的財政はどのように組l織され、ビジネスの役割は何か?

社会---社会はどのように作り上げられているのか?

・行動に参加し関与する方法の学習

シティズンシップ--・私の法的な権利と義務は何か?

参加---私はどのように違いを作れるのか?

人権---我々の基本的な人権とは何であり、社会でどのように適用されているのか?

・鍵となる問題の理解とそれに関する意見の形成

現在の問題---何がニュースになっており、誰がそれを選んだのか?

利益グループ---誰が関与し、どのように力を行使しているのか?

価値とイデオロギー一一どんな信念と価値が動いているのか?

対立解消--・対立はどのように平和的に解決されうるのか?

グローバリゼーション一一グローバリゼーションはどのように私の生活や海外の人々の生活

に影響を与えているのか?

持続可能な発展-・-これはどのように達成できるのか?

以上の点は、 3. 2で指摘した、認知的成果の「事項的知識」 「概念的知識」 「方法的知識」と

関連している。

4. 2. 2　マネージメントと対人スキル(peopleskills)

学習の3要素の第二番目「スキル・適性」と第三番目「態度・価値」との関連性が強い。

「スキル・適性」

多様な観点から問題を整理し、提言できる基本的な能力が求められている。

・表現-一・日分の意見を表現し正当化する方法

・批判的思考と主張---判断の仕方と主張をまとめる方法
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・問題解決-・-EDCの問題を見定め、定義し、共通の結論に到達する方法

・決定をする-・-集団的決定を交渉する方法

・異文化間のスキル・--・問題を他者の観点から見る方法

・研究・・-　EDC問題を調べて提示する方法

・政治的行動---ロビー活動とキャンペーン活動に関わる方法

・評価・--個々人と集団的学習に反映する方法

「態度・価値、傾向性」

対人関係能力やマネージメントのために、次の資質の必要性が指摘されている。

「オープンさ」

「文化的、社会的差異への尊敬」

「分担したり任せたりする用意がある」

「信頼と正直さ」

「真実-のコミットメント」

「自己と他者-の尊敬」

「暖昧さ、オープンで未決定の状況-の寛容さ」

「率直さ(assertiveness)」 (明確に勇気を持って自分の意見を出す)

「民主的リーダーシップ」

「チームワークと協力」

以上の資質の上に、教育実践の展開において特に求められているのは、次の点である(Gollobet

al, 2007: 29)。

(1)適切な学習環境の確立

・脅威のない、誰もが自由に、冷やかしなどなく、しゃべることのできる雰囲気

・学習環境が意図した学習目的と一貫し、サポートするものとなる: "medium matches the

message

とりわけ、表現の自由は、民主主義の原則として理解されなければならないだけではなく、ク

ラスでも実践されるべきである。たとえば、生徒中心の教授方法の提案なども大切である。

(2)モデリングのスキルと傾向性

教師のパーソナリティは、 「メッセージ」の一部でもある。そのため、意見を正当化する方法、

合意を得る方法などのスキルが必要であり、オープンさ、民主的リーダーシップという傾向性を

獲得する必要がある。

(3)対立的で繊細な問題の取り扱い

教育者は、若者が自分自身とは異なった考えを尊重しながら、率直に自分の心に語りかけるの

を励ます方法を学ぶべきである。

(4)教室を超えて地域社会と連携する

4. 2. 3　振り返りと改善

自己評価を踏まえ、次の改善につなげていく側面である。

(1)人としての発達(personal development)

自己反省が重要であり、自分自身の価値と傾向性の認識、 EDC教授・学習アプローチの適切

69



さなどの振り返りである。この場合、第三者評価やピアサポートはこの過程を容易にする。また、

休んだり、考えたり、経験や実践から授業を描いたりする時間を取ることも大切となる。

(2)職能発達(professional development)

EDCに関連する知識、教授・学習アプローチに関する能力の定期的なアップデートと刷新で

ある。

(3)協力(c0-operation)

・他者(同僚や他の実践家)との協働

・学校内のチームワーク

EDC関連の専門学会などの会員

・地方、国内、国際レベルでのネットワーク

・欧州や国際プロジェクト・交流など

(4) E D Cの学校自己評価(school self-evaluation ofEDC)

学校におけるEDC目標の設定、ならびにその業務、長所、弱点の検討などを含む。評価指標

や方法の検討など評価文化の確立も含む。

(5) E D Cの学校発展計画(School development planning ofEDC)

自己評価の活用、外部評価の考慮、改善のニーズの検討、学校内の発展計画議論-の参加など

が考えられる。

4. 2. 4　教授方法

一連のサイクルとして、 PDCAに類似した次の4点が示される。

・計画(Plan) ---EDCにおける生徒の優先的学習を考慮しながらEDC学習目的を選び、

目的を達成する学習活動を企画する。

・実施(Impleme山) -=-学習活動を実行する。

・診断(Assess) --生徒が意図されたことを学んでいるのかどうかをチェックしてみる。

・評価(Evaluate) --・全体の学習活動の成功に関して振り返り、次の教授をそれに応じて計

画する。

方法に関わって、 EDC特有なのは次の点である(Gollobetal,2007:28)。

・帰納的(Inductive) ---抽象的な概念から出発するのではなく、学習者に、解決したり決定

したりすべき具体的な問題を提示し、こうした状況から他の状況-と一般化するのを励ます。

・行動的(Active) ---話したり説教したりするのではなく、学習者が、為すことによって学

ぶのを励ます。

・関連的(Relevant)一一学習活動を、学校、大学、地域社会、より広い世界の現実の生活状

況とからめて企画する。

・協同的(Collaborative) -・-グループ・ワークや共同学習を行う.

・相互作用的(Interactive) -・・.議論やディベートを通して教えるO

・批判的(Critical) --・・学習者が、自分の意見や見解に問いかけることにより、そして主張す

るスキルを伸ばすのを支援することにより、自分自身で考えるのを励ます。

・参加的(Participative) ---例えば、議論や研究のためのトピックスを提案したり、自分自身

の学習や他の受講者の学習をアセスしたりすることにより、学習者が、自分自身の学習に寄
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与するのを認める。

以上の特有性から、教育者は、議論やディベートのマネージメント、グループ・ワークの組織、

異なった形態の質問をする方法などを取り入れることに堪能である必要がある。

以上、教育者の五つのキー・コンペテンシーは、前章のEDCの目標設定の具体化・再分肢化

であるということができる。

5.民主的シティズンシップ教育の教育者養成の過程

5. 1　トレーニング・プロセス

本節では、図3の第三の柱となっている養成研修の4つのコアである、モデリング、加工、活

用、指導について紹介する(Gollob etal, 2007: 37)。

(1)モデリング

教師を学習者の立場・視点に置くことを目的としており、次の二段階からなる。

・第一段階:一連の教授・学習活動

技術(議論の組織、批判的思考の展開、プロジェクト活動の設定、ビジュアルな支援の活用)、

授業の設計、活動の枠組、 EDC教授の一般原則

・第二段階:パーソナルなロールモデル

民主的な価値やEDCが教室を超えて日常生活と関連している、と生徒が理解できるため

に、次の個人的資質(personal qualities)が教育者に期待されている。なお、この点は、前章4.

2. 2で紹介した資質とほぼ共通している。

公正さ(fairness)一・-・生徒を公正に扱う

オープンさ-・-生徒のことをよく聴き、生徒から学ぼうとする

偏りがない(impartiality)--・ ・生徒の貢献を平等に評価する

共感(empathy)- --生徒の視点から問題をみる

率直性(assertiveness)-　偏見と攻撃的な態度に挑戦する

繊細さ(sensitivity)-・-対立的で感情的な問題を注意深く取り扱う

信頼性(authenticity)一・-・適切なときに自身の見解を共有しようとする

自己意識(self-awareness)-　自身の偏見を認める

対話-の関与(commitment to dialogue)- -・議論とディベートを活性化する

(2)加工

学んだことを描き出し、将来の状況にどのように活用するかを考察し、振り返る時間である。

加工の時間は、トレーニングの時間がどんなに短くても、確保すべき手続きであるとされる。

(3)活用・--自分白身の課題を設定することが課題となる。

(4)指導・-・-情報やアドバイスを必要としたときに、適宜行われるものである。

また、 EDC教師トレーニングは、前章4. 2. 4で指摘した教授方法の特有性と全く同様の

特徴を持っている。 「帰納的」が「課題ベース」と置き換えられている点が異なるだけである。

・行動的(active)一一為すことによる学習を強調

・課題ベース(task-based) ---現実のEDC教授課題をめぐり構造化

・関連的(relavant) ---現実の生活状況に焦点化
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共同的(collaborative) ---グループワークや共同学習を行う

相互作用的'interactive)一一議論やディベートを使う

批判的(critical) -・-教師が自分で考えるのを励ます

参加的(participative) =--教師がトレーニング過程に寄与するのを認める

5. 2　プロセスと方法に関する事例検討

かつて内戦で揺れたボスニア・ -ルツェゴビナのスルブスカ共和国(Republika Srpska) 7での現

職トレーニングの様子を検討する。このプロジェクトは、ヨーロッパ評議会とバニヤ・ルカ教育

研究所(pedagogicalinstituteinBanjaLuka)の共同によるもので、期間は1年半にわたる。 5日間

のセミナーが最初にあり、そのあと幼稚園の最終学年から9学年までの授業のあり方を考える2

日間のセミナーが4セッション続く。目的は、子どもの権利を教える新しいアプローチの発展に

あり、教材はGollob, R./ Krapf, P. (2004): Exploring Children's Rights.が使われている。

参加教員は、地域内の「ピア・サポート」グループに組み入れられるとともに、さらに指導者

研修-の参加が期待されている。基本は、学校現場をベースとしたプロジェクトで、課題ベース

の学習、チームワークが重視される。目標は、子どもの権利の日に向けて、ポスター、工作、ス

ケッチの展示などの企画を考え合うことである。

具体的には、次のような流れである。基本的に、モデリングー加工一活用一指導の流れが生かされ

ている。

(1)アイスブレーキングの実施一一紋章エクササイズ(thecoat-of-arms exercise)

最初のセミナーで、自己紹介のために自分の紋章ポスターの作成が行われた。 (`ice-breaking'in

Blue Folder "Training for Democratic Citizenship, Exercise 1.3 , Identity Coat of Arms")

(2)方法の提示

次の4つのPが提示されている。

Processes (過程) :相互作用のある教授、プロジェクト活動、議論、フィードバックなどの

方法

Products (成果) :モデル授業やセミナーで実施された授業、地域の学校観察での授業など

Principles (原則) :人権を通しての授業、モデル・過程・活用サイクル(model-process-apply

cycle)、フォーマルな指導の役割

personalities (パーソナリティ) :社会的な相互作用を通して、他の意見や見解をよく聴き、

尊重することの重要性

(3)加工

下記の二つの方法は、学習者にとって、新しい情報、カテゴリー、経験を再構成する時間と

なる。また、学習を開示的にする意味合いがある。

・メタ教授(meta-teaching) :モデリングでなされた授業等について、使われている方法とな

ぜ使うのかについて、トレーナーからの説明

・参加者がセミナーで経験したことを振り返る機会の提供

(4)活用

下記のような課題ベースのアプローチが採用されている(Gollobetal,2007: 42)。

ボスニア・-ルツェゴビナ内の主要3民族のうちセルビア人を中心とする共和国。
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・第一段階:受講者に任されており、行事のアレンジ、プレゼンテーション、ディスカッショ

ンが実施される。これに対して、トレーナーからのフィードバック、評価、場合によって批

判がなされる。

・第二段階:よりハイレベルの理解を促すため、トレーナーによる新たな情報提供がなされる。

・第三段階:学んだことの加工・振り返りの意味で、課題を設定し計画化、さらに現場の教室

につなぐ作業が行われる。

なお、トレーナーの心構えとして次の点が指摘されている。

「EDCのビジョンにどんなに確信があったとしても、トレーナーは決して自分の確信や考え

を受講者に課してはいけない。これは非効果的な学習方法であるだけでなく、民主的シティズ

ンシップの精神に反するものである。」 (Gollobetal,2007:46)

まとめ

第1章では、シティズンシップがグローバル化する社会の中における公共性のあり方と深く関わ

るとともに、 EDCが知識基盤社会における構築主義的な知識観とも関わっている点が明らかで

ある。そこでは、個々人の主体的関与の促進のため、全学校的アプローチが目指されている。

第2章では、 EDCにおいて、アクティブ・シティズンシップ、すなわち「アクティブで、情

報が提供され、責任ある市民」が目指され、本格的には1997年から、概念整理やグッド・プラク

ティスの選定、学習・教授方法の検討が進んできた。そして、今日、 EDCは、 「みんなが民主主

義を学び生きる」上での重要な教育的側面として位置づけられてきている。

第3章では、 EDCの基礎概念として、人権、責任、批判的分析があり、教育目標として情動

的、認知的、行動的な成果を求めている。これらは、第4章のキー・コンペテンシーに具体化さ

れている。

第4章では、具体的に教育者養成を考えた場合、三額域(学習の3要素、シティズンシップの

4次元、研修の4つのコア)と五能力(主題の知識、カリキュラム内容、マネージメントと人的

スキル、反省と改善、教授方法)があり、特に後者の五能力が教育者のキー・コンペテンシーを

構成している。

第5章では、研修の4つのコアの流れと具体的事例を検討することで、 「多元的な民主主義にお

ける生産的な生活に向けて市民をエンパワーする」上での教育者の養成・研修が、教育者のキー・

コンペテンシーに基づいて展開されている点が明らかとなった。また、モデリングによる知識・

理解の検討後、すぐに活用に向かうのではなく、加工(processing)の段階の重要性が指摘されて

いる。その段階で多観点性や批判性が養われていく。

問題点や課題であるが、第-にEDCの概念は必ずしもよく理解されていない点である。その

ため、次の二つの誤解が生じていると言われている(Gollobetal,2007: 13-14)。

(1) EDCの目的が、 「よい」市民を創ることであるという誤解

つまり、 「礼儀正しく、思いやりのある個人」 (polite and caring individuals)を形成するという

方向づけにより、 EDCの提供が、思いやりある(caring and considerate)態度の開拓や、生徒が

「よい活動」に関わるような機会の創造に限定される。市民としての権利と責任の理解と行動

に関わる、知的に刺激的な活動がなおざりにされる傾向にある。
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(2) EDCを特定の内容をもたない教育方法の一種として見る誤解

つまり、 「討論」などの一般的な方法のみを重視する傾向や、パーソナルな発達との混同によ

り、自信、自尊感情などの育成に終始する傾向である。

第二に指摘できるのは、 EDCはそれぞれの国でそれぞれに行われている点である。既存の公

民教育や社会科関連教科など、各国の歴史的経緯があり、共通の教育アプローチの促進を妨げ、

結果的に欧州における共通の民主的文化の発展の妨げとなる危険性も指摘されている。

こうした問題点に対して、ヨーロッパ評議会加盟国の政府と教育当局-の勧告において、これ

まで述べてきたEDC教育者養成研修-の制度的なアプローチの重要性をうたっている(Gollob

etal,2007:47)。具体的には、加盟国やヨーロッパ評議会が、 EDC専門家の養成、教員養成や現

職研修の改善、適切な研修資料の充実(例えばビデオ、専門的ハンドブック、教師マニュアルな

ど)に向けて役割を果たすことが求められている。
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表2　関連年表

ヨーロッパ評議会 国連 .ユネスコ その他

1993 年マースリヒト条約

1995 年 人種主義 と不寛容に反対するキャンペーン 「みんな違って、

1992 年 アジェンダ 2卜

持続可能な開発のための

人類の行動計画

1994- 2003 国連世界の

先住民の 10 年

1995- 2004 国連人権教

育の 10 年

みんないい」 2007 年まで)

1996 年 文部大臣常設会議 「学校における人権の教授 .学習に関す

る勧告」及び 「民主主義、人権、寛容を教育を求める決議」 → 『学

校における人権教育』刊行

1997 年第 2 回首脳会議

◎第 1 期 (1997 年から 2000 年 ) 1997 年 地球温暖化防 莱 (1998) 「学校にお

1997 年 E D C に関する包括的プロジェク ト

1999 年 「市民の権利と責任に基づく民主的シティズンシップ教育に

止京都会議 -京都議定

書採択-

1997 年 成 人の学習に

関するハンブルク宣言

1999 年 国 際高 齢者

けるシティズンシッ

プのための教育 と民

主主義の指導」

2000 年 E U . リス

ボン戦略 (3 月 24,

関する宣言 とプログラム」

2000 年 欧州文部大臣会議 「民主的シティズンシップ教育のための

共通ガイ ドライン草案 とクラクフ決定」 午 25 日、欧州議会)

◎第 2期 (2001 年から2004 年) 2003- 20 12 国連識字の 英 ‥2002 年から教科

2002 年 加盟国への民主的シティズンシップ教育に関する閣僚委員 10 <T としてカ リキュラム

会の勧告

2002 年 人権教育マニュアル 『コンパス』刊行

2004 年 12 月 12, 14 日 ブルガ リア . ソフィアにおけるヨーロッパ

に導入

E U ‥2002 年 「欧州

における教育 .訓練

システムの 目的のフ

年に向けての会議 「教育 ‥ヨーロッパにおける民主的シティズンシソ オローアップに関す

プの促進」 る詳細な活動プログ

ラム」

◎ヨーロッパ年 (2005 年)The 2005 E uropean Y ear of C itizenship through 2005 - 20 14 国連持続 発

E ducation (E Y C E ) 展教育の 10 年

2005- 2009 国連 .人権教

育のための世界プログラ

ム

◎第 3 期 (2006 年から 2009 年)

第 3 回 ヨーロッパ評議会首脳サ ミッ ト

第 3 期のタイ トル : "L earning and living dem ocracy forall"
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第4章　イギリスとスイスにおけるシティズンシップ・人権教育に関する調査報告

一教員養成ならびにユースサービスの動向-

立石麻衣子(特定非営利活動法人北摂こども文化協会)

生田周二(奈良教育大学　教育実践総合センター)

A Report on Clllzenship and Human Rights Education in United Kingdom and Switzerland

- Trends in Teacher Training and Youth Service -

TATEISHI, Maiko (NPO Hokusetsu Children Culture Association)

IKUTA, Shuji (Nara University of Education: Center for Educational Research and

Deve lopment)

要旨:本報告は、 2008年10月27日から同年11月5日の期間に行われたイギリスとス

イスにおけるシティズンシップ・人権教育のプログラムに関する聞き取り調査について報

告することを目的とする。とりわけ、教員養成ならびにユースサービスの近年の動向に焦

点が当てられている。調査対象は、リーズ大学シティズンシップ人権教育研究所、ロンド

ン大学教育学部、チューリッヒ教育大学、全国青少年協会(The NationalYouthAgency) 、

民間ユースサービス全国協議会(the National Council forVoluntaryYouth Services)で

ある。教員養成については、イギリスでもスイスでも他国と協働して研究を進めており、

現在では、独自に開発したシティズンシップ・人権教育のマニュアルを用いて、教育実践

を行っている。ユースサービスでは、若者施策にかかわる政策文書が新たに出され、若者

が利用しやすく情報を入手しやすい体制づくりを進めている。

キーワード:シティズンシップ教育(Citizenship Education),人権教育(Human Rights

Education),ユースサービス(Youth Service)

1.　はじめに一調査の概要-

ヨーロッパでは近年、 「欧州評議会が推進する」 「『民主主義と人権の文化の促進』を基本

的ねらいとする」 「民主的シティズンシップ教育(EDO」が展開されているォ　EDC普及

の課題として、第一に、教育者養成研修の制度化、とりわけ加盟国における「教員養成や

現職研修の改善、適切な研修資料の充実」 2)、第二に、 「学校だけでなく、地域社会でも、

日常的に展開」する意図の下、 EDCをユースサービスの主流に位置づけること3)、が指摘

できる。そこで、本調査は、欧リ、嶋平議会の加盟国であるイギリスとスイスを対象に、各国

におけるシティズンシップ・人権教育の状況を、教育者養成ならびにユースサービスの観

1)生田周二「ヨーロッパ評議会を中心とする『民主的シティズンシップ教育』の動向」社
団法人落問題研究所『紀要　部落問題研究186号』 2008、 p.71。
2)上掲、 pp.90-91c
3)立石麻衣子「ヨーロッパ評議会における人権教育の特徴」社団法人部落問題研究所『紀
要　部落問題研究186号』 2008、 p.107。
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点から把握することを目的とする。

本調査は、日本学術研究会科学研究費補助金による「社会教育・啓発分野における人権

教育のプログラムに関する研究」の一環として、 2008年10月27日から同年11月5日の

期間に行った。訪問先は、リーズ大学シティズンシップ人権教育研究所、ロンドン大学教

育学部、チューリッヒ教育大学、全国青少年協会(TheNationalYouthAgency)、民間ユ

ースサービス全国協議会(the National Council for Voluntary Youth Services)である。

以下、訪問先別に、調査内容を報告する。

2.高等教育機関

2. 1.リーズ大学シティズンシップ人権教育研究所

リーズ大学シティズンシップ人権教育研究所の所長オスラー教授(Audrey Osier, Prof.)

を対象に、聞き取り調査を行った。訪問日時は2008年10月28日火曜日、午後1時から

午後2時である。

リーズ大学シティズンシップ人権教育研究所4)は、　シティズンシップ、民主主義、人

権、これら3つの関係性を調査するために、 2004年に新たに設立された研究機関であり、

高等教育機関である大学の学校教育学部の中に位置づけられた人権教育研究所としては、

国内で唯一という特徴を持つ。研究所の目的は、自由、平等、正義、平和の原理に基づく、

民主的な教育アプローチの開発である。

民主主義ならびに多様性(diversity)をいかに教えるかという点は、今日の教育政策に

おいて、イギリス国内にとどまらず、ヨーロッパにおいても国際的にも中心的な課題にな

っている。この課題を克服するため、現在、リーズ大学シティズンシップ人権教育研究所

は、英国文化振興会(British Council)、国連教育科学文化機関(UNESCO)、ヨーロッ

パ委員会(theEuropean Commission)、ヨーロッパ評議会(the CouncilofEurope) 、西

ヨーロッパならびに中央ヨーロッパ学術協会(the British Association for Eastern and

CentralEurope)と協同して、シティズンシップ教育に関する研究を進めている。

現在進行中の研究プロジェクトは主に2つある。 「インテラクト(異文化間にみられる

積極的なシティズンシップ) (INTERACT: Intercultural Active Citizenship)」と「ティ

ーセック(生徒が積極的なヨーロッパ市民になることをェンパワーメントする教節)

(TEESAEC-　Teacher Empowerment to Educate Students to Become Active

EuropeanCitizens)」である。前者は、 3カ年にわたるプロジェクトであり、まずは、シ

ティズンシップ教育プログラムを開発し、次に、そのプログラムをイギリス、デンマーク、

スペイン、ポルトガルの各国で実施し、どのような異文化間交流が広がるかを調査する研

究である。後者は、生徒がどの程度にヨーロッパの政策に関心を示し、また、積極的に政

策に関与しているかを調べる研究である。この研究に携わる国は、ドイツ、オーストリア、

スイス、エストニア、オランダ、そしてイギリスである。

オスラー日く、民主主義は多様性によって成立する。なぜなら、異なった考え方をする

人々が、多様な意見を出し合うことによって、解決策を見出すことができきるからである。

4) Mazzoleni Sue (Edi.), Impact, Research and Innovation at the University of Leeds
Issue 2, Winter 2007, pp.31-32.
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それゆえに、国際化がもたらした多文化社会は、民主主義を若者に学ばせる良い機会を提

供すると期待されている。

2. 2.ロンドン大学教育学部

ロンドン大学教育学部のスターキー研究員(HughStarkey,PhD)を対象に、聴き取り

調査を行った。訪問日時は、 2008年10月30日木曜日、午後4時半から午後5時半であ

る。

スターキーは、通信教育シティズンシップ歴史教育学修士課程コース長、民主的シティ

ズンシップ教育国際センター共同ディレクター、通信教育センター特別研究員を担ってい

る。

ロンドン大学教育学部5)の特徴は、シティズンシップ教育と歴史教育を対等に価値ある

ものとして位置づけている点、加えて、通信教育に力を入れている点である。シティズン

シップの教育に関しては、スターキーが中心となってカリキュラムを開発し、マニュアル

を作成した。通信制の講座でも、その開発されたばかりのカリキュラムが適用されている。

2005年以降、通信教育の受講生は、ヨーロッパのみならず、アメリカ、アフリカ、アジ

ア、オーストラレ-シア6) (Australasia)に至る。受講生は、提供されたマニュアルをと

おして、シティズンシップ・人権教育を学ぶと同時に、マニュアルに対する意見も求めら

れる。例えば、マニュアルによって与えられた「シティズンシップ」という概念が、自国

の文化や社会ではどう受け入れられるか、あるいは、どの点において受け入れられないか

などを答える。受講生は世界各国に存在するため、彼らの生活する文化的社会的背景が、

彼らの考えるシティズンシップに反映されることになる。スターキーらは、受講生の見解

を分析し、再びシティズンシップについて研究を深め、シティズンシップ教育のカリキュ

ラムやマニュアルについて、更なる改善を加えようとしている。

ロンドン大学教育学部で作成されたシティズンシップ・人権教育カリキュラムは、実践

と分析が同時進行でなされている開発途上のカリキュラムといえる。

2. 3　チューリッヒ教育大学

チューリッヒ教育大学のゴロツプ教授(RolfGollob, Prof.)ならびにワイディンガ-悼

士(WiltrudWeidinger,Dr.)を対象に、聞き取り調査を行った。訪問目時は、 2008年11

月3日月曜日、午後5時から午後6時である。

チューリッヒ教育大学7)では、民主的シティズンシップ教育の研究開発ならびに促進を

目的とする研究組織が存在する。この組織を「教育分野における国際プロジェクト(The

IPE: International Projects in Education)」という。 2006年に立ち上げられたが、以前

より活動は進められていた。スイスを代表する民主的シティズンシップ教育研究機関であ

<o.

教育における国際プロジェクトを運営する専任の研究員は4人である。しかし、実際は、

ひとつの企画が始まると、彼らに加え、スイス国内の教育の専門家(例えば、現場の教員

5'Citizenship and History Education, Institute of Education University of London

6)オーストラリア、ニュージーランド、近くの南太平洋の島々の全体を示す。

7> International Project in Education (IPE).
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や大学の教育学教授など)の中から、必要に応じてスタッフが選任され、プロジェクトチ

ームが組まれる。

スイスでも、シティズンシップ・人権教育の研究は国際プロジェクト(Thelnternational

ProjectsinEducation)として位置づけられている。現実に、ブータンやタンザニアなど、

スイス国内はもとより国外の政府や非政府組織と共にシティズンシップ教育を展開し、民

主的な社会づくりに積極的に関与している。

特に、ボスニア--ルツェゴビナ、セルビア、モンテネグロ、マケドニア、コソボ、ア

ルバニア、ルーマニアといったヨーロッパ南東の国々と共同し、民主的シティズンシップ

のための教育に関する教員養成に実績を持つ。具体的には、教材開発、指導マニュアルの

研究、教員研修の実施などである。

これらの経験を基に作成されたのが、民主的なシティズンシップ教育のためのカリキュ

ラムおよび指導マニュアル『政治と民主主義』である。ゴロツプが強調していた点は、ど

の年齢の子どもに対しても、その子の発達に応じて、民主的シティズンシップを学習させ

ることができるという点であるo　たとえ、幼児であってもであるO　例えば、園庭での幼児

同士のいざこざに、民主的シティズンシップを教える要素が詰まっているという。考え方

の違う人間同士が居心地よく過ごすためのルールを共に考え、生み出していくことが、民

主主義の原理である。

児童生徒にとって身近な学校生活の出来事を社会の問題につなげることが大切であると

主張するゴロツプは、イギリスのシティズンシップ教育について、 「イギリスの場合は、学

校のカリキュラムに加えられた一方で、学校では理念のみを教え、実践の場は学校外での

取り組みになっているため、残念である」と語った。

3.若者を対象とする社会教育機関

3. 1.今日における政策方針

イギリスでは、 2005年に『若者の向上を目指して(Aiming High foryoungpeople)』、

2007年に『若者の問題(YouthMatter)』と続けて、若者関連の政府による政策文書が出

された。これらの政策文書を受けて、ユースサービス8)は、次の3つのテーマを若者施策

の指針として位置づけた。それは、 「エンパワーメント(empowerment)」、 「クオリティ

(quality)」、 「アクセス(access)」である。

「ェンパワーメント」は、若者自身が気づきを得て自ら行動し、また行動を通して高ま

っていくことの支援を意味する。 「クオリティ」は質の向上を意味する。

「アクセス」は、若者に関する情報提供の仕方や、若者に関係する各種施設や機関のあ

り方を意味する。情報であれ施設であれ、若者が容易に「アクセス」できることが求めら

れている。つまり、情報ならば、若者にとって分かりやすく、簡単に入手することができ、

施設ならば、若者が気軽に足を運んだり、気兼ねなく連絡を取ることができるように改善

することが目指されている。

8)イギリスでは、主に10代を中心とする若者のための社会教育施策をユースサービスという。若者の自

発性に基づく余暇活動をとおして、人格の形成や社会性の発達を目指す点に、社会教育的価値が認められ

る。
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3. 2. N YA

全国青少年協会9) (以下、 NYA)の青少年活動(ボランティア)チーム(Youth

Action(Volunteer)Team)所属の国家プログラムマネージャー(National Programmes

Manager)であるフィリップス氏(DavePhillips)を対象に聞き取り調査を行った。訪問

日時は、 2008年10月29日水曜日、午後1時半から午後4時である。

NYAは、現在、先に述べた3つの主要テーマに即して、 10の事業を展開している。紙

面の都合上、詳細は省くが、それらを整理すると次の3種に分類できる。 ①若者の人生な

いし進路相談業務、 ②若者の社会参画に対する支援(政策決定-の参画やボランティア活

動-の参加など) 、③ユースサービス従事者に対する支援(研修機会の提供、専門性の確保、

社会的地位の保証など)である。

民主的シティズンシップに関わって特に興味深い実践が、 「若者機会基金(Youth

OpportunityFund)ならびに「若者資本基金(Youth CapitalFund)」と呼ばれる事業で

あるO　②に位置づく。事業内容は、若者に一定の予算を与えて、若者自身にそのお金の使

い道を考えさせ、実行まで責任を持たせる。

特に、 「若者資本基金」の場合は、若者が住んでいる町にある建物を改善するために使

用することが条件づけられているため、 「若者機会基金」に比べて一層、若者が自分たちの

町に関心を高めるきっかけを与えることだろう。自分たちの町を自分たちの手で住み良い

町-と変えていくことは、すなわち住民自治である。イギリスの若者は、このような実体

験を通して、民主主義の手法を学んでいる。

また、 ①にかかわって、 「ワンストップショップ(OneStopShop)」と名付けられた情

報提供センターが、開設され始めている。フィリップスによると、「ワンストップショップ」

は、コネクションズ(connexions)を始動した結果、明らかになった問題点を改善するべ

く着手された。コネクションズとは、若者離れにより、破綻をきたしていた就労支援サー

ビス(careerservice)に代わり、 2001年に新たに創設された就労支援施策であるD

コネクションズサービスを立ち上げてもなお解決できなかった課題は、相談に訪れた若

者に対して、彼らが次の一歩を踏み出すところまでを支援できなった点にある.フィリッ

プス日く、 「コネクションズでは若者に安心感や親近感を与えながらの個別相談業務に成功

したものの、その問題ならどこどこに行けばいい、誰それに会えばいい、といったように、

間接的な情幸田こ留まり、コネクションズで情報を得た若者の多くが、実際には、提案され

た場所に行くことなく、問題が解決しないままになってしまった。」

以上の問題点を受けて、 「ワンストップショップ」が立ち上げられたQ　ここでは、 「若者

支援サービスの統合(integratedyouth support services)」という視点に立ち、若者の就

労にかかわる支援業務を一つに集約させるのではなく、それぞれの専門性を保持した上で、

協同で事業を進めるという方針が打ち立てられた。

3. 2. N CV Y S

9)NYAは、行政による公的ユースサービスを統括するエージェンシー(外局)である。 NYAの目的は、

社会における若者の立場を確立させ、若者の意見が社会に反映できるように支援すること、ユースサービ
スをはじめとする若者向けの施策を促進すること、政府や行政による若者施策の企画立案に関与すること

若者のた釧こ活動している各組織同士をつなぎ、協働関係づくりを支援し、発展させることなどである0
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民間ユ-スサービス全回脇議会(以下、 NCVYS) coメンバ-シップ開発部長ウィJLモ

ットIX: (Jenny Willmott)を対象:=聴き取り調査を行ったL　訪問し川寺は、 2008年io yJ

31　金H' 、 ll:v-1--;1　托3日十二.て・,ら

NCVYSは、イギリス至上の上七問によるユースサービス組織を代表十ろ唯一-(Oi出立機関

(the nationaliildependentbody)である,ー1960年代に設立されたNYA 0)前身よりも歴

史が長く、 NCVYSは1930年代に設立されたー　現在は、 15人の職員が(L'li-に従事Lてい

ら

NCVYSに登録Lている民間ユ-スサ-ビスLr桐こはlTO団体にもおよぶbfl体の桂録は、
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NCVYSは、 NYA</)ような托会教育他聞と協働することで、イギリス国内L7)若者支接施

策の向上に努めている, NCVYSと協働関係を結んでいる全国別樺の組織は、 NYA、英国

若者娠輿套(the BritishYouth Council) 、民間児童福祉全国協議会(the National Council

for Voluntary Child Care Organisations上民間用体全国協議会(the National Council for

Voluntary Organisations)である

3.3Connexti°ns
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4.まとめ

高等教育機関の教員養成にみられる動向とLては、いずれのOF究機関も、シティズンシ

・ソV・/、櫛敦-II:lII
T.「I-ろ相互を単独て(]蝣・)・"蝣こ:-t左上他山filK先純IllJ、とり;h;j-、他同と

協In]~こ岬究'・*＼蝣;'"CL、O.・:.'.;卜辛:f.-Ji*.

妾た、イギリスでもスイスでも、シティズンシップ・人権教育のマニュアルを独自に開

発しており、今日では、それらfJ)マニュア/レを実際に用いて教育実践を行う段階にきてい

ら.LIJ',:l由してい今転は、^,/)ji純=棒Jい1.J「先利生となり、--Jニュ7'′LL/)己fcl"とこlui;t

で、l臣oW^'aHIi/,、UUhろ.

ユースサ-ビスに悶Lていう.と、公共施策とLての若者支援を行政主導で行ってきた歴

史を持つ日本と異なり、イギリスでは、行政主導でも行政不作でもなく、行政と民間が協

I"I間緑を結ん.こ、岨&v>対li川.--.J-ろナvflvjjii;^)糾<iiVy^_vサ;二仕蝣!ォ;:従事二i-rいO.'.VwJ/;

特徴的である,

近年の動向とLて言えることは、若者施策の3つの方針が新たに打ち立てられ、支援体

.1iiW>|t]JW./;叫は-ユー-A/tサービX・二才;:!蝣ろ終i.葉か,<¥一打;二と・-,てLり身近左t¥u

となることをH指Lている

君打に予算をfj・え、事業の企画立案から実行までを体験させる実践も行われているL二若

者がflftたちの住む社会の中で、実践をとおして民主的な市民とLての力量を獲得できる

I/)に上tdしてい''>、
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報告1お茶の水女子大学附属小学校第71回　教育実際指導研究会「小学校における『公

教性』を育むシティズンシップ教育一友だちと自分の違いを排除せずに、理解し考え

る力を発揮する－」（2009年2月19、20日）に参加して

立石麻衣子：北摂こども文化協会

はじめに

本報告は、2009年2月19、20日にお茶の水女子大学附属小学校にて開催された教育実

際指導研究会「小学校における『公共性』を育むシティズンシップ教育一友だちと自分の

違いを排除せずに、理解し考える力を発揮する－」について取り上げ、第一に研究校およ

び研究会の概要、第二に今回実施された公開授業の内容、第三に以上を踏まえて、シティ

ズンシップ教育における今後の課題を整理することを目的とする。

1．研究校の特色

（1）独自の学習分野

お茶の水女子大学附属小学校（以下、研究校）は、かねてより文部科学省の研究開発校

の指定を受け、教育課程の基準改善のための実証研究を進めている（表1を参照されたい）。

とりわけ、幼稚園および中学校との連携に注目した、教育課程や学習内容の研究開発を積

極的に行っており、その研究成果の一部は、現在の授業実践にも反映されている。例えば、

独自で創設した「学習分野」を採用している。具体的には、「ことば、市民、算数、自然、

音楽、アート、生活文化、からだ」の8分野である。

表1　お茶の水女子大学附属小学校における実証研究のあゆみ（発表要項121頁より）

研究の・あ　ゆみ

本校は，文部科学省から研究指定校として，新しい教育の実験研究を委嘱され，様々な新しい実践を

積み重ねてきた。

「幼稚園及び小学校の教育の連携を図る教育課程の研究開発」　　く文部省　研究開発指定）

自己を創造する

「小学校において児童の学習実態に対応して，基礎的な学力の一層の定着を屈る研究開発」

〈文部省　研究開発指定〉

開かれた心をつくる

「児童，生徒が自分にとって『意味ある学び』を創出する教育課程の開発」

（文部省　研究開発指定〉
－学習内容・方法における小・中連携と中学校における履修方法の改善を通して－

「幼稚園と小学校の連携を重視した教育」　　　　　　　　　く文部科学省　研究開発措定〉
一関わりあって学ぶ力を育成する教育内容・方法の開発－

ともに学びを創造する

「協働して学びを生み出す子どもを育てる」　　　　　　　　〈文部科学省　研究開発指定〉
－幼・小・中12年間の学びの適時性と連続性を考えた連携型一環カリキュラムの研究開発一

小学校における「公共性」を育む「シティズンシップ教育」　〈文部科学省　研究開発指定〉

－友だちと自分の違いを排除せずに，理解し考える力を発揮する－

S59～63年度

S．60～63年度

H．元年～6年度
H．4～6年度

H．7～11年度

H、9～12年度

H．ユ3～15年度

H16年度

H、17～19年度

H．20年度

（2）「公共性」および「シティズンシップ教育」の定義

研究校では、公共のマナーを守るだけでは解決できない問題が増えている日本社会の現

状を鑑み、単に「公共マナー・ルール」を教えるだけではない、独自の「公共性」を提唱
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する。それは、価値観の違いから生じる人類の課題（環境保全か開発か、高齢者の生活保

障か若者の負担増加か、など）を解決する能力の育成を意味する。

研究校において、「『公共性』を育む」とは、「民主主義に基づく社会生活を創る資質・能

力を育てる視点を持ち、友だちと自分の違いを排除せずに、理解し考える力を発揮」1でき

る子どもを育てることである。この教育を「シティズンシップ教育」と定義する（表2を

参照されたい）。「シティズンシップ教育」によって「めざす子ども像」は、「他者の異質性

を評価・批判しあいながら関わる中で、他者の視点をもって自己を主張できる子どもたち

である。」2

表2　お茶の水女子大学附属小学校が考える「小学校における『公共性』を育むシティズ

ンシップ教育」の研究構想図（発表要項13頁より）

また、特定の学習領域に限定せずに、あえて、先に述べた8分野のすべての学習場面に

おいて、「公共性」の育成に努めている。「シティズンシップ教育では、道徳、特別活動、

総合的な学習の時間などを核にして進める学校もあるが、私たちが選んだのは別の道であ

る。教科内容・方法を組み換え充実させて『学習分野』を創設し、学校生活で子どもが最

も長い時間を過ごす授業場面で『公共性』を育む道を選択した。」3

1お茶の水女子大学附属小学校・NPO法人お茶の水児童教育研究会『文部科学省開発指定
校研究発表会　第71回実際指導研究会　発表要項』、13貢。
2同、14頁。
3同、18貢。
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（3）教員の配置

学級担任制ではなく、協力学年担任制および学習分野担任制をとっている。「協力学年担

任制では、複数の学年担任教師が、1人一人の子どもに授業や生活指導で関わる。」4その理

由は、子どもにとって、「様々な教師の人間性や指導法に触れて、異なる価値観に関わる機

会が増えるので、『公共性』を育むことへ促進的に働くと考えている」5からである。また、

学習分野担任制は各教師の専門性を生かすことができる制度として採用されている。

2．研究会について

「小学校における『公共性』を育む『シティズンシップ教育』」を主題とする研究は、2008

年度より始まった。3ヶ年にわたる研究であり、今年度が初年度となる。文部科学大臣の

委託を受けて実施する実証的研究である。その目的は、先に掲げた「公共性」および「シ

ティズンシップ教育」の定義に則り、「『公共性』＝『友だちと自分の違いを排除せずに理

解し考える力を発揮する子ども』を育成する」ための教授法・学習内容の改善・開発であ

る。

二日間にわたる研究会で、公開授業（全学年全学級（20クラス）、延べ47時数）、学年別

協議会（全6分科会）、学習分野別協議会（全8分科会）、「国家の品格」の著者である藤原

正彦氏による講演会が開催された。

3．公開授業の内容

筆者が観察した公開授業は、2月19日に開催された3年1組の市民「くらしのうつりか

わり」、5年2組のことば「最近のニュースから考えよう」、2月20日に開催された5年3

組のことば「「言葉や表現の違いから学びあおう」、5年4組の市民「沖縄に会社をつくろう」、

6年2組のことば「未来を語る」である。紙面の都合上、本報告では5年2組のことば「最

近のニュースから考えよう」を取り上げる。

（1）授業の概要

◎単　　元　「最近のニュースから考えよう」

◎学習分野　ことば

◎学　　年　5年2組

4同、13頁。
5同、14頁。
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◎本時案

（1）本時のねらい

①最近のニュースを題材に、意見を述べる。【主張】

②質問をしたり応えたりして考える。【聴取】【応答】

（2）本時でめざす「公共性」

・・・子どもの生活と学習題材を切り離さず、子どもの目線で選んだものを教室に持ち

寄ることから話し合いへ、という手法をとる・・・。学習の目標については「公共性」

にかかわって、新聞やテレビ報道をうのみにしない慎重さを身につけるために、異なる

捉え方に耳を傾ける習慣を育む必要がある。そこで、ニュースや出来事について各自の

価値判断をだしあって考え、違いを知ることに軸をおく学習活動に取り組むことにした。

①世の中のニュースや、出来事に対して、自分なりの考えを述べることができる。

②違う視点の存在を知ることにより、自分のそれまでの考えを広げることができる。

（3）本時における評価

○根拠をはっきりさせて説得的に自分の考えを述べることができたか

○よく聞きあって、学習の展開に主体的に参加することができたか

（2）授業の様子

本時の学習は、前時までに終わらせた調べ学習の結果を、グループ毎に全体発表するも

のであった。児童が調べ学習に選んだテーマは、それぞれに、「制服の着くずし」、「電車の

発車時に流れるメロディ一昔」、「コンビニのレジ袋」であった。なお、1グループ2～3

人で編成されていた。どのグループも調べた内容を画用紙や模造紙に整理し、発表してい

た。また、グループのメンバー全員が発言できるように、役割分担がなされていた。

「制服の着くずし」を取り上げたグループは、茨城県内の学生の着くずしの様子と東京

都内の学生の様子を比較検討し、その違いを発表した。その上で、発表者は自分たちで選

んだテーマの論点について触れた。論点は、制服の着くずしの是非である。発表した児童

は、「私個人としては、着くずLをしたい気持ちがあるが、やはり周囲の人に不快感を与え

ないために、着くずLは良くない」と結論付けていた。

次のグループは、東京都内を走る電車の各駅で使われているメロディーの曲名を調べ、

発表していた。発表の際には、実際使用されているメロディーを録音したテープを流し、

聞き手の児童の関心を引いていた。テーマの論点は、発車時にメロディー音を流すことの

是非を問うものであり、発表者と聞き手による議論では、「メロディー音を聞いたら駆け込

み乗車をする乗客が増えるから」、「やめた方が良い」ないし「ベルに戻した方が良いので

はないか」との発言が出ていた。

最後のグループは、「コンビニでレジ袋の利用を断り、レジ袋を使用しないことは、本当

に環境改善につながるのかどうか」について、論じた。判断材料として、車の燃費とC0

2の排出量の割合を取り上げていた。発表者の主張は、「車の走行距離●kmのCO2排出

量が、レジ袋を●枚生産する際に排出されるC02の量と同じであり、たとえレジ袋を断

ったとしても、車を数キロ走らせるだけで、レジ袋を利用しないことによって削減できた

C02と同量のC02を排出することになるので、レジ袋不使用は想像していたほど環境

改善につながらない」という内容であった。
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（3）授業後の検討会

本授業の指導者は、湯川陽子教諭であった。指導案によると湯川は、「本校研究テーマ（公

共性）の『違いを尊重する学習』の出発点になるのは、『思いや考えをまずは一人ひとりが

責任をもって表現すること』だと私は考えている。そこが基盤にあってこそ『異質な相手

の立場を思いやっての聞きあい』の指導が可能になる」6という。まずは自分がどう考える

か。社会の問題に目を向けさせ、自分の関心に引っかかった問題を本人の頭で考えさせる。

その工夫として、教師が児童に考えさせたいニュースを一方的に提示するのではなく、児

童が自らニュースを選んで授業に持ってくるようにさせている。その際、重要視している

点は、単に「マスコミにとりあげられるニュースだけでなく、生活実感を伴う問題も含め

たほうが、5年生らしい問いを形作りやすい」7という点である。

本授業の観察者からは、小学5年生の児童がよくあれだけの内容を整理し発表すること

ができたものだと評価の声が上がった。一般的な小学校における授業というよりも、大学

における演習の授業形態といえよう。一方で、教師の介入の程度やタイミングについて、

指摘する声も上がった。議論を深めるために有効となる判断材料の提供をもう少し教師が

しても良いのではないかという指摘である。確かに、たとえば、着くずしの場合、なぜ着

くずLが周囲の者を不快にさせるのか、着くずLをしたいけど我慢するという感覚はどう

して生まれるのか、といったような価値観の問い直しを迫る論点が考えられる。また、発

車時のメロディーの場合は、そもそもベルからメロディーに変わった理由とは何か、メロ

ディーだと駆け込み乗車が増えてベルだと減るのか、など問題の背景に迫る問いが考えら

れる。児童の自発的な気付きを待っことも大事ではあるが、討論を可能にする論点を見出

すことが話し合いの質を左右する。

3．シティズンシップ教育における今後の課題

研究校が掲げるシティズンシップ教育は、友だちと自分の違いを排除せずに、理解し考

える力を発揮できる子どもを育てる教育であった。自己を主張する能力の育成は、公開授

業で確認できた。今後は、自己を主張しつつ、他者との違いに対してどう折り合いをつけ

ることができるのか、その能力の育成が問われるだろう。そのためには、共通に目指すべ

きゴール、すなわち共有すべきものが必要となる。それは共有の空間や時間のことを意味

し、それが社会や文化へとつながっていく。本研究会では、この「民主主義に基づく社会

生活」の学習場面が見られなかった。

また、批半掴勺な検討を加えながら議論を深めるためには、論点がずれてはならないし、

価値観の異なる者同士が話し合いをとおして一つの結論を見出すためには、価値観の問い

直しが必要となる。建設的な議論を可能にする論点をいかに見つけ出すか、価値観の再構

築をいかに促すか。シティズンシップ教育を進めるためには、以上の2点が欠かせない要

素となるだろう。

6お茶の水女子大学附属小学校・NPO法人お茶の水児童教育研究会『文部科学省開発指定
校研究発表会　第71回実際指導研究会　指導案集』、14頁。
7配布資料「2009年2月19日　お茶の水女子大学附属小学校　第71回教育実際指導研究
会　5－2ことば（浅川陽子）授業後の話し合いのために」
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<第3部　ドイツ、イギリスにおけるユースワーク分野における青少年支援

の状況>

第5章　ドイツにおける青年職業活動支援の動向と課題
-旧東独・ドレスデン市における相談業務を中心にして-

生田周二:奈良教育大学

Trends and Problems of the Youth Occupation Aid in Germany

-A Case Study ofCityDresden, East Germany -

Ikuta, Shuji: Nara University of Education

The purpose of this paper is to research youth occupation aid (Jugendberufshilfe) for

disadvantaged young people and the role of social youth workers (Sozialpadagoge) in Dresden,

one of the cities suffering poor economic conditions in East Germany.

This paper focuses on the following points:

1. The youth occupation aid program is based on the clear background of the law, especially the

Children and Youth Aid Law (Kinder- und Jugendhilfegesetz) and the Employment Promotion

Law (Arbeitsforderungsgesetz).

2. Based on the Children and Youth Aid Law, the disadvantaged consists of two categories; the

individually impaired and the socially disadvantaged. The factors which make their courses of

life more difficult are the shortage of jobs and training places and the increasingly higher

level of school certificate needed for employment.

3. The youth occupation aid program has the role of helping the youth to "integrate themselves"

and to "be independent" vocationally and socially. It also has a great purpose to "promote the

development of personality and social abilities". To put it concretely, it is concerned with

such social skills as keeping a promise and being punctual, the improvement of human

relations, the preparation of entry sheets, job interview practice and the acquisition of

knowledge and skills for information gathering.

4. The profession of social youth workers has a very great role in the youth occupation aid

program. To sum up, it has a promoting role for Hindependence" andバpersonal development"

of the youth by "integration" and "participation" into the labor system. Concerning its

methodologies I can point out the orientation to the world of life (Lebenswelt) of the youth,

receptive care and support of the youth, the creation of open spaces for them, accompanying

and case management.
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はじめに

青年が職業に就くに至る移行過程に関する研究は、近年ドイツにおいて盛んである。そ

の背景には、グローバリゼーションの影響によって、長期失業者の割合の増大と不安定雇

用の拡大があり、従来の雇用・訓練形態が変容したことがあげられる1)。本論の課題は、

経済状況の深刻な旧東独のドレスデン市における青年職業活動支援(Jugendberufshilfe)とソ

ーシャル教育ワーク(Sozialp云dagogik)2)関係職員の役割について検討を加えることである3)

青年職業活動支援は、 1章1節で詳述するが、 1990年の法改正により青少年ソーシャルワ

ークの一環として法制化されたものであり、カッセル大学ガルースケ(Galuske, 2001)がそ

の経緯を整理し、単なる職業指導・斡旋という「就業援助」ではなく青年の社会的統合の

一環であることを示している。また、ドレスデン工科大学のベ-ニッシュを中心に、労働

社会を維持する社会政策的発想ではなく社会的ネットワークづくりと生活世界を志向した

ソーシャル教育ワーク的な支援のあり方を問題提起している(Arnold/ Bohnisch/ Schroer,

2005; Kreher/ Oehme, 2003)。就業活動-の移行に関わる研究は例えばイエナ専門大学ラー

ン(Rahn,2005)など多いものの、ソーシャル教育ワークに焦点化した研究、とりわけ旧東独

における分析はドレスデン工科大学グループが中心となっている。

ところで、ドイツにおける学校から就業への移行を説明する際に指摘しなければならな

い点は、第-に青年失業率の高さである。ドイツの失業率は、 2005年3月時点では12.5C

(旧西独10.37c、旧東独20.6%)、 15歳から24歳の青年は17.1% (同年2月)に達する。

旧東独における高さが特に際立っているQブレーメン大学のクラーフェルト(Krafeld,2000)

の指摘では、経済成長と就業の乗離、社会的排除(Ausgrenzung)の拡大、その中で「3分の

2社会」といわれる状況の現出があり、 「過剰な青年(uberflussigeJugend)」が問題化する。

つまり、社会の中心をなす被雇用者層(3分の2)と社会の周縁のマージナル層(3分の1)

に分極化していると指摘する。

第二に、ドイツの職業教育制度の特徴であるデュアル・システムの存在である。学校制

度が第5学年から三分岐し、ギムナジウム-進学しない場合、 9　学年修了(基幹学校

Hauptschule)後あるいは10学年修了(実科学校Realschule)後から企業における実習と職

業学校における理論学習とを並行して実施するデュアル・システムが始まる。この過程は、

就学義務の一環であり、原則的に3年から3年半の期間実施される4)0

第三に、デュアル・システムが学校から職場-の間に位置するため、青年にとって二つ

の関門(職業訓練の場の発見、職場の発見)があるとされるD　特に不利益青年(benachteiligte

Jugendliche)の場合、その関門を乗り越えるには個人的努力だけでは困難であるため、青年

職業活動支援が重要な役割を果たすことになる。これは、青年を社会的、職業的に統合・

包摂しようとする試みの一つである。この取り組みには青少年局、社会局、労働仲介庁

(Agentur furArbeit)、学校などの連携が求められている。

第四に、ソーシャル教育ワークが青年職業活動支援の中心的な役割を果たしている。青

少年局が関与し、専門職としてソーシャル教育ワーカーが位置づいている。ソーシャル教

育ワークは児童・青年援助法に基づき、主に学校外・家庭外の青少年活動の教育的側面を

担っている。教育・福祉面から主に子ども・若者-の自立支援を行うアプローチである。
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1.ドイツの青年職業活動支援をめぐる動向

1. 1　青年職業活動支援の概要

青年職業活動支援は、青少年ソーシャルワーク(Jugendsozialarbeit)の活動領域5)のひとつ

である。青少年ソーシャルワーク自体は、青少年福祉法(Gesetz furJugendwohlfahrt)に代え

て1990年6月に公布された児童・青年援助法(Gesetz fur Kinder- und Jugendhilfe: KJHG)第

13条6)によって明確に位置づけられるようになった。

「ネットワーク・ドレスデンー青少年活動」 7)によれば、次のように記されている:「青

年職業活動支援の目標設定は、社会法典第8部(児童・青年援助法)第13条により、個人

的欠損と社会的不利益を受けた、 25歳ないし27歳までの若者の職業的・社会的統合であ

る。青年職業活動支援の提供は、学校から職業-の移行を克服するために、特別な教育的

支援を必要とする青年すべてに向けられる。」

青年職業活動支援には、職業的統合を促すうえで次の4つの分野がある: 「失業中の、

あるいは失業にさらされた青年と若者の相談」、 「職業準備」、 「職業訓練(企業外教育訓練、

教育訓練同伴援助(abH)b」」、 「就業(労働創出措置(ABMf、時間雇用労働など」。

ガルースケ(Galuske, 2001)によれば、 1999年には約26万人の青年が、職業準備的提供、

教育訓練同伴援助(abH)、企業外職業訓練課程、労働創出措置(ABM)、緊急プログラムの提

供に関与している。

法的な裏付けは、労働助成法、求職者基本保障法、児童・青年援助法、そして各州の学

校法である。前三者は、連邦社会法典(sozialgesetzbuch: SGB)に組み込まれていることから、

それぞれ第3部(SGBIII)、第2部(SGBII)、第8部(SGBVIII)と称されている。

所管であるが、労働助成法は連邦労働仲介庁、求職者基本保障法は市と労働仲介庁から

なるワーキング・グループであるアルゲ(ARGE (Arbeitsgemeinschaft))、児童・青年援助法

は青少年局が管轄している。

1. 2　不利益青年とは

児童・青年援助法第13条1項により、個人的欠損(individuellBeeintrえchtigte)と社会的不

利益(sozial Benachteiligte)が主に対象となる。

個人的欠損と社会的不利益については、ドレスデン市発行の『見取り図・青年職業活動

支援』によれば、例えば次の様な特徴を持っている(Landeshauptstadt Dresden, Jugendamt,

2002:63)。

◎個人的欠損:学習困難と学習障害、行動障害・行動顕示性、未知の学習障害、麻薬使

用・依存、摂食障害、病気(例えば、精神内的障害、心理的疾患)、障害(身体・精神)、自殺

の危険、睡眠障害、自己攻撃性(リストカットなど)、低い自己価値感・信頼感、関係障害、

破壊的問題解決手段、関係喪失性、性的なアイデンティティ欠如、犯罪性、学校忌避、若

年での子育て、売春、過激主義、自立の問題、欲求不満の溜まりやすさ、利己主義、性的

困難(例えば性的虐待の結果として)、言葉上の壁。

◎社会的不利益:出自家族の社会的地位の低さ(貧困、失業、教育など)、出自家族に

おける関係問題(対立的な教育、頻繁な離婚・再婚など)、家庭内暴力、家庭の危機(離散、

離婚、肉親の死)、ステイグマ、長期の失業、社会的孤立、構造的暴力、支援の不足・欠如、
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要求の過剰・不足、負債、ホームレス、外国の出自O

以上のように、個人的欠損は個々人の性行、生育上の発達課題の問題が主要な要素であ

るのに対して、社会的不利益は家族を含めた社会関係において生じてくる問題状況である

といえる。

1. 3　新たな動向

就業環境をめぐる2005年1月からの大きな変化は、 --ツ4(Hartz IV)10)が実施に移さ

れたことである。重要なキーワードとなっているのは、 「助成と請求」(FordernundFordern)、

そしてそれと関わる「自己責任」 (Eingenverantwortung)、 「就業能力」 (Erwerbsfahigikeit)で

ある。 「就業能力」とは、少なくとも一日3時間働くことができることである。

「助成と請求」は、社会法典第2部第1章のタイトルでもある。その第1条では、自己

責任の強化と、 「自らの生計を基礎保障とは独立して、自らの資金と力で負担すること」を

求めている。連邦経済・労働省の解説書『バーツ4』では、 「助成と請求」について次のよ

うに述べている。「失業者は今やより多くの可能性を持っが、またより多くの義務を有する。

失業者の就業-の機会は改善され、これらの機会を利用する義務はより徹底して求められ

る。」 (Bundesministerium furWirtschaftundArbeit, 2004: 25)そして、 「合法的な仕事であれ

ば、仕事がないよりまLである。」という謡い文句で、参入金(Einstieggeld)や「追加的仕

辛(いわゆる1ユーロ・ジョッブ)」 12)などの方策が採られている。これらは、従来軽視さ

れてきた時間給雇用や短期雇用の労働を、失業者にとって新たな展望を開く機会でもあり、

社会に対する価値ある貢献であるという発想の上に成り立っている。

つまり、 15歳から65歳未満の「就業能力」のある者は、失業給付などの「助成」を受

けることができるが、国からの様々な機会の提供に応える義務もあり、 「自己責任」に基づ

く可能性追求、自立が求められる(「請求」)。この政策は社会的コストを下げることにつな

がるという認識が基本となっている。 『バーツ4』では、受給者すべてに「自分ですべての

ことをすることで、国の扶助への依存を、 (中略)できる限り速やかに終える」ことを求め

ている。 (同上,2004:34)

ハ-ツ4では、青年に対する職業参入-の「助成」の一環として8つの機会が提示され

ている: 「個人的相談と支援」、 「教育訓練の紹介」、 「職業準備的な教育措置」、 「参入のため

の資格獲得」、 「職業的資格付与」、 「労働紹介」、 「労働機会の紹介:付加的仕事など」、 「モ

デルプロジェクトでの協力:特に外国人青年-の提供、資格獲得や言葉の訓練」。

こうした提供を、正当な理由もなく拒否した場合、失業給付などが削減されるという「制

裁」が予定されている。

2.ドレスデンの青年失業問題と青年職業活動支援

ドレスデン市は、チェコ、ポーランドに近く、人口約48万人(うち外国人18,188人、

3.7%上　面積328.30km-、ザクセン州の首都である。

2. 1　不利益青年をめぐる状況

ドレスデン市における失業の状況(AgenturfurArbeitDresden, 2005)は、2005年2月時点、
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失業者37,912人、失業率15.2%で、前年比　0.4%増である。属性別の失業率は、男性

18.2%(21,023人、前年比0.6%増)、女性14.9%(16,889人、前年比0.6%増)、 25歳未満の若

者17.7%(5,928人、前年比3.7%増)、内20歳未満7.8%(781人、前年比2.9%増)である。

登録されている職場は2,053件であるので、職場1件につき18.5人が待機していること

になる。さらに、ドレスデン市を含む地域を管轄するドレスデン労働仲介庁によれば、職

種別では大きな差異があり、管轄地域全体では職場1件につき20人であるが、製造業(建

設を除く) 10、技能職20、サービス業25、農業関係40、建設業49となっているように、

東西統合後の建設業と農業の落ち込みが大きくなっている。

職場の減の指摘は、 「ドレスデンにおける不利益青年のための更なる職業・活動分野の

拡大のための官民を超えた自主団体」 (Åmter- und trageriibergreifende Initiative zur

ErschheBung weiterer Berufs- und Tatigkeitsfelder fur benachteiligte Jugendliche in Dresden,

2003:6)の報告書の中でもされており、ドレスデンにおける不利益青年をめぐる状況は、職

場の減以外に4点指摘されている。

第一に、青年人口が　減少している一方で、基幹学校修了資格のない青年の増加に伴い

不利益青年が減少していない点である。例えば、 2001年には旧東独の各州全体で青年人口

は5%の減(ll,300人)であったにもかかわらず、基幹学校修了資格を持たない者は1.9%

堰(4,000人)となっている。この傾向はドレスデンではさらに顕著であり、青年人口4%

減である一方、基幹学校未修了者は18.6%増になっている。その結果、 2001年には職業訓

練の場の申請者の約10%が基幹学校末修了者あるいは特殊学校卒業者となった。

第二に、企業内職業訓練の場の減少である。旧東独では、 2000年に87,900件であった

のが、 2001年には10%減の79,200件に落ち込んでいる。 2002年8月7日のザクセン州労

働局の情報では、 12.2%の減である。

第三に、就業に有利な企業内職業訓練に代わり、不利益者に対する企業外職業訓練13)

提供の増が見られる点である。新連邦州とベルリンでは、 2001年に前年度比11.92%増

(16,804-18,808)となっている。ドレスデンの場合、企業外職業訓練の増は3.5%増にと

どまっている。その結果として2001年度には企業外職業訓練は全提供のうちの20.9% (前

年21.8%)となっている。しかしながら、特に建設業では職業訓練の場の確保が難しく、

約40%が企業外の作業所等での教育訓練となっている。背景には、企業内職業訓練におい

て情報処理関係、商業教育、技能職など新たな動向-の対応の遅れがあるとされる。

第四に、これまで学歴水準が低くても可能だと見なされていた、 「基幹学校生徒中心」

だった職業領域が実科学校生徒によって占められる傾向が顕著になってきた点である。例

として指摘できるのは、ドレスデンの市役所では、 2002年、伝統的に基幹学校卒業生が就

いていた4つの職業(庭師、指物師、街路整備stralBenw云rter、コック)の応募条件に「良

好な実科学校卒業資格」を求めることになった。このように各職種において学歴水準が上

がる傾向が見られる。

以上のように、不利益青年の就業活動に影響を与えている構造的な変容を見て取ること

ができる。

2. 2　ドレスデンにおける青年職業活動支援

ドレスデンの青年職業活動支援は、市の青少年援助計画によれば、とりわけ次の点が課
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題となる(LandeshauptstadtDresden,GeschaftsbereichSoziales,Jugendamt,2001:83):

一労働世界-の様々な参入の機会を広範に提供する前提をつくること

-職業紹介の情報提供などを通して、その措置-の参加を促すこと

一提供を通して、知識、能力、熟練を身につけさせ、若者の人格を高めることで自律した

生活を送り、労働世界-の参入が容易になること。

「ドレスデン・ジュニア」がその総合的な取り組みとなっており、その目標設定は、「青

年職業活動支援の領域におけるあらゆる業務提供を相互に連携し、緊密な協同と調整によ

り青年に対する相乗効果を達成すること」(LandeshauptstadtDresdenJugendamt,2002)であるO

青年職業活動支援は、第一に不利益を受けた若者の職業的・社会的な統合、第二に学校か

ら職業-の移行の際に、助成の必要性(Forderbedarf)の高い青年-の適切な支援を目的とし

ている。そのため、「青年失業の克服と、社会的不利益を受け、個人的欠損状況にある若者

の職業的・社会的統合のための協同協定」が2000年10月に結ばれている。

対象者は、職業的・社会的統合の領域での特別な助成の必要がある次の青年である:「学

校卒業資格がないあるいは不十分な青年」、「失業中あるいは教育訓練を受けていない青年」、

「職業的措置の中退経験者」、「麻薬誤用者、依存経験者」、「移民的背景を持つ青年」。

青年職業活動支援のプロジェクトは、児童・青年援助法に基づき、(1)相談と世話(Beratung

undBetreuung)、(2)学校修了の助成、(3)職業方向づけ、(4)職業準備、(5)職業訓練(労働助

成法関係の企業外職業訓練など)の5分野の内、前者の4分野について下記の例の通り展

開している。

◎相談所レール・ラウフ(Lee(h)rlauf)14)--・(1)(2)(3)

◎コンパスジョッブ・イン・クラブ=--(1)(2X3)

◎ジョッブ・ラーデン-蝣蝣(1)(2)(3)

◎ゴルビッツ青年作業所JugendwerkstattinGorbitz-・-(4)

◎ブローリス青年作業所JugendwerkstattinProhlis---(4)

◎青年作業所「ムーブ2」Jugendwerkstatt"Move2'-A.・-(4)

◎資格付与事務所「レッグ・ロス」(Qualifizierungsbiiro"Leglos")・・--(4)若い女性対象の職

II.,,l>¥"t'I'll

◎紹介事務所・青年(職業活動)支援(KontaktbiiroJugend(berufs)hilfe)蝣--・(4)-(5)移行支援

以上の青年職業活動支援活動をリンクするため、ワーキング・グループ青年職業活動支

揺(AGJugendberufshilfe)が児童・青年援助法第78条に基づき組織されている。そこではと

りわけ、「助成方針とその内容の相互調整」、「職業世界の変化に伴う新たな活動領域の開拓」、

「全体的な発想からの提供」、「ソーシャル教育ワーク的なコンセプトは、青年に、失業の

段階や他の職業領域への転換を切り抜ける力をつけるものでなければならない」点などが

指摘されている。

以下では具体的に、ドレスデン市内を2分割して相談業務を提供する、コンパスとジョ

ッブ・ラーデンの取り組みを概観する。

3.相談業務の事例検討

両者とも、 1998年12月9日の失業をなくす青年緊急プログラムの資金援助を受けて、
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1999年から事業を開始している。

コンパス・ジョッブ・イン・クラブは、職業的・社会的統合促進会INT (Gesellschaftzur

Forderung der beruflichen und sozialen Integration)が、ドイツ職員アカデミー・ドレスデン

と協力し運営している。 2003　年10　月から現在のメディア文化センター・ペンタコン

(Pentacon)の1階の旧喫茶店を活用している。そこには次の部屋が配置されている: 12席

のPC・インターネット領域、活動・相談室、個別の会話のためのゾーン。

職員は3名で、全員ソーシャル教育ワーカーであるo　当初は、 7名態勢であったが、青

年緊急プログラムが2003年12月終了後、 4名態勢となり、現在に至っている。施設の利

用時間は、月・水のそれぞれ12時から19時までである。なお、これ以外の曜日には、ジ

ョッブ・ラーデンも同様であるが、面会予約をすれば利用できる。

ジョッブ・ラーデンは労働助成法第241条3a項15)に基づき、ドレスデン資格・労働助

成会qADが運営している。 2003年からは青少年局とドレスデン市経済助成による補助を

受け、現在のエマース青少年の家の3階で活動している。職員は、常勤の2人のソーシャ

ル教育ワーカーである。これ以外にパートタイムで1人の職員が情報処理・入力を行って

いる。施設は、月曜から木曜の14時から18時まで利用できるO

3. 1　目標

両者の特徴は、コンパスの場合、インターネットカフェの利用をきっかけにしつつ、青

年の生活世界や志向性に根ざすこと(「青年の強さに期待し、青年の願望、関心、価値観を

考慮」)と受容的発想(「青年は現在のままで受け入れられる;しかしまたこれは青年との

構築的なやり取りをも含む」)を基本的スタンスにしている。

これに対して、ジョッブ・ラーデンは、名称の通り、短期の職(ジョッブ)の提供を通

じてより具体的に職業について青年とともに考えあうのが基本的なスタンスである。

目標は、コンパスが端的に述べているように、「ソーシャル教育ワーカーの同伴のもとに、

職業訓練・労働市場-の統合に向けて敷居の低い入口を提供すること」 (Kompass

Job-in-Club, 2005‥ 3)という点で共通している。具体的には、コンパスでは「職業的参入の

助成(第一、第二の関門への援助)」、 「人格発達と社会的能力の促進」、 「危機介入」を、ジ

ョッブ・ラーデンでは「教育・教育訓練・仕事への統合」、 「人格の発展と安定」、 「能力の

促進」、 「自立した生活の確立」である(Jobladen,2005: 14)。

コンパスは、さらに下位目標、すなわち社会的な能力形成に関わる「社会的目標」と専

門的な対応の「専門的目標」を示している。前者の「社会的目標」とは、以下の点である:

「約束と義務(Verbindlichkeiten)の保持」、 「失敗・放棄経験の処理」、 「現実的な(職業)展

望の発展;自分自身の業績・発達能力を見据えることを内容とする」、 「自らの目標と進路

の開発と転換」、 「新たな対応能力の獲得、例えば非暴力な対立解決戦略」、 「労働世界にお

いて必要不可欠に求められる態度の習得」、 「同伴による役所での気後れ(Åmterscheu)の克

服、それによる役所などとの具体的なっきあいの『練習』」。

「専門的目標」は、次の通りである: 「就職テストや面接-の準備」、 「様々な職業像の知

識」、 「自立して応募書類を作成するための基本知識とデータ処理の習得」、 「専門教育や労

働の場を探すためにインターネットの自立的活用」、 「専門的能力の不足の克服、例えば実

習の紹介や学校卒業資格の獲得の可能性の紹介を通して」。
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ジョッブ・ラーデンの場合、上記の下位目標にあたるものが、より濃密な対応を必要と

する青年に対する次の達成目標である: 「濃密な相談・世話がなければ教育訓練-の統合が

果たせない青年を把握する」、 「青年自身が、社会化、社会への統合はとりわけ収益労働を

通して成り立つということを理解する」、 「青年が、経済や手工業の様々な領域において試

行することを通して労働経験を積み、援助と支援を得ながら自らの将来性ある方向を決定

していく」、 「青年の理想と関心に基づく自発的な取り組みの中で、時間管理と労働に慣れ

させる」O

3. 2　方法

(1)コンパス・ジョップ・イン・クラブ

上記の目標に即して、方法的には下記の3点を指摘できる。

11インターネットカフェ、自由な出会いの場での相談軍務の提供

アプローチの方法は、基本的にはインターネットカフェを利用する来談者-の相談業務

の提供であるD　月平均200人の求職者の相談を受けている。いわゆる敷居を低くするため

に配慮している点は、 「自由で、不安のない、役所的でない入り口」、 「無料」、 「青年に合っ

た空間構成と語りかけ」、 「決定の自由の保障」である。

動機づけに重きを置いており、以下の一連の流れを期待している.・実習やボランティア

の紹介-自己確認、成功体験・自己意識の獲得-自己価値感の高まり0

21個別事例の世話、相談、同伴、ケースマネジメント

必要に応じて中長期的な付き合いを必要とする場合も想定しており、月約20人の個別相

談・同伴を行っているO　ケースマネジメントは、特に複雑な問題状況(犯罪、住居問題、

麻薬常用、借金、社会的問題状況など)や教育の欠損を抱える青年の場合、個人援助を効

果的にするために行われ、社会的ネットワークを活用して、外部の援助提供(例:麻薬相

談、借金相談、青少年裁判援助、教育団体)を紹介する。

3)地域での探索的活動(aufsuchendeArbeitl

地域の青少年援助の施設やプロジェクト(オープンな青少年施設、宿泊施設、相談所、

学校、青少年裁判援助施設、教育援助、一般の社会業務施設)と緊密に連携しつつ、スト

リートワーカー(註5参照)とともに活動し、社会空間的知識を活用して相乗効果を狙う。

地域における青年の問題状況の把握に努めている。

(2)ジョップ・ラーデン

予定されている相談・活動モデルの流れは以下の通りである。

1)最初の面談:短期の職の紹介、相談提供(ジェンダー-の配慮)

相談の利用者の割合は、以下の通りである(Jobladen,2005:5) :

・職業的方向づけ(73%)

・応募書類の作成、自己紹介面接の準備に向けての支援(59%)

・仕事探し、特にインターネット探索による援助(49%)

・一般的な生活状態の問題状況についての会話(43%;

・役所、更なる相談や関係部署-の同伴(12%)

21プロフィール分析(Pro filing)、回想(Amamnese)、 _ケースマネジメント　　ソーシャ

ル教育ワーカー2人で年間120人、 5160時間の対応
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上記1)の中のうち、より濃密な対応を必要とする事例に関する対応である.一人の青

年に使う時間の平均は42時間である(Jobladen,2005:ll)。その内訳は、青年の同一化15時

間、事例活動(ケースワーク) 20時間、回想・プロフィール分析5時間、事務管理2時間

となっている。

青年の同一化とは、ジョッブ・ラーデンの認知から始まり、最初の接触、情報提供、短

期の職の紹介、仕事の取得に至る一連の過程であり、自分を取り巻く世界の拡大と自己確

認、次の活動の準備的段階といえる。

事例活動は、応募書類の作成、職場調査、応募訓練・面接、ケースマネジメント、役所

や相談所-の同伴、助成計画の継続、事後世話からなる。具体的な作業計画を立て、それ

に基づく行動を内容とする。とりわけ職員が青年とともに適切な職業的・社会的発展戦略

を作るケースマネージメントが近年重視されるようになってきている0

回想・プロフィール分析は、データ処理・把握、労働試行の紹介・適性検査、助成計画

の作成、職業相談員との調整の過程を意味し、自己を振り返る反省的な取り組みを含んで

いる。この過程は、個々人の助成計画の作成と職業的キャリア形成-の道を検討するうえ

での基礎となる。

31適切な提供の紹介

教育訓練や職場など-の編入に際して、関係者間のネットワークの組織化をはかるコー

チング(Coaching)が行われる。これは、措置の経過の中で生じる問題点や成果について、

教育訓練や職場の関係者と緊密な連携をとりつつ共有し、変化、障害、矛盾がある場合に

適切に解決を行いうる態勢をさす。

以上のように、両者とも相談業務の流れは共通している。より濃密な支援の場合には、

個別事例援助としてプロフィール分析、ケースマネジメントなどの手法がとられているの

が特徴的である。

3. 3　対象者の特徴一一ジョップ・ラーデンの事例から

対象となるのは、コンパスの場合15歳から25歳未満、ジョッブ・ラーデンの場合13

歳から27歳までの原則として不利益青年である。

2004年10月時点のジョッブ・ラーデンの新規来談者292人の分類(Jobladen,2005: 10)は、

以下の通りである。

1.不利益を受けていない青年: 125

2.労働助成法第241条3による措置のもとにある不利益青年:87

3.労働仲介庁の積極的な世話にある、不利益青年: 64

4.要相談だが、労働助成法第241条3では助成できない不利益青年: 12

5.要相談で、労働助成法第241条3による助成可能性可能な青年: 5

上記のように、不利益を受けていない青年(1-)、他局の管轄下にある青年(3.)、対象にし

えない不利益青年(4.)を合わせると201人(68.8%)となる。コンパスも同様であるが、教

育訓練・職場の不足から、学校卒業後、行き場を失った多様な青年たちが来談している。

また、圧倒的多数の青年(211人)は、最初の接触で相談必要を述べ、簡単な接触で終

えるとされる。しかし、 87名の青年は計727回の相談を受けている16)。さらに43件の事

例が次の結果で終えている。
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12件--・労働仲介庁の職業準備(モデルプロジェクト)

3件---青少年局の職業準備(青年作業所)

4件・・-・・地方学校局の職業準備(職業基礎教育年17)、職業準備年18))

2件---自発的社会年19)-の参加

2件--・訓練(デュアルシステムの職業訓練)

1件=--訓練(ザクセン共同職業訓練GISA20))

1件-・-訓練(民間の教育団体の下での職業訓練)

2件--・・第二の教育過程としての学校(夜間中等学校・ギムナジウム)

3件-・・-仕事(第1労働市場における少なくとも週20時間の常勤)

2件---就業(労働創出措置AB M)

11件---紹介がうまくいかない(更なる支援を望まない)

以上の通り、職業準備的な措置に約半数弱、訓練・実習に1割強、仕事関係に1割強、

支援打ち切りが約25%という割合である。より濃密な支援を望んだ7割強が何らかの方向

づけを得られていると判断できる。

4.まとめと今後の課題

本稿では、ドレスデンの青年職業活動支援の一端、つまり主に相談業務の一部を検討し

たに過ぎないが、その中で明らかになったことは、第-に施策の法的背景の明確性である。

とりわけ児童・青年援助法と労働助成法に基づいて、青年職業活動支援が展開している。

第二に、不利益を受けている者の規定は、児童・青年援助法に基づき、個人的欠損と社

会的不利益の二種類に区分されている。彼らの進路をより困難にしているのは、職場と職

業訓練の場の少なさ、就職の際の学校修了要件が高くなってきている点などを指摘するこ

とができる。不利益を抱える青年たちは、ドレスデンの場合、コンパス、ジョッブ・ラー

デン、レール・ラウフなどの相談機関を訪ね、ソーシャル教育ワーカーによる面談と支援

を受ける。そして職業準備の必要のある者で、 1日8時間の職業訓練に対応できる能力・

生活習慣が確立していない者は、ゴルビッツ、ブローリス、ムーブ2などの青年作業所が

紹介される。また、職業訓練の場を求める者はモデルプロジェクトになっている労働仲介

所の職業準備を受けたり、職業学校の職業準備年などに入ることになる。

第三に、青年職業活動支援は、青年の職業的・社会的「統合」、 「自立」を支援する役割

を有し、コンパスの目標にある通り「人格発達と社会的能力の促進」が大きな課題となる。

具体的には、その下位目標にある通り、時間・約束を守るという社会的スキルや対人関係

の取り方、さらには面接・応募用紙作成、情報収集などに対応できる知識・スキルの獲得

などがめざされている。

第四に、ソーシャル教育ワーカーという専門職の役割である。彼らは、大学や専門大学

において、ソーシャル教育ワークやソーシャルワークに関する理論と実習の学修を経て来

ている。コンパスやジョッブ・ラーデンでの活動は、共通するコンセプトと方法が示され

ている。簡単に要約すれば、 「統合」 「職業世界-の編入」を通じての「自立」 「人格形成」

といえる。方法的には、青年の生活世界志向、受容的対応、開放的空間の確保、同伴とケ

ース・マネージメントなどを指摘できる。
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今後の検討課題であるが、第一に、社会的・職業的統合、移行に対して、青年職業活動

支援はどのような質と広がりを持っているのか、この施策に乗ってこない青年はどのよう

な状況にあるのかという検討である。これは、青年職業活動支援が「善意」で果たしてい

る機能・役割が、 「労働市場の残りのカテゴリー」の提供による選抜機能を持っているので

はないかという疑問とも重なる(Kreher!Oehme,2003)。

第二に、上記の点は、青年職業活動支援が社会的問題状況の個人化に貢献しているので

はないかという批判と関わっている。つまり、失業や職業訓練の場にアクセスできないの

は個々人の能力や態度の問題であって、その助成と改善が事態を解決する道であるという

問題把握があり、そうした問題把握においては「主体問題(Subjektproblem)」が過度に焦

点化されているという批判である。それは、 「失業が個人的専門能力の助成によって処理さ

れるべきであるという幻想を生む」(Galuske,2001:889)ということでもある。このことは、

近年の「自己責任」 「就業能力の証明」に見られるように、不利益青年が「労働市場の犠牲

者」の位置から「教育投資をほとんどしていない行為者」 -と立場が移行することをも意

味している。ただし看過してならないのは、ドイツでの時間雇用、派遣労働(Leiharbeit)を

めぐる政策を考えるときに、 「イコール・ペイ」 (同一労働・同一賃金)と「同一待遇」 (同

一労働・同一条件)の原則が導入されていることであるO　この点は、日本の労働契約のあ

り方を含めて参考にされるべきであろう。

<註>

1)欧州では、 1999年アムステルダム条約第136条において「社会的排除に対する戦い」がヨーロッパ社会政策

の目標の一つとして明示されるに至っている0

2)従来、 Sozialp且dagogikは、 「社会的教育学」と訳されることが多いが、ドイツの現状からいえば、 Sozialarbeit

(ソーシャル・ワーク)との近似性が高いため、この表記を用いている(参照Thole,2002:14),

3)2005年3月と9月にそれぞれ1週間程度実施した「不利益青年に対するソーシャル教育ワーク的助成・統合

措置に関する調査」における聞き取りと資料収集に基づくO

4)2004年から厚生労働省により日本版デュアルシステムの導入が図られているが、ドイツのように就学義務的

な性格は伴わない。また、就職情報の提供やキャリア相談を一括して行う「ジョッブカフェ」や合宿形式で働

く意識を養う「若者自立塾」事業も始められている(http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/syokunou/dual/)

5)活動領域は以下の通り:若いドイツ系帰国移住者に対する編入援助、外国人青年との青少年ソーシャルワー

ク、性特有のソーシャルワーク(特に少女ソーシャルワーク)、探索的ソーシャルワーク.街頭ソーシャルワ

ーク(ストリートワーク)、学校ソーシャルワーク、青少年宿泊ハイム、青年職業活動支援0

6) 13条:青少年ソーシャルワーク(1)社会的不利益の均衡化のために、あるいは個人的欠損の克服のために、

援助に頼ることの多い若者に、青少年援助の枠内で、ソーシャル教育ワーク的援助が提供される。その援助は、

学校・職業教育、労働世界-の組み入れ、彼らの社会的統合を助成するO

(2)これらの若者の教育訓練は、他の担い手団体や組織の措置やプログラムによって保障されない場合、適切

な、ソーシャル教育ワークを伴う、これらの若者の能力と発達段階を考慮した職業訓練・就業措置が提供され

うる。 (以下3, 4項省略)

7) http ://www- fachkraefteportal - mfo/j sa/jugendbeiufshilfe/jbh. htm1

8)職業訓練中に対人関係上、授業上、実習上での問題を抱える職業訓練生に対する援助措置で、ソーシャル教
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育ワーカーが担当する0

9)失業者の労働への編入見通しを改善するため、労働仲介庁が受け入れ先に補助金を与えることによって最高

12ケ月間、暫定的なポストを作り、希望者を割り振る措置。

10) --ツ4 (2004年7月9日採択)は、失業扶助(Arbeitslosenhilfe)と生活保護(Sozialhilfe)を統合し新たに失業

給付II(ArbeitslosengeldII)を導入するなど労働市場改革のための一括法。ベーター・バーツ(PeterHartz)委員

長の名を冠するハ-ツ委員会は、これまで2003年1月1日発効の--ツI, II、その-年後、労働行政の改善

のためのハ-ツIIIを出している.。 (Presse- und lnformationsamt der Bundesregierung, 2004)

ll)失業給付2より低い賃金の労働などに就く場合に、失業給付などへの依存を終えるのを条件に最大24ケ月

間支払われる補助金。

12)教育施設、介護施設、障害者施設、スポーツクラブなどでの援助などである0

13)労働助成法第241条2項、 「企業での教育訓練に代わって、 1年目の職業訓練として、企業外施設において、

職業訓練法による職業訓練契約の枠内で行われる措置」0

14)青少年局の地域施設で、労働・教育訓練を受けていない青年のための相談所。

15)241条3a「助成されるのは、教育訓練、資格付与、就業の最初の段階の関門の低い提供である。 (後略)」 (活

性化援助Aktivierungshilfen)

16)総計が、 292より多くなるが、報告書通りの数字を記載している.。

17)職業学校規則第3条1項に基づき、職業学校の基礎段階において、一つの職業分野の教育訓練を行うもの

で、専門段階での二元的職業訓練-の準備である.。

18)職業学校規則第4条1項に基づき、職業学校義務の開始に当たり、職業訓練関係を証明しない生徒に対し、

2つの職業分野における1年の終日学校として行われる。

19)対象は、就学義務終了後満27歳までの若者。青少年・福祉・保健施設、文化的施設において社会的分野に

関わる機会が提供される。

20)基幹学校や実科学校修了後、職業訓練の場を得られない者に対する付加的な場の提供措置。商工会議所・

手工業会議所ドレスデン教育訓練連盟が教育訓練契約を結ぶC
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第6章　イギリスのユースサービスにおけるニート問題-の対応

-コネクションズサービスの導入を中心に-

立石麻衣子(NPO法人北摂こども文化協会)

はじめに

イギリスにおけるユースサービス1は、元来、勤労青少年の余暇活動を保障する公的制度であったo各地

域にユースセンターが設置され、ユースワーカーと呼ばれる専門の職員が配置されたOユースワーカーによ

る支援活動を、ユースワークと呼ぶ。ユースサービスの目的は、楽しさと封膳短と学習が結びついたノンフォ

ーマルな教育的活動を通して、若者が自己、他者および社会について理解を深めることにあった。しかし、

2000年を前後に、ユースサービスは、青少年の学校から職場-の移行を援助する支援制度へと変わりつつ

ある。

日本におけるイギリスのユースサービス研究は、 1970年代から1980年代の政策動向を明らかにする研究

に集中している(参照:上杉1993 ;金谷1975、 1976;近藤・高塚・田中1978 ;柴野1978、 1990、 1995 ;

田中1988、 2001a、 2001b ;山口1978 ;ユースワーク研究会1981など)。研究者の関心は、学校外教育、

すなわち放課後や休日における子どもの余暇活動ないし社会教育の保障にあり、その関心から、青少年の余

暇活動の長い歴史を有するイギリスのユースサービスが研究対象とされた。ユースサービス研究は、グルー

プワークの手法、レクリエーションの理論や技術、そしてユースワーカーに見られる子ども集団を率いる指

導者のあり方などの点で、日本における社会教育実践に示唆を与えた。この点は、子ども会、おやこ虜I腸、

ボーイスカウトやガールスカウトといった団体活動に顕著である。

1980年代までの研究をユースサービス研究の第一の波ととらえると、現在、第二の波が到来していると

いって過言ではない。今、日本では、就職活動をしない若者、転職を繰り返す若者、ひきこもりの若者など

をニートと称して問題視し、その対策に向かっている。このような状況において、 「学校、職場、職業訓練

機関などのいかなる機関にも属さない若者」 、すなわち「ニート」 (NEET) (youngpeople Not in Educa血n,

Employment or Training)という言葉を作り出した国、イギリスの青少年支援策が注目されている。日本

の場合、ひきこもりの若者を職場につなぎ社会復帰させようとする点、フリーターなど不安定な雇用状態に

いる若者に安定した就職を志向させようとする点などに関心が集中し、必然的に、就職支援の観頁から研究

が進められている(参照:宮本2004 ;小杉2005 ;小杉・堀;2006など)。イギリスでも就職支援を行うキ

ャリアサービスの見直しから始まったニート対策であるが、現在では、若者の余暇活動ないし地域での若者

の人格形成を担うユースサービスも、ニート対策の実現に向けて不可欠な支援機関として期待されている。

そこで、本研究では、ユースサービスの近年の動向を追い、ユースサービスの役割がいかに変化しつつある

のか、特に、ニート対策としてユースサービスがどのような機能を果たしているのか明らかにしたい。

研究方法は主に、 2003年8月26日から同年9月19日にかけて実施した現地調査と、インターネット上

に公開されている情報を整理し分析する方法を採った。現地調査に関しては、イギリス北東部ミドルスプロ

1ユースサービスの歴史は長く、地方当局と民間団体の両者によって個別に進められてきたため、立場によってユースサービスのとらえ方

は異なる。しかしながら、 1939年に政府がユースサービスを/id勺な青少年施策として位置づけて以来、官民ともに一定の認識を持ってサ

ービスを提供してきたといえる1970年代までは、ユースサービスが青少年の自己実現を地域社会全体で引き受けるという発想にまで展

開したユースサービスも、 1980年代に入ると逆に、 「補助金の削減や蘭垂審議会の廃止など」といった措置によって、縮′]切方向に向かっ

た(河合2㈱'2, p.34)。 1960年代に2度にわたって出されたユースサービスに関する報告書もi翁色える0
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ウ地方自治解を対象としたO現地では、ユースサービスの行動計画など行政資料を収集し、施設での活動

を視察した。また、ユースサービス担当部局長、ユースセンターの管理運営責任者、ユースワーカー、ユー

スサービスを利用する若者に対してインタビューおよび質問紙調査を行った。インターネット上の情報に関

しては、特に、行政機関が管理している公式サイトを活用したO文献研究については、近年のユースサービ

スを主題とする文献が少ないため、市民教育や若者の社会参画に焦点を当てた文献をとおして、今日のイギ

リスにおける若者の立場を整理した。

1.　今日のユースサービス

1. 1　青年期の課昏

現在、イギリスにおける青年期の課題は、若者がニートの状態から脱出すること、加えて、若者が政治に

参加すること、以上の二点に集約される。社会的排除防止局(Social Exclusion Unit)が行った調査(河合

2000,pp.34-37)によると、イギリスでは、 「現在、 16- 18歳の11人に1人は、教育、訓練を受けておら

ず、就労もしていなし㌔毎年16人に1人は、何の資格もなく離学している」。加えて、 「ヨーロッパ連合の

中で、 18歳の時点で教育を受けている者が最も少ない」ことも明らかになった。この結果を受けて、イギリ

ス政府は「教育を最優先課題」に掲げたOイギリス政府は、教育によって、若者の就労が促されると期待し

ている。

次に、若者の政治参加であるが、この背景には、若者の政治離れという現象があった。ホールとウィリア

ムソン(Hall鮎id Williamson, 1999, p.ll)によれば、 1998年に行われた若者対象の世論調査の結果からは、

「10人のうち1人の若者が首相の名前を知らないこと、一番最近に行われた選挙では、 18歳から24歳の2

人に1人が投票に行っていないこと」が明らかになったOモリーら(Mollyetal, 2002,p.24)によると、

近年、イギリスの「地方選挙の投票数は、ヨーロッパの中で、最低レベ/レに位置する」という。この事態を

深刻に受け止めた政府は、ユースサービスの方針の中に、改めて「若者が市民としての権利と責任を理解し、

積極的な市民として成長できるような援助を行うこと」と明記した。

具体的には、子どもたちが市民としての権利と責任を自覚できるように、義務教育にあたる中等教育機関

において市民教育(ci血nship education)を行うことを義務付けた(Hall and Williamson, p.15)。また、

若者に対しては「地方自治体の政策決定について、意見を述べたり、貢献したりする機会」を提供している

(Mollyetal. op.cit.,p.69)。政府は、これらの対策を通して、子どもや若者が将来、選挙権を所有している

だけの受身的な市民でなく、選挙権を行使する責任を果たす積極的な市民となることを目指している(HaU

and Williamson, p. 13) c

1. 2　社会の責任という認識

近年、イギリスでは、ニート問題に加え、若者が薬物の乱用や射酉や性行為などによる問題を抱える背景

には、若者が自分の力だけでは解決できない社会の状況があるという理解に立ち、こういった若者を「傷つ

きやすい若者(Vi血erable Young People) 」とする見方が生まれている(Fit:甲atrick et al.2000, p.1) 。

2ミドルスプロウ地方酎台体は、文部秤筆者所管の財団法人「世界青少年交流協会」が主階手る「日英青少年ヰ韻事者養成セミナー」の訪問

先に指定されたことのある地域である。
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この背景には、青年期の自立を支援する社会政策の転換があった。佐貫(2002, p.181, 189, 209)による

と、旧労働党政権下において、 「青年は、家庭から自立して国家の保障の下で、社会的自立を達成していく

システムに移行していったo」当時、若者の失業率は高く、 「子どもに対する親の責任は18歳(成人年齢)

まで」であるため、国家対策として青年の自立を促す政策が採られ、 「住宅給付、奨学金、学生生活扶助、

失業手当、低家賃の学生寮などが手原く設定されていった。 」

ところが、新自由主義と呼ばれるサッチャー政権に替わると、経済不況の下、 「公共支出の削減、福祉の

削減、公的企業の民営化が強力に推進されていった。」そして、 「青年期における自立を各自の家庭に依存さ

せる方向で大胆な改革」が行われることになる。しかし、我が子の自立過程を経済的に援助できる裕福な家

庭は一部であったため、社会的自立を達成できないまま放任された若者が増加し、 「深刻な社会不安、階層

分化、底辺層の拡大などが進行」した。その結果、 「社会の安全装置」として「失業青年を社会復帰させる

システム」を構築させることが急務となり、新労働党のブレア政権がその対策に乗り出した。

1. 3　　ユースサービスの転換

2000年に入り、ユースサービスは転換期を迎える。政府が掲げた「新しい支援サービス」を実施するた

めの中核機関として新たな期待がかけられた(河合2002, p.33) 。近年の新たな政策方針を打ち出した政策

甜叢文書としては、教育雇用省『ユースワークの変換　若者のためのユースワークの発展』 (2001年)なら

びに教育技能省『ユースワークの変換　優れたユースサービスの方策』 (2002年)が挙げられる3。これら

の公文書によると、ユースサービスは「すべての若者が社会や経済に充分に参加することを保障する」使命

を受け、 「若者が彼/女らの権利と責任を充分に理解し、我々の民主的な過程における積極的な市民(active

citizens)および参加者として成長するように援助すること」が期待されている(Department for Education

and S姐s 2002, p.3) c

特に、若者を学びと意思決定を進める際のパートナーとして位置づけ、コミュニティや社会に対し若者が

自分の意見を表明し、影響力を持ち、居場所を持てるような支援を推進する点が強調されている。また、サ

ービスの対象年齢は現在11 - 25歳と定められ、特に、 13 - 19歳の年齢層に焦点が当てられるようになった。

1. 4　　ユースワークの価値

政府は、ユースサービスの持つネットワークに加え、これまでユースサービスが築いてきたユースワーク

の手法に期待している。その手法とは、若者の直面している問題について当事者である若者とともに協議し

ながら、その解決の糸口を模索するやり方である(Youth Service Unit2000, p.25)。

実例として、ニューニートン・キャリア室(NuneatonCareersO鮎)は、 「サービスを利用する若者数

の低下」を受けて、ユースワークの手法を適用した若者への働きかけを開始し、成功を納めた。雑誌『現代

の若者(Young People Now) 』2000年1月号の特集記事「ポール・ポジション(Pole position) 」 (髄uth Service

Unit 1999,pp.22-23)によると、初めに、アウトリーチの手法によって若者がサービスを利用しない原因を

特定し、次に、誰でも気軽に立ち寄ることができ、就職に関する情報を必要に応じて得ることのできるドロ

ップイン・センターを設置した。若者との対話を通して、キャリアサービスのスタッフは、従来の就職支援

3 2001年6月の省庁再編によって、教育雇用省(鰯巨省へと省名を変更した。 「これは、従来の学校教育と雇用の接続を重視する路線

を継続しつつ、より具㈲勺な技能の開発や習得という職業訓練の側面を重視し、学校教育と職業の協相生の成果をあげることを目指した改

編であると考えらえられる。」 (将司・堀2006,p.18)
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に欠けていた点を発見する。それは、若者を就職につなげるためには、単に若者に就軌こ必要な資格を獲得

させたり、就職場所を斡旋したりするだけでなく、第一に、若者の低い日韓感情を高め、就職に対する動機

付けを行う必要があるという点であり、第二に、一人ひとりの若者が持っている個々の要求を把握する必要

があるという点であった。そして、これらの課題を克服するために、キャリアサービスはユースワークと結

びつくことになった。

この事例が示すように、キャリアサービスとユースサービスの統合は、実践の場面ではすでに必要とされ

ていた。この事実を認めた政府は、一人ひとり異なる青少年の要求に応じて、個別のワークを展開するユー

スワークの原理を、新しい支援サービスにおいても適用することにしたのである。

2.　　コネクションズサービスの概要4

政府が新たに着手した支援サービスをコネクションズサービスという。これi瑚職支援を中心的課題に、

若者が直面しているその他の問題を含めて全面的に、若者の成人期-の移行を支援する制度である。イギリ

スに住む13歳から19歳の若者を対象とし、障害を持つ若者は、 25歳までがサービスの対象となる。

従来の就職支援サービスと異なる点として、特に、学校、職場、職業訓練機関などのいかなる機関にも属

さないニートの若者を重点的に支援の対象としている点、長期にわたり一人ひとりの若者が安定した職に就

くまで持続的に支援し続ける点、就職以外の領域も支援の内容として認めた点、若者自身がそのサービスの

運用ないしサービス内容の企画自体に積極的に参加できる点が挙げられる。

コネクションズサービスでは、若者の生活を全面的に援助するために、就職支援と包括的支援の両面から

サービスを展開している。身分証明を可能にするコネクションズ・カードの発行も始めた。また、パーソナ

ル・アドバイザーという専門相談員を配置し、長期にわたる個別対応型の支援を可能にしている。

2. 1　就職支援の側面

就職支援といえども、単に職業紹介や斡旋事業を行うだけでなく、求職中に必要なノウ-ウから就職後に

必要となる転職の情報まで、多岐に渡る情報を提供している。また、若者が試験的に就労する機会や、在職

中に参加でき、昇進や転職につながる資格の勉強や技術向上の研修の機会も数多く提供している。そのねら

いは、これらの機会を通して、若者が職に対する意識を高めること、若者の就労を維持させることにある。

職業能力の向上につながる学習や研修などの取り組みは、活動計画(work scheme)と呼ばれ、以下6つ

の事業が展開されている。

1 )研修制度仏pprenticeships)

働きながら、職に関わる技術や知識の学習や、資格取得のための勉強ができる制度。

2)ニュー・ディール(NewDeal)

労働・年金省(Department for Work and Pensions)が進めている労働政策の一つである。失業手

当を給付されている18歳から24歳の若者を対象とする。一人の若者に対して、一人のパーソナル・

アドバイザーが割り当てられ、個に応じた職業支援計画が作られる。パーソナル・アドバイザーのお

かげで、失業中の若者は、就職できるまで一貫した支援が受けられる。

4コネクションズサービスに関しては、コネクションズサービスのホームページh叫):/h.∞nnexiDns.gov.uk/を参照した
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3)職業体験事業(En也ytoEmployment (e2e) )

16歳から18歳の「ニート」の若者を対象とする。支援の内容は、就労体験ないしボランティア体験

の機会提供。 e2Cの利用者は、低賃金であるが、一週間単位で収入を得ることができる。ニュー・デ

ィールの対象者でなければ、継続して最高25歳まで、この支援事業を利用できる。この事業の目的

は、 e2eの僻険を経た若者が、将来的には、見習い期間仏pp陀nticeship)を利用したり、就職した

り、あるいは自分の生き方に応じた学習機関-とつながっていくことにある。

4 )勉強や研修のために与えられた猶予期間(Time off for study or training)

何の資格も無いままに学校を卒業した、就職中の16歳と17歳の若者に適用される制度であるO将来

必要になる職業スキルや国家資格を得ることを目的とする。雇用主は、対象となる若者に対し、勉強

や研修の機会を提供する法的義務がある。

5 )障害者のための雇用者組織(Remploy)

障害のある若者のためのイギリス国内最大の雇用者組織であり、ニュー・ディールに位置づくO　主な

機能が二つあり、一つは、職業案内(RemployFactories)であり、もう一つは、障害のある若者を主

に障害のない人々が働いている職場-送り出し、必要な支援を行うもの(Remploy Interwork)であ

・^1

6)一日研修(Day1℃lease)

一週間につき一目職場から解放され、職場の仕事に関係する資格や能力向上のための勉強会や研修に参

加する制度である。この制度は、雇用者側の義務として位置づけられていないが、現場で働いている若

者の職業能力の向上は結う和勺に雇用者側の利益にもつながると考えられている。

2. 2　包括的支援の側面

学習面、健康面、経済的な問題、人間関係、人権問題など、多岐にわたる問題を対処するために、コネク

ションズサービスでは、各種専門機関と連携を組み、具体的な支援策を講じることになっている。教育機関

(学校の担任、進路指導の先生)、ユースサービス(ユースワーカー)、裁判所(司法官)、保健センター、

医療機関、社会福祉協議会(社会福祉士)など、各種専門機関と連携を結び、支援機関のネットワーク化を

図ることによって、若者が直面している生活課題、若者の自立した生活を脅かす問題を解決しようとしてい

る。

また、コネクションズサービスでは、自活するために必要な生活上のスキル(Life Skills)と、就職のた

めに必要な技能(Key Skills)の向上も支援している。前者は、健康面での自己管理能力、食に関する買い

物の能力、自宅の掃除、お金の管理であり、後者は、コミュニケーション能力として読む力・書く力・聞く

力、計算能力、 IT-の適応能力、他者との協同・チームワークの力、自己啓発、問題解決能力などである。

2. 3　　コネクションズ・カード

コネクションズサービスでは、 「コネクションズ・カード」と呼ばれる、メモリーを内蔵したスマートカ

ードを発行している。このカードは二つの機能を持つo一つは、若者の身分を証明する働き、もう一つは、

若者の社会参加を促す機能である。

身分証明は、学校や職場、職業訓練機関などに属さない、ニートの若者の場合、特に重要である。彼・彼

女らは、通常、学生証や社員証を持たないために、自分の身分を証明することができない。加えて、身分を
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証明できないために、年齢による割引や学生割引を受けることができない。この不利益な状態を克服するた

めに考慮された手立てが、コネクションズ・カードによる身分証明である。

このカードには、名前と生年月日が刻印され、その上、カラーの証明写真とI Cチップがはめ込まれてい

・V

【図1.コネクションズ・カード(コネクションズサービスのホームページより転載)】

ニートの若者もこのカードを見せることによって、公共施設やレジャー施設の利用料あるいはバスや電車

など運賃の割引など、年齢による割引サービスを受けることができるようになった。

二つ目の機能は、活動参加のポイント化である。コネクションズ・カードを手に入れた若者は、学校など

教育機関での学び、職業訓練機関での研修、職業牌舌動、ボランティア活動など、各種の体験をポイント

として貯蓄できる。

まずは、コネクションズ・カードを新規作成した時点で100ポイントを獲得する。そして、例えば、学校

での授業に参加すると、一週間で最大100ポイント、さらには、予め設定された何らかの目標を達成したと

きにはポイントが追加される。その他にも職場体験の場合には、職場での体験や面接の体験をレポートとし

て提出すればポイントがもらえる。

さらに、コネクションズ.カード・キャンペーンに登録している企業や団体が運営する活動に参加した場

合にも、その体験をポイント化できる。溜めたポイントは、商店でのグッズの割引や無料引き換えなどに還

元することができる。例えば、 CDやDVD、携帯電話の装飾品や壕腸の鑑賞チケット、自動車教習所の受

講、ボーリング場の利用など、数多くの景品が用意されている。また、現在登録されていない景品でも、若

者がポイント還元してほしい景品があれば、コネクションズ・カードのオフィスに申し出ればよい。若者の

意見を参考に、該当する商品を扱っている機関と交渉してもらえる。これがコネクションズ・カードに与え

られた、若者の社会参加を促す仕組みである。

2. 4　　パーソナル・アドバイザー

コネクションズサービスでは、パーソナル・アドバイザーという専門員が、サービスの利用者である若者

に対応する。 「パーソナル」と銘打っていることからも分かるように、一人の若者に対して一人のアドバイ

ザーが割り当てられ、個別の対応ができるように配慮されている。一人のアドバイザーが持続的に対応する

ことによって、若者との信頼関係を築き、より良き理解者として若者の自立過程を持続的に支援することが
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可能となる。

コネクションズサービスでは、若者の生活を全面的に支援するため、パーソナル・アドバイザーに求めら

れている経験は、キャリア・アドバイザーの経験、学校現場での進路指導、ユースワーク、保健センターで

の勤務、社会サービスの従事、青少年計象の司法制度に関わる勤務、教員などの経験である。

パーソナル・アドバイザーは有資格の専門員である。先の経験を踏まえ、何より若者を支援することに対

して本当に関心があり、熱意と柔軟性を持っていることを前提としつつ、必要となる資格は、全国職業資格

(NVQ : National Vocational Qualifications)のレベル4を所有し、コネクションズ・パーソナル・アド

バイザー資格(Diploma for Connexions PersonalAdvisers)を持っているか、コネクションズ訓練プログ

ラム修了(Understanding Connexions Training programme)資格を持つ者とされる。

ただし、コネクションズサービス導入時には、パーソナル・アドノリザ-を緊急に設置する必要があった

ため、資格の有無に関わらず、人材を募った経緯がある。また、現在でも「有資格者を集めるのが難しい地

域もある」 (梶間・堀2006,p.41)。その結果、実際には、無資格の人材に対して、在職中にパーソナル・ア

ドバイザーとしての資格習得や能力向上の研修に力を入れており、資格を習得するまで、非常勤やボランテ

ィア研修生として職務に携わるのが一般的であるO

2. 5　　まとめ

コネクションズサービスでは、従来の就職支援サービスと異なり、広範囲にわたって若者の生活を支える

支援施策を展開している。職場体験やボランティア体験など、若者が地域とつながる多様な機会を提供して

いる点も注目に値する。若者が地戒に関わりを持つことは、若者にとって良い結果をもたらすだけではなく、

同時に、地味社会のア副生化を促すことになると考えられている。その点においても、若者の社会体験をポイ

ント還元するコネクションズカードの仕組みは、若者に対する影響力として、今後の成果に期待がかけられ

ている。また、パーソナル・アドバイザーの配置は、従来行われてきたような、一時的ないし単発的な支援

ではなく、若者が自立した生活を送ることができるようになるまで、支援し続けることを目指している。ど

の若者にも共通する支援の到達点は、若者がニートの状態から脱し、安定した生活を維持できるようになる

ことである。

3.　　ミドルスプロウにおけるユースサービスの動向

3. 1　ミドルスプロウ・ユースサービスの概要

ミドルスプロウはイギリスの北東部に位置する1970年代半ばまでは、重工業、造船業、鉄鋼業、化学

薬品の生産工場が栄えていた工業都市である。人口135,000人のうち38,400人が19歳以下であり、 16,000

人が13歳から19歳である①瓜ddlesbroughYouth Service 2003, p.20)。

ミドルスプロウには、ノースオムズバイ、ウイニーバンクス、グローブヒル、ソーントリー、ジョーウォ

ールトン、クルビーニューハム、ニューポート、ケイダー、以上の各地区に1館ずつユースセンターが存在

する。

6 1986年に発足した。英国の職業全体を網羅する職業能力言輔締り度である。職種ごとに5つのレベルが設定され、学習者が設定されてい

る基準を満たすことによって、その職務増子能力を有していることを証明するものとなっているO資格レベ/レの脚部確脚勺であり、

かつ、一般教育資格とも関連づけられている点にも特徴がある(http:伽ww.metlgojjyri細山aku2004,戊(氾4honbun/httn]/G233 1 ∝X).h加1)
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ミドルスプロウ・ユースサービスの目的は次の通りであるO

「若者に対し、若者と共に、パートナーシップの枠組みの中で、専門性と質の高いサービスを提供する

ことにある。若者が、楽しみと挑戦と学習とつながりのある、多様性のある創造的な過程-と積極的に

参加できるように援助し、奨励する。 」 (MiddlesbroughYouth Service op.cit, p.26)

この目的の実現のため、ユースサービスの内容は、 ①施設中心型、 ②街頭に出向いて行う活動、 ③就職ス

キル獲得の機会提供、径井朝り企画、 ⑤若者の意見表明に関する支援、以上の5つに分類される。近年の特徴

は、イベントの開催目数や参加者数など具体的な数値目標を年間計画に掲げることが義務付けられた点、街

頭-の巡回が強化されるようになった点である。また、 (歌亘)は最近取り組まれてきたものであり、コネクシ

ョンズサービスと関連の強い内容となっている。この点については後述する。

ところで、 2003年1月に発表された「ミドルスプロウにおける青少年施設調査報告6」によると、 2002

年度のユースセンターの利用者は、 13 - 16歳の年齢層が最もよく利用している。利用頻度に関しては、 10

人中4人が週3 - 4回、 3人が週2回、 1人が週5回以上、と報告されている。施設を利用する目的として

は、 「友だちに会う」 (87%)、 「スヌーカーで遊ぶ」 (68%)、 「サッカーをする」 (66%)、 「助言を求めて」 (15%)

などが挙げられている。一方、施設を利用しない理由は、 「時間がない」 (58%)、 「興味が無い」 (33%)で

ある。また、人種について言えば、白人の利用が最も多く　79%、エスニック・マイノリティ　ftレ-プの

利用は11%である。

3. 2　コネクションズサービスの導入とユースサービスの再編

ミドルスプロウのユースサービスは、 2002年1月に住宅地域再生局コミュニティ課から、教育局生涯学

習課へと再編された。この再編は、コネクションズ戦略とミドルスプロウ・コミュニティ戦略を共に実現さ

せる目的で行われた(MiddlesbroughYouth Service op. cit, p.ll,26)aその結果、ユースサービス行動計画

によると、ユースサービスは、コネクションズサービスの次の原理と関わっている。

・希望を高める日日-若者一人ひとりに高い期待を抱く。

・個々の要求に応じる-・-学習の妨げとなっている障害を克服する。

・若者の考え方に配慮する--・集団であっても、個人であっても。

・包含- - ・ ・若者を教育や訓練の場に位置づける。

・協働関係- = -若者の達成を目的に各機関と協働関係を結ぶ。

・コミュニティ-の参加-・-コミュニティ監査、個人的助言、地域の福祉・健康・芸術・スポーツ-

の関与。

・機会の平等と拡大、参画機会の上昇、それらの機会への気づきを高める。

・実践に基づいた証拠・ --新たな介入が調査と評価に基づいているという証拠を残す。

そして、これらの原理を実現させる手立てとして、次に挙げる具体目標が掲げられた。

・佃喚な状態や最も不利益を被っている若者を特定するD

・積極的に若者と独立した関係を築く。

・困難な生活を送っている若者を対象としたワークに関する特別な価値を見出すこ

・若者に関係する環境に働きかける。

・若者一人ひとりの成長を促すカリキュラムを策定する。

6資料、血i and Mcgragor, YOU'TH FACILITYUSER SU田花Y 2(氾2 Rm汀OF RESULTS,加Iiddlesbrough Council, 2003
を参照した。
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・地域に根付いた土砂戒の文化に反映するサービスを提供する。

・ユースワークは地域に参与する。

・若者や専門家やその他の機関からの評価を受ける。

また、ミドルスプロウでは、 2004年度までに、現存する9つのユースセンターのうち4館を、改めてコ

ネクションズ・センター-と転換し、若者に対する助言や指導を焦点に据えたサービスを展開させる方針を

打ち出した(Middlesbrough lfouth Service op.cit., p-43) 。

以上の通り、行動計画に打ち出された原理や手立てなどからも、コネクションズサービスの導入によって

ユースサービスの方針が、問題を抱えた若者に焦点を当てた、個別対応型の支援-と移行していることが分

かる。

3. 3　ユースサービスに見られる新たな取り組み

(1)　ニート対策

②街頭に出向いて行う活動、 ③就職スキル獲得の機会提供、 ④特別企画の分野は、特定の課題を抱えた若

者に焦点を当てた支援といえる。

②は、ユースサービスを含めコミュニティ-参画することに価値を見出していない若者に対し、コミュニ

ティとのつながりをつくるきっかけを与えている。

③は、学校の学びについていけない若者に対する教育支援を行っており、就職を念頭においたスキルの獲

得を提供する「学校との協同プロジェクト(sch伽11iaisonprojects) 」がある。主に、学習技能委員会7から

資金提供を受けて、ボランタリーセクター、コネクションズサービス、中等学校との協同で行う事業である。

具体的に、学校からの委託事業として、学校を中退した若者に就職や進学に必要なスキルを獲得させるコミ

ュニティ助言指導プロジェクト(Community Mentoring Project)や、 「学力不足(less academic)」と評

価された生徒に対し、職柳本験を提供し職業技術を身に付けさせる学習援助(Learning W血ds)が行われ

ている(Middlesbroughlfouth Service op.cit., p.5, 41) 。

また、前章において「社会僻験の斡旋事業」として紹介したe2eも取り組まれている。ミドルスプロウ・

ユースサービスの対象地区であるノースオムズバイのユースセンターでは、センター内に事務所を置くチャ

リティー団体「ノースオムズバイ2001」 (NorthOrmesby2001)のスタッフとして1名の若者が就労体験

を積んでおり、同じく、ユースセンター内のコンピューター室を管理するスタッフとして2名の若者がボラ

ンティア体験を積んでいた。 「ノースオムズバイ2001」でスタッフを務める若者は、契約期間が終わる時点

で本採用を視野に入れつつ、継続して働くことを期待していた。

次に、 ¢叫胡り企画であるが、義務教育を修了する直前の若者が、その後の行き場を失うことのないように、

進路に対する助言を行っている。たとえば、学校の長期榊殴中は「夏のプロジェクト」 (summerproject)

として、二つの取り組みがあるO　一つは、コネクションズサービスの財源による「若者-の積極的活動」

(Positive Activities for Young People)であるo危険な状況に陥っていると思われる若者60名を対象に、

犯罪や反社会的な行動-の参与から若者を守ることを目的とする。例えば、ノースオムズバイ・ユースセン

ターでは、薬物の乱用を防止するためのイベントとして、ユースワーカーがパネルやゲームを使って、薬物

7学習技能委員会は2004年4月に創設された。 「教育行政と労働政策の協統性を重視した」コネクションズ政策の導入に際し、 「義務教

育後から生涯にわたる学習と職業訓練に関する環境整備を総合的に担う楓　として設立された。 「これまで嚇碓招き員会と、 72

カ所の訓練と起業意識育成委員会を再編した、 」非省庁的公共団体伽〕mDepa血IentalPublic政Ddy)である(梶間・堀2∝略pp.17-18)。
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の恐ろしさを訴える講習会8を実施している。二つ目は、第11学年プロジェクトCfearElevenProject)で、

この夏に中等教育を修了する第11学年の若者が対象である。中等学校から職場につながる研修ないし単科

大学-の移行を支援することを目的とする。財源は、地域が抱える社会の問題を解決するための「新機会財

団」 (New Opportunities Fund)からの資金であるO

(萱泊)ともに活動のねらいは、問題を抱えた若者を対象とし、課題克服のために有効と思われる特定のプロ

グラムに参加させ、最終的には、彼/女らを教育機関、職業訓練の場、あるいは職場につなげることにある0

(2)　民主的な政策決定の過程を保障する制度

若者に民主主義や意思決定過程を理解させ、市民性を育むこともまた、今日の国家的な課題であり、政府

はあらゆるレベルでの若者の参画を積極的に進めている。特に、ユースサービスの領域では、特定の枠組み

の中で、現実的な政策決定の過程に若者を参加させ、自己肯定感やコミュニケーション能力、意思決定能力、

問題解決の能力といった、社会に参画する際に必要とされる能力を高めていくことが目指されている。

⑤若者のエンパワメント(youthempowerment)の分野がこれにあたる。この分野は、 「若者が意思決定

の過程において『意見』 (Ⅶiα)を持っこと」、 「特定の活動において若者が主導権を握ること」を目指して

いる。具体的な手立てとして、ユースセンタを運営するための委員会、ユース・フォーラムの企画、若者議

会、以上3種類の活動が保障されている如iddlesbroughYouth Service op.cit., pp.52-53) c

さらに、ミドルスプロウ・ユースサービスでは、 「若者の声」 (Vfoice4"&ungPeople (通称、 V4YP))と

称される若者の参画に焦点を当てた支援組織が立ち上げられた　V4YPは2名の常勤ユースワーカーと、主

に、若者議会-の参加を希望する若者によって構成されている　V4YP専属のユースワーカーは「ユース・

エンパワーメント・カリキュラム開発ワーカー」として、 「ミドルスプロウ全域で若者のエンパワーメント

を発展させ持続させる役目」を担っている9。具体的には、若者議会の管理運営と2002年度から開始した学

校における市民教育の指導援助を行っている。

4.　近年の動向に升する懸念

コネクションズ戦略に則してユースサービスが再編されていく近年の動向に対して、批判的な見解を持っ

論者もいる。たとえば、ユネクションズサービスは、ユースサービスの内容を矯小化し、若者を管理する要

素を抱えているという批判である。スミス(MarkK. Smith)の見解10を整理すると、コネクションズサー

ビスの問題は、第一に、個別対応型の福祉支援サービスを志向している点、第二に、国家的な監査プログラ

ムの設置によって、若者の行動を管理し、またユースサービスの評価を下そうとする点にある。

従来ユースサービスでは、若者が同年代の仲間とともに活動することを適して、若者一人ひとりが成長す

るだけでなく、同時に、若者が集団としての力を育んでいくことも目的の一つであった。後者をインフォー

マル教育における集い(association) uといい、ユースサービスの本質といわれてきた。若者は自分の興味

8この講習会では、標本箱に陳列された実物の薬物も紹介されていた。今日、イギリスでは、若者が陥りやすい薬物やエイズの問題などは、

禁止事項を教え込むよりも、その佃墳性などを取り上げ正しい知識を教授し、若者の良識ある判断を促すことを目指している。

9 V4YPのホームページhttp://www.v4yp.com/より引用した。

】oスミス、はインフォーマル教育ならびに生涯学習を専門領域とする、 YMCAC束,r野W血amsCollegeの研究者であるoスミスは、ユ

ースワークが構築してきた集いと対話と関係性の要素の重要性を伝えるために、 mjfed(インフォーマル教育の喝という組織をインターネッ

ト上に立ち上げ、情轍鮒こ努めている。 (参照:坤のホームページhttp;〟wwwir血dorg/personaladvisers/beyond-connexions.htm;

JnJedより、 http:,仇wwvsdn魚dorg/ibundations/fass∝.htmを参照した。
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関心に応じてグループを作り、仲間と協同しながら活動を進める。集いの場で生じるグループワークは、若

者に対して民主的なコミュニティを構築する術を学ぶ機会を与えてきた。若者は集いを通して、仲間のため

に力を貸すこと、仲間と共に自分たちの要求が満たされるように環境を改善させていくこと、こういった活

動を通して自分たちの居場所を自分たちで獲得することなどを経験した。

しかし、コネクションズ戦略は、政府により問題があるとみなされた若者の行動変容に終始している。支

援の内容は、個人の成長にのみ焦点が当てられている。行動変容とは、不登校や中退からの脱出(登校や進

学)、学力の向上、学歴作り、資格の獲得、妊娠や薬物乱用からの回避などである。必然的に、ユースサー

ビスの対象者は限定され、対象となった若者が個々に抱えた課題を克服するための教育的支援

( 'issued-based'approaches)が奨励される。

スミスは、ユースサービスが、対象年齢層の若者のうち、社会の秩序や経済の発展に励験をもたらさない

大多数(約94%)から遠ざかってしまったと批判する。スミスは、その結果、政府のいう「問題」に直面

していない若者が就職や進路に関する情報や援助を受けることが困難になってしまった点、若者が余暇を充

実させるための環境整備がほとんど行われなくなってしまう点を問題視している。

二点目に関して、スミスは、国家的な監査プログラムの存在は、ユースサービスの支配につながると懸念

する。成果の基準を設置するのは政府である。国家的な監査プログラムは、政府によって示した基準に合う

ように、若者の行動を管理するためのプログラム-と変容する可能性を持っているDまた、パーソナル・ア

ドバイザーの配置に関しても、その目的は、若者全員の行動を記録に残す国家的な「監査」プログラムを構

築することにあると、スミスは懸念する。学校を拠点に配置されたパーソナル・アドバイザーの役目は、若

者の現状を逐一把握し、政府の管理するデータ-ベースを更新することに利用されるとの見方である。

まとめ

まとめとして、本研究で明らかになった点および今後の課題と本研究が示唆する日本のニート対策の課題

を指摘する。

イギリスにおいて、勤労青少年の余暇活動として、学校や動産教育を補完する目的で始まったユースサー

ビスは、今日では、地域に根ざした多機能な青少年支援機関として、その役割が期待されている。特に、ニ

ート対策として新たに掲げられたコネクションズ戦路に基づき、今日のユースサービスでは、問題を抱えた

若者が対象に据えられ、若者一人ひとりと向き合う個別対応型の支援が強化されつつある。

コネクションズサービスの導入に伴うユースサービスの役割変容について、懸念されている点は、第一に、

従来ユースサービスがねらいの一つに掲げてきた集いの要素と、余暇を充実させるための活動が失われつつ

ある点であるO確かに、今回調査に入ったミドルスプロウのユースサービスでは、興味関心に応じて若者が

自由にグループを形成し、自主的に活動を展開するような実践は見られなかった。新たに掲げられた政府の

方針にある「民主的な過程における積極的な市民」の育成が、かつての実践でみられた集いにおける「民主

的なコミュニティを構築する術」の学習を補える教育実践となるのか、今後の研究課醇である。

第二に、国家的な監査プログラムによる管理と支配が挙げられる。パーソナル・アドバイザーの存在が若

者の管理を第一義としているというスミスの見解には疑問が残るが、第3章第1節で述べたとおり、各ユー

スセンターでの年間事業が参加者数や事業の実施回数などの量的尺度によって評価されるようになったこ

とは事実である。これに対し、ミドルスプロウのユースセンターを管理運営する責任者は、量自儒平価が正し

いとは限らないし、何よりも、数値目標と達成度を示すための資料作りに追われるようになり、意味のない

机上の仕事が増えて蹄易しているとインタビューでは語っている。青少年を対象とした、地域で実施される
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教育支援をいかに評価するべきかという評価システムの構築は、日本の社会教育実践においても課題となっ

ている12。ユースサービスにおける評価に関しても、今後の研究課題としたい.

なお、今回、パーソナル・アドバイザーとユースワーカーの関係性について深めることができなかった。

今後の課題としたい。

最後に、本研究が日本に与える示唆を述べる。就職支援の観点からニート対策を進める日本が学ぶべき点

は、第一に、イギリスの場合、就職支援を中心的課題に、若者が直面しているその他の問題を含めて、全面

的に、若者の成人期-の移行を支援する制度を、社会の責任において構築しようとしている点である。その

ために、イギリスのニート対策では、単に職業斡旋に留まらず、日常生活において若者が直面している問題、

例えば、学力の向上、妊娠や薬物からの回避、肥満対策としての食育、住居環境の整備などについても克服

できるような支援を行っている。さらに、イギリスでは若者の酵脚哉にも目を向け、就職後のキャリア向上の

ための研修制度の保障や、転職に役立っ情報提供も行っている。また、社会とつながる機会の提供として、

就労体験のみならずボランティア体験も奨励している。社会体験の奨励は、若者が社会に踏み出す動機付け

になっている。日本でも、若者の抱える問題を若者の責任に押し付けるのではなく、若者の自立は社会が保

障する義務を負うという意識を持っ必要があるだろう。

次に、パーソナル・アドバイザーという専門の相談員を置いて、若者が自立した生活を送ることが出来る

ようになるまで、支援し続けるための方策を採っていたことも注目すべき点である。イギリスでは、キャリ

アサービスの実践の分析・評価により、一時的ないし単発的な支援では、長期的にみてニートからの脱却に

至らないことが判明した。そこで、個人面談だけでなく、同じ相談員が同じ若者に継続して応じる担当者制

度を導入した。

日本でも、ジョブ・カフェやヤング・ジョブ・スポットなど若者を対象とする職業案内所を新たに設置す

るなど、ニート対策に向けていくつかの事業が開始したが、若者の継続利用の点で効果を挙げているのか調

査を行う必要があるだろう。

また、イギリスの場合は、ニート対策と同時に、市民性の育成にも重点が置かれている点にも注目したい。

イギリス政府は、政策の中で、社会とのつながりが希薄である若者を、地域社会に対して積極的な関わりを

持つ自立した市民へと育てていく方針を打ち出した。若者の自立とは、選挙権を所有しているだけの受身的

な市民になることでなく、社会を構成する一員として政治-の関心を持ち、選挙権を行使する責任を果たす

ことのできる能力が求められている。

他方、日本の場合、政治-の関与を含めた市民性の育成という観点は軽視されてきたのではないだろうか。

若者を社会に責任を持つことのできる市民として成長させるためには、青年期における民主的な意思決定過

程への参加を認め、経験を積ませることが必要であろう。今後の研究課題としては、 「問題を抱えた」と特

定された若者に対して、どのように市民性の育成が保障されているのか、その具体的な支援内容や方法を明

らかにすることが挙げられる。
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第7章　「NPOによる教育力」を生かした「子どもの権利」学習に

関する実践と考察

立石麻衣子(北摂こども文化協会)

序章　人権教育の問題点とNPOのもつ教育力

第1節　問題の所在と本稿の目的

本稿の目的は、あるNPO団体が子どもを対象に行った事業を事例として、 「子どもの権利」

という人権概念を子どもに伝える有効な手法を明らかにすると共に、また、これまで論じ

られてきた「NPOのもつ教育力」が、子どもを対象とする学習を組織した場合に、いかに有

効に作用するのか明らかにすることにある。

わが国が子どもの権利条約を批准して以来、 14年の歳月が経った。この間、社会教育関

連団体を中心に、多様な子どもの権利実践が展開されてきた。行政レベルでは、条例の制

定、子どもオンブズマンの制度化、子どもの人権審査委員会や子どもの権利擁護委員会の

設置などが進められてきた1。行政を中心とするこれらの社会制度の整備は、子どもの声を

聞く仕組み作りと言えるが、同時に、行政や市民が子どもの権利に対する理解を深める機

会提供にもなっている。

また、民間レベルでは、早くも1970年代より、研究者と実践家が協同し「実践に基づく

検討と実践による理論の検証」の場を生み出し、子どもの育ちを尊重した実践を積み重ね

ている2。これらの実践は、当初より「子どもの権利実現という目標」に基づいた、子ども

の発達に応じたあるいは子どもの発達を促す実践となるよう、検証が繰り返されてきた。

民間レベルでも同じく実践関係者は、子どもの権利に対する学びを続けてきたといえる。

しかし、その一方で、広く一般の大人そして権利の行使者たる子どもを対象とした場合、

子どもの権利条約の認知度は極めて低いという現状がある。中学生に対して子どもの権利

条約の知名度を調査した「モノグラフ・中学生の世界Vol.66」 3によると、子どもの権利条

約を読んだことがある生徒は全体のわずか6. 、 「どんなものか少し知っている」と答えた

生徒を加えても、その知名度はわずか25.にとどまる。 「何となく聞いたことがあるがど

ういうものかわからないというのが、生徒にとっての『子どもの権利条約』なので」ある。

滋賀県が行った「子どもの権利に関する実態・意識調査」 4においても、 「子どもの権利条

約について、 『内容まで知っている』と回答した子どもは15. 、おとなはI.7%」であり、

「条約を『まったく知らない』子どもやおとなは、ともに半数を超えており、子どもの権

1小木美代子・立柳聡・深作拓郎編著『子育ち学へのアプローチ』ェイデル研究所2000、

p.50。

2小木美代子・立柳聡・深作拓郎・星野一人編著『子育ち支援の創造』学文社2005、 p.31。

3 http ://wwwxrn.or.jp/LIBRARY/CYUU/VO L660/index.html

4滋賀県『子どもの権利に関する実態・意識調査』 (喜多明大監修) 2004、 p-4.
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利条約についての知名度は、まだ低い状況」であることが明らかにされている。

以上の事実を受け、ここに、子どもの権利条約それ自体に対する学習（以下、子どもの

権利学習）の機会をいかに保障するかという課題が認められる。子どもの権利学習の機会

を保障するためには、子どもの権利学習を進める教育的手法の確立、教材開発、子どもの

権利を教えることができる人材の養成などが、必要となる。

そこで、本稿では、地域に住む一般の子どもたちを対象に行ったNPOによる実践が、子

どもたちが権利を学ぶことができるようにどのように学習の機会を提供したか、その意図

を描き、それが子どもたちにどのように伝わっていたかを明らかにすることで、子どもの

権利学習に有効な手立てならびにNPOが子どもの権利学習を組織する意義を見出す。

ここで取り上げる実践は、筆者が子どもの権利学習を主催する立場（NPO職員）として関

わってきた実践である。それゆえ、実践を客観的に分析するには限界がある。しかし、自

らが実践の内部にいることによって、その実践の意図を的確に把握し表現できる可能性が

高まると考える。また、この事業の対象となった子どもたちの声を聞き取りやアンケート

を用いて取り入れることで、実践者の意図を相対化して描くことに努めたい。

第2節　分析の枠組み　－人権教育の問題点とNPOのもつ教育力～

第一に、権利の学習を論じる際には、日本における人権教育の特異性を看過できない。

梅田によると、日本における人権教育の難しさは、そもそも「人権教育という概念」が、「日

本においてはそれほど定着してきた概念では」ないところに依拠する5。「人権教育という概

念によって教育実践が概括・追及されてきたわけでは」なく、それゆえ、「人権教育といっ

ても、どういう教育のことか具体的にイメージできない」現実が、教育を提供する側の課

題として初めから存在する6。この指摘は、子どもの権利学習を進める際にも、共通して存

在する課題といえる。

「具体的にイメージできない」あいまいな概念を教育するために、従来、日本の学校教

育は、「女性問題、障害者問題、同和問題、在日韓国・朝鮮人問題など」、「個々の人権問題

への対応」として人権教育を行ってきた7。しかし、長年にわたる教育実践で明らかになっ

たことは、人権教育で取り扱う特定の人権問題が子どもの生活に直接関わりを持たない場

合には、人権に対する知的理解を促しても、人権感覚を身につけさせるまでに至らないと

いう事実である。この反省に立ち、梅田は、「『人権教育は大切だ』と考える根拠」を子ど

もの生活に則して見出すべきであり、「具体的な子どもの実態」に基づいた「子どもの人権

に配慮」した内容を取り扱うべきであると提言している8。

しかし、梅田にみられる近年の人権学習論でもなお、教育的手法としては人権侵害の実

5梅田修『人権教育の検証一同和教育からの転換の帰結－』部落問題研究所2003、p．79。
6上掲、p．80。
7同、p．79。
8同、pp．89－90。
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態把握から始まり（導入）、人権問題への気づき（学習の過程）、そして、人権感覚の目覚

め（成果）という手順を尊重している。確かに、学校という限定された環境においては、

学級内でのイジメ、友だちとの関係づくり、教師を代表する大人との関係性など、学習者

である子どもたちに共通する課題として、子どもの実体に基づいた人権問題を題材として

選択できるだろう。一方で、本稿で取り上げる実践に見られるように、広く一般の子ども

を対象にした場合、必ずしも、学習者に共通する人権侵害の実態が浮き彫りになるとは限

らない。

加えて、それ以前に、特定の人権問題を取り上げる権利学習に興味を示さない子どもも

数多くいる。「多くの国で、裕福で家族が揃った家庭の子どもよりも、文字が読めず、家族

の影響の及ばない路上で暮らしている子どもたちの方が国連子どもの権利条約の原則をよ

く知っていることは、皮肉である」9というハートの指摘はこの現実を的確に表現している。

以上を踏まえると、広く一般の子どもを対象とした場合には、どのような人権問題の課

題設定が可能となるのか、また、特定の人権問題を取り上げずに「子どもの権利」そのも

のを子どもが学習する際にどのような手法が有効であるか、という研究が求められる。

第二に、NPOによる学習機会の提供について言及すると、「NPOのもつ教育力」に注目し

た佐藤らによる先行研究がある。佐藤によると、NPOは、ミッションを共有し、公益的な目

的に応じた活動を継続する必要があるため、「組織としての自己学習を重視し、また社会に

たいしても学習機会の提供から情報発信にいたるまで、さまざまな教育・学習活動を展開

している。」10NPOが行う学習の特徴は、「協働学習」である。佐藤が提起した「協働学習」

は、「共同性が衰退し、個々人が孤立している大衆社会のなかで、共同性を再構築すること

をめざして価値観や生き方の共有化と集団的な知の創造」11を志向する。

そこで、本研究では、この枠組みを用いることによって、本稿で取り上げる実践が果た

して、NPOという特徴を生かした学習機会を提供できていたのか、分析する。つまり、子ど

もの権利学習が、いかに子どもたちの「価値観や生き方の共有化」を図り、「集団的な知の

創造」を成し遂げていたかどうか検証する。

また、高橋が論じる「集団的ボイス」も分析の視点に加えたい。「集団的ボイス」とは、

「社会的実践をとおしてでてくる課題について対話・審議するなかで、異なる価値や考え

方にふれながらも、新しい実践知をつくり表現する手段を創造すること」12である。成人学

習のプロセスとして論じられたこの過程が、果たして子どもの学習に通用するのだろうか。

子どもを対象とした場合にも「集団的ボイス」の有効性が認められるならば、それはす

なわち、市民として権利を行使する力を獲得する学習といえ、学習の結果として生み出し

9　ロジャー・ハート『子どもの参画－コミュニティづくりと身近な環境ケアへの参画のため
の理論と実際一』（木下勇・田中治彦・南博文監修）萌文杜2000、p．14。
10佐藤一子「NPOの教育力と協働・参画型社会の構築」佐藤一子編『NPOの教育力』東京
大学出版会2004、p．5。
11上掲、p．6。
12高橋満「NPOにおける学びの公共性」前掲『NPOの教育力』、p．39。
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た一実践知」によって新たな往会をつくりあげるという社会参画にも結びつくことになる13

第2童　実践紹介「ドリームボックス」

第1節　主催団体および実践の概要

本実践の主催け冊三である　職定非営利活動法人北摂二ども文化協会上は、腰能おや二劇

場」を前身とする＼PO法人であり、1999年に法人格を取得して以来、子ど抽－）権利条約」

げ〕普及と推進をミ・ソションに掲げ、ナどもの心が豊かに育つ地域文化環境叫叶Lに努めて

いる，二　2001隼には大阪府池「111行の指定を受：上1池口1市立水月児童文化センタ一塊（以下、水

月）」の管理運営も行っている

本実践約月ごリー1ムボックス＿再圭　同主催

用件が手がけろ地域文化振興事業「いけだ夢

橙花」l柑珊親軒軽業として誕生した．1ドリ

ームボックス」の目的は、国連γ∵どもの権利

条約が掲げる理念や千どもの権利が守られ

ている環境について、守られるべき存在であ

る千ども自身に、理解してもらうことである

予どもが権利のfj二使者として、童た、将来の

大人として、l∵どもの権利をよりよく理解で

【写真1：「いけだ夢燈花」の様子（2007年）】

きるように辛習の機会を提供する」2001年

を初年度とL、以来、毎年1回開催し続けている

参加者について言放すると、基本的に小学生と中学生を対象とする＿　ただし、当イベン

トに興味を持った幼児は受け入れている。l酎椚二はボランティアスタッフに位障づけられ

る。また、2年判のみ、積極的に大人の参加を呼びかけた，▼　結果、大人J名の参加があっ

た。内訳は、我が子と共に参加した保護者が2名、単独で参加した夫人が2名であな　男

女比をみて・みると、女丁一に人気のイベントであることが分かるし　参加者数に旧して言えば

1年目l：1人、2年目1部と2部の平均＝上人、：j年目：j人、1年目7人となっている

l：i同上。

＝北摂エビも文化協会が事務局をナ圧う市民参画型の地域事業である　その日的は、子ども

にとって安全で安心な街づくりを大人の古住；ニおいて再び取り戻すことにある　事業設立

の背景には、2001隼に起きた大I娠府教育大学附柚也口1小学校児童殺傷事件がある。，
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【表1：ドリームボックス参加者のf凱kと人数悼位、人目

年次 1年目 2 年目 3年目 4年目

内容 巨大壁画 人権ワークショップ 個人で作詩 詩の共同制作 詩の共同制作

性

別

学年

男 女 合計 男 女 合計 男 女 合計 男 女 合計 男 女 合計

幼児 0 0 0 1 1 2 0 0 0 0 0 0 1 0 l

小学生 4 9 13 1 7 8 1 8 9 0 0 0 1 4 5

中学生 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 3 0 1 1

高校生 0 0 0 0 2 2 0 2 2 0 0 0 0 0 0

大人 0 0 0 0 4 4 0 1 1 0 0 0 0 0 0

合計 4 9 1 3 2 14 16 1 1 1 12 0 3 3 2 5 7

第2節　ドリームボックスの試み

200Ll牢に首手されて以来、1ドリームボックス」の実践はJ牢問にわたる，巨大壁画の制

作あるいは人権ファシリテークーを招いての権利学習など単発で取り組んだ事例もあるが、

詩の創作をとおして予どもの権利を考えろ手法は3カ年続いた，＿　本節では、これまでの実

践を振り返る。＿．

1）l平和学習」となった巨大壁面づくり

初年度のγ・どもの権利学習は、巨大壁画砂制作をとおして進められた＿　プログラムは、

、①アイスブレーキング、②平和から連想する言葉を出し合う、息げ′レーブ毎に、l！潮のシン

ボルを決める、渡すルーブ毎に決定した平和のシンポ′Lを全体で共有し、最終的に全体で

一つの「平和のシンボル」を決定する、⑤l平和のシンボル」を生かしたh大壁画の制作、

以上の順であるこ．

子どもたちの緊張をほぐすことを目的とする

アイスブレーキングは、40分の時間をかけて丁

寧に展開されたご　B刷が流れる中で、自己紹介

じゃんけんゲーム、一一一人一枚絵を描く作業　はf

きな動物を描いて発表、動物にたとえた自分の

綾を描いて発表、自分の好きな色を画用紙一一・杯

に塗って矩衣）が行われたり　スタッフの報告か

ら、自己紹介は、「自分のことを人前で表現する

第一ステップ」として、また、リ＼一枚絵を捕

いて矩表する作業は、l自分を表現する手法」でありI『一人ひとり違う』ということ」を

確認しあう作業として位置づけられていることが分かる二ノ
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また、企画書によるとこの年のドリームボックスが、「平和」という概念を借用しての子

どもの権利学習であったことが確認できる。

【資料1：アイスブレーキングの位置づけ】

●自己紹介ゲーム

‥・今回は特に、相互の交流ができるように、単に自分の名前を言うだけでなく、A：

「私は○○です。」という相手の自己紹介を受けて、B：「そうですか、○○さんですか。」

と受け答えし、その上で、両者「よろしく！」と言いながら握手するようにした。なかな

か返事できない子もいたけど、「相手も恥ずかしいのに勇気を出して言ってくれるんだよ、

だから勇気を出して返事しよう」と声かけした。相手の思いを汲み取り、相手の思いに反

応して欲しかったからだ。・・・

●一人ひとり絵を描く

・・・描いてもらった動物の絵は、一人ひとり個性が出ていて、自分を表現する手法と

してよかったと思う。描かれた動物は・・・様々だったし、同じ動物でも、色や形が描く

人によって異なるので、「一人ひとり違う」ということが誰にも一目瞭然でよかったと思

つ。・・・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（スタッフT．Mさん）

・・・参加者のこども達は、始めは自己紹介をするにも照れていたようだが、アイスブレ

ーキングの中で‥・自己表現を行ううちに、心がほぐれてきたようだ。壁画に取り掛か

った際・‥スムースにどんどん絵を描いていくことが出来たのは、このアイスブレーキ

ングがあったからこそだと思う。　　　　　　　　　　　　　　　　　（スタッフI．Sさん）

（2004年事業報告書よりスタッフの見解を一部抜粋）

【資料2：「ドリームボックス～壁画を絵画こう！～」の目的】

目的 ：世界の平和 と安全を願 うイベン ト 「いけだ夢燈花」が行われる目に、子 どもたちと

共に 「平和」について考え、それぞれの夢や想いを受け入れあいながら、一枚の壁

画を描くことを通 してダイナ ミックに表現し、社会にアピール していく。

手法 ：平和であるとい うことを想像 し、そんな平和な状況が実現されることが即ち子 ども

の権利が守られているとい うことだと伝える。

（2004年ドリームボックス企画書より一部抜粋）

実際には、以下の活動が展開された。「平和」から連想する言葉として、子どもたちは「天

使、ペガサス、家族、ことば、星、木、食べ物、水、家、勉強、虫、神様」を挙げた。グ

ループワークと全体討議の結果、平和のシンボルは、「色々な実がなった木の周りに天使と

ペガサスが浮いている絵」に決定した。

また、平和を表現するために、平和のシンボルを取り囲むように、参加した子どもとス

タッフ全員が手をつないで輪を作って円になっている絵を描くことが提案された。自分の

絵は自分ひとりで描くことができるが、手をつないでいる箇所を描く時には、隣り合った
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人と協力して仕上げるほか無い。巨大壁画の取り組みでは、このように、提供者側が予め

想定していなかった子ども同士の交流が活動の過程で認められた。

一方で、「『平和の象徴としての動物』というテーマであったにも拘らず、一部のこども

達は、単に『好きな動物』を描くという認識で捉えていたようだ。スタッフがそれに早く

気づく事が出来ればよかったのだが、それぞれ手一杯でアドバイス出来なかったのが残念

だった」というスタッフの反省がある。

2）学習内容の明確化

ドリームボックスの2年目は、前年に「平和学習」への偏りが見られ「子どもの権利」

について十分に伝え切れなかったという反省に立ち、子どもの権利学習に精通している専

門家に学習を託すと共に、学習内容の明確化を図っている。企画書によると、主催団体が

活動の柱に据えている「子どもの権利条約」の第12条と第31条に焦点が当てられている

ことが分かる。

ドリームボックスの学習課題を「自分の気持ちを自由に表現する権利」に特定すること

によって、本実践は、詩の創作活動へと展開していくがこの点については、後述する。

【資料3：2005年ドリームボックスの目的】

・大権 ワークシ ョ．∴ツプの 目的

北摂 こども文化協会が活動の軸 としている 「子 どもの権利 ：意見表明権 ・遊 び ・余暇の保

障」を子 どもたちに伝 える。普段の生活の中で、萎縮せず に子 どもたちにも意見を言 う権

利があ り、 自分の考 えをもっていい とい うこと、 またそれ とともに他人 にも考 えがあって

意見 もきくことの大切 さも知ってほ しい。

「詩 を作るワ蘭クシ ョップ」の 目的

第一部の 「子 どもの権利 ワークシ ョップ」を踏 まえ、 「子 どもの権利」の中でも特 に、自分

の気持 ちを自由に表現す る権利」に焦点 を当てた ワークシ ョップを行 う。 自分の感 じた こ

と、思 った ことを言葉 に換 え、詩にのせて表現す る。 このワークシ ョップを通 して、子 ど

もたちが 自分 の頭 でイメージ し、 自由に表現す る力をつけることを 目的 とする。

（2005年ドリームボックス企画書より一部抜粋）

2）専門家の力

具体的には、「子どもの人権フアシリテ一夕ー」という肩書きかつ実績をもつ浜田進二15を

講師に招き、「権利を実現するためのコミュニケーション」に関するワークショップを行っ

た。このワークは4人一組になって取り組む。各組に配布されたポスターに描かれた16人

の子ども達の表情を見て、自分がどんな時に絵の子と同じ気持ちになるか、具体的な状況

を説明し合う。そのポスターには、参考として各表情の下に「ちぇっ」とか「うきうき」

15聖和大学教員。日本ユニセフ協会国連児童基金日本委員会で開発教育に従事した経歴を
もち、現在でも子どもの人権などをテーマにワークショップを行っている。
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など、絵で表された子どもの「気持ち」を説明する一言が記されている。

一例として、幼児Aと小学生Bの様子を紹介する。Aが共感できると選んだ表情は、「ち

ぇっ、えっへん、え～つ！！、びくびく、はあ～、くそお一、うきうき、ぐすん、やった

－！、ほんわか、むかつく－」以上、12の表情である。特に、「むかつく－」に関しては、

具体的な状況を挙げて、「弟に大事な玩具を取られるときに、こんな気持ちになる」と説明

していた。一方、小学生のBは、11の表情に共感し、思い当たる状況について、「びくびく

＝他人だからなんか恥ずかしいな～」、「ぐすん＝友だちにいじめられて嫌」、「やった－！

＝宿題がやっと終わった」と説明した。

イラストを使って「表情と感情と状況」を確認した後には、浜田がフアシリテ一夕ーと

してワークショップのまとめを行った。具体的には、どの人も自分の気持ちを「聴いても

らえる権利があること」、自分の気持ちと人の気持ちは必ずしも一致しないこと、思うこと

は自由だけどその思いを表現するときには相手を傷つけてしまわないように注意する必要

があることなどを参加者に伝えた。

第3節　継続性のある活動内容

本節では、3年間続けて取り組んでいる詩のワークショップに焦点を当てて紹介する。

1）詩のワークショップの展開

人権ワークショップを取り入れた2005年度は、ドリームボックスを2部構成にし、作詩

によって自分の気持ちを表現する活動にも取り組んだ。企画書（資料3参照）によると、

作詩という創作活動の目的は、子どもたちの意見表明権を行使する力を育む点にある。

詩という表現方法を用いて、自分の思いを表現することや「子どもの権利」あるいは「平

和」について考察することは、子どもにとって受け入れやすい活動であった。それゆえに、

個々人の価値観が反映した数々の作品が創り出されたと考える。

ドリームボックスにおける詩のワークショップでは、創作活動をフアシリテートする人、

詩人である亜子米16の存在が欠かせない。彼女は、言葉による表現活動に見せられ、ギタレ

レという楽器を奏でながら、自作の詩を披露する風変わりな詩人である。

亜子米は子どもたちに大人気であるが、その理由は二つ考えられる。一つは、彼女の人

間性であろう。亜子米の自然な優しい雰囲気が子どもを安心させ、子どもの心を解放し、

心地よい関係性が子どもとの間に生まれていると推察できる。もう一つは、亜子米が追及

する風変わりな表現方法にあるだろう。当初、詩のワークショップは、自作の詩を単純に

朗読することを活動の目的に掲げていた。しかし、参加した子どもたちが、自分たちも亜

子米のように歌にして自作の詩を表現したいと思うようになり、本実践が展開していった

16　日本朗読ボクシング協会主催「第3回詩のボクシング全国大会」準優勝の実績を持つ詩
人。嵯峨美術短期大学（現、京都嵯峨芸術大学）美術学科卒業後、2001年より言葉の表現
活動を始める。
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経緯がある。

具体的には、詩のワークショップは、個人作業から共同制作へと展開していった。詩の

ワークショップに取り組んだ初めの牛は、参加者一人ひとりが自分の作品を作る個人作業

に終始したが、翌年からは、参加者全員で一つの作品を仕上げる共同制作を目指すように

なった。

【資料4：詩のワークショップの展開】

1 年 目 参加者が個 々で作品をつ くり、参加者の前で発表す る。

2 年 目
参加者が個々で作った詩 を基 に、全員で共同の作品 に仕上げる。

共同作品は、参加者以外 の人が聞き手 とな る 「いけだ夢燈花」で披露。

3 年 目

参加者によって構成 されたノJ、グループ毎に詩 を作 る。グループの作品を組み合わ

せ て、全体で一つの作品に仕上げ、それにメロデ ィーをつける。

完成 した作品は 「いけだ夢燈花」で発表す ると共に、C D に収録 し水月館内で常

時使用。

【写真4：共同で作詩する様子（2006年）】

2）共同作品を生み出す手法

子どもたちが安心して子ども時代を子どもらしく過ごすことのできる子どもの権利が保

障された世界を「平和」という言葉で表現し、「平和」をテーマに共同で詩を作る。「平和」

をテーマに個々で作詩した後、参加者同士で作品を見せ合い、作詩者以外の参加者が共感

を示した表現を抽出する。それらの言葉をつなぎ合わせて一つの作品を作り上げた。この

共同活動をドリームボックスでは、「詩を紡ぐ」と表現している。

みんなで一つの詩を作り上げた次は、作詩した言葉にメロディーをつけ、亜子米のよう

に歌にして発表することを目指した。ただし、詩を歌にして表現しようと試みた2006年は、

作詩はできたものの当初予定していた事業時間の3時間半だけでは、歌を完成させること
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ができなかったため、後日、改めて時間を組み、メロディーをつける機会を設けた。また、

完成させた作品を発表する場として、「いけだ夢燈花」が終了してしまっていたため、水月

の年中行事の一つである「なんでも発表会」を活用した。

3）　詩による自己表現

これまで手がけた子どもたちの作品を、①日常生活の中で発見したことや感じた事物を

詩に表した作品、②自分の内面をさらけ出したと思われる作品、③スタッフの言葉掛けに

応じて「平和」に関連するテーマを綴った作品、以上3つに分類し、それぞれに解説を加

える。

①　日常の生活の中で発見したことや感じた事物を詩に表した作品

「題名バナナ：バナナはきいろいろ　でも、みどりのところもある。バナナは、ほそな

がい　うえは、みどりだ」、「題名夏の花火：花火　上げるとき　いい音　『パーン』　も

っと　長い時間　上がっていてよ　夏の花火よ」などが挙げられる。

子どもたちの作品の中には、水月のスタッフに対する日頃の思いを綴った作品もある。

下記に登場する「しょうこちやん」とは主催団体スタッフの愛称である。「児童文のみんな

へ」の「ありがとう」という感謝の言葉はすべて、主催団体スタッフに向けられている。

しょうこちやん

いっもニコニコしている

私もつられてわらってる

どんなことがあっても

ニコニコしてる

いっつもいっつもたのしそう

かなしいことがあっても

かなしくなくなっちゃう

いっもありがとう

（当時小5女子）
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児童文のみんなへ

（当時小6女子）

私といつもピアノをしてくれてありがとう。

かわいい絵をたくさん書いて私たちを　HAPPYにしてくれてありがとう。

こども会議でいつもたのしい提案をしてくれてありがとう。

毎月楽しいイベントを考えて私たちを楽しませてくれてありがとう。

いつも私たちを思いっきり笑わせてくれてありがとう。

和太鼓のすてきな演そうをいつもがんばってくれてありがとう。

ひと山でおいしい食べ物をつくってくれてありがとう。

最後に‥・。

これからも、この児童文化センターでがんばってネ。

②　自分の内面をさらけ出したと思われる作品

中学生と高校生による作品にみられた。参加者のうち3人が書いた作品である。3人と

も水月の常連であり、頻繁にセンター事務所に顔を出し、学校での出来事や友だちとの関

係など、日常生活での様子や悩みについてスタッフと会話を重ねている。スタッフは、そ

のような日常での交流があり、スタッフとの信頼関係があるからこそ、自分の内面をさら

け出した言葉を紡ぐことができるという。
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（当時中2女子）

さびしい思いで　閉じこもった部屋で

一人泣く　僕がいる。

いつも強がって　笑っていた

僕はとても　弱虫

できるだけ優しく　ふるまっていたけど

ひどいこと言われて　心は傷ついてた

誰にも言えないままになって

一人で抱え込んでた　全てを‥・

一番にわかってもらいたかった人にも

言えないままだけど

いっか必ず言えるかな？

僕の心の奥

友達が欲しくて　しつこくしちゃって

今さら後悔してる　僕がいる。

人に嫌われることを　恐れていた

僕は　いっも逃げ腰だった

自分がされたことを見てるだけで

見て見ぬフリをしようとしてない？

助けてもらいたいと思ったのは自分でしょ？

足はすくんで動かないけど

助けてあげてやればいいさ

怖さも全部捨ててさ‥・。

苦しみは優しさに変わる‥・

（当時高2女子）

ニコニコ顔

こわい顔

みんなそのときの気分で

いろんな顔するよね

その顔と同じで

宿題出した時に

押されるハンコの顔は

先生の気持ちを

表してるんだよ

先生の顔なんだよ

④　スタッフの言葉掛けに応じて「平和」に関連するテーマを綴った作品

ここに分類できる子どもの作品をみてみると、「平和」という抽象概念を自分の身近な問

題としてとらえ直し、理解していることが分かる。また、単に、理想を描くのではなく必

要悪となりうる戦争の現実を認識し、平和と戦争の矛盾を感じたまま表現している子もい

た。
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平和

（当初小1男子）

かぞくをたいせつにする

ともだちをなくさない

でんきをつけっぱなしにしない

ぜったいにもんくをゆわない

みずをたいせつにする

そとでげんきにあそぶ

地球があるから‥・

（当時小6女子）

地球があるから世界がある

世界があるから国がある。

国があるから戦争がある。

でも戦争があるから平和もある。

ただ戦争が強すざるから

平和がだんだん弱っていく・‥

私達は平和が強くなれるように

努力する。いつか‥・。

平和が戦争に勝てる目が

来ることを私は祈っている。

その日まで私達は・・・。

祈っていようじゃないか・‥。

平和が勝っ目が来ることを‥・。
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4）　共同作品「夢のはこ」

2007年度「ドリームボックス」の成果物である共同作品を紹介する。この作品のときは、

亜子米の作ったメロディーを3つのパートに分け、各パートを担当できるように参加者も

3つのグループに分け、グループ毎に担当したパートに合う詩を作る方法を採った。グル

ープ内部で、自分や友達の書いた詩を話し合いながら組み合わせ、歌詞を完成させた。

【資料5：2007年の共同作品「夢のはこ」】

夢のはこ

作詩：2007年度ドリームボックス参加者

作曲：亜子米　編曲：うなてたけし

みんな　だいじな　ゆめがある　こころのなかの　ゆめのはこ

らんぼうには　いれられない　とても　だいじな　ゆめだから

たのしいなあ　うれしいなあ　あそんでいるとき　えをかいたとき

ピアノをひいて　ほめられたとき　しあわせ　ぜんぶ　へいわだ

わらうことや　ゆめみることだって　へいわへの　だいいっぽだとおもう

へいわって　なんだろう

ひとにきらわれること　こわがって　にげていた

ゆめのはこを　みつければ　っよくなれると　おもった

あめがやめば　にじだって　でてくるさ　いつだって

がっこうの　かえりみち　だれかが　そら　みあげる

ひとり　ひとり　やさしさある　みんな　やさしさ　わすれない

ゆめのはこから　いつだって　わたしあうことできるから

そとで　げんきにあそぶ　ともだち　なくさない

かぞく　たいせつにする　みずを　たいせつにする

もりのなかに　いちわの　しろいとりが　いました

とりのしごとは　ゆめのはこを　とどけにゆくの

（ドリームボックス2007年作品集より）
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第3章　考察

第1節　アンケート結果が示す子どもの権利学習の意義

本節では、北摂こども文化協会がドリームボックスの参加者に対して行ったアンケート

を用いて、子どもの権利学習が学習者にとって、どのような意義をもたらすのか考察する。

考察に用いるアンケートは、本実践で唯一実施されたものである。対象は、人権ファシリ

テ一夕一による人権ワークショップの参加者であり、2005年の子どもの人権ワークショッ

プの終了時に行った。質問項目は、子どもの権利条約の知名度、子どもの権利条約に対す

る関心、自由記述である。なお、質問紙は大人と高校生を対象とする大人向けと、小学生

と幼児を対象とする子ども向けが用意された。

子どもの権利条約の認知度について言えることは、子どもは知らない人がほとんどで、

大人は言葉は聞いたことがあるが内容までは把握していない。そして、子どもの権利条約

に関する情報の発信源は「学校」や「PTA活動」が挙げられており、学校以外で学習する機

会が無い現状が明らかである。一方、子ども向け質問紙の質問2および大人向け質問紙の

質問4の回答から、大人も子どもも共に、「子どもの権利条約」に関心がないわけではない

ことが明らかである。回答者16人中14人が「こんなイベントがあったらまた参加したい」

と答えている。自由記述を参照すると、楽しかった、面白かったという記述が多くあり、

このことから学習内容あるいは学習の仕方によっては、子どもの権利学習は、学習者の興

味関心を惹く学習となり得るといえる。

また、自由記述では、「子どもたちとふれあう機会が持てたこと、嬉しく思います」、「お

うちでは何を言ってもいいんだよという事を伝える機会が持てて良かったです」という回

答があり、大人と子どもが一緒になって子どもの権利学習を行う意義が確認できる。
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【資料6：子ども向けアンケート結果】

質 問 1 ） 「子 どもの権利 条約 」 って 、 聞い た こ とが あ ります か ？

ぜ んぜ ん 知 らな い （8 人）・言 葉 は知 って い る （1 人 ）・よく知 って いる （1 人月

質 問 2 ）「子 どもの権利 条約 」を もっ と知 りたい と思 い ま した か ？　 こんな イベ ン トが

あっ た ら、 ま た参加 したい と思 います か ？

まい （9 人）・い い え ・どっ ちで もい い （1 人） 1

質 問 3 ） なん で も書 いて くだ さい ♪

・ま たや りた いです。・たの しい とお も うか ら。・ま た、こ うい うのが あっ た ら行 き

た い ！・わか らない ？ ！・また今 度 あ った らさん か したい と思 い ま した。・今 日は

ri′　　‾1′とっ て も楽 しか ったです 。・べ ん き ょ うに なた ・よ くわか った こ とが あっ てお も し

ろか った。・また さんかす る。

【資料7：大人向けアンケート結果】

質 問 1 ） 「子 どもの権利条約」をご存知ですか ？

まった くしらない （0 人）・言葉 は知ってる （6 人）・よく知ってる （0 人月

質問 2 ）今まで 「子 どもの権利条約」について考 える機会 はありま したか ？

はい （3 人）・いいえ （2 人）I

質 問 3 ）質問 2 で 「はい」 と答 えてた方 は、その機会が どこであったか書いて ください。

・本で読みま した、学校 の授業 も。・PT A 活動 ・たぶん学校で ！！l

質問 4 ）「子 どもの権利条約」について考える機会があれ ば、また参加 したい と思いますか ？

はい （5 人）・いいえ （0 人）・どちらとも言えない （1 人月

質 問 5 ）なにか思った ことがあれば、なんでも書いてください ♪

・今 日はあ りが と うございま した。子 どもたち とふれあ う機会が持てたこと、嬉 しく思

います。 50 才を過ぎて、やっ と自分 らしく生きていけるよ うになっています。

ここのイベ ン ト （？）には初 めての参加で楽 しかったです。・今 日は友だちのさそいで

来たけ ど、す ごい楽 しかったです●　 あ りがとうございま した。・今 日はたいへん勉強 に

な りま した。・気持ちを表す ことは大切 なんだと思いま した。・お うちでは何 を言 っても

いいんだよとい う事を伝える機会が持てて良かったです。

第2節　子どもの権利学習に有効な手立て

広く一般の子どもを対象とした場合、どのような人権問題を子どもの権利学習の課題と

して設定することができるか明らかにするという本稿の目的に対しては、第一に「平和」

という観点が有効であることが証明された。
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「『平和』という概念を借用しての子どもの権利学習」は、確かに、初年度は、「『平和』

の象徴として」動物の絵を描くことを活動に取り入れたが「単に『好きな動物』を描く」

子どももいて、子どもの権利学習という主題を達成できていない。しかし、子どもの権利

学習に作詩を取り入れた活動では、成功している。「平和」をキーワードに参加者の恩いや

表現したいことを出し合って創作した「共同作品『夢のはこ』」をみると、「平和」だけで

なく自分たちが自分らしく生きることができる世界が謳われていることが分かる。

同じ「平和」という観点を用いても成功と失敗が生じた原因は何か。それは、詩のワー

クショップの時には、「『平和』という抽象概念を自分の身近な問題として捉え直し、理解」

させることに成功したからである。例えば、作品「平和」は、人との関係の中で生きる自

分、環境の中で生かされている自分を表現している。そして、子どもは遊びをとおして成

長するという本質を描いている。これはまさに「子どもの権利」そのものを語った作品と

なっている。また、作品「地球があるから・‥」で戦争と平和を語った小6の女の子は、単

に戦争批判をするのではなく、「平和と戦争の矛盾を感じたまま表現している」。まさに人

権感覚の表れといえよう。

第二に、問題としての課題設定ではないが、学習内容の明確化を図るために、数ある子

どもの権利の中から特定の権利を選んで（本実践では第12条の意見表明権）、学習課題と

して設定する方法も有効であることが確認できた。課題を明確にする作業は、スタッフ間

で実践の目的を共有することにもなる。その結果、学習活動の要点が明確になり、学習者

へのアプローチが行いやすくなる。

その際、特定の権利を選択し、学習者に伝える手法を考案するにあたっては、ミッショ

ンをもつNPOの力が生かされることも明らかになった。本実践では、子どもの権利条約の

第12条と第31条を活動の柱とするNPOが、第12条に焦点を当てた子どもの権利学習を子

どもを対象に手がけている。日常の活動をとおして蓄積された第12条をめぐる社会的課題

の把握、子どもを受容する姿勢、子どもと大人あるいは子ども同士の関係作りの手法（ア

イスブレーキングやグループワークのフアシリテート）は、子どもの権利学習の構築に大

いに役立っていた。

第3節　子どもの権利学習をNPOが組織する意義

「NPOのもつ教育力」が、子どもの権利学習を組織する際に、いかに有効に作用するのか

明らかにするという本稿のもう一つの目的についても考察する。子どもの権利学習が、い

かに子どもたちの「価値観や生き方の共有化」を図り、「集団的な知の創造」を成し遂げて

いたかどうか。成人を対象とする学習の過程では、「社会的実践をとおしてでてくる課題に

ついて対話・審議するなかで、異なる価値や考え方にふれながらも、新しい実践知をつく

り表現する」ことが認められている。

本実践において確認された子どもたちの学習過程は、子どもたち一人ひとりが、先ずは

自分で考え、次にその自分の考えを言葉だけでなく絵や詩によって他者に伝え（発表）、「『一
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人ひとり違う』ということ」を確認しあう作業を経て、最後のプロセス、すなわち共同で

新しい価値ある何か（平和のシンボルや詩の共同作品）を創造するに至るものであった。

作品を見せ合うことでお互いを知り、人によって感じ方や考え方が異なることを知る。

その行為は知的な理解というよりも、むしろ絵や詩の鑑賞による知覚である。「同じ動物で

も、色や形が描く人によって異なるので、『一人ひとり違う』ということが誰にも一目瞭然

でよかった」というスタッフの記述は、まさに、子どもに即した「異なる価値や考え方に

ふれ」る方法を提供していたことを示している。

また、「『平和』から連想する言葉」を出し合ったり、グループや全体でどのモチーフが

「平和のシンボル」として最も相応しいか討議を重ねたり、「参加者同士で作品を見せ合い」

ながら互いに共感できる表現を抽出したり、抽出した言葉を一つの作品になるように紡ぎ

直したりする作業は、成人学習でいうところの「課題について対話・審議する」行為と同

等の価値をもつことが明らかになった。

なぜなら、学習の「最後のプロセス」に至るまでに、対話と審議を繰り返し、価値観の

共有を図る学習過程を踏んでいたからこそ、実践の成果物と称される「平和のシンボル」

や「夢のはこ」の創造に到達したのである。子どもたちによる共同作品は、「協働学習」で

いうところの「集団的な知」、「成人学習のプロセス」にみられる「新しい実践知」に値す

る。以上のことから、「NPOによる教育力」が子どもの権利学習を組織する際においても、

有効に作用していたことが分かった。

おわりに

子どもの権利学習として扱う題材が、子どもが日常さらされている子どもの人権侵害に

こだわった内容であったならば、本実践より社会的影響力の強い「集団的な知」ないし「実

践知」が生み出される可能性が高まるだろう。なぜなら、今ある「子どもの権利」の侵害

状況を当事者である子どもたちが審議し、社会に訴える材料として、価値ある何かを目的

意識的に作り出すことができるからである。

しかし、本稿はあえて、「特定の人権問題を取り上げずに『子どもの権利』そのものを子

どもが学習する際にどのような手法が有効であるか」に焦点を当てた。なぜなら、「特定の

人権問題を取り上げる権利学習に興味を示さない子ども」が大半であるにもかかわらず、

日本の権利学習がいまだに、「人権侵害の実態把握」を導入とする学習方法を主流としてい

るからである。

この点において、本稿は、人権侵害の実態把握を導入にせずとも、例えば子どもの意見

表明権に焦点を当て、子どもが日々思っていることや感じていることを表現したり、子ど

もの権利概念につながる特定の話題（本実践では「平和」）を共通のテーマに掲げ、個々人

が思ったり感じたりすることを表現することによって、子どもの権利について、子どもの

知的理解と感覚的理解を促すことができるということを明らかにした。

加えて、主に成人を対象に論じられてきたNPOの教育力が、NPOによる子どものための「子
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どもの権利」学習においても、同じようにその教育力を作用していたことは示唆的である。

なぜなら、本稿で認められた、子どもたちによる価値ある創造が、「共同性の再構築」につ

ながっていくと考えられるからである。

子どもの権利学習に参加した子どもたちは、必ずしも友だち関係にあるわけではない。

初対面や顔見知り程度の場合もある。しかし、そこで出会った個々人が、対話や討議をと

おして、お互いに同じ空間を共有する仲間として認め合い、その結果、子どもの権利が保

障された社会を良しとする共有の価値観を構築していた。

「協働学習」がもつ真の価値は、「共同性が衰退し、個々人が孤立している大衆社会のな

かで、共同性を再構築することをめざして」いる点にある。NPOによる子どものための「子

どもの権利学習」が、果たして、これからの時代に求められる「共同性を再構築する」た

めの一つの手法となりうるのかどうか、今後の検討課題としたい。

最後に、本稿において、人権学習の課題に関して梅田による研究のみを拠り所にしてい

る点に、子どもの権利学習を論じるには先行研究が不十分であることは明らかであるが、

それでもなお、「子どもの権利学習」の一つあり方が提示されたところに、本稿の価値が認

められよう。
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報告2　奈良教育大学における教育者養成の取り組み

はじめに……理論的位置づけ

この報告では、2つの授業（教育人権的アプローチ特講、総合演習「附属小学校で授業

プログラムを作ろう」）の展開を検討することにより、人権に関わる教育的なアプローチを

担いうる教育者の養成のあり方について試論的な分析を行う。まず、検討枠組みについて

述べたい。

（1）教育人権アプローチに基づく学習レベル

教育人権アプローチ1は、人権に関わる教育を再分肢して考えるツールとして用いること

ができる。たとえば、人権、セルフ・エスティームに関わる教育のあり方を検討する場合、

存在レベル（安心感、居場所、受容）、可能性レベル（達成感、役割意識、被期待感）を個

人と集団との課題に置き直して図式化できる（表H3－1）。

表K3－1教育人権アプローチから見た個人の達成課題

集団内 個人

可能性 ：できる・わかる 参加 （役割分担 ・関与） 知識 ・理解 醜 被形成）

存在 ：自分のこと、人のこと コミュニケーション ・交流 価値観 ・ID （自己像・居場所）

→達成感

→安心感

この点をさらにプログラム化を視野に入れながら深めていくと、下記の表H3－2のよう

に表わすことができる。この4領域について、レベル別の学習推進上の課題を表示したも

のが表H3－3である。

表H3－2　教育人権的アプローチから見た4領域での深まり

人権原 理 集団 個人 関連す る内容

可能性
参加 能 力 法 ・制度 ；

（関わ る ・担 う） （知 る ・できる） 言語 ・技能 ・知識

存 在
コ ミュ ニ ケ ー シ ョン 価 値観 ・UD 生 命 ・暴 力 ・平 和 ・倫 理 ・偏 見

（交わ る ・分 か りあ う） （気づ き ・興 味） ・心理 ；文化 ・習俗 ・言語

視点の転換 、多様性 尊重 自立、エ ンパ ワメン ト

表H3－3　教育人権アプローチに基づく学習レベル

レベル

領域
1 2 3 4

能力 ・理解 知級 ／技能 （知 る） 構造的認哉 ／連用（分か る） 分析！展開（つき とめ る） 解 明 ・展望提示

価 値観 ・m 関心 （気づ く） 模 索 ・葛藤 （とま どう） 変容 ・統合 （関連 づけ） 他者 の変容期待

l初出は、生田周二『差別・偏見と教育』（部落問題研究所、2001年）の第9章「教育への人権的アプローチ（教育人

権的アプローチ）」。
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コミュニケーション 出合い （見知る） 交流 （知り合う‾） 協同 （関わり合う） 多面的関与

参加 参集（つどう）・開く 参与 （話し合う） ・発表 参画 ．（企画 ・達営する） 実施 ・評価

（主な）学習タイプ 対面 円卓 W G ＊、参与観察、A R H 場面に適応

問題意識 そうか なぜ どうするか どう働きかけるか

＊　WG：ワーキング・グループ（workinggroup）

＊＊　AR：アクション・リサーチ（actionresearch）

（2）人権学習をどう進めていくか＝…・学習の展開過程から

以上の点から下記の学習タイプを描くことができる。学習レベル、それに基づく学習タ

イプを使い、奈良教育大学の実践事例を分析することとする。

◎対面タイプ1日…・講義・講演形式

講師の講義・パネルディスカッション・ビデオ視聴→意見交換→まとめ

◎対面タイプ2……形だけの参加型

ビデオ視聴、あるいは講師からの説明→グループに分かれて意見交換→グループ

毎の報告－→講師からのコメント・まとめ

◎対面・円卓タイプ……設題の検討

対象者に合わせた設題の提起→グループに分かれて意見交換・ロールプレイなど

の実施→グループ毎の報告→提案者側からのコメント・まとめ

◎　円卓タイプ1日…・研究会形式

講師などによる問題提起一→議論一→決定あるいは合意、または議論のまとめ

◎　円卓タイプ2…・日動的研究会形式

講師あるいは受講者による問題提起→フィールドワーク、ワークショップなどの

実施→議論→決定あるいは合意、WGの設置

◎　ワーキング・グループ（WG）タイプ…・＝実務的検討形式

課題の整理→作業の役割分担→作業の実施（参与観察、アクション・リサーチな

どを含む）→報告と意見交換→まとめ・評価と方向性・指針の提示

1．教育人権アプローチ特講……前期、2回生配当、専門科目

（1）授業の目的

人権というものを、個人の「できる」原理と「である」原理、すなわち可能性レベルと

存在レベルから考察する。具体的には、人権を保障しているシステムや侵害されるとはど

ういうことなのかについて考えを深めるため、ジェンダーに視点を当て、キャリア形成、

男女共同参画、子育て支援、児童虐待などへの対応、家庭裁判所など裁判制度などのシス

テムの観点から考察する。

講義では、人権を、差別問題や偏見の克服という狭い観点ではなく、教育に関わる問題

を考察する視点として位置づけて検討する。具体的には、女子差別撤廃条約を自分たちの

言葉で表すことにより、条文の構造、背景、広がり、展開について理解し、関心を深める
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ことを目指す。

（2）2008年度テーマ：ジェンダーの視点からシティズンシップを考える

授業の展開は、以下の通りである。なお、前期4コマ目（14：40－16：10）に、受講生

19名（2回生16名、3回生2名、研究生（留学生）1名）を対象に実施した。

1（4．15）講義のアウトライン：学生のレポートをもとに意見交換

キャリア形成、男女共同参画、子育て支援、児童虐待などへの対応、

家庭裁判所など裁判制度などのシステム

2（4．22）新聞記事から考える、樋口恵子『男女共同参画社会への道』の私的まとめ

3（5．13）　グループワーク：樋口恵子『男女共同参画社会への道』の私的まとめ、ならび

に「家族・女性政策をジェンダーの視点から再検討」を使って

（「ベアテ・シロタ・ゴードン」さん関連ビデオの視聴）

4（5．20）女性問題と社会教育：ハラスメント……「ハラスメントの歴史と問題状況」

…ビデオ「ETV特集　世紀を越えてを読む・男女の役割を越えて・女性の社会

進出」（1999年、84、45分）

5（5．27）男女雇用機会均等法をめぐる動向と第三幕の特徴

クローズアップ現代「輝いて、悩んで－“均等法第一世代”の20年－」（2006

年、167、26分）

・ワークシート

・新聞記事「課長の産休、ひらく新境地」2007年

・新聞記事「国の施策に冷たい目－「子ども欲しくない」本音を聞くと」2006

年6月4日付

6（6．3）　テスト「戦後日本における男女平等への歩みの三幕」

新聞記事「耕論　格差が女性を変える」（2008．06．01朝日新聞）

7（6．10）女子差別撤廃条約を読みやすくしよう（1）

「女子差別撤廃条約」、「条約第18条に基づく締約国により提出された報告の審

議」、「男女共同参画関係用語」、子どもの権利条約簡略版・公式訳版、

ワークシート「女子差別撤廃条約を読みやすくしよう」

1G（1－6条）：遠藤一翔、前川真太郎、佐竹寛之、中村裏表、薮田優子

2G（7－10条）：吉田正志、安川由起、柴田智成、木村愛、中谷亮介

3G（11－14条）：矢頭涼平、弓取直人、湯本洋介、塩祐亮、曹農蟻

4G（15－18条）：坂下絵理、岡本智史、中野満帆、テイン・テイン・ヌェ

8（6．17）女子差別撤廃条約を読みやすくしよう（2）

9（6．24）女子差別撤廃条約を読みやすくしよう（3）

茨城弁の第五条劇；チャレンジクイズ；宿題提示「女子差別撤廃条約を分類し

よう」

10（7．1）女子差別撤廃条約を読みやすくしよう（4）

作成した女子差別撤廃条約の簡略版を使い、「女子差別撤廃条約を分類しよ

う」のグループワーク
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＝・‥ワークシートは資料参照

11（7．8）警報により休講

12（7．15）キャリア教育のあり方……立石担当

13（7．22）ビデオ「司法大改革・あなたは人を裁けますか（1）」（2005年、178、1時間14

分を早送り）による裁判所見学に向けての学習（裁判員制度を含む）

14（7．25）裁判所見学‥＝‥奈良地方裁判所・家庭裁判所

15　　　　レポート提出

（3）学生の到達段階と評価

表H3－3「学習レベル」をもとに整理する。

第1回～6回：第1段階、学習タイプは対面タイプ1・2

第7回－10回：第2段階、学習タイプは対面・円卓タイプ

第12回～14回：第2段階を深める内容だが、対面タイプ2を中心に知識理解の補強

なお、この授業の概要をまとめていると思われるレポートを下記に示す。

以上を通して、レポートにも見られるように、女子差別撤廃条約を中心とするジェンダ

ーの問題の歴史的・構造的な理解を深めつつ、学習過程に参与し、「そうか」「なぜ」とい

う問題意識の覚醒を実現したといえる。

a．人権アプローチ特講レポート

『私たちがもっている権利』

教育・発達基礎コース教育学専修　2回生

この授業で扱った内容で印象に残っている二点について以下に述べる。

まず女子差別撤廃条約についてである。授業では、約三週間わたってグループでこの条

約について考えた。

女性差別撤条約を子どもたちが理解しやすい言葉に書き直す作業は、いかにそれらの条

約に記載されている言葉が大人向けであり、また私たちでも理解しにくい言葉が使われて

いるかということが分かった。条約の文章中に用いられている言葉でほんの一部を例に挙

げると「暫定的」「搾取」「享受」「履行」である。これらの表現は私たちでも日常的に使う

言葉ではない。実際、私の班でもこの作業をする時、これってどういう意味かな？と皆で

話し合ったこともあった。簡単で子どもたちでも理解しやすい明瞭な言葉に直すだけの作

業がこんなにも頭を使うということは、自分たちがそれだけこれらの条約を深く理解でき

ていなっかたということも感じた。それぞれの班が話し合って言葉を書き換えたのち、完

成した条約の簡略版を読むととても頭に入りやすく、理解しやすかった。

条約というのは国民が守るために、まず国民が理解しておかなければならない。この作

業は本当にそのようなことに気付かされた。
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そして次にそれらを、実現している、ある程度実現している、あまり実現していない、

全く実現していない、どれにも該当しない、という五つの項目にそれぞれを分類した。分

類するにあたって、自分（個人）考えた結果とグループでの意見が一致したり、また異な

ったりしたが、それぞれの意見を聞くことで、納得することや得ることも多かった。

この授業はグループで活動する機会が多かったので、自分だけの考えではなく、他の人

の意見も聞くことができ、幅広い視野で授業に取り組むことができた。

二つ目は、裁判員制度についてである。裁判員制度は、国民が、刑事手続のうち地方裁

判所で行われる刑事裁判に参加し、被告人が有罪かどうか、有罪の場合どのような刑にす

るのかを裁判官と一緒に考え決定する制度である。国民から選ばれた裁判員六人と裁判官

三人が一緒に刑事裁判の審理に出席し、証拠調べ手続や弁論手続に立ち会った上で、評議

を行い、判決を宣告するのである。授業で見たビデオの中でも、国民の中から選ばれた六

人が、はじめは自分が裁判員になるという指名に戸惑っていたが、しだいにその責任の重

太さを実感してその裁判と真剣に向かいあっていくという姿を映し出していた。裁判員制

度のねらいは、裁判の進め方やその内容に国民の視点や感覚などが反映される結果、裁判

に対する国民の理解が深まり、司法がより身近なものになるということである。

最後の授業では、裁判所に行くというとても貴重な経験をした。裁判所に行く機会はそ

うないので本当に価値のある時間だったと思う。裁判員制度が2009年5月に導入される

が、しくみをよく知らなかったので、とても勉強になった。裁判員はある意味、人のこれ

からの生きる道を決めると言っても過言ではない。だから、私たち一人一人が裁判員制度

というものをしっかり理解しておかなければならない。また、法廷の裁判員が実際に座る

いすに着席してみて、それと同時に、自分が裁判員になるかもしれないという自覚を持つ

必要があると思った。

上記で述べた以外にもたくさんの権利が存在する。しかし、これらの権利はそれほど知

られていなかったり、理解されていなかったり、また、子どもたちの立場から考えると少

し難しかったり・‥。そんな発見にもこの授業で気付くことができた。私たちが快適な暮ら

しを送るために人権というものは必要である。これらが実際に、行使され、実現するため

にはやはりすべての国民の理解が大切ではないかと思う。

人権とは、人間が人間として当然に持っている権利である。この授業で学んだことを将

来自分が教師になった時に活かしたいと思う。

b．教育人権アプローチ特講レポート

「今までの女性とこれからの女性」

教育・発達基礎コース教育学専修　2回生

この人権アプローチの授業で女性に対する差別についてやその政策についてなど、いろ

いろなことを学び考えてきた。女性差別についてはさまざまなところで耳にするが、実際

これほどまでに考えたことはなかった。また、初め私は今ではもう女性差別はそんなに気

にするほどではないと思っていたが、授業を通してまだまだ女性差別問題は残っているこ

と、またそれが変わり始めていることなどを気づかされ考えることができた。
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戦前まで男尊女卑の社会で、女性差別の意識、傾向はとても強かった。しかし、それは

敗戦後のGH（コの改革などで大きな転機をむかえる。戦後日本における男女平等への歩み

が始まる。

1945～1960年頃、終戦による占領政策の中で、日本の民主化の一つの柱として、男女同

権が憲法にうたわれた。そこで、はじめて女性に参政権が認められ、1946年4月戦後初の

衆院選で女性が投票し、女性代議士が誕生した。また、学校制度の男女平等や民法の改正

による家族における夫婦・男女間の平等が進んだ。しかし、この時期の「男女平等」は選

挙権の男女平等と女性への大学の門戸開放が具体的な変革で、家族関係、地域、職域に関

しては、伝統的な男女格差を解消するまでの力となり得なかった。総論として「男女平等」

には反対しないが、具体的な場面での男女平等には抵抗があった。戦後間もなくつくられ

た労働基準法は、女性を弱者として保護する色彩が強く、平等に関しては「同一労働同一

賃金」があるのみで、現実には男女の賃金格差も定年差別も当たり前のように存在した。

1960年代の高度経済成長期～1980年代、三種の神器（テレビ、冷蔵庫、洗濯機）など家

庭生活の電化に伴い、女性の就労が一般化したものの、出産期に中断して家事・育児に専

念し30代以降主としてパートとして再就職するという、M字型雇用が定着する。他方、

男女の平等を保護する新たな動きも見られるようになった。国際的には、1975年を国際婦

人年とし、1979年には女子差別撤廃条約が国連で採択された。日本はこれを1985年に批

准した。また、批准に向けて、日本の国内法・制度の中で、三つの改革が行われた。一つ

目が、1985年の国籍法の改正だ。これは、父系優先血統主義だった日本のものを父母両系

血統主義に改めた。2つ目が、1985年の男女雇用機会均等法の成立だが、これはまだ「募

集・採用」「昇進・昇格」が努力義務、という不十分な点があった。そして、学校教育にお

ける中学・高校の家庭科男女共修の実現に向け、1974年に女性を中心とする市民団体「家

庭科の男女共修をすすめる会」が発足した。これは1990年以降の改善につながった。

1990年以降は、地方分権、情報公開、NPO法など、国と地方、行政と民間団体などの対

等なパートナーシップが目指される時期でもあり、あらゆる場における政策（方針）決定

への「参画」がキーワードとなる。主なものをあげると、1999年6月「男女共同参画社会

基本法」が制定される。また1999年「均等法」改正が行われ、募集・採用をはじめとする

男女差別が「禁止」され、企業にセクシュアル・ハラスメント防止義務を課し、積極的是

正措置を求めた。「保護」は産休などの直接的母性保護に限って手厚くし、育児、介護休業

は男女とも利用できる制度として創られた。しかし、女性を取り巻く雇用情勢がいまだ厳

しかったり、女性側に経済的自立効果があればかなりの比率で解決できると言われている

夫婦間の暴力の問題も深刻だったり、といった問題状況も見受けられる。また、日本は管

理職への登用など、職場における女性の参画度が先進国中最も低い国であり続けている。

このように戦後から様々な法制度・社会変化があり、昔と比べると現在は女性差別が少

なくなってきているともいえるが、男女平等かというとまだまだ多くの課題が残っている。

授業で管理職への登用など、職場における女性の参画についてのビデオや新聞記事をみて

きた。“均等法第一世代”のビデオでは昇進・昇格で大きな壁にあったってしまったり、出

産・子育てとのかかわりにおいての問題があったり、という現実を知った。また、平成1

年と平成17年の管理職に占める女性の割合が係長4．6％から10．4％、課長2．0％から5．1％、

部長1．3％から2．8％に上昇しているものの、いまだに割合がとても低いことがわかった。
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また、その管理職に就いている女性は子どもがいないか、未婚者が多いということが分か

っている。第一子の出産で女性の7割が仕事を辞めるという現実があるのだ。一方で少子

化により今のままでは労働力不足が深刻化するといわれていて、その対策には「女性の職

場復帰がカギ」と言っている新聞もあった。女性の労働力が求められているのに制度や政

策の不十分によりそれが実現しにくい現実がある。少子化対策の具体策にもっと踏み込み、

充実させ、女性が仕事をしながら子育ても十分にできるという社会づくりがとても大切だ。

これにはやはり男性の協力が必要で、男女平等が不可欠だ。これからの女性像は、子育

てを充実させているキャリアウーマンなのではないか。
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＜資料1＞

ワークシート「女子差別撤廃条約を分類しようリ

名前：

＜課題＞

別紙の女子差別撤廃条約の2条から16条までの条文をみて、日本における状況を次の項

目に分類してください。

A）　実現している項目

B）　ある程度実現している項目

C）　あまり実現していない項目

D）　全く実現していない項目

E）　どれにも分類できない項目

また、それぞれについて具体例を挙げて見て下さい。たとえば、「ある程度実現してい

る項目」に「セクシュアル・ハラスメント規定」という項目を挙げた場合、次のようなコ

メントを併せて記入して下さい。

◎セクシュアル・ハラスメント規定・…‥男女雇用機会均等法などによりある程度整備

された。しかし、十分に知られておらず、活用されているとはいえない。

さらに、女子差別撤廃条約の関連で整備された次の事項はそれぞれ何条に該当するかに

ついても記入して下さい。

（1）父系優先血統主義だった日本の国籍法を父母両系血統主義に改めたこと、婚姻によ

る国籍の取得などの条件が男女平等になったことなど、国籍をめぐる男女格差が解消

された（1985年）。

（2）学校教育における中学・高校の家庭科男女共修の実現…1993年に中学、1994年から

高校

（3）男女雇用機会均等法（1985年、以下「均等法」）の成立

＜作業手順＞

1．各自で裏面に、4項目に分類し、具体例も記入する。

2．グループごとに話し合い、グループでの分類と具体例の整理を行う。

3．グループごとに発表する。
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＜資料2＞

簡略版「女子差別撤廃条約」

女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約

ConventionontheEliminationofAllFormsofDiscriminationagalnStWomen

1979．12．18国連第38回総会

＜第一部＞

第一条　「女子に対する差別」の定義

「女子に対する差別」とは女子を性別で区別したり、仲間はずれにすること。

第二条　あらゆる形態の女子差別の禁止

（a）男女の平等の原則は、法律等で確保されなければならない。

（b）女子に対する差別を禁止する。

（C）差別などいかなる行為からも女子を保護すること。

（d）女子に対するいかなる差別をなくし、この義務を確保すること。

（e）個人、団体また企業による差別をなくすこと。

（り　女子の差別となる法律等をなくすこと。

（g）女子への差別となる国の刑罰をなくすこと。

第三条　女子に能力開発向上の措置

あらゆる分野において、女子と男子の平等を目的とし、女子の力を出せるようにす

ること。

第四条　特別措置について

1．　今ある特別措置をとるのは、男女の平等を進めるのが目的で、それらが達成

されれば、なくさなければならない。

2．　母性を保護することを目的とする特別措置は、差別ではない。

第五条　男女がお互いに責任を持ち合うこと

（a）男女の性における古くからの差別をなくすために、男女の社会における意識を変

えること。

（b）家庭での教育は、母親だけの責任ではなく、男女がお互いに責任を持ち合い、そ

して、子どもの利益を最優先に考えること。

第六条　女子の売春防止

女子の売買及び、売春を禁止する為の適当な措置をとる条例である。

＜第二部＞

第七条　政治に参加する権利

国は、政治や公の活動に参加するときに女の人が差別されることがないように、で
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きる限りのことをしなければなりません。特に、女の人と男の人の権利が等しくなる

ようにします。

（a）女の人も男の人も同じように選挙に行ける権利を持っています。

（b）女の人も男の人と同じように国の政治の仕事ができる権利を持っています。

（C）女の人も男の人と同じように政治に関係する団体に参加できる権利を持っていま

す。

第八条　国際的に活動する権利

女の人は男の人と平等に差別をうけることもなく、世界中の政治活動に参加できま

す。

第九条　男女の国籍の自由

国籍は女の人も男の人も平等の権利があります。外国人と結婚したり、夫の国籍が

変わったりしても妻の国籍は変わりません。国籍が無くなるということや、夫に無理

やり合わせることが無いようにします。

＜第三部＞

第十条　男女同じの教育機会

教育において、女の人と男の人が平等になることをめざして、できるかぎりのこと

をしなければなりません。特に、つぎのことに気をつけます。

（a）男の人も女の人もいろいろな種類の学校に行くことができ、同じように資格を取

ることができます。

（b）男の人も女の人も同じ内容を学び、同じテストを受け、同じ場所を使うことがで

きます。

（C）男の人も女の人も同じ教室で学ぶことができ、男女で仕事を区別することのない

ようにします。

（d）みんな奨学金やその他の就学援助を受け取ることができます。

（e）男の人と女の人の間にある教育の差をできるだけ早く減らすようにします。

（り学校を途中でやめる女の子を減らし、早くにやめてしまった女のこのための計画

を作ります。

（g）スポーツや体育に進んで参加する機会は男女で一緒にします。

（h）家族の健康や住みよく暮らすために必要なことを知る機会をもてるようにしま

す。

第十一条　雇用分野における女子の権利

1．男と女は同じ仕事を参加する権利がある

a．人は働く権利がある

b．同じ仕事に参加できる権利がある

C．好きな仕事をする権利がある

d．同じ仕事に同じ給料
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C．社会保障がある

f．安全なところで働く権利がある

2．結婚すること、女子が子どもを生むこと、子どもを育てることなど女子が持ってい

る特長に対する差別を防ぐ

A．赤ちゃんができること、また子どもを生んで育てるために仕事を休むことな

どを理由として仕事をやめさせることはできない。

B．子どもを生んで育てるために仕事を休むことができる

C．親が家事と仕事をどちらもできるように保育園や幼稚園を作ることを積極

的に行う。

D．お腹に赤ちゃんがいる女子が赤ちゃんに悪い作業をしているときは、その作

業はさせないこと

3、この文にかかれている女子を守る決まりは必要によって変えたり、やめたりするこ

とができる。

第十二条「子育ては助け合おう」

1．国は、私たちが生きたり、生まれたりするために必要な環境や準備を整え、

その社会の中で、子どもを産むのに女性だけが苦しまないように助けなけれ

ばなりません。

2．子どもを産んだり、育てたりすることでおこる、女の人だから、男の人だか

らという感覚をなくすため、男女は支えあい協力し合いましょう。

第十三条「お金のことや日常生活の平等」

お父さん、お母さん、お兄ちゃん、お姉ちゃんなど関係なく、家族は平等です。また

男の子と女の子関係なく、お金を借りることができ、レクリエーション・スポーツに

参加できます。

第十四条　「農村の女性の権利」

国は農村の女性の問題と家族のために果たしている役割を考え、この条約を守るた

めにできることは何でもしなければならない。その中でも彼女たちが、

a．生活を良くする活動へ参加する権利

b．健康に過ごすためのサービスを受ける権利

C．年金などを受け取ることができる権利

d．教育・地域サービスを受ける権利

C．経済的に平等になるように、仕事をすることができる権利

r　地域活動に参加できる権利

g．お金を借りることや、農地などの土地に対して平等に扱われる権利

h．生活に必要なもの（電気や水など）を受けることができる権利

これらを守るようにしなければならない。
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＜第四部＞

第十五条　法の下の平等

第十五条は、女子に対して、男子と同等の権利を求めることが、書かれている。こ

れは、法律でも民事でもあり、法的に制限されているものや私的文章は無効となり、

女性の権利を保護している。また、個人の移動並びに居住及び住所の選択の自由に関

する法律も男女同権である。

第十六条　婚姻および家族関係に関する規約

この条文では、「婚姻及び家族関係に関する規約」が記載されている。

1．男女の平等をベースとして書かれている。結婚について、結婚相手の自由選択、

結婚中や離婚した後の責任、親権、出産や教育、後見及び養子縁組、夫婦間のプライ

バシーや財産問題に渡るまで書かれている。

2．結婚することが可能な最低の年齢、結婚の登録の取り扱い方について書かれてい

る。又、子供同士の結婚についても書かれており、社会的にも許されていない様だ。

＜第五部＞

第十七条　委員会

1．この条約の状況を知るために、女子に対する差別を無くすことに関する委員会を

設置する。委員は、締約国（条約を約束した国）の国民の中から締約国により選ばれ

るものとし、個人の資格で仕事を行う。委員の配布が地理的に公平に行われるこ

とと色んな地域又は主な政治の形が代表される。

2．締約国により指名されたものの名簿の中から秘密投票により選ばれる。それぞれ

の締約国は、自国民の中から一人を指名することができる。

3、最初の選挙は、この条約の効き目の発生の日の後六箇月を過ぎた時に行う。国際

連合事務総長は、委員の選挙の目の三ヶ月までに、締約国に対し、自国が指名す

るものの氏名を二箇月以内に提出する。

4．国際連合事務総長により国際連合本部に集められる締約国の会議で委員の選挙を

行う。出席しかつ投票する締約国の代表によって投じられた票の最多数で、かつ、

半分以上の票を得て指名されたものをもって委員会に選出された委員とする。

5．選ばれた委員は四年間仕事をする。ただし、最初の選挙で選ばれた委員のうち九

人は、二年で仕事を終えるものとし、選挙の後すぐに、委員会の委員長によりく

じ引きで選ばれる。

6．三十五番目の条約を結ぶ又は加入の後、委員会の五人の追加的な委員の選挙が行

われるが、この五人のうち二人の委員は、委員会の委員長によりくじで選ばれ、

その任期は二年で終了する。

7．締約国は、自国の専門家が委員会の委員としての仕事を行えなくなった場合、委

員会の承認を条件として自国民の中から他の専門家を任命する。

8．委員会の委員は、国際連合総会が委員会の任務の重要性を考え、決定する条件に

従って同総会の承認を得てから、国際連合のお金から報酬を受ける。

9．国際連合事務総長は、委員会がこの条約にある任務を効果的に行うために必要な
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職員などを提供する。

第十八条　条約の報告義務

1．締約国は、この条約が実施された時から一年以内、その後は少なくとも四年ごと、

更に委員会が求める場合に、この条約の実施のためにとった取り扱いや、それら

によりもたらされた進歩に関する報告を、委員会で話し合うために、国際連合事

務総長に提出することを約束する。

2．報告には、この条件に基づく義務の実行に影響を及ぼす要因や障害を記すことが

出来る。

第十九条　条約の報告義務

1．締約国は、この条約が実施された時から一年以内、その後は少なくとも四年ごと、

更に委員会が要請する場合に、この条約の実施のためにとった（立法上、司法上、行

政上その他の）措置、そしてこれらの措置によりもたらされた進歩に関する報告を、

委員会で検討するために、国際連合事務総長に提出することを約束する。

2．報告には、この条件に基づく義務の実行に影響を及ぼす要因や障害を記載すること

が出来る。

149



2．2008年度総合演習「附属小学校で授業プログラムを作ろう！」

－「人権と教育に関する教員養成プログラム分析研究」の一環として－

（1）はじめに

・受講学生数38名（2回生35名、3回生1名、4回生2名……うち1名病欠）

・後期木曜日2コマ目（10：40－12：10）

・2007年度からのプロジェクト

・スタッフ

授業担当者　　　……生田周二（奈良教育大学・教育実践総合センター・教授）

フアシリテ一夕ー……立石麻衣子（NPO法人北摂こども文化協会）

一部担当講師　　・…田口真樹（CAP）

TA　　　　　・＝…孔風蘭（奈良教育大学大学院2回生）

（2）授業の目的

本演習は、「人権と教育に関する教員養成プログラム分析研究」の一環として、学校にお

ける子どもたちの状況を踏まえ、以下の内容を含むプログラムを受講学生が作成する目的

を持つ。

子どもたち自身力芋、

・自分自身を見つめる。

仲間との関係づく りを考えあう。

・人間にはそれぞれ共通する点と違う点があることについて認識を深める。

・目＿分たちの周りにいる人たちが、＿学校での勉強や生活を豊かにするためにどんな役

割を果たしているのかを知る。

・自分たちとは異なる文化に対して関心を持つ。

・何が原兄か、なぜ人は偏見に陥りやすいのか、どのように対応できるのかを考える。

・日本の国内外の生活，習慣，行事などの違いを知り，多様なものの見方や考え方が

あること＿に気付く。

・権利と責任について、自＿分の生温と結びつけて理解する。

・共に暮らすために、規則と権利が必要であることを理解する。

・安心・安全で、快適な学校空間をつくるために何ができるかを考えあう。

そもそも学校自体が、子どもたちの学び発達する権利を保障する場であり、学校で普段

行われていることそのものが「人権としての教育」であるといえる。しかし、本当にそう

なっているのか、教師はその権利保障の担い手となっているのか、子どもたちが生き生き

と活動できる機会があるのか、子どもたちが権利の主体となっていけるような学習が保障

されているのかと考えていくのが、「人権についての教育」「人権のための教育」「人権を通

しての教育」を考えることであるといえる。

また、その際に重要なことは、子どもたちの自分自身についての振り返りと見通しであ

り、他者との関わりのあり方を考えることを通じてのセルフ・エスティームとェンパワメ

ントの検討である。

こうした問題意識から、本演習では、下記のことを行うL

150



1

　

　

2

　

　

つ

J

権利と自由、他者との協同、責任のあり方について考えを深める。

低中高学年の子どもの認識状況を把握する。

子どもたちの存在や問題を踏まえるため⊥授業や休み時間の様子について観察をL

担任と意見交換を行う。

4．グループで役割分担しながら、人埠的なアプローチの授業プログラムの作成を行い、

担任の許可のもと、実際に担当クラ＿スで授業を実施する。

5．プログラムを実施した結果について、自己評価、子どもたちの評価、担任からの評価

などを踏まえ、考えをレポートにまとめる。

（3）授業計画

・前半は主に、資料などを使いながら、人権、セルフ・エスティーム、エンパワメ

ントなどの基礎概念を検討する。また、それと関わる各種のアクティビティやピア

・サポートの手法などについて体験しながら検討する。

・11月29日（土）附小教育研究会に出席することで、附属小学校の教育の概要につ

いて学ぶ。

・後半は、附属小学校を中心に活動を展開する。授業時間を活用し、担当クラスの

観察（授業と給食の時間）をする……3限目（10時40分から11時20分）、4限目

（11時25分から12時5分まで）。

・2－3名一組になって学級毎に分かれ、クラスの観察をしつつ、担任とも連携をと

り、プログラムの作成を行う。

企画例……子どもの権利を知ろう、学校が楽しくなる方法、トイレの使い方、

快適に暮らすためのルール、自分の良さを発見しよう

・使用および集合する部屋：附属小学校3階の多目的スペース。

1．10／2オリエンテーション：課題と活動について

…＝・ネームプレート用写真撮影、附属小学校の取り組みの紹介

2．10／9各学年の発達課題、テーマの検討（1）

低中学年のテーマとプログラム

……自分紹介、セルフ・エスティーム、給食、国際理解

昨年度の例：「伝わる気持ち」（ト1）、「自分紹介」（2－2）、「セルフ・エスティ

ームを高める30秒コマーシャルリレー！」（2－3）、「みんなちがってみんない

い」（3－1）、「学校の給食どうやってつくられているんだろう？」（3－2）、「中

国のお正月って何するのかな？」（3＋3）、

3．10／16　　　　各学年の発達課題、テーマの検討（2）

中高学年のテーマとプログラム＝…・友情、他己紹介、食育、安全、

日本の中の違い、外国語活動の視点の導入

昨年度の例：「タコ（蛸）紹介？いいえ、他己紹介！」（4－1）、「友情を育てよう」

「とるべき態度は」（4－2）、「本当の友だちってなんだろう」（4づ）

「バランスのいい食事って！？」（5－2）、「阪神・中越震災を通して」（5－3）、

「日本の中の違いを学ぼう」（6－1）、「メディアからの情報を鵜呑みにせず、
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疑ってかかる一地球温暖化－」（6－3）

4．10／23　　　　子どもの権利条約について考えてみよう（立石担当）

……グループワーク：子どもの権利条約の分類各学年の発達課題

5．11／6クラスの授業・活動観察の準備

小中高にグループ分け　‥・・1－6年に分かれる（各クラス2－3名程度）

6．11／13　　　　附属小学校のクラスの授業・活動観察（1）

7．11／20　　　　町屋小学校のクラスの授業・活動観察＿（2⊥……給食あり

→　授業プログラム案の提出（各自）……締切：11月22日

8．11／27　　　　セルフ・エスティームとェンパワメントについて考えてみよう

（田口真希担当）

（11月29日（土）附小教育研究会に出席）

9．12／4授業「君も三蔵法師だ！！」

・‥＝授業における導入・展開・まとめの例示

学年別・クラス別に授業案の検討（1）

→　授業プログラム案の提出（各クラス）‥‥‥締切：12月7日

10．12／11　　　　学年別・クラス別に授業案の検討（2）

11．12／18　　　　附属小学校のクラスの授業・活動観察＿＿＿（3）

12．1／8　　　　　学年別・クラス別に授業案の検討（3）

13．＿l／22各学級での授業実施（1）

・‥＝インフルエンザによる学級閉鎖多く展開できず

14．1／29各学級での授業実施（2）

15．2／5　　　　　各学級での授業実施＿（3）と「まとめ」

（2年1組）　　　　　　　　（4年3組）

（4）授業プログラム作成・授業実施状況

クラス
学 生名

実施 1 月 29 日 2 月 5 日

（担任 ）
7、－ マ

可否 3 限 日 4 限 目 3 限 目

1 年 1 組

1 C （梁 川 華子）

大沼　 勇人

若 本　 悠

山 口　 啓 明

食事 のマナーを学ぶ ⊂） ○
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1 年 2 組

2C （平嶋憲子）

橋本　 宙志

阿久香保里

近藤俊一郎

自己紹介

～ 自分の頑張っていること～
○ ○

1年 3組 姉崎　 謙 1年 3 組 自己紹介リレー ！l
○ ○

3C （入澤佳奈） 加納　 梢 ～みんなをもっと知ろう～

2 年 1組

4 C （石川元美）

上野　 美香

坂下　絵里
良いところみ～つけた ○ ○

2 年 3組

6C （森本寿子）

原　 佳菓子

牧田　理紗
ぼく、わたし、あなた紹介☆ ○ ○

3 年 1組

7C （吉川奈緒）

山下　増子

増村　 里美
符点のリズムを学ぼう！ ○ ○

3年 2組 須田　拓也 他己紹介を適して、クラスの仲を深め
○ ○

8C （草野晶子） 米田　 明弘 よう！

3 年 3 組

9C （中窪寿弥）

西川　 聡

東　 久美子
上手な聴き方 ○ C）

4 年 1組

10C （大谷陽子）

吉野　 雄太

喜寅しずか

前川真太郎

外国と日本の違いを理解しよう ○ ○ ○

4 年 2組 西山　真加 エコライフを始めよう！†
○ ○

11C （田中志穂） 松井美裕子 ～リサイクル編～

4 年 3組 中尾　 真也 漢字のふしぎ
○ ○

12C （櫻本豊己） 柴田　智成 ～成り立ちを知ろう～

5年 1組

13C （井上龍一）

矢野　 辰弥

平井　 大貴
ことわざって面白いね ！ ○ ○

5年 2組

14C （谷口明子）

湯本　 洋介

安里　 健忘
夢を語る ○ C）

5年 3組 中村　 真衣 舌して聞いてコミュニケーションをとろう！！
○ ○

15C （谷垣明伸） 塩　 裕亮 話し方の工夫～

6年 1組

16C （山室光生）

飯塚　 良太

加納　 圭祐
世界のいろんなちがい ○ ○

6年 2組 河崎　 明 異文化理解
⊂） ○

17C （三上周治） 南　智之 ～文化ってなんだろう～

6年こ3組

18C （林　 綾）

佐竹　 寛之

辰本　 裕憲
視覚障害について考えよう ○

0 2／16

5 限目

（5）学生の授業プログラムの例

「授業プログラム」

授業予定者：西山真加　松井美裕子
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1．クラス　4年2組

2．これまでの観察を通して、クラスの状況、課題と思われる点について

授業を見学した後、一緒に給食を食べたときに、給食で出たゴミを分別して捨ててい

る光景を見た。しかし、分別するように指示されたから行っているだけで、何のため

にゴミを分別するのかを知らない児童は少なくないと思う。ゴミの分別やエコに目を

向けさせ、環境を守るために自分たちが身近にできることを考えていこうと思う。

3．プログラムのテーマ

エコライフを始めよう！！～リサイクル編～

4．どのような時間として位置づけるか

総合的な学習の時間

5．教材・資料、学外者の活用など

・参考写真（Webサイト上）、デジカメの写真

・パワーポイント、ポストイット（10枚×6班分）、

・ワークシート（2セット）→　節末に添付

6．ねらい・目的

・エコ（環境保護運動）に関心を持たせる。

・何がどんなものにリサイクルされるのかを知ることで、エコへの興味を引き出す。

・身近にエコ活動ができることに気付く。

・給食の食べ残しについて見直すきっかけにする。（残飯を減らすことがエコ活動に

繋がる）
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7．内容と計画

時 間 学 習課 題 児童 の活動 指導 上の留 意 点 、板 書

導入 ・世 界 の ゴ ミの現 状 を知 ・ゴ ミの 写真 を見 る。 （2 ・発 問 に よ り、子 ど もの

10 分 る。

・ゴ ミの 現 状 か ら、地 球

枚 ） 意 見 を取 り入 れ 、 双方 向

・日本 人 の出 す ゴ ミの 量 を

知 る。

・ゴ ミを減 少 させ る手段 を

考 え る。

・エ コ の 言 葉 の 意 味 を 知

の 流れ を 目指 す。

（板 書 ）

の た め の活 動 、エ コ を知

る。

る。

展 開 ・エ コ活動 へ の第 一 歩 と ・リサ イ クル ボ ックス の写

・ワー クシー ト内で リサ

2 5 分 して 、 具 体 的 に リサ イ ク 真 を見 る。

ル を学習 す る。

・給 食 の残 飯 を減 らす こ

・実際 に どん な もの が リサ

イ ク ル さ れ る の か を 考 え

る。

・班 ご とで リサイ クル のペ

ア あわせ を考 え る。 イ クル で き る もの を前 で

（ワー ク シー トN O ．1）

・班 の答 えを黒 板 に貼 る。

提 示 し確認 す る。

・班 で の話 し合 いが 円 滑

（ポ ス トイ ッ ト使 用 ） に進 む よ うに 声 か けを行

一→答 え合 わせ う。

・リサ イ クル の ま とめ を

と もエ コ活 動 に な る こ と

を学 習 す る。

行 う。

ま　 と ・ワー ク シー トへ感 想 等 ・授 業 の感 想 とや っ てみ た

め

10 分

を記 入 す る。 いエ コを書 く。

（ワー ク シー トN O ．2 ）

（6）理論的位置づけの検討

表H3－3「学習レベル」をもとに、学習活動の整理をすると下記のように分類できる。授

業を実施することもあり、「他者の変容期待」を展望し「どう働きかけるか」という問題意

識を持ち、教材研究のための多面的関与と実施・評価が行われている。
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段階・学習タイプから

1回目～5回目

6回目～9回目

10回目－15回目

段階1：対面タイプ2　→　段階2：対面・円卓タイプ

段階2：対面・円卓タイプ

段階3：円卓タイプ1→

段階3あるいは4：円卓タイプ2あるいはWGタイプ

（7）学生のレポートから見る到達点と課題（記入者：立石）

a．　権利と自由、他者との協同、責任のあり方について考えを深める。

・世界人権宣言、子どもの権利条約は、言葉として知っていても内容を知らない学生も

多く、また、セルフエスティームに関しては、言葉自体聞いたことがない学生が多く、

今回の授業で取り上げた意義があった。

・例えば、学生のレポートには、「こういった類の条文は、解釈の仕方によって別の意味

を持つこと」や「現代の教育で自己評価・自尊感情・自己肯定感といったことが必要

とされていること」などを学んだ、等がある。

・講義形式の説明の後、自分なりの考えをまとめる個人ワークを行い、その上で、個々

の意見を発表し合いながらグループの意見を作り上げる方法は有効だった。学生のレ

ポートによると、この形式のおかげで、自分の考えを持つことや、意見交換を通して

自分の考えを深めたり、視野を広げることができたとある。

・特に、セルフエスティームに関しては、個々の児童が自信を持つことも大事であるが、

それだけでなく、自尊感情を高めることが他者受容にもつながるということまで理解

した学生が多かった。

・セルフエスティームを「高める言葉掛け・低める言葉掛け」を実際やってみるワーク

ショップでは、学生自身、受容によってエンパワメンとされる体験をしていた。今後

の子どもへの対応に生かされると期待できる。

（学生のレポート抜粋）

※　最初は、言わないでおこうかなと迷っていた嫌な経験も、話すことですっきりし、

しっかり受け止めてもらい共感をしてもらえたことで嬉しくなりました。・・・自分だ

けで問題を抱えるのではなく、他者に思い切って話を聞いてもらい、他者からの共感を

得られることで、嫌な経験をしても立ち直ってまた次に進めるのではないかと思いまし

た。・・・子どもがどんなにつらい経験をしていても、教師や友だち同士の関わりの中

で自信を取り戻させてあげることができるような教師になりたい。

b．子どもたちの存在や問題を踏まえるため、授業や休み時間の様子について見取りと観

察をし、担当と意見交換を行う。

・本授業で初めて、小学校の授業を観察したり子どもと交流したという学生が大半であ

り、小学校での見取りと観察は、子どもの実態を把握する良い機会となっていた。

※　子どもたちの実態を知り、子どもたちの実態に合わせた授業作りができた。

※　実際に子どもたちを見たことでより具体的な指導の内容を考えることができた。

※　子どもと触れ合うことができて、想像することができ、この学年ではどのような話
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し方が適切であるか知ることができた。

子どもとの直接的な係わり合いを通して、間接的に得ていた「子ども情報」を見直すき

っかけになった学生もいるようだ。単に本授業のためになるというだけでなく、今後、

生活する中で得るマスコミ報道などによる情報の見方も勉強したことと思われる。

※　実際に子どもたちと触れ合う活動は、本や新聞で子どもの状況を得るよりも本当に

有意義なものであった。

担任と意見交換することによって、児童に対する接し方を担任から学んだ学生も多くい

た。

但し、「給食を一緒に食べると、次の授業に支障をきたす」と問題点を挙げた学生もい

た。

C．　グループで役割分担をしながら、人権的なアプローチのプログラムの作成を行い、担

任の許可のもと、実際に担当クラスで授業を実施する。

・グループ活動に関しては、学科も学年も違う相手の場合、甘えることができないから責

任感を持って、授業作りに取り組めたという学生もいれば、日常交流しない相手だから

連絡がとりにくく授業作りのための時間確保に困難したという学生もいた。

・普段交流しない人と活動することで、多様な意見が開けて良かったと答えた学生が多

い。

・グループで一つの授業案を作成するにあたっては、個々で持ち寄ったまったく内容の異

なる授業案を一つにまとめることが難しかったグループもあった。

・基本的には、前半で学んだ「人権」「セルフエスティーム」を大枠として設定した方が

よかった。授業案を絞るに際し、お互いを尊重するがあまりに、人権に焦点を当てた授

業案に仕上げることが難しくなったようだ。

・役割分担がうまくいっていないグループもあったようだが、その原因は、日常交流しな

い相手のため連絡がとりにくく話し合いの時間が不十分で、結果的に、連携が取りにく

かったためと思われる。

d．　プログラムを実施した結果について、自己評価、子どもたちの評価、担任からの評価

などを踏まえ、考えをレポートにまとめる。

「学び」が教師からの一方的な押し付けになってしまっていることに気づいた。人権の

授業は特に、児童が自身で「学び」を見出していくことが重要だと教えられた。

・自分と同じ立場の学生の授業を見ることで、学生が陥りやすい点など客観的に見れた。

・先生方からだけではなく、友だちからも重要なことを得ることができた。

e．　改善点

「もっと早くから授業案作りに取り組みたかった」という意見が多かった。

・せっかく授業案作りをしても、クラスの状況によって実習できない学生もいた。「すべ

ての学生に同じ機会を提供できてない」との指摘がある。（2007年度）

「授業できない学生も、授業実施可能な学生の授業を見て、学習活動や用いた教具、

教師の働きかけについての改善すべき点は無いか、改善方法はどうすればよいかとい
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ったレポートを作成すればよいのでは」との学生からの提案があった。

担任が教える授業の観察をしたかった。

同じ学年を見るにしても、クラスを変えてみることで、より学年やクラスの状況が分

かるとの提案があった。

担任の中には、子どもの名前や実態を把握せずに授業を実施するべきではないとの考

えをお持ちの方もいて、その担任の考えを直接聞かされた学生もいたことがレポート

によって分かった。子どもに対する教師の姿勢として、一人の教師の考えとして聞い

たのなら問題ないと思うが。

（8）学生のレポートから

a．総合演習「附属小学校で授業プログラムを作ろう！」　レポート

学校教育教員養成課程　教育・発達基礎コース　特別支援教育専修2回生

1：総合演習の前半の講義やワークショップにおいて、認識が深まったことや学んだこと

前半の講義では、昨年の授業プログラムを読み、実際の授業実施時のビデオを見た。こ

れらを通して、各学年の発達段階を知ることができ、自分自身の授業プログラム作成の参

考になったと共にプログラム作成の意欲が一層引き出された。「君も三蔵法師だ！！」の授業

では、導入→展開→まとめの授業展開が分かりやすく表現されていたので、授業展開を考

えるにあたりとても参考になった。

ワークショップにおいては、様々な知識が得られ、認識が深まったことがたくさんあっ

た。その1つが子どもの権利条約についてである。子どもは、年齢に応じてその能力に未

発達な部分を抱えているので、大人と人括りにした人権では保障しきれない部分がある。

つまり、同じ人間として尊重されなければならない面と子どもとして保護を受けなければ

ならない面とがあるということである。また、子どもの権利は、生きる権利・成長する権

利・守られる権利・参加する権利という4つの側面から保障されている。さらに、子ども

は単に保護の対象ではなく、権利の主体であるという認識が大切である。しかし、子ども

の権利条約の知名度は、子どもの間でかなり低い。子どものための権利である以上、子ど

もにこういった権利があるという権利の存在を知ってもらう必要がある。そのためには、

大人の援助が不可欠であるので、幼児や小学生にも理解できるような劇を作ったり、中学

生や高校生には参加型のワークショップを行ったり、といった工夫が必要である。私は、

将来小学校の教師を目指しているので、総合学習などの授業で子どもの権利条約について

触れる機会を設けたいと思った。

2つ目は、エンパワメントとセルフエスティームについてである。私はこの2つの言葉

を講義を受けて初めて知った。子どもを弱者と見ない、子どもの力を信じる、つまり子ど

もは無力で何もできない存在ではなく、まわりの働きかけで子ども自身が持っている力を

回復することができるという考えは大切だと思った。私は“まわりの働きかげ’という部

分が特に重要だと感じた。エンパワメントは、子どもに共感すること、子どもを受容する

こと、子どもへの愛情など様々あるが、子どもの性格や状態によって、その場に応じた適

切な関わり方をすることが大切だと思う。その中で、子どもの話を聴く時の留意点や方法
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などが詳しく聞くことができ、将来教師になった時や親になった時に知っておかなければ

いけない大切なことを学んだと思う。

2：クラスの観察やプログラム作成、授業実施などで得られたこと

まず、クラスの観察では、実際の子どもの様子を見られたことが良かった。子どもは初

日の観察の時から、よく話しかけに来てくれた。附小の子どもだから大学生に慣れている

というのもあると思うが、それ以上に子どもは積極的にいろんな人に働きかけることがで

きるのだと思った。また、授業では、教師の子どもへの働きかけや指導の仕方が直接見ら

れて、非常に勉強になった。教師の一方的な指導ではなく、児童にたくさんの発問を投げ

かけ、双方向の流れで授業が展開されていると感じた。そして、その発間に児童は積極的

に答え、友達の意見に対しても同意したり、反論したりという姿も見受けられ、児童相互

の学び合いが成り立っていた。給食の時間には、私たちの給食も素早く用意してくれ、児

童の優しさに触れる場面もあった。

授業プログラムは、何度も試行錯誤を繰り返してようやく完成したものである。これま

で大学の講義の中で、模擬授業は何度も行ってきたが、実際の子どもの前で授業を行った

ことはなかったので、子どもが持っている知識や発間に対しての反応などの予想がしづら

かった。パワーポイント、ポストイット、ワークシートなど様々な教材を用意し、リハー

サルも何度も行った。授業実施においては、細かい部分で反省すべき点はあったが、全体

的に見て、時間配分や授業の流れはうまくいったと思う。プログラム作成、授業実施を通

して、年齢や発達を考慮して子どもにとって学びのある授業を作っていくことの難しさや

大変さを痛感した。しかし、それ以上に教える喜びや楽しさを実感した。他のクラスの授

業をいくつか見学したが、どのクラスも様々なアイディアが練られていて、今後の参考に

なる部分がたくさんあった。

3：その他、授業を通して感じたことや考えたこと

教育実習に行く前に実際の子どもを相手に授業ができたこが本当に良かった。準備はと

ても大変だったけれど、それだけやりがいのあるものになった。数ある総合演習の授業の

中から、この「附属小学校で授業プログラムを作ろう！」を選択して本当に良かったと思う。

b．総合演習附小プログラム最終レポート

学校教育教員養成課程　教育発達基礎コース　心理学専修2回生

私はこの授業でまず、子どもの権利条約について学んだ。その中には、生きる権利、成

長する権利、守られる権利、参加する権利があった。しかしこの権利についての日本の知

名度は低く、みな学ぶ必要があると思う。子どもはおとなとは違い、未発達な部分があり

同じ人間として尊重される部分と、子どもとして保護されなければならない部分がある。

大人が子供にとって最大の利益を生み出すためには、なによりも子供の理解が必要である。

そこで大事なのは子供は単に保護の対象ではなく権利の主体であるということである。つ

まり、大人は子供の意見に耳を傾けて子供にとっての最大の利益という判断基準にたって
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既成の文化や社会を変えていくという、大人の社会に子供も参加する権利と言える。それ

に関連して、エンパワメントとセルフ・エスティームについても学習した。エンパワメン

トは子供を弱者として見るのではなく、本来もっている力や個性を発揮し自己決定力を持

てるように働きかけることで、周りの働きかけで子供が主張をしやすいようにすることで

ある。セルフ・エスティームは自尊感情のことでこれが高いほど、自分の個性を発揮しや

すい。また他にも虐待や子供との話し方の注意などを学び、本当にたかが子供、されど子

供であると感じた。

実際にプログラムを作る基礎として付属小学校の5年1組を見学させてもらった。体育

と音楽の授業であったが、とても見ていてすごいと思う授業ばかりだった。体育はやはり

活動がメインであるので、説明は短く分かりやすく、子供がきびきび行動しやすいように

教師は誰よりもきびきび行動していた。体育の授業のなかにも技能の習得だけではなく、

協力することや、工夫することの学習の場面がたくさん盛り込まれていた。音楽の授業で

は、歌を歌う中で、子供の活動をよく見て、はめたり、雑談を交えてなごやかな雰囲気に

したり、時には注意したりして、いい演奏を味わうことができるように導いていたように

思う。このとき、教師には教科書の内容だけでなく、身近な事象やテレビなどのカルチャ

ーにもアンテナを広げ、教養を高める必要があると思った。それともうひとつ、附小の研

究授業で理科の授業を観察させていただいた。魚のたまごについてだったが、子供の意見

を黒板いっぱいに書きとめたり、たまごを数えるなど、面倒に思えるようなことを行って

いた。子供の意見を尊重する、チャレンジすることを避けないなど、一番たいせつなこと

を学んだ。そして、その授業の学習指導案を見てさらに驚いた。いままで大学の授業で指

導案というものをかいてきたが、そんなものは話しにならなかった。ひたすらひとつの授

業のために目標、ねらい、教材観、教材の内容、そして、児童の行動や発言の予想など、

授業に関係することがひたすらに書かれていた。それを見て、これから自分が作るという

現実が不安になった。

今回、私は、ことわざについての授業をやらせていただいた。そこで一番困ったのは、

なぜこの授業をやるのかということだった。なぜと聞かれても、うまく答えられない。答

えてもそれを行う事でどんな力がつくのか、そこが難しかった。何度も添削をしていただ

いて、やっとの思いで、作ることができた。こんなに大学にはいって努力したことないと

思ったし、もっとできたという思いも沸いてきた。やはり教師が、どうしても子供にこれ

を教えたい。こういう力を付けて欲しいと強く望まなければ子供には伝わらないと思う。

そのために教材研究や、めあて、ねらいを考えることは、とても大切で丁寧にするべきも

のだと思う。

やっとの思いで指導案を書き、時間を縫って、教具を作ったが、やはり授業はうまくい

かなかった。もっと細かく指導案をっめておけば、もっと強くねらいをもたなければと後

悔した。授業は本当に思いがけないことが起こる。今回は、体育の授業の後ということで

開始が遅れてしまったし、席を立つ児童もいた。そのときの対応まで頭においておかなけ

ればならないと思った。今回私は自己採点で70点ぐらいかなと思う。もっとできたとい

う思いと、どこかで何とかなるとたかをくくっていたところがあった。そして児童に採点

してもらうとさらに低いものになると思う。児童には伝えなければならないので、児童に

100点をつけてもらうにはもっと自分で満足できる準備が必要である。
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本当に苦しい授業だったがやはり、児童の発言、表情はとてもうれしいものであった。

それを身近で感じることができる教師にまた強い憧れを抱いた。そして、私を指導してく

ださった先生に

「私があなた達にこの時間をあげると言った意味はわかりましたか。私が責任を持つから

その時間は考えたことを最大限出しなさいということです。学校が子どもを育てるなんて

簡単に言えない時代です。」

という言葉をいただき、とても教育とは責任のある仕事で、子どもと教師がいてこその学

校であるなと再認識した。そして、児童は新しいことを学ぶことを待ち望んでいるのでは

ないか、と考えた。そのために今回、総合演習で学んだことを生かして、人間的に大きく

なっていきたいと思う。

最後に、生田先生へ。時間ぎりぎりに添削をしてくださったり、たくさん気にかけてく

ださって、本当にありがとうございました。今回の貴重な体験を十分に生かしてこれから

頑張っていきたいと思います。

C．総合演習　期末レポート

学校教育教員養成課程言語・社会コース　国語教育専修2回生

1）前半の講義やワークショップにおいて認識が深まったことや学んだこと

はじめに先輩方の授業風景をビデオで見たときは、どういったことに気をつけて観察し

たらよいのかが全くわかりませんでした。しかし、いろいろなビデオを見ていく中で、だ

んだんと冷静に見ることができ、板書や指導言に着目することができるようになりました。

また、私は「こどもの権利条約」についてワークショップで初めて知りました。授業で

は、様々な条項を分類することでそれぞれの内容を把握でき、理解を深めることができま

した。

聴き方のワークショップでは、聴くことの大切さを再認識できました。ちょうど私が上

手な聴き方の授業プログラムを作成したときだったので、非常に興味を持って受講するこ

とができました。また、ワークショップで学んだ「話してくれてありがとうと言う」のル

ールは、私が上手な聴き方について考える上で見落としていた点だったので、参考になり

ました。

2）クラス観察やプログラム作成、授業実施、他の授業実施の見学において得られたこと

クラス観察では生の授業を見ることで、さまざまな技術を学ぶことができました。特に、

児童からの意見の吸い上げ方には驚きました。

プログラム作成では、「ねらい」を複数挙げるとき、それぞれにしっかりと関係を持た

せなければならないことを学びました。また、生田先生からもう少し詳しくといったコメ

ントをいただいたとき、これ以上何を詳しく書くのだろうと思いました。しかし何度も読

み返すうち、読み手の立場に立つことができ、肝心の3つのルールが何なのかが書かれて

いないことに気がつきました。自分の中で当たり前になっていることにも、しっかりと説

明を加える必要があるのだとわかりました。

授業実施では、授業をコントロールすることの難しさを実感しました。また、グールー
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プワークの人数の重要性にも気づくことができました。児童の発達段階や担当クラスの児

童の性格を把握して、それに適当な人数を見極めることが必要なのだとわかりました。

他の授業実施の見学では、学生に混じって担任の先生も机問指導をしている場面があり

ました。その時、学生は直立したまま児童に話しかけていましたが、担任の先生はしゃが

むことで児童の目線に合わせていました。これはすごい差だなと感じました。ですからそ

の後、私は授業実施をする際に実践することを心がけました。

3）その他、授業を適して感じたことや考えたこと

今回の授業プログラム作成では先生方やパートナー、同学年担当のメンバーから様々な

アドバイスを受けることができました。実際に教師になった後、こういった教師同士の連

携が非常に大切なのではないかと思いました。

4）総合演習の授業を来年度よりよくするために、改善したほうがいいと思われる点

授業実施の許可を直前になってからもらえるクラスが多かったような気がしました。そ

れだと、学生の授業の準備がきっちりとできないので、児童の学習の質が保証されにくく

なると思います。（ただでさえ経験のない学生が授業をするのに）

ですから、担任の先生との連携をもう少し早い段階でとらせていただければよいかと思

います。担任の先生方は忙しいかと思いますが、その方が児童のためになると思います。
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（資料）りサイウルされると何ができるか啓？
りサイクル前

牛乳バ・Yウ

アルミかん

スチールかん

食品トレイ

ペ・γトボトル
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りサイウル掩

夫膵う具や植ホ博ち

トイしットペーパー

わーペtYトや洋服

自動車の部品



（資料）

エコ弓イ了を始めようJJ～りサイクル編～

4年：2組　　名前

評今。の授業の感想

遍車
どん啓エコがで告るかな？（やってみたいエコ啓と・・・）
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第8章　教育者養成における課題……まと釧こかえて

教育者養成に関する枠組み、養成内容、今後の展望について述べる。なお、枠組み、養

成内容については、項目の提示にとどまっており、精緻化は今後の研究の中で行いたい。

1．枠組み

（1）

（2）

（3）

教育者に要求される5つのキー・コンビテンシー2

教育関連知識（児童・生徒・学習者理解を含む）

カリキュラム設計・編成

教育方法・技術及び学級・講座経営（評価方法を含む）

組織的・連携的力量（マネージメントと対人スキル）

職能成長（振り返りと改善）

教育者養成プロセスの4側面

モデリング：情報提供とモデルの提示からなる。

一情報提示により、理論、技術（議論の組織、批判的思考の展開、プロジェクト

活動の設定、ビジュアルな支援の活用）、授業の設計、活動の枠組、教授の一

般原則について理解を深める。

－パーソナルなロールモデルの提示により、「学びあい育ちあう」民主的な価値

・環境について考え合う。

迦主：新しい情報、カテゴリー、経験を再構成し、将来の状況にどのように活用

するかを考察し、振り返る。

造盟．：自ら課題を設定・計画化し、さらに学校現場での活動・授業につなぐ。

韮塵：共同の振り返りによる評価を踏まえ、課題の明確化と改善につなげる。

指導：学習者が情報やアドバイスを必要とした時に適宜行う。

教育者養成上の3つの側面

知識・理解の側面

現代的な教育課題を把握していくために，教育の日的，教育の歴史，教育に関する

法令や学校に関する法令など基礎知識を獲得する。（教育の基礎知識）

カリキュラム編成をしていくための基礎知識を獲得する。（カリキュラム設計・編

成）

学習活動を効果的に子ども・学習者に獲得させていくための方法論や学習環境（学

級経営を含む）の整え方について理解する。（教育方法・技術及び学級経営）

児童・生徒・学習者の発達に関する基礎知識を獲得する。（児童・生徒・学習者理

2（備考）奈良教育大学のめざす4／）の力量を有する教員の養成
1．義務教育を幅広く見渡し、学校種に柔軟に対応できる教育的力量
2．授業・教育指導のための実践的力量
3．問題をかかえる子どもたちに対する臨床的力量

4．現代的課題への積極的な対応力
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解）

評価についての基礎知識を持っている。（評価方法）

学校の組織的な教育活動や経営活動，そして地域の教育活動などに関わることの重

要性を認識する。（学校と地域社会との連携）

教師・教育者の仕事や役割，責任について知っている。（職能成長）

【教科専門と教科内容の関係を知っている。（教科内容とその組織化）】

技能・適性の側面：

・授業案・プログラムの作成など、実際にカリキュラムを設計できる基礎的な実践力

を身につける。（カリキュラム設計・編成）

・子ども・学習者が学ぶにふさわしい学習環境を構築できる。（教育方法・技術及び

学級経営）

・児童・生徒・学習者理解を踏まえて，実際の教育活動に応用できる。（児童・生徒

・学習者理解）

・具体的な活動や生活場面などの全般を見渡しつつ、児童・生徒・学習者の評価を行

う。（評価方法）

・学校の組織的な教育活動や経営活動に積極的に参加できる。（学校と地域社会との

連携）

・子ども、保護者、学習者、同僚などと率直なコミュニケーションができる。（職能

成長）

【授業として成立させていくための教科内容選択・精選といった組織の方法を知

り，それらを実践として遂行できる。（教科内容とその組織化）】

態度・価値の側面：

・子ども・学習者を一人の人間として尊重することができる。（児童・生徒・学習者

理解）

・人間の可能性に期待を持っている。（児童・生徒・学習者理解）

・多方面から情報を収集し、多様な観点から問題を見ようとする。（職能成長）

・将来の見通しを持って自己研鎖に努めようとする。（職能成長）

※　備考……【】内は、重要項目であるが、今回のプロジェクトでは取り扱わない。

2．養成内容

（1）教育関連知識（児童・生徒・学習者理解を含む）とカリキュラム設計・編成

・教育的・制度的フレームワークの聖餐：理論・歴史、法、経営、社会、家庭

・カリキュラム設計・編成の学習

・鍵となる問題の理解とそれに関する意見の形成

異文化間教育、人権教育、特別支援教育、不登校・いじめ問題、児童虐待問題な

ど
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（2）教育方法・技術及び学級経営（評価方法を含む）

実施と評価のサイクル：亘上垣（Plan）、塞塾（Implement）、塾逝（Assess）、韮値（Evaluate）

方法の要素：帰納的（Inductive）、行動的（Active）、関連的（Relevant）、協同的（Collaborative）、

相互作用的（Interactive）、批判的（Critical）、参加的（Participative）3

（3）組織的・連携的力量（マネージメントと対人スキル）

教育実践の展開において特に求められている点

（a）適切な学習環境の＿謹立

・脅威のない、誰もが自由に、冷やかしなどなく、しゃべることのできる雰囲気

・学習環境が意図した学習目的と一貫し、サポートするものとなる

（b）モデリングのスキルと傾向性

意見を正当化する方法、合意を得る方法などのスキルが必要であり、オープンさ、

民主的リーダーシップという傾向性を獲得する必要がある。

（C）対立的で繊細な問題の取り扱い

教育者は、若者が自分自身とは異なった考えを尊重しながら、率直に自分の心に語

りかけるのを励ます方法を学ぶ必要がある。

（d）教室を超えて地域社会と連携する

上記を実現する上での資質

i．「スキル・適性」 ＝…多様な観点から問題を整理し、提言できる基本的な能力

表現‥‥‥自分の意見を表現し正当化する方法

批判的思考と主張……判断の仕方と主張をまとめる方法

問題解決…・・・EDCの問題を見定め、定義し、共通の結論に到達する方法

決定をする・‥…集団的決定を交渉する方法

異文化間のスキル＝…・問題を他者の観点から見る方法

研究‥‥‥問題を調べて提示する方法

政治的行動・…＝ロビー活動とキャンペーン活動に関わる方法

評価・＝…個々人と集団的学習に反映する方法

ii．⊥照度・価値、傾向華上……対人関係能力やマネージメントのための資質

「オープンさ」

「文化的、社会的差異への尊敬」

「分担したり任せたりする用意がある」

「信頼と正直さ」

「真実へのコミットメント」

「自己と他者への尊敬」

「暖昧さ、オープンで未決定の状況への寛容さ」

「率直さ（舶Sertiveness）」（明確に勇気を持って自分の意見を出す）

167

ユ第3章第4節を参照のこと。



「民主的リーダーシップ」

「チームワークと協力」

（4）職能成長（振り返りと改善）…自己評価を踏まえ、次の改善につなげていく側面

（a）人としての発 development）

自分自身の価値と傾向性の認識、教授・学習アプローチの適切さなどの振り返り

（b）職能発達（PrOfbssionaldevelopment）

関連する知識、教授・学習アプローチに関する能力の定期的なアップデートと刷新

（C）逸カ（C0－OPeration）

他者（同僚や他の実践家）との協働、学校内のチームワーク、関連の専門学会などの

会員、地方・国内・国際レベルでのネットワーク・交流など

（d）学校自己評価（SchooIself二evaluation）

学校における目標の設定、業務・長所・弱点の検討など

（e）学校発展計画（Schooldevelopmentplanning）

自己評価の活用、外部評価の考慮、改善のニーズの検討など

3．今後の展望……教育者養成プログラムの観点からの人権基盤教育学の構築をめざして

（1）今後の研究の目的

これまで検討してきた教育者養成の視点を中心に、人権基盤教育（学）（Theory ofthe

humanrightsbasededucation／pedagogy）の概念と構造の構築とその国際的検討にある。これ

まで、本補助金による研究を通じて「教育人権アプローチ」の提起、「人権教育の布置」の

日本的性格の検討、人権教育プログラムの構築を行ってきた。また、近年のシティズンシ

ップ教育への志向性についても追究してきた。これらの実績を踏まえ、学校教員をはじめ

とする教育者養成の視点から、人権基盤教育（学）を構築する必要性について下記の点を指

摘できる。

第一に、人嘩教育が授業や研修の場面を中心とする教授学習論として、教育者に狭く捉

えられる傾向がある点である。生田が提起する教育人権アプローチ（表8－1）においても

第2、第3象限に偏る傾向、またイギリス・リーズ大学人権・シティズンシップ教育研究

所のオスラーとスターキー（Osler／Starkey2005：Cha77gingCitizensh＆．NewYork）も知識理解、

アイデンティティの確立に「最小」化される傾向を指摘している（表8－2）。

表8－1教育人権アプローチ（生田『差別・偏見と教育』部落問題研究所、2001）

人権 レ

ベル

対象領域 レベル

地域 ・学校な どのコミュニティ マイノリティ及び個人

可能性

参加促進 ・構造 改革 ．能力 餉発 ・学力保 障 ‾

格差是正
（第 4 象限） （第 1 象 限）

存在

滞 3 象限） （第 2 象 限）
融合

偏 見克服 ・認徽形 成 自己像 ・‾I p 確 立
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「人権教育」の

レベル

→広義

→狭義



視点の転換、多様性尊重 自立、エンパワーメント

表8－2　シティズンシップ教育の構成要素（抄）（Oslar／Starkcyl999：花。C力er〟〟Cの加納1月如拙間

Rなhts．London．）

構 造 的 ・政 治 的 （Stru ctu ral／p olitica l） 文 化 的 ・私 的 （Cu ltu ral／p er son al）

最

小

権 利 ア イ デ ン テ ィ テ ィ

理 解 ・経 験 ：人 権 、 民 主 主 義 、多 様 性 な ど 所 属 感 ：二者 択 一 （緊 張 ）、 両者 （混 合 ）

関 連 ：人 権 教 育 関 連 ：感 情 と 選 択

最

大

包 摂 （In clu sio n ） 能 力 （C o m p e te m c e）

安 全 、積 極 的 な 参 加 、 関与 な ど 政 治 的 リテ ラ シ ー 、 変 化 を も た らす ス キ ル 他

関 連 ：よ り包 括 的 な 民 主 主 義 の 構 築 関 連 ：民 主 的 参 加 の た め の ス キ ル

第二に、その結果、人権教育と道徳教育との区別が暖味化する傾向がある点である。人

権教育が「人権尊重の理念に関する国民相互の理角勘（人権擁護推進審議会答申、1999）に限

定される傾向にあるため、「私人間の人間関係づくりのための教育に矯小化されていく」（阿

久澤麻理子「日本における人権教育の『制度化』をめぐる新たな問題」（財）アジア・太平洋人

権情報センタ一編『人権をどう教えるのか』現代人文社、2007）ことや「道徳教育や倫理、

思いやりの強調と置き換えられ混同される一因」（大谷美紀子「人権教育の系譜一人権の実

現をめざす国際連合の理論と実践－」『同上』）となる危険性が指摘される。欧州評議会の人

権・シティズンシップ教育推進の中心になっているゴロツプ教授（チューリッヒ教育大学）

も「礼儀正しく、思いやりのある個人」の形成、思いやりある態度の開拓に倭小化して捉

えられる点を問題視している（Gollob et al，2007：TboIs on Tbacher TyainingjbrEducationjbr

DemocraticCitizensh桓and肋manRなhtsEducation．Strasbourg）。

第三に、「参加型学習】などの方法のみを教育者が取り入れる傾向が顕著である点である。

「討論」「ロールプレイ」「アサーテイブ訓練」「傾聴」などが重視され、その問題点は目的

・内容論を軽視している点である（八木英二・梅田修『いま人権教育を問う』大月書店、1999；同

『人権の実践を問う』2002）。

（2）人権基盤教育学への展望

（1）から、人権基盤教育（学）は、従来の狭く捉えられがちな人権教育から脱却し、人権

を基盤とする学校・コミュニティの形成、学習者及び教育者の資質能力基準を整理する枠

組み理論をめざす。仮説的な枠組みは次の4領域から構成される。これは、かつて提起し

た表HB－コ　の精緻化を意味する。そしてこれらの4領域に基づく学習者の課題は、表8－3

の発展段階を経る。

1）「能力開発・学力保障」：「人権としての教育」であり、人間の可能性を開く基礎的保障

であり、教育権論、リテラシー教育、生涯学習理論と関わる。

2）「＿自己像・ID確立」：「人権を通しての教育」の意味合いがあり、個々人のアイデンテ

ィティや相互信頼に関わり、人権教育、セルフ・エスティーム理論などが関係する。

3）「偏見克服・認識形成」：「人権についての教育」であり、民主主義、人権のあり方につ
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いて学ぶ人権教育、法教育、シティズンシップ教育が関係する。

4）「参加促進・構造改革」：「人権のための教育」であり、参加や社会システムの見直しを

志向し、シティズンシップ教育などと関連する。

表8－3　領域のレベル別の学習者の課題

レベル

領域
1 2 3 4

1）能力開発 ・学

力保障

動機づけ 系統的 ・問題解決的学
．習

自己計画的学習 自己指導的学習

2）自己像 ・I D 関心 ・興味 模索 ・葛藤 変容 ・統合 相互作用 ・相互変容

確立 （気づ く） （とまどう） （関連づけ）

3）偏見克服 ・認 知識／技能 構造的常識／運用 分析／展開 癖明 ・．展望提示

識形成 （知 る） （分かる） （っきとめる）

4）参加促進 ・構 参集 ・開 く 参与 ・発表 参画 責施 ・省察 ・評価

造改革 くつどう） （話し合 う） （企画 ・運営する）

問題意識の変化 そうか なぜ どうするか どう方向づけるか

さらに、この枠組みに必要な教育者のキー・コンビテンシーとして、 仮説的には、次の

分野の力が求められる‥1）人権ならびに主題の理解、2）蓼青の方法的・学習論的理埠、3）
学習者理解、 4）マネージメントならびに人々と関わるスキル、 5）自己省察・改善スキル。

また、今後、本研究は、欧州評議会における民主的シティズンシップ・人権教育、スイ

スのジュネーブ教育大学の教師教育理論、ドイツのフライブルク教育大学を中心とする人

権教育学フォーラム、イギリスのリーズ大学シティズンシップ・人権教育研究所の理論的

整理などと理論的・実証的な議論をしながら、とりわけ大学における教員養成の賢覧畢準

の検討に貢献する枠組み、並びに教育者養成・研修に活用できる枠組み理論の形成を予定

している。

（3）今後の研究の独創性と特色及び意義

今後の研究の独創性は、人権基盤教育（学）という新しい分野の創出であり、その4領域

とそれに必要な教育者のコンビテンシーの明確化である。これは、次の点で研究・実践に

貢献する。

第一に、これまでの人権教育やその他の関連する教育（シティズンシップ教育など）が

搾っていた狭さ＿や曖昧さを克服する。

第二に、教育への人権的なアプローチの確立により、教育者の獲得すべき教授内峯や方

法論、学習者と＿向き合う視点、実践の位置づけと方向性を明らかにす丘。

第三に、ユネスコでの教育権保障的な「ahumanrightsbasedapproachtoeducationfbra11」

の発想を踏まえつつ、欧州評議会やイギリスでの民主的シティズンシップ・人権教育のイ

ノベーションの取り組みとも連動しながら、国際的な議論を先導する役割を果たす。
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